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まえがき

本報告書は、 2001年度から2003年度までの3年間にわたり研究を実施した「経済自由

化後のインドにおける都市・産業開発の進展と地域的波及構造」 (科学研究費基盤研究

(A)),に関する研究の成果をまとめたものである。

これに先だっ1996年度から1998年度の3年間,我々は同じく文部省科学研究費(国際

学術研究)により「インドにおける工業化の新展開と地域構造の変容」に関する研究を実

施した。その成果は個別論文のほかに、まとまった形では『インドの新しい工業化一工業

開発の最前線から-』 (日本地理学会海外地域研究叢書2,古今書院)として2003年に公

刊したが、本研究はこうした工業団地に焦点を当てた研究を進める中で、現代インドの地

域研究を発展させる新たな研究計画として浮上してきたものである。 1991年の経済自由化

からある程度時間が経つにつれ、それまで目にしなかったような景観が大都市を中心にみ

られるようになった。それは1997年のデリー郊外のノイダの調査や1998年のバンガロー

ル訪問で経験したことであり、グローバル化の中で急速に変貌するインドの都市・産業開

発を捉えてみたいという気持が徐々にわいてきた。特に、東南アジアに関する地域研究

の進展を横目に見ながら、インドについても同様の視角を適用することの必要性を実感し

た。こうした問題意識から上記のようなテーマで研究費を申請したのであるが、その具体

的な内容は、次の「はじめに」に譲ることとして、ここでは、各年の調査研究の進行状況

について簡単に書き留めておきたい。

2001年度は, 3週間前後の短期間で資料収集,研究打ち合わせ,予備調査のための現地

調査を行った。主な訪問地はデリー,バンガロール,チュンナイであった。まず2002年

度調査予定地のバンガロールでは,バンガロール大学地理学教室スタッフとの交流,都市

開発に関する資料収集,調査農村の選定,トヨタ・キルロスカモーターズの工場見学と聞

き取りを行った。研究協力者のマドラス大学Subbiah教授のサポートを得たこともあって,

順調に準備作業を進めることができた。この時訪問したデリーでは1997年調査地のノイ

ダを再訪したが,土地の用途変更をともなう大規模な住宅建設が進んでおり,改めて大都

市圏を対象とした我々の研究を進める意義を再確認した。チェンナイではマヒンドラ工業

団地,タイではAmata Nakornという二つの民間資本による工業団地を訪ねたが,いずれも

工業団地開発の新たな展開方向を示しており,今後の研究のための示唆を得ることができ

た。

2(泊2年度は、 11月末から12月末にかけて、ほぼ1ケ月弱の期間、もっぱら南インドの

ハイテク都市・バンガロールで調査を実施した。前年にコンタクトをとっていた甲斐があ

って、バンガロール大学の地理学専攻の大学院生を調査アシスタントとして雇用すること

ができたので、調査を円滑に進めることができた。具体的な調査先は、州政府ほかの官庁、

自動車関連の工場、 IT関連企業、職業訓練校(ITI)、農産物卸売市場,住宅地の居住者,

近郊農村(ゴラバリ村)住民と多岐にわたるが,後2者については世帯ごとのインタビュ



ーサーベイを行ったoバンガロールでは、急速な大都市の発展の様態を都市計画や住宅開

発、近郊農村の変容の中に探り、他方でソフトウェア産業や自動車産業などの産業開発の

進展を現場で確認することができた。また、労働力の育成や消費財の販売網・農産物市場

の整備、水供給の展開などを通じて急速な産業開発がもたらした地域的影響を追究するこ

とができた。

2003年度の調査は11月末から12月未にかけて、ほぼ1ケ月弱の期間、デリー郊外のグ

ルガオンで実施したO調査はもっぱら研究分担者ごとに行ったが、主に国立イスラム大学

の地理学専攻とJNUの大学院生を調査アシスタントとして雇用することができたので、

調査を円滑に進めることができた。アシスタントのうちの幾人かは1996, 97年の調査を

手伝ってくれた院生で、その点でも旧交を温めながら調査は円滑に進んだ。共同研究者の

イシタック教授には調査の際、格別のご配慮を頂戴した。ただ15年来インド調査でお世

話になってきたシャルマ先生が調査開始後まもなく体調を崩されたのは大変残念であった。

グルガオンはこれまでにも幾度か訪ねたことがあったが、ここ2-3年の急速な変貌はデ

リー郊外の都市ノイダと比べても我々の想像をはるかに超えていた。巨大な商業モール、

コールセンターが入居するオフィスビル群、片道4車線-の拡幅の進む国道8号線、新し

いタイプの工業団地IMTマネサールなど、大きな変化が生じていた。そしてもっとも悩

まされたのは都心とグルガオンの間の慢性的な渋滞であった。我々のアシスタント諸君は、

グルガオンからの帰路、いっもこの渋滞に悩まされたようである。

今回も本調査を行った2002年と2∝)3年は、リサーチビザを取得して調査を行った.イ

シタック教授を研究パートナーとして国立イスラム大学-共同研究受け入れを申請し、そ

の承諾を得た後、大阪のインド総領事館に対し調査ビザの申請手続きを行う形をとった。

手続き的にやや煩境になり、両年で少し異なる所もあったが、ビザ発給がすべて予定して

いた調査時期に間に合ったのは幸いであった。

以上のように、今回の一連の調査もほぼ順調に終えることができたが,これも現地の調

査でお世話になった方々のおかげである.特に,デリーでは,マルチ・ウドヨグ社,ヒー

ローホンダ社,バンガロールではトヨタ・キルロスカ・モーター社に調査の便宜を図って

いただいた。マルチ・ウドヨグ社,ヒーローホンダ社では,広島大学出身の役員の方々の

活躍を目の当たりにできたのも心強いことであった。また、共同研究者のR.C.Sharma (ジ

ャワハルラルネルー大学・元教授), M. Ishtiaq (国立イスラム大学・教授)、 S. Subbiah

(マドラス大学・元教授)の3先生にはいっもながら格別なるご配慮を頂戴した。さらに、

我々の調査のアシスタントをつとめてくれたバンガロール大学、国立イスラム大学、 JN

Uの大学院生諸君にも大変お世話になった。ここに記して以上の方々に御礼申し上げる。

最後に我々の調査に理解を示し、調査ビザを発給していただいたインド政府に深甚なる感

謝の意を表したい。

2004年12月　　師走の東広島キャンパスにて

岡橋秀典



はじめに

岡橋秀典

1.問題の所在と研究の目的

近年のインド経済の急成長は国土空間の再編をもたらし、またそこに様々な

問題を生起させていると考えられる。本研究は、このような問題認識に立って、

1991年以降の本格的な経済自由化政策の実施により急速な経済成長をとげてき

たインドを対象に、都市開発および産業開発の動向を把握し、さらにそれらの

地域的波及構造を追究して、現代インドの国土構造の特徴とそれがもつ諸矛盾

を明らかにしようとするものである。具体的には、全国的なスケールにおいて

都市システム、産業立地・開発、地域間ネットワーク、地域格差の動向を把握

して国土構造の骨格を明らかにするとともに、特に経済成長の拠点となり人口

の急増をみている大都市圏、中でも、内陸部にあるバンガロール大都市圏とデ

リー首都圏に焦点をあて、そこでの都市・産業開発とそれらによる土地、農産

物、水、労働力などの需要を通じた地域的波及構造を調査研究する。

インドにおけるこうした都市・産業開発の実証的研究は、拡大大都市圏論や

世界都市論などがさかんな東南アジアを対象とした研究の水準からすると大き

く立ち後れている1)。経済開放政策に転じて以降、インドの社会経済変容につ

いては、インドの国内外を問わず、マクロ経済的分析、産業論的分析が蓄積さ

れてきたが、経済発展が必然的に生起する空間的・地域的側面の変動について

は研究成果が多くない。近年大きな成果をあげた特定領域研究「南アジアの構

造変動」においてもこの種の検討は十分に行われていない。

2.研究計画と研究方法

本研究は、全国スケールでインドのマクロな国土構造の変動を把握するとと

もに、特定大都市圏とその周辺地域(バンガロール大都市圏とデリー大都市圏)

でのインテンシブな調査により、都市開発や産業開発の実態、さらにそれらの

地域的な波及構造を検証することにした。バンガロールとデリーという2つの

大都市圏に着目したのは、いずれも急成長する内陸部の大都市であり、植民地

期以来の臨海部に偏ったインドの国土発展構造を大きく変える可能性をもつか

らである。

主な研究テーマは、下記の通りである。

①自動車工業を中心とした工業立地と生産システム

② IT産業の展開と存立構造

③労働市場の変動と人的資源開発

蝣1-



④都市計画と都市開発、住宅開発

⑤支店・営業所、外国資本オフィスの集積

⑥消費財の流通システム

⑦農産物市場の展開と産地形成

⑧近郊農村の社会変動と就業構造の変容

⑨水資源開発と都市・工業用水供給

⑲インドと周辺国との交易

研究の方法は、現地でのフィールドワークが中心である。役所や企業、

農産物卸売市場、職業訓練校などの関係機関での資料収集と聞き取りの

ほか、住宅地の居住世帯、農村住民についてインタビューサーベイを行

った。

注

1)この点の詳細については、同橋(2003)を参照されたい。

文献

同橋秀典(2003) :南アジアと東南アジアにおける工業化の新展開と大都市

開発-シンポジウムの趣旨説明として-.地誌研年報12、 3-7.
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経済自由化後のインドにおける都市・産業開発の進展
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インドにおける経済自由化に伴う外国直接投資の増大と国土

構造-の影響

日　野　正　輝*

Increase of Foreign Direct Investment under the Economic

Liberalization in India and its Implications for the National

Spatial Structure

Masateru HINO☆

I.　はしがき

II.　資料および調査

III. FDIの特性と大都市集中

I.　はしがき

目　　　次

IV.外資系企業の立地条件と都市評価

V.結び

現在世界各地で起こっている地域変容の多くは,経済のグローバリゼーションと直接あ

るいは間接的関連を持つと言ってよい　Dicken (1998)は著書``Global Shift"のなかで,

世界規模で進行する経済活動の立地変動を規定する要素として国家,技術,多国籍企業の

3点を挙げるとともに,多国籍企業による外国直接投資(ForeignDirectInvestment,以

下FDIと略記するO)の影響の大きさに注目している。また, 1990年代以降の東南アジア

の大都市研究において,従来の過剰都市化論では捉えられない新中間層の増大および郊外

での工業団地開発と都心部におけるオフィスビル開発が注目されるに至った(田坂, 1998)。

小長谷(1997)は,そうした東南アジアの大都市に急速な変貌をもたらしたものとして外

国直接投資を位置づけ,過剰都市論に代わる都市論として「FD I型新中間層都市」論を

提起している。

インドにおいては,国内総生産額に対するFDI残高の比率が2002年現在5.1%と低い

ものの, 1991年末の経済自由化政策(NewEconomicPolicyと呼ばれている。)の実施以

*　東北大学大学院理学研究科; Graduate School of Science, Tohoku University
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降, FDIが急速に増大してきた。ちなみに, 1990年のFDI残高が1,668百万米ドルであ

ったものが, 2002年には25,768百万米ドルに達した(図1)。この金額は, FDI残高の対

GDP比率が24%に達しているタイの絶対額(30,226百万米ドル)に近い(表1)。しか

も,インドの消費ブームを牽引する自動車,家電産業分野にあっては,すでに外資系メー

カーが主要企業の地位を占めている(日野, 2004)。また,開発が急速に進む大都市郊外

では大規模な住宅地開発とともに外資系企業の大規模工場やオフィスの立地がみられる

(由井　2004　鍬塚, 2004a)。

(10億ドル)

1980　　1985　　1990　　1 995　　2000

図1インド-の外国直接投資残高の推移

資料: UNCTAD,Worlql Investment Report 2002,2003;
http://www.unctad.org/wirにより作成。

表1インドのFDI残高の水準(2002年)

国 FDI残高
(百万ドル)

FDI　の対　GDP

比率(%)
インド

中　国

タ　イ

インドネシア

マレーシア

シンガポール

日　本

アメリカ合衆国

イギリス

ドイツ

25,768

447,892

30,226

55,836

56,505

124,083

59,646

1,351,093

638,561

451,589

5.1

36.2

23.9

32.2

59.4

137.5

1.5

12.9

40.8

22.7

資料: UNCTAD, World Investment Reports 2003, http:www.

untad.org/wirにより作成。
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したがって,インドにおいてもFDIの地域分布を国土構造の変化との関係において分析

することが必要である。ところで,インドにおけるFDIの地域的影響に関する従来の研究

としては,一つには工業化の地域研究が挙げられる。そこでは,外資系企業が現地で組織

する生産システムの実態が労働市場まで含めて検討されている(友滞, 1991, 1999, 2004;

岡橋・友揮, 2000;同橋編, 2003),他方,全国スケールの分析として,外資系企業の立

地と国土構造との関係を考察したBanerjee-Guha (1997)の先駆的研究があるo　しかし,

当該研究が対象とした分析時期は1980年代までに限られていた。その意味でも, 90年代

に急増したFDIが国土構造にどのような変化を引き起こしつつあるかを検討することが

求められていると言ってよい。

本稿は,上記した認識から, 1992年以降のFDIの投資先地の分布について,外資の提

携先企業の立地を通して検討したものである。加えて,外資系企業が立地選定において重

視する立地条件などについてアンケート調査を実施し,それに基づいてFDIの地域的集中

の要因について検討した。

II.資料および調査

インドにおけるFDIの地域分布を把握するために利用した資料は,政府機関であるイン

ド投資センター(Indian Investment Centre)が年次別に編集・刊行している"List of

Foreign Collaborations Approved"であるo　これは,インド政府およびインド中央銀行に

より,単独進出あるいは国内企業との間で資本あるいは技術提携が承認された企業を外資

の本社所在国別に分類して紹介したものである。ただし,在外インド人(Non Resident

Indians,以下NRIと略記する。)の投資については別途集計されている1)。記載事項は,

①提携先のインド企業名と本社所在地, ②進出企業名, ③事業内容, ④資本提携と技術提

携の区別, ⑤投資額と出資比率である。ただし,投資額と出資比率の掲載は1997年以降

の資料に限られる。

本稿では,研究目的に鑑みて単独進出企業および資本提携企業のみを検討対象とする。

外資の出資比率は100%のものから数パーセントのものまである。ここでは出資比率の大

小に係わりなく,進出企業すべてを外資系企業として取り扱う。

ところで, FD Iの地域分布の把握には外資系企業の立地の情報が欠かせないが,上記

資料は進出が承認された段階の企業情報である。そのため,承認後外資系企業がどこに立

地したかは明記されていない。そこで,ここではインドの提携先企業の本社所在地を外資

系企業の投資先地とみなすことにした。一方,単独進出の場合,提携先企業の欄は空白に
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なっている。そのため,日系企業など所在地が判明した企業については,所在地を補充し

たが,それ以外の企業は所在地不明として処理することにした。分析対象期間は経済自由

化後の1992年から2002年に至る11年間である。

一方,外資系企業の立地選定に関して,日系企業およびアメリカ系企業を対象にして重

視する立地条件に関するアンケート調査を実施した。一部の日系企業については聞取り調

査も併せて行った。インド所在の日系企業の把握は, 2003年度デリー日本商工会会員名簿

および東洋経済新報社『海外進出企業総覧(国別編), 2002年版』に基づいた。アメリカ

系企業は,デリー所在の出版社Centre of Publication発行の"Directory Multi-national

Corporations and Foreign Companies in India, 2004-2005"に基づいて把握した。調査

票は,デリー日本商工会会員については全数,ムンバイ,コルカタ,バンガロール,チェ

ンナィ,ハイデラバードの4都市に所在する日系企業に対しては約半数,そしてアメリカ

系企業の約半数にそれぞれ送付した。その結果,送付数は日系企業130社,アメリカ系企

業159社となった。調査時期は2003年12月である。

III. FDIの特性と大都市集中

1. FDIの主要国と投資先産業分野

1992-2002年に承認された資本提携の総件数は15,588件である。ただし,このなかに

は同一企業が同じ企業に再投資したケースも多く含まれている。したがって,外資系企業

数は資本提携件数に比べると少ない。しかし,ここでは新規の投資と追加投資とを区別し

ないで集計した。

表2は上記全資本提携件数を投資元企業の国籍別に集計したものである。また,表3は

1997-2001年における主要投資国の投資額を表したものである。これらの表から,アメリ

カ合衆国がインドにおける最大の直接投資国であることがわかる。提携件数においては全

提携件数の22.2%,投資総額の34.8%を占める。 Banerjee-Guha (1997)によれば経済

自由化直前の1990年にあっては,旧宗主国であったイギリスが最大の投資国であった。

したがって,経済自由化後にアメリカ合衆国の多国籍企業が短期間のうちに大量に進出し

たと理解できる。

インド-の投資に関して注目されることは, NRIおよびインド洋上の島国モーリシャス

の存在である。インド経済にとってNRIの資金が大きな影響力を持つことは, NRIの預

金の国外逃避が1991年に起こったインド経済危機の直接的要因の一つになったことから

も知られている(佐藤, 2002;揮田, 2001;吉越, 2001)<　また,モーリシャスはインド
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表2 1992-2002年間における園別資本提携件数

国 提携件 数 構成 比 率

(% )

ア メ リカ合 衆 国 3,4 56 2 2 .2
在外 イ ン ド人 (N R I) 1,38 9 8 .9

ドイ ツ 1,34 1 8 .6

イギ リス 1,3 19 8 .5

モー リシ ャス 1,15 8 7 .4

オ ラン ダ 76 8 4 .9

日 本 70 7 4 .5

シンガ ポール 64 7 4 .2

フラ ンス 489 3 .1

そ の他 4 ,3 05 2 7 .6

合 計 15 ,5 79 10 0 .0

資料Indian Investment Centre(1993-2003): List of Foreign

Collaborations Approvedにより作成。

表3　主要投資国の1997-2001年の投資額
国 投 資 額

(百 万 ル ピー )

構 成 比 率 (% )

ア メ リカ 合 衆 国 3 18 ,784 34 .8

モ ー リシ ャ ス 274 ,734 15.4

イ ギ リス 160 ,642 9 .0

日 本 63 ,4 67 3.6
韓 国 60 ,8 1 1 3.4

オ ラ ン ダ 56 ,9 70 3.2

N R I 52 ,4 89 3.0

ドイ ツ 51,3 84 2 .9

マ レー シ ア 4 1,4 56 2 .3

そ の 他 39 8,3 62 22 .4

合 計 1,779 ,100 100 .0

資料Indian Investment Centre(1998-2002): List ofForeign

Collaborations Approvedにより作成。

系住民が国民の68%を占める国であり,同国からの投資の多くもインド系住民の経営する

企業によるものと推察されるoこれらのことから,インドのFDIにとってNRIはアメリ

カ合衆国に次ぐ重要な投資元であると言ってよい。また,インド政府もNRIの資金の定着

を図るため, NRIのFDIに対して優遇措置を講じている(津田, 2001)。

次いで,ドイツ,イギリス,オランダなどのヨーロッパ諸国からの投資件数が多い。一

方,日本の投資は,投資件数ではオランダに次いで第7位,投資額ではアメリカ合衆国,
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NRI,イギリスに次いで第4位に位置している。しかし,投資額はイギリスの2分の1に

も達しない状況にあり,日本のGDPの規模からすると小さいと言える。この点について

は,日本企業の90年代の海外投資における中国重視が影響していると推察される2)0

次に,投資先の事業活動の構成についてみると, 1990年代前半と後半の間に大きな変化

が認められる。表4は1995年と2000年の2時点に限って,投資対象の事業活動を産業分

類したものである。ここでの分類結果は資料のなかに紹介された事業内容に基づいて筆者

が分類したものである1995年に承認された資本提携(1,355件)の半数余りが製造業(734

件,全提携件数に対する比率54%) -の投資であった。そして,ソフトウエア業-の投資

件数および対全提携件数比率は69件と5%に留まり,当該産業はまだFDIの対象として

目立つ存在ではなかった。しかし, 2000年に承認された資本提携(1,722件)では,ソフ

トウエア業を含めた情報サービス業の全提携件数および対全提携件数比率は408件と

31%にまで増大し,製造業の提携件数(605件, 35%)に次ぐ位置を占めるまでに至って

いる。アメリカ系企業に限って言えば,全提携件数420件のうちソフトウエア業161件

(38%),他のIT分野42件(10%),製造業104件(25%)である。これらの数値から,

1990年代後半にIT産業が製造業に加えてFDIの主な投資先分野になったことが理解でき

る。ただし,日系企業の場合は,全提携件数65件のうち製造業が35件(54%)で依然と

して多数を占める。

第4　資本提携の業種構成の変化

業 種 199 5 年 2 00 0 年

提 携 件 数 圧 ヒ率 (% ) 提 捺 件 数 -比 率 (% )

建 設 業 15 1 .1 29 1.7

製 造 業 73 4 5 4 .2 60 5 35 .1

運 輸 . 通 信 業 12 4 9 .2 4 7 2 .7

商 業 5 6 4 .1 6 9 4 .0

金 融 業 6 0 4 .4 75 4 .4

情 報 サ ー ビス 業 7 1 5 .2 5 34 3 1.0

(ソ フ トウエ ア 業 ) (6 9) 5 .1) (2 3 .7)

対 事 業 所 サ ー ビス 業 6 7 4 .9 14 2 8 .2

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 76 5 .6 64 3 .7

そ の 他 83 6 .1 15 7 9 .1

合 計 1 ,3 55 1 00 .0 1 ,7 22 1 00 .0

資料: Indian Investment Centre(1996,2001): List of Foreign Collaborations

Approvedにより作成。
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2.提携先企業の著しい上位都市への集中

(1 )提携先企業の立地の全体的傾向

1992-2002年における資本提携の総件数15,588件のうち,提携先インド企業の所在地

が明記された件数は全体の92%に当たる14,387件であった。なお,残り8%の大半は記

述したように出資比率100%の単独進出企業である。

提携件数を提携先企業の本社所在地(都市圏単位)別に集計すると,デリー4,513(31%),

ムンバイ3,132 (22%),チェンナイ1,482 (10%),バンガロール1,455 (10%),ハイデ

ラバード835　　　　コルカタ526　　　　プネ476　　　　アフマダバード237

となる(図2)。上記の8大都市だけで全提携件数の88%を占める。インドでは2001年現

在百万都市が35を数えることからすると(図3),提携先企業の立地は大都市のなかでも

上位都市に著しく集中する傾向をもつと指摘できる。なかでも,デリー,ムンバイ-の集

中が顕著である。

この提携先企業の地域分布の特徴をさらに検討するために,インド国内の主要企業千社

(外資系企業も含む)の本社分布と対比すると(図4),両者は全体的によく対応している

園臣資本箱封虹刈船宿
資料: Ildian Investment Q∋mtre(1993-2003) : List of

Collaborations蜘vedにより作成,
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闇-fZ-^OTBTSflStSTww
資料: G芳1鼠is of India in 2001

注:人口はインドセンサス月田戦宣した都市圏人口である。

匿牲インドの主知集1,∝瑚虫な船宿

資料: centre of R.岨iblications(訓3) :Hancbook cn Tcp
lndian軸1des, 2002-200a Ni己W Ddhi.
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が,同時に両者の間に注目される差異をいくつか指摘できる。第一は,デリーとムンバイ

の関係である。主要企業千社の本社分布では,最大の集積地がムンバイ(292社)である。

次いで,デリーの本社数が172社と多いが,そこにはかなりの落差が存在している。この

大企業本社の分布はムンバイがインド最大の経済中心であることをよく表しているが,外

資の提携先企業数ではデリーが上記した通りムンバイを大きく上回っている。すなわち,

外資系企業の立地に関しては,大都市のなかでもデリー指向が強いと指摘できる。

また, Banerjee-Guha (1997)が示した1990年時点での外資系消費財メーカーの本社

分布では,ムンバイが第一の集積地であった。したがって,外資系企業のデリー指向は経

済自由化後の傾向であるとみてよい。さらに, 1992-2002年間を前半(1992-97年)と後

半(1997-2002年)に分けて,提携先企業のデリー-の集中率を算出すると,前半の27%

に対して後半が31%となり,デリー-の集中傾向は強まる傾向にある。

第二は,コルカタの提携先企業数が人口規模および上記した主要企業の本社立地数から

期待される水準に比べてかなり少ない点である。都市圏人口がコルカタの2分の1にも達

しないハイデラバードに比べても(図3),コルカタの提携先企業数は少ない。しかし,

Banerjee-Guha (1997)によれば,コルカタは,外資系消費財メーカーの本社所在地に限

られるが, 1990年当時ムンバイに次ぐ集積地であった。そのときの外資の業種は茶のプラ

ンテーション経営などの食品生産に偏るところがあったが,他の業種においてもチェンナ

ィ,バンガロール,ハイデラバードを上回る外資系企業の立地があった。したがって,コ

ルカタの提携先企業数における相対的地位の低さについては,外資にとって提携相手とな

り得る企業が少ないというよりも,投資先地としてのコルカタの評価が相対的に低いこと

が要因になっていると推察される。

第三は,バンガロールの提携先企業数が主要企業の本社立地数の水準に比べて多いこと

である。バンガロールは,提携先企業数においては南部地域の最大都市チェンナイと括抗

する水準にある。これには,バンガロールがデリー,ムンバイとともに大集積地をなすソ

フトウエア産業が1990年代に急成長し(北川　2003　鍬塚　2004a, 2004b),バンガ

ロールの当該産業分野に多くの外国投資が見られたことが影響している。例えば, 2000

年におけるバンガロールにおける外国直接投資件数は190件であったが,その51%に当

たる97件はソフトウエア関連の投資であった。ソフトウエア関連の投資に限ると,当該

年の提携件数ではバンガロールはデリーの99件と肩を並べる地位にあった。また,製造

業分野の提携件数においても,バンガロール(47件)とチェンナイ(55件)の差はすで

に小さい　Banerjee-Guha (1997, p.171)は, 1980年代までの外資系企業の立地を分析

したなかで,バンガロールがチェンナイに比べて産業政策および税制面などでの投資環境
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が優れている点を示唆している。また,日野(2004)は外資系企業の全国メーカーの販売

網の形態を分析したなかで,南部最大の拠点がチェンナイであるが,バンガロールに南部

の拠点を置く企業,あるいは南部を二分してチェンナイとバンガロールにそれぞれ拠点を

置く企業が存在することから,南部の拠点としてのバンガローの地位の上昇を指摘してい

る3)0

(2)投資先地の選択の一般性

全体的な大都市集中に加えて,上記した外国直接投資の3つの特徴が投資国および業種

の違いを超えて共通して認められる傾向であるかを次に検討する。まず,国別の提携先地

の構成をみると(図5),主要投資国の場合,いずれもデリーが提携件数でムンバイを上回

っている。特に,アメリカ合衆国,日本の場合は,投資のデリー-の集中が顕著である。

アメリカ合衆国の場合, 1992-2002年間の提携件数4,804のうち1,447 (30%)がデリー

を提携先地とする。それに対してムンバイを提携先地とする投資件数は894 (19%)に留

まる。日本の場合は,デリーおよびムンバイの投資件数の比率は43%と14%であり,ア

メリカ合衆国以上にデリー-の集中をみせる。ヨーロッパ諸国およびモーリシャスの場合

は,デリーを提携先地とする投資件数が最も多いが,ムンバイ-の投資件数も相対的に多

い。例えば,イギリスの場合,デリーとムンバイ-の投資件数の比率は28%と23%であ

って,両都市の差が小さい。

全体

アメリカ合衆国

イギリス

ドイツ

NRI

モーリシャス

日本

韓国

ー i デ リー

題■ ム ン バ イ

Ⅲ 】 チ エ ン ナ イ

E ヨ バ ン ガ ロ ー ル

匿 ハ イ デ ラ バ ー ド

団 コ ル カ タ

団 プ ネ 一

国 ア プ ア ダ バ ー ド

[コ 他 都 市

E l I
I

I

一 一巨≡ ∃ 郷 一

l l
一 一 I

………… ウ 蒙琵荘 萱:I

l t
E l

lll…

i
i

… …川一一 畢 窮-

-
-

・. ・. .. . . 「 - 1 … 羽

蝣̂ 蝣 蝣̂ M H I
E

I 川lMH匡 ≡ ∃ 定 雄亜潮

【
-

■ ・ ∴ ‥ I l llP :: …ー……

I ^ ^ ^ M ! 一 一
E

ノ . つ … 巨 ≡ 紺 澗

I
l l

- - -

20　　　40　　60　　80　1 00 (%)

図5　提携先企業の本社所在地構成
資料: Indian Investillent Centred993-2003) :
List of Colldborとitions Approvedにより作成.
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一方,コルカタを提携先地とする件数はいずれの投資国においても少ない。主要投資国

のなかではドイツのコルカタの企業との提携が相対的に多いが,それでもドイツの提携件

数全体におけるコルカタの比率は6%に留まる。他国の場合には,コルカタの企業との提

携件数の比率は2-4%の範囲にある。人口規模ではコルカタの2分の1程度であるチェン

ナイおよびバンガロールの上記比率が10%前後にあることからみて,コルカタ-の投資は

明らかに少ないといえる。

次に,バンガロール-の立地選好についてみると,欧米企業の場合,チェンナイよりも

バンガロールに所在する企業との提携件数が多くなっている。日本企業の場合は両都市の

提携件数に差がない状態にある。主要投資国のなかでチェンナイ企業との提携件数が相対

的に多い国は韓国である1992-2002年の韓国企業の全提携件数に占めるチェンナイの比

率12.3%に対して,バンガロールの比率は8.5%に留まる。しかし,韓国企業の場合のよ

うにチェンナイとバンガロールの提携件数に大きな差が見られるケースはむしろ少ない。

これには,チェンナイの郊外に韓国を代表する自動車メーカー現代が進出していることが

影響していると考えられる。したがって,バンガロールは都市圏人口ではチェンナイに比

べて80万人ほど少ないが,外資系企業の進出先地としては一般にチェンナイと同程度に

評価される都市に至っているとみてよい。

IV.　外資系企業の立地条件と都市評価

第II章で述べたアンケート調査の結果に基づいて日系企業およびアメリカ系企業が進

出先地の選定において重視する立地条件および6大都市に対する相対評価について検討す

る。アンケート票の回収件数は日系企業27社(回収率21%),アメリカ系企業10社(6%)

であった。なお,アンケート票および調査-の協力依頼状は専務取締役(Managing

Director)宛に郵送した。

1.日系企業の立地選好

く1)回答企業の特性

回答企業27社の本社所在地構成はデリー21社(77.7%),ムンバイ3社(ll.1%),チ

エンナイ2社(7.4%),ハイデラバード1社(3.7%)であった。デリー所在の被調査企業

のうち17社は訪問調査を併せて実施した。そのためデリー所在企業からの回収率が相対

的に高くなった4)。

まず回答企業の概要を紹介すると,回答企業のうち2社は現地法人ではなく連絡事務所
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であった。しかし,当該事業所もここでは現地法人と同様に考察対象に含めることにした0

27社の開設時期別構成をみると, 1991年以降に開設した企業数が18社(67%]を数え,

1991年以前進出の企業6社(22%)を大きく上回り,経済自由化後に日系企業の進出が

急増したことを反映している。なお, 3社(11%)は開設時期については無回答であった。

業種構成は,製造業16社(59%),商業7社(19%),金融・保険業2社(7%),建設業

2社(7.4%),サービス業1社(3.7%),その他1社(3.7%)であった。メーカーが過半

を占める点は,前述した2000年に提携を承認された日系企業65社の業種構成の場合と一

致する。すなわち,日系企業の場合,現在も進出企業の多くはメーカーであるO　従業者規

模は,自動車メーカーのように数千人規模の企業から数十人規模の銀行および商社までバ

ラツキが大きい。

資本金規模の構成は, 1千万-1億ルピー8社, 1億-10億ルピー7社, 10億ルピー以

上6社,不明6社であった。 10億ルピー以上の資本金を有する企業は発電事業および自動

車生産などの大規模設備を有する企業である.一方,出資比率の構成は, 50%未満7社

(26%), 50-90%7社(26%), 90%以上10社(37%),現地事務所2社(7%),不明1

社(4%)であった。なお,出資比率が90%以上の10社は出資比率の上限が緩和された

経済自由化政策後に当たる1991年以降に進出した企業であった。 91年以前に進出した日

系企業のなかには90年代に出資比率を増大させた企業もあるが,出資比率が90%以上に

達する企業は見あたらなかった。

(2)企業本社の立地条件

アンケート調査では表5の立地条件に記した11項目からなる選択肢を用意して,企業

本社の立地選定において重視する条件5つを,順位を付けて回答してもらった。表中の数

値は回答企業数を表す。

まず回答企業数の合計数に注目すると,次の6項目が16-22社によって選ばれている。

「業界・主要取引先との接触」 (22社), 「通信・輸送の基盤整備」 (21社), 「管理的・専

門的職業者の確保」 (18社), 「市場への近接」 (16社), 「住環境」 (16社)。なかでも「業

界・主要取引先との接触」を第1位に回答した企業が14社と最も多い。日本における大

企業本社の立地に関するアンケート調査においても,当該事項を最重要視する企業が多い

ことからすると(経済企画庁総合計画局編, 1989),当該項目は企業本社の立地にとって

普遍的な立地要因であるとみてよい。同時に,先発企業が後続企業の主要取引先となる場

合には,企業集積を促すことになるo　聞取り調査のなかで,日系企業のデリー集中の理由

として,インドの自動車および自動二輪車のトップ企業であるマルチウドヨグ社(スズキ

の合弁企業)およびヒーローホンダ社(本田技研工業の合弁企業)などがデリー都市圏に
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立地したことが,当地に種々の日系企業を吸引する働きをしたことが示唆された。例えば,

デリーに大手の日系広告会社2社が進出しているが,その主な取引先は日系の自動車会社

であった5)0

表5　日系企業が重視する本社の立地条件

立地条 件 第 1位 l第 2 位 l第 3 位 l第 4 位 i第 5 位 計

中央 政府 との接触 3 1 3 0 3 10
業 界 . 主要 取 引先 との接触 14 22
市場 へ の近接 4 8 2 0 2 16
通信 .輸 送 の基盤 整備 1 3 5 7 5 21
関連 企業 との近接 性 1 0 1 1 3 6
企 業向 けサ ー ビス業 の質 0 4 2 3 3 12
国際取 引の利 便性 0 0 0 1 0 1
管理 的 . 専 門的職 業者 の確保 2 4 3 7 2 18
オ フィス賃貸 料 1 1 2 0 2 6
住環境 1 2 7 4 2 16
政府 の誘 致 0 1 0 1 0 2

資料:アンケート調査により作成。

そのほか, 「市場-の近接」を第1位あるいは第2位の条件に位置づける企業が相対的に

多かった。上記した「業界・主要取引先との接触」を合わせて考えると,回答企業は市場

指向の傾向が強いと解釈できる。他の「通信・輸送の基盤整備」, 「管理的・専門的職業者

の確保」, 「住環境」の3条件も,多国籍企業の地域統括機関の立地選定を同様の手法で調

査した研究例において(Dunning and Norman, 1983 ; Perry, Yeung and Poon, 1998),

主要な立地条件として意識されている。その意味では,一般的な立地条件とみてよいoた

だし, 「通信・輸送の基盤整備」には先進国の場合には国際空港の存在・水準が注目される

が,インフラ整備が遅れたインドでは道路網の整備などが重視されている可能性がある。

また, 「住環境」にも多様な内容が含まれていると推察される。聞取り調査のなかで,日本

人学校の存在を立地理由として指摘する意見があった。また,後述する通りバンガロール

の「住環境」に対する評価が高いが,そこにはバンガロールの気候および"GardenCityin

India"と評される緑の豊かさなどが含まれていると考えられる。

一方,デリー-の集中に関係して注目される「中央政府との接触」を重視する企業は10

社と相対的に少ない。また,聞取りした17社のなかで,デリーに立地した理由として中

央政府との折衝の必要性を挙げた企業は1社のみであった6)。したがって,日系企業のデ

リー集中の主要因として「中央政府との接触」を挙げることは今回のアンケート調査の結
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果からは支持できない。

なお,事例数は6社と少ないが,デリー以外の都市に立地する日系企業に限ってみると,

「管理的・専門的職業者の確保」 (6社), 「企業向けサービス業の質」 (5社), 「通信・輸

送の基盤整備」 (5社), 「業界・主要取引先との接触」 (4社)の4項目が重視される立地

条件として位置づけられていた。

(3)6大蔀市の相対評価

表6は,企業立地に影響すると考えられる9項目を挙げて,それぞれにおいて6大都市

を順位づけしてもらった結果である。表中の数値は順位の平均値である。この表から,都

市評価においてデリーとムンバイの間に大きな差がないことがみてとれる。順位の平均値

において,デリーがムンバイに劣る項目は「国際取引の利便性」, 「事業活動にとっての全

体的雰囲気」, 「事業および金融サービスの水準」, 「通信・運輸の基盤整備」および「管理

的・専門的職業従事者の確保」の5項目である。しかも,大きな差が認められるのは前者

の3項目だけである。後者の2項目にあってはデリーを第1位に評価する企業の方がむし

ろ多かった7)。さらに,企業本社の立地にとって最重要視される「事業活動に必要な情報

収集の利便性」においては,デリーの評価がムンバイよりも高い.そのほかに, 「住環境」

においてもデリーの評価が相対的に高い。

表6　日系企業による6大都市の順位づけ

都市の評価項目 イ

ラ

一

ハ
デ
バ

全国市場-の近接性
事業活動に必要な情報収集の利便性
通信・輸送の基盤整備
事業および金融サービスの水準
管理的・専門的職業者の確保
国際取引の利便性
事業活動にとっての全体的雰囲気
住環境の良さ
政府の支援
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資料:アンケート調査により作成。

荏:表中の数値は順位の平均値を示す。

次に,コルカタの評価に注目すると, 9項目のうち6項目において最低の評価となって

いる。なかでも, 「住環境」および「事業活動にとっての全体的雰囲気」において評価が際
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立って低い。こうした評価を補うものとして期待されるのが「政府の支援」であるが,こ

の項目においてもコルカタの評価が最も低い。先にコルカタの外資系企業の立地数が都市

規模に比べて少ないことに関連して,投資先地としてのコルカタの評価が低いと指摘した

が,その要因は広範囲におよぶことがみてとれる。

外資系企業の立地数において,バンガロールがチェンナイに匹敵する位置にあることを

確認したが,日系企業の都市評価にもその傾向が認められる。 9項目のうち「国際取引の

利便性」を除く8項目において,バンガロールがチェンナイよりも高く評価される傾向に

ある.とくに, 「住環境」および「事業活動にとっての全体的雰囲気」においてバンガロー

ルは6大都市中第1-2位に評価されている。また, 「事業および金融サービスの水準」, 「通

信・輸送の基盤整備」, 「政府の支援」などにおいて,バンガロールとチェンナイの評価に

相対的に大きな差がある。したがって,バンガロールに外資系企業が相対的に多く立地す

る傾向については,急成長著しいソフトウエア産業の集積地というだけでなく,企業立地

の評価基準からもみても相対的に高く評価できる条件を備えているためであると判断され

る。

2.アメリカ系企業の立地選好

回答企業10社の本社所在地はデリー4社,ムンバイ2社,バンガロール2社,チェン

ナイおよびハイデラバード各1社であった。開設年次については, 3社の回答しか得られ

なかったが,出資比率が90%以上の企業が7社(100%出資の企業4社を含む)詰められ

た。これらの企業は株式取得の上限が緩和された経済自由化後に連出した企業とみなせる。

したがって,開設年次の構成については, 1910年代1社, 70年代1社, 90年代以降7社,

不明1社とみてよい。業種構成は,製造業6社,サービス業2社,建設業1社,通信業1

社であった。従業者規模は,製造業で数百人規模の企業3社がみられるほかは,百人前後

(3社)もしくは数十人クラス(4社)の企業であった。資本金構成は, 1千万-1億ルピ

ー2社, 1億-10億ルピー6社, 10億ルピー以上1社,不明2社であった。

次に,企業本社の立地選定において重視する条件についてみると(表7),日系企業の結

果と同様の傾向が認められる。すなわち, 「業界・主要取引先との接触」 (8社), 「管理的・

専門的職業者の確保」 (8社), 「市場-の近接」 (7社), 「住環境」 (9社), 「通信・輸送の

基盤整備」 (6社)の5項目を重視する企業が多い。それらのなかでも第1位,第2位に位

置づけられる立地条件は前者3項目である。後者の2項目は重要度の順位としては第3位

から第5位に位置づけられている。ただ, 「住環境」については, 10社中9社までが重要

条件5つの一つに挙げられている点が注目される。
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表7　アメリカ系企業が重視する本社の立地条件

立 地条件 第 1位 一第 2位 一第 3 位 .第 4 位 一第 5 位 計

中央 政府 との接 触 1 0 0 0 1 2
業界 .主 要取 引先 との接 触 4 3 1 0 0 8
市場 へ の近接 3 2 2 0 0 7

通信 .輸 送 の基 盤整備 0 1 1 3 1 6
関連企 業 との近接性 0 0 0 0 1 1
企業 向 けサー ビス業 の質 0 0 1 2 1 4
国際 取 引の利 便性 0 0 0 0 0 0
管理 的 . 専 門的職 業者 の確保 2 2 2 1 1 8
オ フ ィス賃貸 料 0 1 1 1 0 3
住環境 0 0 2 3 4 9
政府 の誘 致 0 1 0 0 1 2

資料:アンケート調査により作成。

続いて,都市の評価結果をみると(表8),アメリカ系企業の場合,ムンバイに対する評

価が日系企業に比べると高い。 9項目中6項目において最も高い評価を得ている。それに

対してデリーの評価が相対的に低くなっている。デリーの順位がムンバイを上回る項目は

「事業活動に必要な情報収集の利便性」, 「住環境」, 「政府の支援」の3項目だけである。

ただし,全体的にはデリーはムンバイに次いで高い評価を得ている。

表8　アメリカ系企業による6大都市の順位づけ

都市の評価項目 イ
ラ
　
】

ハ
デ
バ

全国市場-の近接性
事業活動に必要な情報収集の利便性
通信・輸送の基盤整備
事業および金融サービスの水準
管理的・専門的職業者の確保
国際取引の利便性
事業活動にとっての全体的雰囲気
住環境の良さ
政府の支援
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資料:アンケート調査により作成。

注:表中の数値は順位の平均値を示す。

一方,コルカタの評価をみると,アメリカ系企業による評価は日系企業の場合以上に悪

い。ほとんどの評価項目において6都市中最下位に位置づけられている。それに対して,
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日系企業の間で低い評価しか得られなかったハイデラバードはアメリカ系企業においては

「住環境」, 「政府の支援」, 「通信・輸送の基盤整備」の項目において高い評価を得ている。

この点については,ハイデラバードが日系企業の日本人経営者によく認知されていないこ

とが要因として推察される。

次に,バンガロールの評価をチェンナイと対比すると,日系企業の場合と同様にバンガ

ロールの評価が相対的に高い。 9項目中7項目において,バンガロールがチェンナイの評

価を上回っている。

Ⅴ.　結び

以上, 1992年以降のインドにおけるFDIの増大とその地域展開について,提携先企業

の立地に着目して検討した.東南アジア諸国ではFDIの受け皿となった工業団地が一般に

インフラが相対的に整った首都圏などに集中し(生田, 2003),冒頭に紹介した「FDI型

新中間層都市」を形成してきた。大国インドの場合にも,FDIは8大都市に著しく集中し,

FDIの増大は限られた大都市-の経済力の集中を促す方向にあることが確認できた.

さらに,大都市のなかでもFDIのデリー-の集中傾向が認められた。国内の大企業本社

の分布においては,経済の中心都市ムンバイが最大の集積地であるが, FDIの立地におい

てはデリーがムンバイを大きく上回っていた。しかも, FDIのデリー集中の傾向は主要投

資国および在外インド人の投資に共通して認められる現象であった。したがって, FDIの

増大はデリーの経済的地位を高める働きをしているとみてよい。同時に,デリー-の立地

指向の背後に,中央政府との接触の利便性以上に,本社機能の一般的立地要因と目される

業界・主要取引先との接触の利便性,市場-の近接性およびホワイトカラー労働力の確保

などの点で,デリーが高く評価される傾向にあることが認められた。こうした立地評価か

らすると,デリー-の集中傾向は今後も継続すると推察される。また,日系企業のデリー

集中のように自動車メーカーの立地が多種の取引企業の立地を吸引してきたことからする

と,デリー都市圏での工業開発とFDIの集中との関係が注目される。そして,デリーとム

ンバイとのFDIの立地数の差異のある部分は両都市圏における工業集積の差が作用して

いると推察される。

デリーと同様に,バンガロールも外資系企業の集積により経済的地位を高めていると判

断される都市であった。南インド最大の中心都市はチェンナイであるが,外資系企業の立

地数ではバンガロールとチェンナイの差はほとんどない状態になっていた。その要因とし

て,バンガロールがインドの代表的な集積地をなすソフトウエア産業が急成長し,当該業
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種の外資系企業が多く進出したことがあった。そのほかに,バンガロールが企業の立地場

所として相対的に高く評価される条件を備えていたことが,外資系企業の進出を促したと

考えられる。とくに,外資系企業の場合,立地場所の選定において住環境が主要な評価項

目の一つに位置づけられるが,この点でバンガロールの評価が高い。今後バンガロールが

南インドの中心都市としてチェンナイに比肩する都市に成長する可能が高いとみてよい。

一方,コルカタは都市圏人口ではムンバイに次ぐインド第2の都市であるが, FDIの立

地数はデリーとは対照的に都市規模に比べて少ない。しかも,企業の立地場所としての都

市評価において,コルカタは6大都市のなかで最下位に位置づけられることが多かった0

したがって,インドにおけるFDIが今後も増大を続けるとみてよいが,コルカタの都市評

価が改善されない限り,コルカタに多くの外資系企業が立地するとは考えられない。その

結果,コルカタは東インドにおける卓越した中心都市として機能するものの,インド全体

のなかで相対的に地位を低下させると予想される。

FDIの都市システムに及ぼす影響は本研究で取り上げた上位都市の経済的地位の変動の

問題だけに留まるものではない。外資系企業が全国規模の販売網を形成することを通じて

地方都市の中心性にも影響を与えていることを付言しておきたい。

[付記]

本研究は,平成15年度科学研究費補助金基盤研究(A)「経済自由化後のインドにおける都

市・産業開発の進展と地域的波及構造」 (代表者:岡橋秀典,課題番号: 13372006)によ

る研究成果の一部である.調査に当たって,デリー所在の日系企業およびデリー日本商工

会の各位に格別のご配慮を頂いた.また　Dr. R. C. Sharma, Dr. M. Ishitiagの両先生に

は現地の調査に際してご教示とご協力を頂戴した.さらに,科研のメンバーの方々には様々

なご助言を頂いた.ここに記して感謝の意を表します.

注

1)当機関は外国企業の投資と別に,在外インド人,インド系外国人,そして在外インド人が経営

する団体等のインド国内-の投資に対しては種々の情報提供および許認可手続きの支援等を行

っている。

2)デリー所在の日系企業社での聞取り調査のなかで聞かれた意見でもある。

3)現在バンガロールに本社を置いてPC用の各種プリンターの販売を主業務とする日系企業は,

1990年にチェンナイに現地事務所を配置した後, 1997年にバンガロールに拠点を移転して,
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2000年に現地法人化した　2002年に訪問調査した折に,移転の理由として,バンガロールの気

候の良さとIT産業の集積地であることの2点が聞かれた。

4)訪問調査した17社のうち11社からアンケート票を回収した.

5)デリーに立地する日系金融機関の場合も,主要取引先は日系企業からなる.また,建設業の日

系現地法人の場合も,日系企業の工場建設等が主な受注とのことであった.

6)当社は100%出資の現地法人である.デリーに隣接したハリヤーナ-州南部のバワルに工場を

有しているが,本社をデリーに置いている.その理由として,当社が製造するファスナーは衣服

製造業に含まれ,規制の厳しい中小企業分野に位置づけられるため,中央政府との折衝に便利な

デリーを選択したとのことであった.

7) 「通信・運輸の基盤整備」および「管理的・専門的職業従事者の確保」においてデリーを第1

位に評価した企業数はそれぞれ13と12であった。それに対して,ムンバイの当該企業数は9と

11であった。
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Increase of Foreign Direct Investment under the Economic

Liberalization in India and its Implications for the National

Spatial Structure

Masateru HINO

India launched a series of progressive economic liberalization policies in order to

overcome the structural defects causing the economic crisis in 1991. With this, the

foreign direct investment (FDI) into India has rapidly increased since the year 1992.

This paper examined the characteristics of spatial distribution of the above FDI, and

its implications for Indian urban system. As a result, the following findings were

obtained.

1) FDI into India after the economic liberalization have concentrated into the eight

largest metropolitan areas; Delhi, Mumbai, Chennai, Bangalore, Hyderabad,

Kolkata, Pune and Ahmadabad. In particular, a lot of FDI have gathered to Delhi

and Mumbai.

2) Mumbai is the largest city in terms of agglomeration of domestic major companies.

However, Mumbai is obviously inferior to Delhi in the number of FDI. This trend

was repeatedly recognized among FDI of major investment countries. There丘)re, it

can be said that Delhi has increasingly elevated its status in the hierarchy of

economic centers due to the increase of FDI. That is, Delhi seems to increase its

centrality in economic activities in addition to the national center of political and

administrative activities.

In the south India, Bangalore is generally evaluated as the second center after

Chennai. As far as the number of FDI is concerned, however, Bangalore is already

situated at the top position with Chennai. In other words, Bangalore has elevated

its status in Indian urban system due to FDI as well as Delhi.

4) Kolkata metropolitan area has the second largest population after Mumbai.

However, the number of FDI in Kolkata is smaller than Hyderabad, whose

population is under one second compared to Kolkata. Therefore, it can be said that

Kolkata has decreased its status in the hierarchy of economic centers under the

situation of the increase of FDI in the country.
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5) Questionnaire surveys had been done for Japanese affiliated companies and

American ones in order to examine factors influencing the location of affiliated

companies. The following five factors were recognized as general and important

location factors: (l) contact with business circles and main customers,'(2) access to

market; (3) availability of managerial and professional skill; (4) telecommunication

and transportation infrastructure," (5) living environment.

6) In the questionnaire survey, respondents (general managers) were asked to rank

the largest six metropolises on the respective evaluation of main location factors. As

a result, the two cities, Delhi and Mumbai, were evaluated as the top or second city

by a large part of respondents. As long as Japanese affiliate companies were

concerned, the evaluation of Delhi was higher than Mumbai. In fact, a large part of

Japanese affiliate companies have been located in the Delhi metropolitan areas.

Bangalore was ranked as the third or forth city as well as Chennai. In this ranking

there were no differences between the two cities. That is, it can be said that

Bangalore is the city relatively favored by foreign companies. On the contrary,

Kolkata was ranked lowest in the every evaluation of nine factors by most of

respondents. The evaluation of Kolkata is supposed to be the main reason for a

small number of FDI compared to population size. Then, it is brecast that the

status of Kolkata in the hierarchy of Indian main cities would decrease in the

future because it is difficult to raise the above evaluation for a short time.
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これまで農村人口比率が高いという特徴を持っていたインドにおいて,都市人口比率は

1961年の18.0%から2001年には97QO/
Li.O/bに増加している。先進国や他の発展途上国における

都市人口率の推移と比較すると,インドにおける都市人口率は極めて低い数値といえるが,

インドにおける都市人口は約2億8,500万人(2001年センサス)にも達しており,ボリュー

ムとしての都市人口は無視できない。特に,大都市人口の増加は顕著な現象となって現れ

ており,2001年のセンサスでは100万人以上の大都市は27都市(1991年センサスでは23都

市)に増加し,人口200万人以上の都市数も13に達した(表1)。人口規模の大きいムンバ

イ,コルカタ,デリー,チェンナイは,ますます巨大都市化しつつあるが,なかでもデリー

の行政域人口はムンバイの1,191万人に次いで982万人に達し,都市圏人口でみてもムンバ

イ,コルカタの二大都市に次いで1,279万人であり,その増加には目を見張るものがある。

小島・幡谷編(1995)による指摘のように,インドでは産業振興に伴う人口移動が明白に

なってきており,もともと農村間の人口移動が激しい地域で都市への投資がより多くなれ

ば,農村間移動から農村・都市間移動へと転換する可能性が高く,大都市人口がさらに大

幅に増加する可能性が高い。

上記のような都市人口の急増に対して,1950年代末にはデリー再開発計画の策定など,

第3次5カ年計画以降には都市間題が中央政府の取り組むべき課題として位置づけられた。

*広島大学大学院教育学研究科; Graduate School of Education, Hiroshima University
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表1　インドにおける人口200万人以上の都市(2001年)

N 0 . N a m e o f C ity
C iv ic

S tatus

S tate′U n ion

T erritory

P opu la tio n

P erson s M ales F em a les

1

2

3

G reate r M um ba i

C orp ora tion

D elh iM un icipa l

Corporation (U rban)

K o k ata

M .C orp .

M .C orp .

M .C orp .

M a ha rash tra

D elhi

W est B en ga l

ll ,914 ,398

9 ,817 ,439

4 ,580 ,544

6 ,577 ,90 2

5 ,378 ,658

2 ,506 ,029

5 ,336 ,496

4 ,438 ,781

2 ,074 ,515

4 B a ng alore M .C orp . K a rna ta ka 4 ,292 ,223 2 ,240 ,956 2 ,05 1 ,267

5 C h enn ai M .C orp . T a m ilN a du 4 ,2 16 ,268 2 ,161 ,605 2 ,054 ,663

6 A h m edab a d M .C orp . G uja rat 3 ,515 ,361 1 ,863 ,886 1 ,65 1,475

7 H y derab a d M .C orp . A n dh ra P rad esh 3 ,449 ,878 1 ,773 ,899 1 ,675 ,979

8 r u ne M .C orp . M ah a rash tra 2 ,540 ,069 1 ,325 ,694 1 ,2 14 ,375

9 K an pur M .C orp. U ttar P rad esh 2 ,532 ,138 1 ,354 ,58 1 1 ,177 ,557

10 S ura t M .C orp . G uja ra t 2 ,433 ,787 1 ,372 ,307 1 ,06 1,480

ll Jaip ur M .C orp R aja sth an 2 ,324 ,319 1 ,239 ,711 1 ,084 ,608

12 L u ck no w M .C orp . U ttar P rad esh 2 ,207 ,340 1 ,165 ,932 1 ,04 1,408

13 N ag p ur M .C orp . M ah a rash tra 2 ,051 ,320 1 ,058 ,692 992 ,628

27 m illion cities'T otal‥ 73 ,021 ,246 39 ,229 ,38 2 33 ,79 1 ,864

注: M. Corp. stands for Municipal Corporation
資料: http://www.censusindia.net/results/millioncities.html

さらに1960年代半ばには国内の多くの都市に再開発計画が導入された(三宅, 1989),

1970年代には大都市への人口や工業の集中を分散させる工業立地政策が立案され(中山ほ

か, 1979),主要基幹工業だけでなく民間企業の工場設立許可も地方分散の方針が歌られ,

後進地域への工場設立には数多くの税制上の特典や数々の恩典が与えられている(大内,

1989)<　しかし,後進地域に比べて政策的な特典が少ないにも関わらず,ムンバイ,チェ

ンナィ,およびデリーなどの巨大都市の郊外地域には大都市内からの工業の移転の他に,

既存の工業集積を利用した新たなる工場設立や外国資本との合弁企業が数多くみられ,結

果的に大都市圏に工業の集積が進んでいる。

本研究の目的は,第-に,インドにおける都市化の現状を紹介すること,第二に,イン

ドにおける都市開発の現状とその基盤となる都市開発計画の特徴を明らかにすることであ

る。後者については,インドにおける都市開発計画は州により大きく異なるが,デリー大

都市圏を事例として都市開発のもととなるマスタープランの特徴を考察することにより,

インドの都市計画の政策的特徴をつかみたいと考えている。第三の目的は,本シンポジウ

ムとの関係から,ともに急激な工業化と都市化を経験しているインドと東南アジアの大都

市開発との比較を試み,その共通点と相違点を明らかにすることである。

-24-



由井義通:インドにおける大都市開発

II.デリーの人口増加と機能集中

もともと政治的性格を強く持っていたデリーであったが, 1990年代以降工業化が進展し

てデリーは加速度的な人口増加を示すようになった.しかし,政治都市デリーが経済の中

心となりつつある現象は,独立以降に工業化が着実に進行していたため, 1990年代初期に

経済開放政策がとられる以前からみられた現象である。このような人口増加は,デリーが

単なる政治的中心としてだけではなく,その機能に加えて工業化をはじめとする各種の経

済活動の中心としても発展するようになったことが大きな原因である0

このような工業発展とそれに伴ったデリーへの人口集中は,もともと旧市街地の中心部

が過密であったデリーの居住状態を悪化させただけではなく,深刻な交通渋滞や大気汚染

などのさまざまな都市間題を悪化させることとなった。この状態は,デリーの市域内にお

ける工業立地条件の優位性を低くさせ,外国資本の誘致にはマイナス条件となった。しか

し,岡橋(1999)による指摘のように,デリー都市圏の工業の台頭は顕著なものとなって

いる。工業の進出に対して許可制を敷くことによって許認可の権限を握る中央政府に近い

ことや極度に階層化された労働力のうち高学歴で熟練した労働力を十分に得ることができ

るデリーの魅力は,上記のようなマイナス条件を相殺できる魅力となっている.そのため,

デリーへの人口流入は継続されたのである。

また,インドにおける都市システムを分析した阿部(2001)による指摘のように,イギ

リスの植民地支配下にあった時代には,ムンバイやチェンナイなどの港湾機能を備えた都

市の経済発展がみられ,独立以降においてもそれらの港湾都市が経済の中心地として機能

を維持・発展し続けてきた。しかし,主要企業の本社・支所の配置からみるとデリーはム

ンバイと並ぶ経済的中枢管理機能を備えた都市に成長してきており,それにともなった雇

用の増大がデリーの人口増加の要因と思われる。ムンバイやチェンナイなどの港湾都市と

同様の水準で,デリー大都市圏にも1990年代の経済開放政策以降,外国資本の投資が活発

となり,製造業の支所数の増加がみられる。

上記のような経済発展と集中の一方で,デリー大都市圏では各種機能の過度な集中への

対策として,工業と過密化した人口の分散を図ってフアリッダバードやグルガオンなどの

ニュータウンが建設された。デリー内でも都市整備を進めるために1955年に設立されたデ

リー開発公団は特別法を提出し,デリー・マスタープランを提出して都市計画に着手した。

次章では,デリーのマスタープランの内容を検討し,インドにおける都市開発戦略の概要

を明らかにしたい。
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III.デリーのマスタープラン

印パ分離にともなう大量の難民の大部分は,首都デリーに流入した(北川, 1985)。ま

た,デリーが政治都市から工業化による経済の中心へと転換するにつれて,労働力需要の

増加により周辺地域からの人口流入も激しさを増した。それらへの対策として, 1955年に

設立されたデリー開発公社(Delhi Development Authority,以下DDA)は1957年にデリー

開発法(DelhiAct)を提出し, 1959年にマスタープランの準備に取りかかった。この時

のマスタープランの策定に当たり, 「地域的アプローチ」の必要性が強調され,デリー市

内および周辺地域における個々の地域的な状況に適応させてデリーの計画的な成長をはか

る必要性が主張された。

マスタープランの準備開始から3年後の1962年にマスタープランが出され,デリーの計

画的発展が実行されることとなった。マスタープランではグルガオンなどの6都市を「リ

ングタウン」とし,デリーの人口分散の目的で工場誘致が積極的に行われることとなった

(大内, 1989),その後,マスタープランの修正がなされ,今日に至っている。以下では

1962年マスタープランの特徴と問題点を検討し,次いでマスタープラン2001について検討

汁.J蝣.

1. 1962年マスタープラン(MPD-62)

前述のように,デリーへの人口集中に対して,デリー市やインド政府はデリーの過大化

防止策,デリー市内からの機能分散を目的として, 1950年代の早い段階から法的根拠を持っ

たマスタープランの作成に着手した。それにより1957年にデリー開発法が制定され,デリー

開発公社(DDA)が設立された　DDAは1962年にデリー・マスタープランを策定し,デ

リー大都市圏の都市計画に着手することとなった。三宅(1989)の指摘にあるように,デ

リーの都市計画はデリー市の問題としてではなく,国家的プロジェクトとして行われたこ

とがわかる。

MPD-62では,新たな工業進出に制限をかけながらデリー市域内に集中する機能を周

辺地域に分散させて,デリーの過大化防止が図られている。また, 1970年代には中央政府

による工業分散化政策が強化され,デリー州周辺地域への工業分散が強力に誘導された。

しかしながら,現実にはデリー州の近接地域への工業分散とDDAによるデリー州内部の

工業集積が同時進行しており,開発をコントロールするはずのDDA自らが市街地内部に

工業団地を造成したり,新規の郊外住宅地の開発を行っていたりしたので,結果としてデ

リーへの人口流入と機能集中は進行したといえるO
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この他にMPD-62において重要視されたのは,第一に地域の状況を考慮した計画の必

要性である。これは,地域固有の状況を把握した上で都市計画を立案・実行する必要性を

説いている。第二に,バランスのとれた都市開発と摩擦の最小化についてである。決して

住宅都市や工業に特化した都市開発を追求せず,既存集落の住民や開発業者間,産業間な

どとの摩擦を最小限に抑えようとする都市計画の目標を示したものといえる。第三には,

雇用の分散と居住地域の正しい関係の追求である。これは,デリーの過密化防止策と関連

しており,就業機会を郊外地域に分散させるとともにそれらの郊外地域に転出した企業の

就業者も都市内から移転させることを目的としている。いわば,職住近接型の雇用の分散

である。第四に,望まれたライン上の地域での開発を誘導することである。望まれなかっ

たり,乱韓が起こったりする土地利用をチェックして,健全で体系的なパターンを保持す

ることを目的としている。第五には,都市美観の整備である。建築を制限すべきではない

が,モニュメントと文化的中心性のために公的および民間のビルのデザインは全面的に統

一して普及すべきとなっている。

新しいマスタープラン策定のために, MPD-62の評価が行われた際に, MPD-62の問

題点として,次のことがあげられている。

第一に, MPD-62の人口予測とのギャップが大きかった点である。先に述べたように,

1970年代以降のデリー大都市圏の人口は,インドの主要都市の中でも特に著しい増加を示

しており, MPD-62では1961-81年の年増加率3.7%の予測をたてていたが,実際には

4.3%であった。この急速な人口増加に対処できず,デリー市は住宅供給をはじめさまざ

まな問題を抱えるようになった。第二に, MPD-62では厳しい土地利用コントロールと

土地利用許可制度をとり,実質的にはデリー市内における開発の抑制をはかることとなった。

第三に,再開発地域内ではわが国の多くの再開発でみかけるような,混合した土地利用

がとられていない。第四に,デリー大都市圏の成長にともない,デリー市域内に活動が制

約されるDDAだけでは,住宅問題の解消などのさまざまな都市的課題に対処しきれなく

なった点である。デリー大都市圏を形成する郊外地域の農村の中には,激しい都市化にさ

らされたアーバン・ビレッジ(都市内農村)も多く,行政区域ではデリーに含まれないた

めに,開発のコントロールが効かない地域が多数出てきた.このため,より広域的な範囲

でデリー大都市圏の都市化を秩序立てる必要性が出てきた.

2. 2001年マスタープラン(MPD-2001)の特徴

MPD-2001の特徴は基本的にはMPD-62を継承したものであり,デリーの過密化対策

と機能分散が主な計画目的である1985年に首都地域計画局(National Capital Region
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図1デリー大都市圏(DMA)
資料: 『Master PlanforDelhi: Perspective 2001』 (1996)
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planning Board,以下NCRPB)が設立されるとDDAは首都地域(National Capital

Region,以下NCR)内のDMA (デリー大都市圏)の開発と整備を分担し, NCRPBは

NCR内のDMA以外の地域を分担するように互いに担当する地域を分けることとなった。

DMAはデリー特別州(Union territory of Delhi)とU.P.州のガジアバード-ロニ都市圏

(Ghaziabad-Loni Complex)とノイダ,バリアナ州のフアリッダバードエバラブガル都

市圏(Faridabad-Ballabhgarh Complex),グルガオン,ハハドウルガル(Bahadurgarh)

とデリーの拡大地域の北端にあるクンディ(Kundi)タウンシップを領域とする3,182km2

を指している(図　　1990年に提出されたMPD-2001の内容は,住宅,雇用,社会的イ

ンフラストラクチャー,ショッピング・センター,公的及び個人的交通機関などの空間的

配置を,様々な自然的インフラストラクチャーや公益企業システムの適切な配置・保存と

適度なバランスを確保しながら開発・整備するものである。

MPD-2001の特徴は以下の通りである。第一に,デリーを地域の統合部分として計画

することにより,デリーにおける人口と雇用の急成長を地域内の集落パターンと輸送ネッ

トワークの再構築により制限することを計画している　MPD-62では,工業分散による

デリーの過大化と過密化を防止することを大目標としていたが, MPD-2001では地域内

の集落パターンを生かしたかたちでのネットワークによる地域間結合を図っている。第二

に,エコロジカル・バランスの維持を掲げ,アラバリ山地(AravalliHills)やヤムナ川

(River Yamuna)の環境保護を訴えている。 MPD-62では工業分散が最大目標であった

ため,デリー大都市圏内において開発地域の環境破壊が分散的に進行したが,その反省か

ら環境への配慮と自然景観の保全も都市計画の対象となった。

第三は, 「特別地域Special area」 (図2)としての中心地域の開発を取り上げている点

に特徴がある　MPD-62では,大都市地域のスプロール的な拡大をいかに秩序づけてコ

ントロールするかということに重点があったが,オールドデリーの中心市街地の再開発が

デリーの都市計画にとって重要であることが再認識された。この「特別地域」とは,ムガー

ル朝期に建設されたイスラム都市の様相を示すWalledCityとその周辺地域であり,シャ-

ジャバナバードを中心としたこの地域は通常の開発では困難なので,従来とは違った方法

で扱う必要があるとされた。

第四に, DDAの役割としてデリーの都市遺産の保存が挙げられている。これまで住宅

や工業用地の開発などに特化していたDDAは,域内に数多く残る歴史的な遺跡の保存を

都市整備の一環として行うこととなった。都市の開発と整備を担当するDDAが遺跡の保

存事業に乗り出すことは,一見奇異な感じもするが, MPD-62の都市美観の整備を継承

し,都市公園の整備までその権限を拡大したものといえる。その代表例として,デリー南
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資料: 『Master Plan forDelhi: Perspective 2001』 (1996)
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部にあるハウスカス(HauzKhas)を上げることができる。そこではイスラム様式の城壁

を中心とした公園が整備され,その周辺にはファッション関係の商店やレストランがあり

観光地化されている(写真1)0

第五に,都市センターの分散化がうたわれている。コンノートプレイスや,中小工場な

どの各種機能が混在しているチャンドニー・チョウクなどの中心地域をビジネスセンター

とすることで,機能の分散化に関する1962年の政策をさらに進めた。そのために,大都市

圏の郊外地域にDistrict Centerの開発が計画された。第六に,大量輸送システムをマル

チモデルに変えることである。環状鉄道に沿った土地利用の制限とMRTS (Mass Rapid

TransitSystem)を高密度に導入することが計画された　MRTSは日本のODAにより

2003年に開通する予定で,デリー都心部の交通問題解決に期待が大きい。第七に,低層で

高密度な都市開発を推し進めることである。既存都市地域では,輸送システム,物理環境

などを制限し,人口増加数を2001年までに300万人まで抑制することを目標として掲げて

いる。第八は,中心核を持った階層的なセルラー(細胞状)構造をつくるために,階層的

な都市開発が計画された。

以上のように,デリーのマスタープランは過大化するデリーの成長をコントロー)I/し,

機能の郊外地域への分散を一貫して目指している。その手法は,中央政府の工業分散化政

写真1 DDAによる遺跡保存:ハウスカス(1998年著者撮影)
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策とも合致したが,デリーの管理をDDAだけが担うことが不可能となった。そこで,よ

り広範な郊外地域の開発を含めて,デリーの都市計画を立案・実行する必要が出てきたの

である。

IV. NCRの都市計画

1. NCRPBの設立

デリー大都市圏の成長により,デリー大都市圏の整備をDDAにより行うことは困難と

なった。そこで,首都地域計画局(NCRPB)が,バランスがとれ調和した地域開発が行

える機関として1985年に法令によって設立された。これは,デリーの拡大が近隣の三つの

州にも及んでいるために,隣接州をも含めた首都地域の整備をはかるとともに,国家的計

画として首都の都市計画と首都周辺地域の開発を図るものであった。ところが,法令によ

る地域計画2001の操作が開始されたのは, NCRPBが設立されてから10年以上の後のこと

であった。

NCRPBによる開発計画の目的は,首都地域(NCR)のバランスのとれた開発を重要な

到達点とするものであり,決してデリーの都市計画ではない.むしろ,デリーの都市計画

と都市開発はDDAの役割とした上で,デリーの周辺地域の計画と開発を分担することに

よりDDAとの違いを明記している。このような役割分担は, NCRPBの設立の経緯によ

る1980年代までにデリーの成長は,急速な都市化と専門化をもたらすとともに製造業と

その関連サービス業の生産の増加による大量の雇用機会を創出した。デリーは1951年まで

人口145万人の行政都市から多機能都市へ,さらに1951年から1981年には300%の人口増加

を示し,人口は573万人に達することになり,工業が最も重要な産業となる都市へと移行

した。その間,デリーは国家水準の強力な「雇用の磁石」となり,近隣の州から年間約15

万人がデリーへ流入することとなったのである。

このような異常ともいえる人口増加の結果,土地,住宅,交通,上下水道のような根本

的なインフラストラクチャーの管理の問題がより深刻になったO当初はデリーにおける上

記の問題をデリー市域内の問題として解決が図られ,先に述べたようにデリー法(Delhi

Act)の制定によりDDAを設立して,マスタープランをつくり都市計画を推し進めよう

としたoそれにもかかわらず,デリーの発展はムンバイやコルカタを凌ぐ勢いとなり,デ

リー市域内の問題として対処することが困難となった.そこで,デリーに流入する人口の

大半が周辺州の中小都市や農村地域からの移動であることから,それらの地域を開発する

ことで,デリーへの流入を阻止・緩和するためにNCRPBが設立されたのである。
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2.首都地域(NCR)の構成

NCRは特別州としてのデリー州,デリー州と一体化した地域としてのDMA (デリー

大都市圏),及びDMA周辺に広がる「それ以外の地域」の3地域に区分される(図3参

照。 DMAはデリーに近接していることから,デリーから流出する人口,工業の受け皿

的な役割を持っており,デリーから放射状にのびるナショナル・ハイウェイに沿って立地

している。

首都に隣接したDMAの各地区の10年間ごとの人口増加は,表2に示すように驚異的

な数値を呈している。デリー特別州では1951年以降50%以上の増加率であり,フアリッダ

バード1961年以降100%以上の増加率が繰り返されている。また,グルガオンにおいても

1951-61年には100%以上で1971-81年にも76.50%であった。デリー以外のDMAに

おける人口増加率はデリーの二倍近くの95.84%にまでなっており,デリー隣接地域にい

かに多くの人口が集積しつつあるかが分かる。

デリーへの機能集中解消のためにとられた分散政策によって, DMAにある8つの

DMA Towns (デリー大都市圏都市)には,デリーから企業が移転したり,外国からの

新規の投資先となったりしている。デリー州とDMAはNCRには含まれているものの,

PRIORITY TOWNS

図3　NCRの構成
資料: National Capital Region PlanningBoard (1996)より作成。
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表2　DMAにおける人口の推移

Constitutent units of N.C.R. Area in Hectare
Population Decadal Growth (%)

1981iillakhs 195ト61 1961-71 197「81

Delhi, UT

Bahadurgarh

Faridabad-Ballabgarh

Ghaziabad including Loni

Gurgaon

Kundli

Noida

Ridge falling outside the area of

DUT, Gurgaon and Faridabad

148,500　　　　62.20

17,403　　　　　0.37

39,398　　　　　3.31

49,691　　　　2.97

26,671　　　　1.01

13,722

14,915

7,885

52.43　　　52.92　　　52.98

34.43　　　72.28　　　45.23

57.88　　103.42　　169.39

61.01　　68.71　141.65

103.42　　　50.94　　　76.50

Did not exist till 1981

Total D.M.A.　　　　　　　　　318, 185　　　　70.28　　　　　　　　　　　　　56.76

Total D.M.A. excluding Delhi　　　169 , 685　　　　8. 08　　　　　　　　　　　　　95. 84

資料: Census of India 1981およびReport of the Sub-Group of DMA-1982 Ministry of Urban Develop-
ment, Govt.ofIndia　より作成。

既にDDAが計画と開発を分担していることから, NCRPBによる直接的な開発の対象と

はなっていない　DMA周辺の「それ以外の地域」は広大な農村的地域であり,デリーと

その周辺地域への人口や機能の集中を抑制するために,地域内の均衡ある発展をねらった

開発の拠点としていくつかの優先都市(PriorityTowns)が指定されている。しかし,

これらの都市はNCRの成長拠点ではあるが,分散して立地しており,デリーから遠距離

であるために開発実績はほとんど無い。デリーの成長を制限し,デリー以外のDMAの

適切な成長だけを認めた政策は,地域の開発拠点(開発センター)を重視している。

同橋(1999)は産業許可件数の分布や工業団地開発面積からNCRへの投資の集中を明

らかにした。特にフアリッダバード,グルガオン,ノイダにはNCRのなかでも極めて多

くの投資があったことを指摘している。同橋はこのようなNCRの優位性について以下の

原因を挙げている。

第一に,大量の中間層が存在するデリーの消費市場への近接性と拡大する国内市場に対

応した北インド市場の拠点としてNCRが有利であること。第二に,開放経済体制下では

外国資本は首都に立地することで政府や他企業とのコンタクトがしやすいなどの外部経済

の享受が容易であること。第三に,大都市であるということやハイレベルの大学が存在す

ることから,高学歴で優秀な労働力を確保しやすいこと。第四に,デリーから近距離にも

かかわらずアクセスが悪かったり土地条件が悪かったりしたために,安価で広大な土地が

残されており,ノイダやグレータ-ノイダ(Greater NOIDA)のような大規模工業団地の
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開発のための土地取得可能性が高いこと。第五に,先に述べたこととも重複するが,情報

収集や対面接触が容易で技術革新の可能性が高いこと。第六に,外国資本にとっては海外

との連絡が容易で,大都市であるために駐在員の生活上の利便性が高いこと,などが考え

られている。

3. NCR内の集落分布

NCR地域内に1981年には1,919.2万人が6,771以上の集落(94の都市, 6,677村落)に

分布していたo　このうち,デリー首都地域には220 (都市化村落),バリアナ州副次地域に

は2,413,ラジャスタン州には1,091,ウッタル・プラデシュ(U.P.)州には3,047の集落

が含まれている。このことからも分かるように, NCRの地域内の人口や集落密度には大

きな差異があり。都市集落についてみると,都市センターは全部で94である。そのうちデ

リー首都地域には　　U.P.州には58,バリアナ州には27,ラジャスタン州には3あった。

都市センター数の推移をみると, 1961-71年には4だけの増加であったが, 1971-81年

には都市センターの数は48から94へ急増した。また,地域内の都市人口の63.45%を占め

る人口570万人(1981年)のデリー都市地域には,最上位階層である第I階層の都市セン

ターが11あった。

上記のような集落システムに対する戦略として, NCRPBは次のような三つの戦略をと

ることとなった。第1の戦略は,停滞している地域的都市センターの経済を再活性化させ,

経済活動の開発を奨励し,地域的都市センター間の相補性を増すように特別の機能を持っ

た集落システムに都市システムを統合することである。地域的都市センターは,デリー大

都市圏外の地方の中小規模の中心地であり,投資や工業団地開発がほとんど無い場所であ

る。第2の戦略は,地域のバランスのとれた開発をするための目的を達成するために,小

規模な都市センターと村落の開発を優先都市(priority towns)との関連性を持たせて統

合することである。地域的不均衡を無くすために,地域内の格差是正を意図したものと思

われる。その内容としては,表3に示すように,地域センター,副次的地域センタ　5　サー

ビス・センター,基本的村落の4つ機能に特化して組織される階層的システムの開発が提

案されている。地域センターは人口規模からみると,かなりの規模があるように思われる

が,広域的な中心地ではなく小規模な中心地である。また,サービス・センターと基本的

村落は人口規模が小さいこともあり,それぞれ相互に依存しており,地域センターはデリー

大都市圏に依存した相互依存システムを作り上げるのに十分な能力を持つべきであるとさ

れている。第3の戦略は,デリー内の190万人以上の潜在的移動者を引きつけるために,

選択した地域センターが職業構造と雇用機会に多様性を持つように組織化することである。

-35-



地誌研年報12, 2003

表3　NCRにおける階層的集落システムの戦略

集落レベル 人口規模

地域センター 30万人以上

副次地域センター 5 - 30万人

サービスセンター 1 ～ 5 万人 *

基本的村落 1 万人未満

注: * 『Nationalcapital region』の本文では50万人と誤記。
資料: National Capital Region Planning Board(1996)より作成。

Ⅴ.ノイダ(NOIDA)の都市開発

デリー東部に隣接するノイダはリングタウンではないが,グルガオンなどと共にDMA

(デリー大都市圏)タウンの一つとされた(National Capital Region Planning Board,

1996)。 I960年代後半以降の小規模工業優遇政策を受けて,ノイダは他のリングタウンと

同様にデリー内部からの中小規模の工場の移転先となり,インフラストラクチャーの整備

を伴った職住一致の「総合工業団地」として開発が進行している。

1980年代には経済開放政策に伴い,ノイダは外資の大規模工場の進出による大規模工業

団地へ展開した。ノイダが既存の工業集積や熟練労働力の利用において,外国企業に対し

て優れた立地条件を提供したためである。ノイダに進出した日系企業スタッフからの聞き

取りによると,スタッフクラスの派遣社員とその家族の生活には首都であるデリーに隣接

していることが生活の利便性だけではなく,トラブルの対処や日本との連絡などの様々な

側面において特に好都合である(由井, 1999),

以下七は,ノイダの事例を通して,デリー大都市圏に捌ナる都市整備の一環として計画・

建設されたニュータウン開発の実態と,住宅供給地における居住者の特性を調べることに

より,インドにおける都市計画にもとづく住宅供給について検討する。

1.ノイダの開発の概観

ノイダはインド国内で最大級の大規模開発である。ノイダにおける都市開発は,総合化

された工業団地を発展させる目的で, 1976年のU.P.州工業地域開発法に基づき事業が開

始された　NOIDA (New Okhla Industrial Development Authority)は開発主体名であ

り,ノイダの地名はこの開発公社名が地域名に転化したものである(以下では公社は

NOIDA,地域名はノイダを使用する)。ノイダの開発地域はヤムナ川の氾濫域にあり,

排水の悪さなどからフアリッダバードなどの他の郊外成長核に比べて開発が遅れた。しか
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し,ヤムナ川河岸の堤防工事(1976年)や日本の援助による橋の建設(1984年)によって,

工業団地造成と住宅供給を合わせた都市開発が始まった。

デリー南部に位置するグルガオンを開発したバリアナ州政府は開発公社を設立したが,

民間の土地開発を奨励し,法によって民間資本を通して迅速な土地開発と住宅供給を目指

したため,この都市開発方式は開発が早く行われたものの不動産投資を呼んだ(大内,

1989)<　一方,デリー市内ではデリー開発公社(DDA)が大規模な土地の買収・開発・処

分を一手に引き受け,民間による土地開発を凍結し,開発された土地の分配は賃貸借契約

とした.ノイダの場合もデリーと同様にノイダ開発公社が独占的に土地の買収・開発・販

売を行い,都市開発をコントロールしている。その結果,デリーの隣接地にも関わらず中

心部以外の開発のペースは遅く,民間資本による活発な住宅供給の展開が見られなかった。

2.ノイダの開発経緯

ノイダの開発の起こりは1972年に遡る。開発の経緯と概略は以下の通りである。まず

U.P.州政府がかつてのBulandshahar districtの40村に開発を宣告したことに開発計画が

始まる　U.P.州政府は,デリーの隣接地であるがゆえに開発の最前線になる地域での土

地投機的の開始に注目し　U.P.州の建築法(Building OperationsAct, 1958)に基づいて

Yamuna - Hindon-　デリー境界を制限地域に指定した。制限地域は120km2にも及び,

人口は約42,000人であった。次いで,計画通りに地域開発をするために, 1972年にU.P.

州政府の都市・農村計画局(Town and Country Planning Department)が制限地域の調

査を実施した。制限地域は　MeerutとBulandshahar districts　にまたがり,デリー大都

市圏の外縁部で, National Capital Region (NCR)の地域の一部となった。その後,

U.P.州政府は1976年4月にU.P.工業化地域開発法のSection3 (i)のもとで37村に対する工

業開発公社(Industrial Development Authority)を設立し,通告地域に新しく工業団地を

開発した。

デリー近接地にノイダのような都市センターを設立する必要があった理由は,第-に,

デリ-近接地の農村地域からの流入を阻止するために,首都から経済活動の分散化を図り,

デリーの人口成長の圧力を軽減する必要があったことである。第二に,投機的な土地の扱

いをコントロールすることにより,スプロール的な市街地開発を防止する必要があったこ

とである。第三は,ノイダはデリーの戸口的位置にあたりながらも低地価であったが,デ

リー内部や周辺地域との不適合があったことである。ノイダは小規模・中規模工業機能に

場所を提供することで,デリー市街地にある中小工場が密集する地域の再開発を行おうと

するものである。
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どちらかというと居住機能に特化したニュータウン開発というより,工場の進出による

工業団地的性格をマスタープランの編成から兄いだすこともできるが,ノイダの最大の特

徴はデリーに隣接するという立地条件の良さである。デリーから通勤可能な距離にある居

住地開発によい場所を提供したという意味において,ノイダはデリーから流出する人口の

受け皿的な役割を強く持ったのである。

3.最初のマスタープラン

1976年3月に提出されたノイダの最初のマスタープラン(図4)は,約10,000工場に土

地提供を行い,タウンシップ内の工業労働者の総数を約41,000人,域内の人口総数は

375,000人を目標としていた。その計画を実行するために,工業用地の面積を修正した。

修正した分譲区画の規模の計画では, 10,000の工業ユニットを誘致し,それらの全雇用数

は22万人となった。域内の雇用数を把握しようと試みたこの発想は,次のように展開され

た。 1977年6月でのミーティングでさらなる開発戦略について開発主体のNOIDAにア

ドバイスするために専門委員会が設立された。

公社の開発戦略専門委員会の提言をみると,タウンシップは主として小規模工業に対す

る開発にすべきと委員会は推薦している。その内容としては, 4,000の工業ユニット,

83,000人の雇用を計画するべきとし,開発地内の最大人口は50万人を推計,都市化地域は

3,360haを提案している。また,工業労働者用にEWS (economically weaker section)

への住宅供給を強調して,それらに対するコミュニティ施設を基準として供給することに

し,全土地を借地ベースで供給すべきであるとした。それには,制限地域の管理のために,

公社による効果的な法的・強制的フレームワークの確保を推奨した。交通手段としては,

鉄道によるデリーとの結合,地域内の輸送システム,デリーとの大量高速輸送システムが

提言されている。

4.マスタープランの修正:Plan Revision-1983

1983年に行われたマスタープラン修正の理由をみると,第一には,工業地域の増加があ

げられる。工業地域はPhaseI, PhaseIIの開発の完了時,およびPhaseIの工業units

の拡大に対する工業用地の需要の高まりに応じて増加した。この時期には,土地はほぼ飽

和状態で,州政府の提案でセクター57-60の土地利用が居住,商業,運輸から工業へ転

換された。これらの用途変更された地域はPhaseIIIの工業地域にあたる。第二には,

PhaseIIの工業地域の向かい側では,土地は蚕食・無許可の建設に蝕まれた。公社は

135haをメリヤス工場の設立を提案するなどしたが,スプロールの歯止めとはならなかっ

39



地誌研年報12, 2003

た。他にも,セクター16が運輸用地から電機工業向けの工業用地(electronic nagar)へ

変化したり,商業省がPhase IIの工業用地に隣接地に輸出促進ゾーン(NOIDA Export

ProcessingZone, NEPZ)の約88エーカーを開発したり,さらにセクター16Aの土地利用

が公共用地からフイルム・シティへ変化するなど, NOIDA自らが工業開発に重点を置い

た開発計画の変更を行っている。以上の結果,工業地域が495haから985haへ変化し,

工業セクターでの労働力が増加した。

深刻なのは,無許可の建設の圧力が強かったことである。例えばsector55-59は,当

初の計画では農業的土地利用として残されていたが,ナショナル・ハイウェイの建設計画

によって,入植者が流入し無許可建設が増加した。さらに,デリー市内の東部にある

Okhla地区と結ばれる場所には堤防と橋が建設され,またデリーと直結する道路の完成

により,ノイダ南部の堤防付近の地域はさらなる開発に直面している。事実, 2001年に現

地を訪れた際にはマスタープランでは低密居住地区とされた周辺セクターにおいて民間資

本による大規模な集合住宅群の建設が行われており,これまで開発公社が独占的に住宅を

供給していた状況が大きく変化していた(写真2)0

写真2　ノイダにおける民間資本による高層集合住宅群の開発(2001年著者撮影)
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5.マスタープランの修正: P一an Revision-1989

1989年には再びマスタープランが修正提案され, 1995年にもPlan Revision-1995が出

され,マスタープランがさらに修正された。プランを修正するための調査は1995年に実施

された。当初のマスタープランと比較すると,表4に示すように,修正後のマスタープラ

ンは工業用地が200ha近く増加しており,計画地域内の縁辺部分では住宅用地から工業

用地への転換がみられるoまた,計画面積に対して造成が終わった面積の割合をみると,

開発の進行状況は全体では34%であるが,工業用地の造成完了地の比率が80%以上と高く,

工業を優先的に開発したことが分かる。それに対して,住居や商業用地の開発完了率は30

%強である。

ノイダの都市開発において特筆できることは,マスタープランの度重なる修正である.

これは,開発主体が計画の評価を頻繁に行い,時勢に応じた都市開発を求めていることで

もあるが,外資導入にともなう経済開放政策の実施によるところも大きい。つまり,計画

当初はデリーの再開発とリンクさせ,デリーの市街地内部の住工密集地にあった中小の工

場の移転先として開発をもくろんでいたが,経済開放政策により外国資本の巨大工場の受

け入れ先に変更されたのである。

6.ノイダの問題点

デリーへのノイダの近接性は,現代的で魅力的な都市センターとして最適だが,未開発

のままであるoノイダの現状について,ノイダのプランナーであるSaha and Rao (1995)

によって次のようなことが挙げられている。

ノイダのマスタープラン改訂のための現状調査結果に関する彼らの研究報告では,ノイ

表4　ノイダにおける土地利用計画と現状

L a n d U s es
M a ster P lan 200 1 M aster P lan 2011 L a nd u se E x istin g in 199 5 P erc ent L a nd

a rea (ha ) (% ) are a (h a (% ) area (h a (% ) dev elop ed (% )

R esid ential 1 ,87 0 4 9 .20 3 ,67 2 4 7 .14 1 ,13 1 4 2 .15 3 0 .8 0

In d ustrial 4 9 5 13 .0 0 9 8 5 1 2 .6 5 8 1 1 3 0 .2 3 8 2 .3 3

C om m erc ia l 2 3 0 6 .10 4 3 1 5 .5 3 1 3 2 4 .9 2 3 0 .6 0

P ub lic an d sem i-pu b lic 3 6 5 9 .6 0 1 ,2 2 4 1 5 一7 1 9 2 3 .4 0 7 .5 1

T ra n sp o rtatio n 4 95 1 3 .0 0 9 4 1 1 2 .0 8 3 6 5 1 3 .6 0 3 8 .8 0

O rg an ised o pen spa ces

U n usab le la n d-w ater b od ies

2 9 2 7 .7 0

53 1 .4 0

5 3 6 6 .8 9

i

1 5 2 5 .7 0

l

2 8 .3 6

T ota l 3 ,8 00 10 0 .0 0 7 ,7 8 9 10 0 .00 2 ,6 83 100 .00 3 4 .4 4

資料 ‥囲 aster p la n 2001』, [M aster p lan 2011』an d S a h a.S .K .an d R a o,P .S .N .(199 5) よ り作成0
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ダにおける現在の土地利用パターン,市民態度の傾向,全体的特徴が説明され,開発計画

の遅れによりノイダがまだ計画途上の若い都市であることが指摘されている。つまり,す

べての実際的な目標に関して,ノイダは20年近く経過したにもかかわらず,デリーの住宅

都市以上のものとはなっていない。これは,ノイダの工業労働者のほんの一部が開発地域

内に居住しているだけであり,ノイダの大部分の居住者はデリーで就業している通勤者だ

からである。

ノイダがデリー市民の大部分にとって十分に魅力的でない理由の一つは,機能と同様に

ノイダを明瞭に判別できるような,商業施設,庭園,公園,特徴(目玉商品)を,十分に

提供していない事実のためであると記されている。確かに,ノイダの中心部には大規模な

商業コンプレックスなどの建設が進み,施設面では充実しつつある。しかしながら,

Atta村の自然発生的な商業地区が賑わいをみせているのに対して,新たに供給された商

業コンプレックスには一部の富裕層しか利用できないようなブランドショップなどが並び,

実際には魅力的な商業施設となっているとは言い難い。つまり,郊外地域の居住者の所得

階層や社会階層においても二重,三重の階層格差があるため,いずれの購買層にも配慮し

た商業施設をつくらないとノイダは魅力的な郊外核とはなり難い。

VI.インドにおける大都市開発の課題

インドの都市開発の大部分は,州政府や地方政府の影響下にある公的セクターによる開

発である。ところが,デリー大都市圏の都市整備と開発において,デリー市域(特別州内)

の都市開発がDDAにより行われ,その周辺地域の広域的な大都市圏内の都市開発を

NCRPBが行っていたように,複数の公的セクターが互いの領域を重複させないように都

市開発を行っている。そのため,主体間の調整が十分に行われていないことにともなう弊

害も現れがちとなる。さらに,大都市圏内の農村地域の開発は,農業や農村開発に関連し

た公的セクターの権限内であるため,都市開発を行う公的セクターは農村地域を残したま

まその周辺を開発する傾向にある。その結果,大都市の市街地の拡大にともなって,周辺

の農村地域が取り囲まれてしまい,インドの大都市内の特徴であるアーバン・ビレッジを

数多く取り込んだ大都市圏が形成されていくのである。開発地域内の農村地域が都市開発

を担当する公的セクターの開発対象外であることは,農村地域の既得権の保護と農村地域

の開発を担った別の公的セクターによる開発対象であることを示している。開発地域内の

農村の開発は,都市への人口流入の歯止めとなるかどうか,その効果については都市側の

開発目的と農村地域の開発目的とを調整することが課題となっている0
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インドの大都市開発の開発目的には,過密化した市街地内部の再開発とのリンクにより

母都市内部から都市圏への機能分散が図られている。しかしながら,国家的なスケールや

より広域的な地域スケールでの分散を必ずしも誘導しているわけではないので,実際には

大都市圏への集中を助長していることも多々ある。インドの大都市における都市計画では,

郊外住宅地の建設か多機能を備えたニュータウン建設かの区別は比較的明瞭である。その

違いは開発地域内に就業先を持つかどうかによる。しかし,ノイダの事例では就業先も提

供されながら,デリーへの近接性から郊外住宅地としての性格も強く持つようになってい

る。いずれにしてもノイダのような多機能型ニュータウンの開発は,大都市圏内の中心都

市の機能分散を目的としながら,国家レベルでみるとデリー大都市圏への機能集中の一役

を担っており,その他の大都市圏近郊における工業団地やニュータウンも同様の役割を果

たしていると考えられる。

VII.東南アジアの都市開発との比較

以上で明らかにしてきたインドの都市開発と比較して,インドと同様に工業化が進展し

て都市への激しい人口流入がみられる東南アジアの都市開発の特徴を考察する。小長谷

(1999)はジャカルタを事例とした研究から,東南アジアにおける大都市の発展を外国資

本の投資によるものとみなし, FDI型都市と名付けた。その定義において,小長谷は

FDI型都市を, 「産業化なき都市化」の過剰都市論から転換する根本的治療法として位置

づけた。すなわち, FDI型都市の開発により,外資主導型の郊外の大規模工業団地を通

じて,海外直接投資(FDD　の流入する回路が開かれ,郊外工業の産業連関は合弁企業,

民族系資本の地場大企業,地場中小企業にも波及する効果をつくり出し,また,中心都市

についても,大規模経済の導入に対応して,企業の中枢管理部門,対事業所サービスの需

要増大,一般のサービス部門,インフォーマルサービス部門へ波及するとした。

さらに, FDI型都市の特徴として,郊外の大規模工業団地のマネージャー・専門職ク

ラスは,中心都市の高級住宅地と郊外の高額物件から通勤,新中間層のうち一般オフィス

ワーカーも郊外ニュータウンに居住することが指摘されている。ジャカルタと同様に,ク

アラルンプルにおいても郊外のニュータウンの開発は新中間層の成長によるところが大き

い(高山, 2000),

このように,ジャカルタ,クアラルンプルなどの東南アジア諸国の大都市においては,

主として政府主導により強力に産業誘致と都市開発が進められ,大都市の郊外において外

国資本による工業団地開発が行われた(小長谷, 1999;生田, 2001),それにともない,

-43-



地誌研年報12, 2003

労働力や各種機能の集積が進むことによって,首都である巨大都市がますます巨大化した

と思われる。東南アジアにおける大都市の成長は国土の地域的不均衡を生じさせており,

外国資本の投下によりインフラが整備されて,高学歴の労働者のストックが大きい大都市

を巨大化させる要因となったものと解釈できる。つまり,東南アジア諸国におけるFDI

型都市は,大都市郊外地域の工業と住宅の開発によって,大都市圏だけを独占的に成長さ

せて国内に格差を生じさせたと思われる。これには,投資効率などの経済的な理由が大き

いと思われるが,外国資本の投下が行われるのは,主として首都に限られることからも分

かるように,外国資本の投入先が首都の優位性に依存するために,首都の郊外地域が成長

し,大都市圏が形成されていくものと思われる。

1990年代以降におけるインドの大都市開発と東南アジアのFDI型新中間層都市との比

較から,以下のような共通点をあげることができる.第-に,外資によるインフラ整備・

開発を行政主体により行ったことである。生田(1998; 2001)が述べているように,マレー

シアにおいては郊外ニュータウンの形成において公共部門がアーバンマネージャーとして

果たした役割は非常に大きい。例外として,ゾーニング規制などの弱いバンコクやマニラ

は民間主導の都市開発がなされ,スプロール的な郊外開発が進められた(田坂, 1998 ;

小池, 2001),第二に,増加する新中間層の居住地としての大都市郊外地域の開発を行う

とともに,彼らに郊外地域を志向するような居住地選好を植え付け,欧米的な郊外居住を

誘導したことである。第三に,低所得者層に対する住宅供給やスラムなどの低質過密住宅

地区の地区改良には公的セクターが開発主体となることである。この傾向は,民間主導に

よる開発が多oバンコクやマニラにおいても同様であるが,津(1999)による指摘のよう

に,公的セクターが主体となった再開発が手詰まりとなり,住民主体の居住地改善の動き

がみられるところもある。

第四に,同一敷地内に工業団地とニュータウンが合成された職住一致型の都市開発が行

われた点である。この背景には,公共交通機関が未発達・未整備であるために職住一致型

の都市開発を行わざるを得ないという状況も考えられる。第五に,東南アジア諸国におい

ては首都圏を主とした大都市の過大化に拍車をかけて大都市圏が形成されたのと同様に,

インドにおいても既存の大都市圏に外資の投入が偏ったために,東南アジア諸国と同様に

既存の大都市圏がますます成長していることである。

次に,両者の相違点であるが,第一に,上記のように東南アジア諸国においては首都圏

を中心として外資の投入が行われ,首都を中心とした大都市圏が発展した。一方,社会主

義的開発方針が強く残るインドでは,国土の均衡ある発展のために大都市の巨大化防止と

機能分散がはかられ,経済後進地域にも税金の優遇処置などによって外資の投入先を分散
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させる政策をとっている。しかし,結果として,立地条件の優れた大都市圏に投資が偏り,

計画したような国土の均衡ある発展とはなっていない点も否定できない。

第二に,東南アジア諸国とインドにおける外国資本の投資先はともに大都市圏の郊外地

域であり, EMR (ExtendedMetropolitanRegions)論により指摘されるように,郊外地

域の農村の兼業労働力を利用した資本活動の郊外化に特徴がある。しかしながら,相違す

る点は,東南アジア諸国の都市開発が必ずしも都市内部の再開発との連携を意図したもの

ではなく,新たな投資対象となる郊外地域の開発を主としているのに対して,インドにお

ける都市開発は,都市内部における在来の中小工場の密集地域の再開発とリンクさせた那

外開発となっている点である。これは,インドの都市開発において旧宗主国のイギリスに

おけるニュータウン開発の手法が影響しているのかもしれない.

第三に,東南アジア諸国の郊外開発においては,新中間層のミドルクラスに対する住宅

供給が主となっているが,インドにおいては,郊外ニュータウン内において供給される住

宅はミドルクラスに偏ることはなく,所得階層に応じた各種の住宅を混合することによっ

て社会階層のバランスをはかるソーシャル・ミックスがはかられている点である。この点

で,インドにおける郊外ニュータウン居住者のうち持ち家はミドルクラスというより高所

得者階級に占められ,ミドルクラス的な入居者は公的セクターなどの賃貸アパートに居住

するなど,住宅の種類ごとの社会階層の違いが大きい。

第四は,最も異なる点であるが,インドにおいては都市開発のマスタープランに農村開

発が含まれており,単に大都市圏の郊外開発としての位置づけだけではなく,むしろ大都

市圏の過大化・過密化を防止するために,その周辺の農村地域の振興・開発を計画してい

る点である。生田(2001)によると,マレーシアの都市発展戦略の中には東岸の新しい都

市システムの育成をめざしたものがあり,農業・農村開発の核としてのニュータウン開発

も含まれているようであるが,大部分は工業団地開発と大都市周辺のニュータウン開発で

.f..∴

上記のように,多様な国家群である東南アジアとインドとを都市開発面から単純に比較

することは,その多様性ゆえに困難である。しかし,急速な工業化とともに大都市圏の整

備が進みつつある東南アジア諸国に対して,インドの大都市は周辺地域の膨大な農業人口

を抱え込みながら都市開発を行わなければならず,これらの周辺地域を整備しながら都市

開発を行う方策を模索している。

-45-



一地誌研年報12, 2003

[追記]本発表をするにあたり,資料収集や現地調査に科学研究費補助金「経済自由化後のイン

ドにおける都市・産業開発の進展と地域的波及構造(課題番号:13372006)」 (代表:同橋秀典)

の一部を使用した。
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Urban Development in India

Yoshimichi YUI

According to the census of 2001, 742 million people live in rural areas and 285

million m urban areas in India, comprising 72.2%　and 27.8%　of the population,

respectively. The ratio of the urban to rural population is not as high as in many other

countries. However, urbanization in India is rapidly proceeding, especially in cities

like Mumbai, Kolkata and Delhi, which already have several million residents each, and

continue to grow. Many urban problems exist in these cities because most of也em are

overcrowded. The government has prepared urban planning strategies to resolve the

issue of over-urbanization and to control growth. Furthermore, the government has a

policy of forcing some industries to relocate to rural areas in order to dissolve regional

disparity. The purpose of this paper is to give a clear perspective of urban planning

and development in India.

Delhi had primarily been a political city, but has become increasingly industrializ-

ed. After India gained independence, Delhi's population increased rapidly and many

industries have become established there, which resulted in a lot of serious urban

problems due to overcrowded conditions. The government established the DDA (Delhi

Development Authority) in 1955, and DDA presented the Delhi Act in 1957.

Furthermore, DDA created master plan for Delhi to disperse population and

industries. DDA planned to build DMA towns, which are satellite cities like Gurgaon

and Faridabad in the surrounding area. In addition, the government has restricted the

locations for new factories in Delhi. However, these policies had the unwanted effect

of increasing regional disparity because population and industries concentrated in the

Delhi metropolitan area. The central government had to prepare a new policy.

The government established the NCRPB (National Capital Region Planning

Board) in 1985 to force industries to relocate from Delhi and encourage economic

development in rural areas. However, the NCRPB's region of responsibility was the

NCR (National Capital Region) with the exception of DMA, and industrial development

in the "priority towns" located in outskirts of the NCR was unsuccessful.
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The author has focused on development in NOIDA, which is located on the eastern

side of Delhi. Although NOIDA is not a DMA town, NOIDA has grown into a major

industrial center and as a suburban dormitory town. Because NOIDA is quite close to

Delhi, many small industries in old Delhi transferred and a large quantity of the

population migrated from Delhi. In addition, many foreign companies invested in

NOIDA after the economy was opened to the global market in 1991. The master plan

for NOIDA was changed in several times because illegal development increased greatly,

and the authorities think much of industrialization.

Comparing the urban development in India and Southeast Asia, urbanization and

industrialization in both areas has enforced regional disparity, and foreign investment

has enlarged metropolitan areas. A differing point of view is as follows: urban

development policies include rural development in India.
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アジアにおける自動車産業の新展開
-東南アジア～インドを中心に-

友　揮　和　夫*

Evolution of the Automobile Industry in Asian Countries

Principally Focusing on Southeast Asia and India

Kazuo TOMOZAWA*

I.はしがき
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I.はしがき

1990年代以降のアジアにおける自動車産業には新しい動向が認められる。アジアの自動

車生産を牽引していた日本は, 1994年に生産台数世界1位の座をアメリカ合衆国に譲った

ものの年産1千万台水準を維持しており,その地位は依然として重要である。また,グロー

バルレベルでの主要投資元として,世界各地において生産・販売機能の展開を積極的に進

めている。日本に次ぐ地位にあった韓国では生産台数の急成長がみられるほか,主要メー

カーの中には海外への直接投資を実行するものが現れているo中国やインドでは,自由化

政策の導入を契機として外資の進出が始まり,自動車市場の拡大が顕著である。東南アジ

ア諸国も総じて自動車産業の育成には熱心であり, 1990年代半ばまでは堅調な生産増加が

続き,国ごとに特徴を持った自動車市場が形成された。

このように,日本や韓国の企業がグローバルに展開する一方で,中国から東南アジアを

経てインドに至る地域では,両国や欧米企業の投資を受けながら自動車産業の成長がみら

れ,生産拠点の形成が進められている。

本論文は, 2002年9月に開催された広島大学総合地誌研究資料センター主催のシンポジ

ウムにおける発表と討論を踏まえて,東南アジア(タイ,マレーシア,インドネシア)と

インドを対象に,自動車産業の成長や立地および分業関係を捉えた上で,将来像について

*広島大学大学院文学研究科; Graduate School of Letters, Hiroshima University
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も展望することを目的に起稿したものである。具体的な分析内容は以下の通りである。第

1には,アジア各国での自動車産業の成長を捉えるとともに,自動車生産と輸出入の観点

から主な生産国を類型化し,対象国の特徴を示す(II),次いで,対象国の自動車産業の

産業的特性を明らかにする(III)<　第3には,立地件数の多いタイとインドを対象として,

自動車産業の立地パターンを比較検討する(IV),以上の現状分析に加えて自動車部品貿

易の把握を行い,当該地域における自動車産業の分業関係の提示と将来的な展望を行う

(Ⅴ)。

II.自動車産業の成長と主要生産国の類型

1.自動車生産の動向

2001年における世界の自動車生産は約5,577万台であり,欧州2,006万台,アジア1,718

万,北米1,583万台という内訳である。アジアは世界全体の3割を生産する重要な地位に

ある。

アジア内では日本の生産台数が突出している。同国の生産のピークは1990年の1,349万

台であり,それ以降は現地生産の進展等によって減少傾向にあるが,年産約1,000万台の

水準を維持している。これに次ぐのが, 1980年代後半から生産台数が急増した韓国である。

同国では, 1990年代後半に金融危機の影響を受け需要が低迷したが, 2000年までに急速な

回復をみせて,年産300万台を超える水準に達した。これら2カ国の自動車生産は,主に

自国内に本拠を置く企業によって支えられている点に特徴がある。

日本と韓国を除くアジアの自動車生産は,外資と密接な関わりをもって進展している。

中国では「解放改革政策」の導入によって1980年代後半から膳調に生産量が増えており,

2000年には200万台を突破した。自動車国産計画の進捗は政府の見込みよりも遅れている

が,近年は外資との合弁企業が相次いで設立され生産台数増加に拍車がかかっている(図

1)。インドも経済自由化政策の推進にともなう経済成長を背景に自動車生産が増加し,

2001年には85万台に達した。ここでも外資の直接投資による工場の設立が,生産増加と市

場の拡大に寄与している。

これらに続くのが東南アジアのタイ,マレーシア,インドネシアであり, 2001年の生産

台数はそれぞれ45.9万台, 28.6万台, 27.9万台であった。東南アジアでは,自動車産業に

対する政策および市場特性は国ごとに大きな差異がある。マレーシアは1980年代より政府

主導の国民車構想を進めており,乗用車中心の市場構造となっている。一方,タイとイン

ドネシアでは日系企業を中心とした外資が自動車生産の主体であり,各々ピックアップト
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ラックと多目的車の市場シェアが高い。

ただし,いずれの国も通貨危機の影響

により1998年に生産が低落し,その後

は回復基調にあるものの97年水準には

未だに戻っていない。

1990年時点ではアジアの自動車生産

総数の85.5%を日本が占めていたが,

上記のようなアジア各国での自動車産

業の成長により2000年にはその値は

57.6%までに低下した。アジアでは,

単一の国に生産が集中していた段階か

ら,新たに複数の生産国が台頭する段

階にシフトしつつあると言える。

2.アジア自動車生産国の類型

以上のアジアにおける自動車生産国

の特徴を捉えるため,生産台数に対す

る輸出台数および輸入台数の比率(冒

分率表示)を指標として類型化を行っ

た1)。その結果,表1に示すようにA～

Dの4つの類型が得られた。以下,各

類型について説明する。

類型A　日本と韓国が該当する。輸

出比率が40ポイントを超える両国では,

国内市場のみならず輸出を指向した生

産がなされているといえる。また,輸

05生
産
台
数
(
万
台
)

着　　ず　　ぎ　　<v年
図1　アジアにおける自動車生産の推移

注:日本と韓国を除く。
資料: ㈱日刊自動車新聞社F自動車年鑑ハンドブック』

により作成。

表1自動車の輸出入比率(対生産台数, 2000年)

類 型 国 名 輸 出 比率 輸 入比 率

A
韓 国 42 .3 0 .2

日 本 44 .9 1 .9

B
イ ン ド 5 .1 0 .8

中 国 n .a . 5 .7

C
イ ン ドネ シ ア 0 .3 2 2 .6

マ レ ー シ ア 5 .9 2 6 .8

D タ イ 35 .9 l l .2

注:輸出(入)比率-輸出(入)台数÷生産台数×100

資料: ㈲日本自動車工業会『世界自動車統計年報』により作成。

タイ,インド,インドネシアの輸出については各々の

自動車工業会,マレーシアはMalaysianIndustrial

Development Authorityの資料による。

入比率をみると韓国は0.2,日本も1.9

と小さく,双方ともに国内市場における輸入車の比率が低いことが示される。以上より,

両国の自動車産業は国内市場を確保し,かつ輸出を強く指向する性格を共通の特徴として

いると言える。

類型B　中国とインドが該当する。輸出面からみると,インドでは周辺国などへ4.7万

台を輸出しているが,輸出比率は5.1ポイントと小さい。中国については統計が得られな
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いが,生産コストが高いので輸出を指向した生産は現状では困難と判断される。輸入比率

については,インドが0.8,中国が5.7であり,日本や韓国と同様に国内市場における輸入

車の持つ意義は小さい。これは政策的に国内市場が保護されてきた経緯に基づいている。

以上より,両国での自動車生産は基本的には国内市場向けになされ,国産車中心の市場構

造となっている。

類型C　東南アジアのマレーシアとインドネシアが該当するo両国の輸入比率は20ポイ

ント以上の値を示している。この数値は,国内生産のみでは自動車需要を満たすことがで

きず,海外からの輸入に依存する部分があることを示している。輸出比率については,マ

レーシアが5.9,インドネシアが0.3と共に小さい3)。以上より,この2カ国の自動車産業

は基本的には国内市場を指向した生産を行うが,それによって需要が満たされていないた

め輸入国の性格を共通に持っていると言える。

類型D　タイのみが該当する。同国の輸出比率は35.9,輸入比率は11.2であり,活発に

自動車貿易を行っている状況が示される。ただし,同国は1995年にはほとんど輸出実績が

ない状態であり,その時点では類型Cの特徴を有していたと見なされる。しかし, 5年後

の2000年には15.3万台を輸出し,この数年間で輸出国としての性格を強めることになった。

この理由はIVで後述するが,端的には通貨危機によるバーツ安を背景に,同国に立地する

企業が海外市場へ生産を振り向けたことによる。

以上により得られた4類型と自動車産業の成長を関係づけると,輸出指向に特徴づけら

れる類型Aの日本と韓国では, 1990年代後半から国内生産は頭打ちとなっており,海外で

の現地生産拡大の方向に徐々にシフトしている。高成長を示したのは類型Bのインドと中

国であり,国内市場の拡大によって支えられている。類型CとDが属する東南アジアでは

通貨危機の影響により1990年代後半に生産が低落したが,輸出に転換できた類型Dのタイ

では回復が早く,最近の生産台数の伸びに格差が生じている。

III.東南アジア～インドにおける自動車産業の特性

本章では東南アジア3国とインドにおける自動車産業の特性についてみておきたい。

1.タイ

タイの自動車市場は,農村人口が約7割を占めることを反映し,大まかには乗用車1に

対して商用車2の構成となる。なかでも税制面で優遇されてきた1トン型のピックアップ

トラックが3),自動車市場の中心となっている。
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表2　タイにおける自動車企業の概要

企業名称　　　　工場所在地(輿)　票仏空資本金　株式構成(%)　従業
開始年　月'r思　`'4、 ''、tn-HA* ＼/0ノ　　者数

1 Siam Motor& Nissan Co., Ltd.

2　Hino Motors (Thailand) Ltd.

3　Toyota Motor Thailand
Co., Ltd.

4 Isuzu Motors C0., (Thailand) Ltd.

5　Siam Nissan Automobile Co., Ltd.

6　MMCSittipol C0., Ltd.

7　NissanDiesel (Thailand) Co., Ltd.

8　Honda Automobile (Thailand)
Co., Ltd.

9　Auto Alliance (Thailand)
Co. Ltd.

10 General Motors Thailand Ltd.

ll BMWThailand Ltd,

サムットプラ-カーン

サムットプラ-カーン

サムットプ-ラカーン

チャチューンサオ

サムットプラ-カーン

サムットプラ-カーン

ノマンコク

チョンプリー

バトゥムタ一二一

アユタヤ

ラヨ-ン

フヨ-ン

フヨ-ン

1962　　　0.1　日産(25)

1962　　　7.1　日野(34)

45.2　トヨタ(84.6)　　　　4,036

196615いすゞ(47.9)1,450

197710.1日産(25)1,700

13161.5三菱自工(99.9)2,945

1987日産ディーゼル(30)66

199254.6本田技研(91.4)1,962

・99850三*-V(50)

V?(45)1,965

2000GM(100)1,400

200010BMW(100)

注:空自は不明,資本金の単位は億バーツである。

資料:日刊自動車新聞社(2002)拍動車年鑑ハンドブック2002-2003年捌,各社のHPなどより作成。

同国の自動車企業11社の概要を表2に示

す。タイの民族資本が単独で設立した自動

車企業は存在せず,外資企業,または外資

との合弁企業により生産が行われている。

その中では日系が8社と最多であり,日本

企業によって同国の自動車産業が支えられ

てきた側面が強い。日系自動車企業の設立

表3　日系自動車部品企業の設立状況

製 造 . 加 工 販 売 . 輸 出入

タ イ 154 14

マ レ ー シ ア 43 4

イ ン ドネ シア 66 1

イ ン ド 42 1

注:自動二輪車関係も含む。

資料:東洋経済新報社(2002)

F海外進出企業総覧国別編』より作成O

自体は1960年代に始まるが,投資は1980年代に入って集中して行われ,これが日系部品企

業の進出と現地の部品企業の成長を呼び起こした。現在タイに設立されている日系の部品

製造企業数は154社であり4),東南アジアから南アジアにかけての地域では最大規模となっ

ている(表3)0

ここで通貨危機前後の日系企業の動きを述べておく1990年代中頃には,タイでは経済

の高成長が予測され,需要の増加を見込んだ日系企業は工場の新設や拡張を行い生産能力

を増強した。しかし,通貨危機を原因とする不況により需要が落ち込んで,国内販売はピー

クである1996年の58.9万台から98年には14.3万台に低落した。各企業は従業員の削減や生

産ラインの休止を行うなど一時は混迷したが,バーツ安を利用してオーストラリアやヨー

ロッパなどの海外市場に生産車両を振り向けることで,この危機を乗り切った。海外市場

に展開し得たのは,タイでは部品企業の集積が厚く現地調達率が高かったので,バーツ安
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をそのまま利用できたためである。

1990年代後半以降には,日系以外のグローバル企業もタイを東南アジアにおける生産拠

点とするために新規投資を実行している。タイは,部品産業の集積や産業インフラの整備

が進んでいる点において評価が高く　GM,フォード(マツダとの合弁事業), BMWの

現地法人の設立をみた。これらの企業も国内市場のみならず,東南アジアやオセアニアへ

の供給拠点としてタイ工場を位置づけているO　また,日産の現地法人を利用したルノーの

委託生産にみられるように,提携先の工場を活用した生産も始まっている。さらには,自

動車事業の統括会社の設立や日本からの生産のシフトも相次いでいる。本田技研は

ASEAN事業の統括会社をバンコクに置き,同域内での生産から販売に至る戦略を担当

させる体制を築いた。いすゞとトヨタは2003年から投入されるピックアップトラックの生

産をタイに移管し,同国を輸出拠点と位置づけると同時に日本での生産を休止した。この

ように自動車企業におけるタイの戦略上の地位は飛躍的に向上していることが分かる。

タイはWTOとの合意に基づいて,自動車メーカーに対する部品国産化要求を2000年

に撤廃した。これによる輸入部品使用の容易化は,同国への進出が遅れていた欧米メーカー

の新規事業設立を促進することになるが,国内の自動車部品企業にとっては輸入品と対抗

せねばならないことを表す。これは現地調達率の高い日系自動車企業にとっても競争が厳

しくなることを意味する。このようにタイは,東南アジアでは自動車生産における自由化

の先陣に立っており,今後同国に進出を考える企業にとって競争は厳しいが魅力のある投

資先となっている。

2.マレーシア

マレーシアでは, 1981年にマハティール首相が国民車構想を打ち出し, 83年にはその構

想に沿ってプロトンが設立された。 93年には第2の国民車メーカーとしてプロドゥアが設

立された5)。プロトン(資本金2.5億リンギット)には三菱自工・三菱商事が各々8%の,

プロドゥア(資本金1.4億リンギット)にはダイハツ・三井物産が32%の出資をしており,

前者が普通乗用車を,後者が軽自動車を生産するという分業関係にある。

海外から同国に進出している自動車企業は約20社あるが,いずれもKD組立を行うのみ

で生産規模は小さい。それは,プロトンとプロドゥアが生産する車両は,国民車に対する

優遇措置によって価格が安く設定されるため,他メーカーのシェアが制度的に伸びない構

造にあることに基づく。また,輸入車には140%もの高関税をかけている。マレーシアで

は乗用車が自動車市場の約86%を占めるが,両国民車メーカーによって乗用車生産・組立

総数の93.4%が構成され寡占状態にある6)。日系ではトヨタと本田が各々1.5%のシェア
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を持つのみである。商用車では日系メーカーのKD組立によって生産の8割以上が構成さ

れ,その他の外資ではフォードが約1割のシェアを有するにすぎない。

また,自動車部晶の購買についても保護主義的な政策が採られ,現地調達率規制がある

ほか7),国内からの調達を義務づけている部品もある。しかし,技術的に高度な部品は輸

入に頼らざるを得ない側面も持ち併せており,自動車産業全般においてハイコスト体質と

なっている。さらには,国民車のほとんどがパートナーの開発車種をベースとしているた

め,輸出先の新規開拓にはそれらとの調整・契約が必要であり,タイのように輸出に牽引

された生産の拡大は本質的に困難な構造にある。

ASEAN域内では自由貿易地域実現のために, 2003年から域内関税を5 %以内に引き

下げることに加盟国は一旦合意した。しかし,マレーシアは完成車や自動車部晶の関税引

き下げ延期を申し入れ, 2年間の猶予期間を設けることが承認された。これは,同国の自

動車産業が通貨危機の影響から完全に回復していないこと,また先述した通り,国民車メー

カーは自由化すれば国際競争の中で生き残りが難しいと判断されることに基づいている。

猶予は認められたものの, ASEAN全体が自由化に向けて踏み出す中で保護主義的な政

策はもはや破棄せざるを得ない状況にあり,同国の自動車産業は近い将来,国際競争に晒

されることが予想される。さらには国民車を推進してきたマハティール首相の引退表明も,

自動車産業に関する保護政策に影響を与えるものとみられている。

ここで,同国最大の自動車メーカー・プロトンについて多少言及しておきたい。同社は

クアラルンプル西方の郊外都市シャ-アラム8)に開発された工業団地に年産23万台の生産

能力を持つ工場をかまえ,関連部品企業もその近隣に立地している。車種は三菱車ベース

の6車種とシトロエンベースのテラナを生産しており,単一のメーカーとしては東南アジ

ア最大の生産規模にある。マレーシアの人口規模は約2,200万人であり国内市場が小さい

ため,同社では設立当初から輸出を指向した生産がなされていた。しかし,輸出実績は

1997年の2.8万台が最大と芳しくなく,加えて通貨危機後は減少する傾向を示し, 2000年

には0.95万台にまで低下した9)。基幹部晶の中には輸入に頼るものが多く,通貨安が生産

コストの上昇につながったこと,また同社の生産車種はパートナーの開発車両をベースと

しているため輸出先が容易に開拓できないこと,といったいわば同社の国際競争における

脆弱性が露呈した形となった。こうした脆弱性の改善が,同社ひいてはマレーシアの自動

車産業における火急の課題である。

3.インドネシア

インドネシアでは,政府が多目的車を中心とした小型商用車を税制面で優遇しながら自
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動車産業を育成してきたため,市場の約9割が商用車によって占められる。中でもカテゴ

リー1と呼ばれる5トン未満商用車のシェアが3分の2に及ぶ。

インドネシアでは,タイと同様に日本企業の出資による現地(合弁)法人が多数立地す

る。日本企業の進出は1970年代より行われ,現在9社が立地している10)。 1999年における

日系自動車メーカーのシェアは乗用車部門で64.0%,商用車部門で96.9%と傑出してい

る11)ァウディ　BMW,プジョー,メルセデスベンツ,オペル,フォードといった欧米

企業の進出もみられるが,これら全てを併せても自動車生産全体の1割未満のシェアを有

するにすぎず,日本企業主導の下で同国の自動車産業は発展してきたと言えよう。なお,

インドネシアでも1996年にスハルト大統領が国民車構想を立ち上げ,その下でティモール・

プトラ・ナショナルが国民車メーカーとして出発したが,この計画は失敗に終わった12)

また,同国の自動車・同部品分野では,アストラ・インターナショナルを中心とするア

ストラ・グループと,インドモービルを中心とするグループが2大企業グループを形成し

ている13)前者には,トヨタ,ダイハツ,日産ディーゼル,いすゞ,後者にはスズキ,日

野,日産の現地法人がそれぞれ含まれる。アストラ,インドモービルは共に華僑系の商業

資本であり,インドネシアの自動車産業は他国に比べてディストリビューターの影響力が

強い。このため,各社の生産能力に対してブランド数が多く車種当たりの生産台数が小さ

くなり,生産効率性が低下する原因となっている。

インドネシアは,多目的車両の生産に特化しており,同車両や部品の輸出の点では競争

力を有する。しかし,輸出先はブルネイやパプアニューギニアなど市場規模が小さい国が

中心であり,タイのように輸出に牽引された生産の回復・拡大が困難である。

4.インド

インドにおける自動車企業の誕生は1940年代に遡り,アジアでは日本に次いで古い歴史

を有する1970年代までは産業保護政策によって国内での生産はインド資本に限られ,閉

鎖的な市場が形成されたが, 1980年代の部分的自由化, 90年代の本格的な自由化を通じて

多数の外資企業が進出した。同国は乗用車中心の市場であり,乗用車,多目的車,商用車

の構成は,おおまかに4 : 1 : 1の比率となる。乗用車では-l.000cc以下のコンパクトカー

のシェアが高い。

ここでは1980年代以降の動向をみておきたい。部分的自由化期に新設された企業はいず

れも日本企業と現地企業による合弁法人であり,インドにおいても自動車産業の成長にお

いて日本の投資が重要な役割を果たしたと言える(友津1991)ォ乗用車部門ではマルチ・

ウドヨグがスズキの合弁企業として設立され,小型商用車部門ではDCMトヨタ,スワラ
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ジ・マツダ,アルウイン・ニッサン,アイシヤー・ミツビシの4社が各々現地企業と合弁

で新設された14)これにより,保護政策の下で形成されたインド企業による寡占体制がゆ

らぎ始めた。とくに乗用車部門ではマルチ・ウドヨグが生産する800ccのコンパクトカー

が市場を席巻し,そのシェアは約8割に達した。

1990年代になると, 「新経済政策」により自由化が一層進められ,外資による企業設立

も容易になった。こうした政策的な変化と巨大な人口を背景とするインドの潜在的な市場

規模に引き寄せられる形で,韓国企業(2社),アメリカ合衆国企業(2社),日本企業

(2社),欧州企業(4社)が現地法人を設立した。現在のインドの自動車企業は表4の

通りであるが,この数は日本における自動車企業数よりも多く,既に過当競争に入ったと

いう見方もある。実際にも,インド自動車企業の名門プレミア・オートモービルズと,ダ

イウ・インディアが2001年以降生産を停止している状態であり,両社は事実上市場から退

出したと言える。 1980年代から90年代前半において圧倒的なマジョリティを誇ったマルチ・

ウドヨグも徐々に市場シェアを下げ, 2002年には50%代半ばまでに低下したとみられてい

る。この低下分には,ヒュンダイ・モーター・インディアやタタ・エンジニアリングなど

コンパクトカーを生産する企業が食い込んでいるo

表4　インドにおける自動車企業の概要(2000)

企業名称　　設立年　雷在m　　恩讐,従業者数　生産車種
Hindustan Motors Ltd.

Tata Engineering

Mahindra and Mahindra Ltd

Ashok Leyland Ltd

Bajaj Tempo Ltd

Eicher Motors Ltd

Maruti Udyog

Swaraj Mazda Ltd

General Motors India Pvt Ltd

Daewoo Motors India Ltd

DaimlerChrysler India Pvt Ltd

Honda Siel Cars India Ltd

Hyundai Motor India Ltd

Volvo India Pvt Ltd

Toyota Kirloskar Motor Ltd

Fiat India Automobiles Pvt Ltd

Ford India Ltd

Skoda Auto India

1942　チェンナイ

1945　ムンバイ

1945　ムンバイ

1948　チェンナイ

1958　プネ-

1959　インドール近郊

1981　デリー近郊

1983　チャンディガル

1994　ヴァローダラー近郊

1994　デリー近郊

1994　プネ-

1995　デリー近郊

1996　チェンナイ近郊

1997　バンガロール

1997　バンガロール

1997　ムンバイ

1999　チェンナイ近郊

2000　オーランガバード

61.5　11,270　乗用車・多目的車・商用車

568.3　24,440　乗用車・多目的車・商用車

71.0　15,653　小型商用車・多目的車

154.9　13,489　中・大型商用車

51.9　　　　　　小型商用車・多目的車

9.4　1,021　小型商用車

386.7　　5,770　乗用車・多目的車

2.9　　　637　小型商用車

1.7　　　461　乗用車

406.?　2,006　乗用車

17.1　　　332　乗用車

38.1　　811　乗用車

162.0　　2,461　乗用車

中・大型商用車

71.0　1,500　多目的車

169.0　　2,171　乗用車

170.0　　　922　乗用車

乗用車

注:空白は不明

資料: Society of India Automobile Manufacturers (2002): Profile of the India automobile indust.秒などにより作成。
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インドでは,自動車の生産規模は2000年までには100万台に達するという予想が支配的

であったが, 1999年以降は80万台前後で推移しており,市場の拡大が止まった状態にある。

この原因は多面的に把握する必要があるが,諸産業における外国企業の投資が一段落した

ため,中産階級の拡大がやや伸び悩んでいることに一つの要因があろうo本格的な自由化

が開始された1990年代前半には,各産業部門で活発な投資が行われたが,現在では世界的

な不況やグローバルスケールでみた投資先としては中国に関心が集まっていることが影響

していると考えられる。

IV.タイとインドにおける自動車産業の立地

上で述べてきたように,対象とした地域ではタイとインドにおける1990年代の自動企業

の展開が顕著であったので,両国での自動車工業の立地特性について把握することにする。

1.タイ

タイでは日系企業の存在が非常に大きいが,これらの所在はバンコク周辺に限られてい

るO比較的早い段階から立地がみられたのは,バンコク県とその南のサムットプラ-カー

ン県,北部のハトウムタ-ニー県であり,日産,日野,トヨタ,三菱,いすゞ,日産ディー

ゼル各社の現地法人工場7つが所在している(表2)。

タイでは自動車のみならずェレクトロニ

クス関係など他の産業部門も首都とその近

郊に集まる傾向が強く(秋野, 1998),こ

うした一極集中構造を是正し産業立地を分

散化するために様々な施策が実行されてき

た。その代表的なものが投資委員会(BOD

による投資優遇策であり,国内を3つのゾー

ンに分けて地方県に立地する企業には優遇

措置を講じている(図2)。首都圏(バン

コクとその近郊5県)は第1ゾーンであり,

優遇措置は最も小さく,かつ大規模な工業

用地の供給も乏しいので,現在ではそこに

自動車工場が立地することは現実的には困

難である。第2ゾーンは首都圏を取り囲む
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図2　タイにおける投資奨励地域

資料:秋野(1998)により作成。
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図3　タイの東部臨海開発

lo呉,第3ゾーンはそれ以外の60県であり,バンコクからみると同心円状に線引きがなさ

れている。

こうした優遇制度に基づいた立地誘導策に加えて,首都圏に代わる新たな産業の受け皿

形成を目的として実施した東部臨海地域の開発が,工業の分散化において重要な役割を果

たしている。ここでいう東部臨海地域とはバンコクの南東80-200kmに位置するチャ

チューンサオ,チョンブリ-,ラヨ-ンの3県であり(図3), 1980年代から90年代にか
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けて大規模な地域開発が進められてきた。開発の内容は,バンコク～チョンブリ-～パタ

ヤ間の高速道路建設,鉄道網の敷設,バンコク港に代わるレムチャンバン商港の建設,工

業団地の造成などであり,基礎的な産業インフラを整備し,そこに企業や人口を誘導しよ

うとしたものである。工業団地は,当初はレムチャバンなど臨海部に造成されたが, 1990

年代には国道331号線に沿った内陸部が開発の中心となった。工業団地の開発は政府系の

公社のみならず民間企業が実施している点に特徴がある。

1990年代に新設された自動車工場の中には,この東部臨海地域に立地するものが多い。

三菱自動車の現地法人であるMMCシティポールは1992年にチョンプリ一県レムチャバン

工業団地に,トヨタ・モーター・タイランドは1996年にチャチューンサオ県のゲートウェイ・

シティ工業団地に,それぞれ新工場を稼働させた。いずれも既存工場を商用車系車種専用

とし,新工場は乗用車の生産に特化させることで効率を高めることに狙いがあった15)フォー

ドとマツダの合弁会社であるオートアライアンス・タイランド(1998年操業開始)および

GMタイランド(2000年操業開始)は,ラヨ-ン県内陸部のイースタン・シーボード工業

団地に立地している。ここには約50社の自動車関連企業も立地し,新たな自動車産業地区

の観を強めている。これと近接するアマタ・シティ工業団地では, BMWタイランドが

2000年に乗用車の生産を開始した。ラヨ-ン県は第3ゾーンの指定であり,優遇措置と産

業インフラの両面で立地条件に優れ,工場を置くメリットが高い。本田技研の現地法人

(1992年生産開始)のみが,東部臨海地域ではなく,バンコクから約80km北に離れたア

ユタヤのロジャーナ工業団地に立地している。

このように近年の自動車工場の新規立地は,工業分散化政策や工業団地開発によって,

バンコクから約80-120km離れた場所で行われており,分散傾向にある。近年立地した

日系の部品企業をみても同様の範囲での立地傾向を示している。ただし,この距離帯では

バンコクからの通勤も可能であり,全国的な空間スケールでみれば,首都圏とその周辺で

の集積を一層強化していると捉えられる。この集積規模は東南アジア随一であり, 「東南

アジアのデトロイト」との表現も徐々に正鵠を得た形容になりつつある。

2.インド

インドの自動車産業の立地については,友津(1998, 2003)などにおいて述べてきたの

で,ここではそれを要約する形で特徴を概略する。自由化以前の同国では,ムンバイ(ボ

ンベイ),プネ一,コルカタ(カルカッタ),チェンナイ(マドラス)を中心に自動車企業

が興り(表4),部品企業もこれらの都市を中心として立地が進んだ(図4)。デリー首都

圏(デリー,フアリダバード,グルガオン)では,四輪車の生産はこの時期には行われな
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(c) 1990年以降に設立された企業

図4　インドにおける自動車部品企業の立地
資料: ACMA (2002)Buyer'sguideにより作成。
注:カッコ内の数値は総数に占める割合
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( b) 1980-90年に設立された企業

かったが,トラクターや二輪車企業の拠点

となったため,部品企業の集積が生じた。

以上の5都市をインド自動車工業の既存核

心地域とみることができる。

部分的自由化期の1980年代になると,自

動車工場の設立はこれら既存核心地域から

離れる形で展開した。これには,既存核心

地域との間である程度の近接怪が確保され

る立地と,完全に隔絶される立地の2つの

パターンがあった。前者の事例としては,

デリー郊外のグルガオンにおける乗用車最

大手のマルチ・ウドヨグ,グレータ-・ノイ

ダにおけるDCMトヨタの設立が挙げられ

る。後者の事例としては,マディア・プラ

デーシュ州インドール郊外のピータンプルにおけるアイシャ-・ミツビシ(現アイシヤー・

モーターズ),ヒンドスタン・モーターズ,バジャージ・テンポの工場立地が挙げられる

(友津, 1997)。この時期は政府による立地誘導が働いており,地域格差の是正を目的と

してグリーンフィールドに開発された工業団地が自動車工業新規立地の受け皿となった。

部品企業の立地は,マルチ・ウドヨグの生産台数増加を受けてデリー首都圏に集中する傾
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向が強まり,この間に設立された企業の38%を当該地域が占めたO　また,ピータンプルの

ような新しい工業地域にも分工場や子会社の形で部品工場が設立された。

1990年代の本格的自由化期には,既存核心地域の中ではデリーとチェンナイの郊外に新

規立地がみられたのに対して,コルカタやムンバイの地位は低下した点が注目される。チェ

ンナイ近郊にはフォード,現代自動車,ヒンドスタン・モーターズ(三菱自工との合弁工

場)の乗用車工場が新設され,デリー郊外においても大字自動車,本田技研の現地法人が

設立された(友津, 1999),一方,コルカタはヒンドスタン・モーターズの発祥の地であっ

たが,労働争議が相次いで企業経営に著しい支障が生じたため,生産機能を各地に分散さ

せると同時に本社機能もチェンナイに移転した。ムンバイではプレミア・オートモービル

ズが現在稼働を休止し,生産が行われていない状態である。新設部品企業の立地をみても,

デリー首都圏やチェンナイにおいて好調であるのに対して,ムンバイとコルカタの構成率

は徐々に低下している。この傾向は,上述した自動車企業の動向と対応したものと言える。

いま1つ注目されるのは,トヨタやボルボのバンガロールへの進出であるoバンガロール

はI T産業都市として著名であるが,インドの中では快適な気候条件に恵まれ,機械産業

の集積も厚く,また工科系大学が多数所在してエンジニアの供給力が高いことが,新規投

資を集める要因となっている。

以上,インドとタイの自動車産業の立地をみてきたが,タイではバンコク首都圏が唯一

の集積地であるのに対し,インドでは複数の集積地が存在した点に大きな差異があった。

これには,両国の歴史的な経済発展過程が関係しており,タイが極端な首位都市卓越型の

経済地域構造を示すのに対して,インドでは国土の東西南北に同ランクの大都市が存在し,

それらを軸とした地域経済構造を持つ点が反映したものと解釈できる1980年代以降にな

ると,双方において新設工場は既存の集積地から離れたグリーンフィールドに開発された

工業団地に立地している点が共通している。タイでは東部臨海地域が該当するが,交通条

件の改善によって首都圏と一体化しつつあるOインドではデリーやチェンナイのように郊

外に新規投資が行われ累積的に発展・拡大している自動車産業集積地がある一方で,コル

カタやムンバイのように主導メーカーの不振によって集積地としての地位が低下している

ものもあり,集積地間での動向に差異がみられた。

Ⅴ.分業関係の現状と将来

1.現　状

これまで東南アジア～インドにかけての地域を対象として,自動車の生産や貿易,およ
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表5　自動車の輸入先(2000年)

単位:%,台

日 本 ・̂-蝣Sft H ド イ ツ イギ リス フラ ンス イタ リア 芸Z エー 韓 国 輸入台数

マ レ ー シ ア 77 .1 0 .0 7 .6 1.2 2 .5 0 .f 3 .7 7 .1 79 ,928

イ ンドネ シア 64 .1 0 .9 8 .5 0 .5 1.2 0 .0 0 .1 24 .7 68 ,035

タ イ 70 .9 0 .6 14 .3 3 .5 1 .8 0 .1 4 .8 4 .1 49 ,347

イ ン ド 75 .9 0 .3 16 .9 1 .0 0 .6 0 .0 5 .4 0 .0 6 ,536

資料: ㈲日本自動車工業会(2002) : 『世界自動車統計年報』より作成。

び工場立地について分析してきた。本節では,それらの分析結果に自動車部晶の貿易状況

を加味して,当該地域における自動車産業の分業関係を捉えることにする。

世界の主要自動車企業側からみると,こうした国々の自動車需要を満たすためには,単

純には2つの方法があると言える。第1の方法は,完成車両の輸出による供給である。こ

れには相手国の輸入枠や関税率が関係し,国産化政策を採る場合には自ずと限られた台数

になる。東南アジアでは,国内で生産されていない車種を中心に自動車市場の20-　　が

輸入車のシェアであった。インドでは国産化を指向しているため関税率は高く,輸入台数

は7千台に満たず市場シェアも低かった。ところで,これら諸国の自動車輸入先をみると

日本の割合がおよそ3分の2以上となり,大部分を日本に依存していることが分かる(表

5)。それ以外では,韓国がインドネシアで約4分の1を,ドイツがタイとインドで十数

%程度を構成し,それぞれ第2位に入るのを除くと,残りの国は微々たるシェアに留まっ

ている。このように当該地域の輸入車市場では,日本車が支配的な地位にあると判画され

る。当該地域内では,統計書には項目がないものの, IIとIIIでの分析において触れたよう

に東南アジア諸国間では自動車の貿易は少数ながら認められる。これは生産車種の違いを

反映した双方向的取引であるが,分業関係があると言える水準には現状では遠い。また,

東南アジアとインドの間での自動車貿易は皆無に等しい状態であり,分業関係は見出せない。

第2の方法は,現地生産である。当該国が自動車の国産化政策を採る場合や,独自の市

場特性を有する場合には,現地法人を設立して,そこから車両を供給する方法が一般化し

ている。これまでみてきたように,タイやインドネシアでは当初より日本企業の進出が活

発であったoマレーシアでは国民車のシェアが高いが,それは日本企業の出資と技術供与

に頼る面がある。したがって,現地生産という点でも当該地域では日本企業が主導してき

たと言える。また,日本企業は東南アジアを1つの市場とはみなさず,国を単位とする市

場テリトリーを設け現地法人の配置を進めた。これは当該国の政策や市場ニーズの違いに

対応するためであり,その結果生産台数の面ではそれほど大きくない工場が各国に設けら

れた。
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1990年代後半になるとタイでは,欧米の自動車企業が現地法人を設立して本格的に事業

を展開しており,日本企業のみが現地生産に従事する構造は崩れつつある。インドにおい

ても1980年代の部分的自由化期には日本企業の進出に限られたものの,本格的自由化が始

まった1990年代以降には,世界の主要自動車メーカーが相次いで生産子会社を設立してお

り,同様の傾向が看取される。

このように対象とした地域では,当初日本の自動車メーカーの進出が活発に行われ,近

年になって世界の主要企業の進出が始まったことが明らかになった。ところで,自動車生

産には多数の部品を使用するため,その調達方法が進出企業にとっては重要な課題である。

調達方法には複数の選択肢があるが,ローカルサプライヤーとよばれる現地資本の企業か

ら調達する方式と,本国の部品メーカーに進出してもらい,そこより調達する方式が一般

的である.基本的には各メーカーともに原調率を高める方針であり,日系自動車企業であ

るならば,日系の部品企業を中心にローカルサプライヤーからも調達している。しかしな

がら,なお現地では確保し難い部品も相当点数存在している。

これには輸入という方法で対処せざるを得ない。自動車部晶の貿易については,各国の

貿易統計により実態を知ることができる。ただし,個々の部品ごとに取引相手国と金額を

掲載しているケースが多く,自動車部晶として一括りにまとめたレベルで数値を得るのは

意外に困難である。東南アジアではマレーシアのみが自動車部晶という単位で統計項目を

設けているため,本稿では同国と部品工業会の資料により貿易状況が把捉可能なインドの

2つを取り上げて,実態をみることにする。

まず,マレーシアの自動車部品貿易(2000年)は,輸入額が11.8億リンギットに対して輸

出額が5.3億リンギットであり,大幅な入超となっている(表6)。輸入先としては日本が

最大で40%以上を構成し,自動車生産における同国との関係の密接さが現れている。残り

は10%未満となるが,タイとインドネシアが上位に位置し,部品の中には近隣国から調達され

るものがあることが示される。輸出先はより分散的であり傑出したものはないが,タイが

最大でありシンガポールがこれに続く。さらには,インドネシアも台湾や日本と同水準に

ある。以上より,マレーシアでは輸入先として日本が傑出していること,東南アジア内で

自動車部品の相互貿易が行われており一定の分業関係があること,の2点を指摘できる。

インドの自動車部品貿易(1998年)は輸入額が159億ルピー,輸出額が127億ルピーであ

り入超ではあるが,その差はマレーシアに比べると小さい(表7)。輸入先をみると日本

が40%を超える値であり,マレーシアにおいてと同様に傑出した存在であるO　日本以外で

は,アメリカ合衆国やドイツ,韓国などインドに現地法人を有する自動車企業の本籍国が

上位を占めている。輸出先をみると,欧米の主要自動車生産国が上位に入っている。国単
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表6　マレーシアの自動車部品貿易(2000)

輸 入 先
金 額 構成率
(千 リンギ) (% )

日 本 525 ,060 44 .6

ド イ ツ 113 ,906 9 .7

タ イ 110 ,566 9 .4

イ ン ドネ シ ア 99 ,322 8 .4

フ ィ リ ピ ン 37 ,073 3 .'J

台 湾 36 ,879 3 .1

アメ リカ合衆 国 35 ,958 3 .1

計 1 ,176 ,073 100 .0

輸 .出 先
金 額 構成率
(千 リンギ) (% )

タ イ 64 ,309 12 .2

シ ン ガ ポ ー.ル 59 ,540 ll .3

台 湾 54 ,688 10 .4

日 本 50 ,409 9 .5

イ ン ドネ シ ア 49 ,727 9 .4

イ ギ リ ス 41 ,454 7 .8

アメ リカ合衆 国 41 ,443 7 .8

フ ィ リ ピ ン 21 ,159 4 .0

南 ア フ リ カ 15 ,252 2 .9

香 港 10 ,913 2 .1

計 528 ,378 100 .0

資料: Malaysia external trade s由伝tics 2001より作成。

表7　インドの自動車部品貿易(1998)

輸 入 先
金 額 構 成 率

(百万ル ピー) (% )

日 本 7 ,0 45 4 4 .3

ア メ リカ合 衆 国 1 ,774 l l .2

ド イ ツ 1 ,35 6 8 .5

韓 国 1 ,10 5 7 .0

イ タ リ ア 1 ,104 6 .9

イ ギ リ ス 857 5 .4

タ イ 471 3 .0

フ ラ ン ス 440 2 .8

計 15 ,8 9 0 10 0 .0

資料: ACMA (2000): Fact&Figuresより作成。

輸 出 先
金 額 構 成 率 .

(百 万)レビー) (% )

ア メ リカ合衆 国 2 ,944 23 .2

ド イ ツ 1 ,5 11 ll .9

イ ギ リ ス 1 ,163 9 .2

フ ラ ン ス 5 51 4 .3

アラブ首 長 国連 邦 522 4 .1

イ タ リ ア 469 3 .7

ス リ ラ ン カ 462 3 .6

エ ジ プ ト 3 47 2 .7

ナ イ ジ ェ リ ア 272 2 .1

計 12 ,672 100 .0

位でみれば日本との間でのみ入超で,それ以外の自動車生産国との間ではむしろ出超であ

る。この事実は,インドに現地法人を持つ外資企業(日本を除く)は技術的に高度な部品

を本国から輸入する一方で,労働集約的部品の調達先の1つとしてインドを位置づけてい

ることを示唆している。また,同国には輸出専門の部品企業が多数存在し,海外での販売

先を独自に開拓していることも反映している。南アジアの近隣国やアフリカにも部品の輸

出が一定程度認められるなど,インド製の自動車部品はマレーシアと比較するとグローバ

ル市場により広く流通していることが示され,ユニークな特徴を持っている。

以上の考察より明らかになることは,東南アジア～インドの地域においては,自動車お
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よび同部品の輸入先として,また現地に設立した法人数や生産活動の各面で,日本企業が

果たしている役割が極めて大きいということである。そして,この関係は現状では一方向

的なものであり,これら諸国から日本へ向かう投資,あるいは完成車や部品のフローは未

だに微々たるレベルに留まっている。企業論的な見方をすれば,この状況は,日本企業が

垂直的な企業内分業関係をこれらの地域に展開しながら拡大再生産を行ってきた結果と捉

えられる。ただし,最近では日本企業も当該地域からの車両の輸入を行うなど水平的な取

引が一部で始まっており,従来の構造が変化する予兆もみられる。

2.将来

ここでは前節での現状把握と考察結果を基にして,当該地域の自動車産業における分業

関係の将来像について展望したい。

まず日本との貿易関係についてみたい。この点では,日本企業は現地生産を強化する方

向にあり,日本からの輸出による供給は現地法人を通じての生産・供給に切りかわりつつ

ある。したがって,今後の輸出は高級車など現地で生産しない車種・モデルに限定されて

くることが予想される。また,タイなどの現地法人は輸出拠点としての機能を兼ねるもの

が多く,これまで日本が行ってきた輸出,とくに距離的に近い東南アジアやオセアニアへ

の輸出を代替する可能性が高い。部品についても基本的には現地調達率を高める方針を採っ

ており,また現地の部品産業の裾野も広がっているので,東南アジア・インドの双方に対

する部品輸出は,減少していくことが予想されよう。今後は,日本でしか生産できない高

度な技術を要する部品のみが,輸出品目として残ることになろう。むしろ,部品のグロー

バル調達の進展や,さらには低価格車両の逆輸入により,これらの国々からの自動車関連

の輸入増加が考えられ,貿易は双方向的な内容に変化するであろう。

東南アジア内では, AFTA (ASEAN自由貿易地区)の成立による自動車産業の再編

成が予測される　AFTAは域内貿易の関税率を5%未満に引き下げ,自由貿易を活発化

させることに目的があり, 2003年から実施される予定である。これまでは市場の質的差異

や関税障壁のために,外国企業は国別に投資を実行してきたが, AFTAが成立すれば,

生産を特定の拠点に集約化し,そこからASEAN全体に供給することが可能となる。こ

れは,国ごとに小規模な拠点を複数配置する状態から,特定の拠点に生産を集約し規模の

経済性を追求する戦略を可能とするため,自動車産業の立地再編成が生じることが予測さ

れる。この見方に立つと,自由化を早い段階から進めてきたタイに優位性があるとみられ,

国産車を保護する政策を継続しているマレーシアには不利となろう　ASEANの臨時閣

僚会議(2000年5月開催)においてマレーシアが自動車関連の関税引き下げの猶予を申請
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した際に,タイがこれに皐も反発したことにもこの構図がよく表れている.また,自動車

工場の立地には,こうした関税問題だけでなく産業インフラの整備状況,部品産業の集積

や技術力などトータルな基盤の有無が重要であるが,こうして面でもタイが有利と言え,

同国は東南アジアの自動車生産の拠点としてさらに成長する可能性が高い。

しかし,東南アジアにおける自動車産業の構造をみると,単純にタイに生産が集約され

るとは言い難い面がある。東南アジアの自動車市場は,タイがピックアップトラック中心,

マレーシアは乗用車中心,インドネシアはバン型多目的車が中心というように質的な差異

があり,生産面でもそれに対応した現地法人の設立,および部品企業の進出や育成が行わ

れてきた。したがって,車種別にみれば,各国それぞれに優位怪を発揮できる部門があり,

こうした枠組みに沿った分業関係が併存していくことも見込まれる。タイのアジア専用小

型乗用車・ピックアップトラックの生産・輸出拠点化は主要企業の既定方針であるが,イ

ンドネシアが多目的車の生産・輸出によって,補完的な役割を果たしていくシナリオは充

分考えられる。マレーシアは,プロトンを代表とする国民車メーカーがグローバルな競争

下で戦えるだけの改革を実行できるかに掛かっている。より具体的には,域内からの輸入

車両に対抗できる車種の開発が必要である。この点では独自開発し国内では販売の好調な

ワジャの輸出開始(2003年)の成果が注目される。

東南アジアでは現状においても相互の自動車部品取引があり分業関係がみられるが,関

税率が引き下げられると,域内での自動車生産の増加に連動して貿易額が急増することが

予想されよう。ただし,クアラルンプル首都圏とバンコク首都圏を直接結ぶコンテナ定期

航路が現状では存在しないように,長い海岸線を持つ割には東南アジア諸国間のコンテナ

定期航路網の密度が低いことが問題である。各国はこれまで高速道路の整備に力を入れて

きたが, AFTAを円滑に機能させるためには,海上輸送網を整備し域内の貨物流動を円

滑化することが必要条件となる。

ASEANとインド間では, 2002年9月に自由貿易の議論が始められたばかりであり,

現状では貿易や投資を通じた分業関係はほとんどみられない状態である。企業レベルでも

インド事業と東南アジア事業を有機的に結合させようとする動きはなく,相互に独立した

市場とみなしている。両地域間の自動車関連の貿易や分業関係の形成は,この議論の進展

次第であり,中国とASEAN間の自由貿易の議論と併せて,まだまだ先のことになると

予測される。したがって,今後の10年という期間で展望すれば,アジアの新興自動車市場

は,中国,東南アジア,インドという3つの地域単位で生産と供給機能の配置が進むとみ

られる。
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VI.むすびにかえて

本稿は,東南アジア～インドにかけての地域を対象として,自動車産業の成長や立地お

よび分業関係を捉え,かつ将来像についても言及することを目的に起稿したものである。

考察の結果,日本企業が現地生産・現地調達を強める中で,日本からの車両や部品の供給

が低下していくこと,およびこれら諸国から日本への自動車関連の輸出が増加することが

予測できた。また,東南アジアでは自由貿易圏の成立によりタイへ生産拠点が集約される

見通しが高いが,既存の生産基盤を活かしてインドネシアやマレーシアが補完的な役割を

果たす可能性もあることを示した。そして,今後しばらくは,中国,東南アジア,インド

という地域枠組みで,自動車企業の生産や供給機能の展開が進むことを指摘した。ここで

は,シンポジウムで議論になった事項のうち,本稿の中では直接的に扱えなかったものに

言及することで,むすびにかえたい。

まず,国際競争の観点から当該地域の自動車産業について述べる。中国やインドは双方

10億人を超える巨大な人口を有することから, 「最後で最大の市場」とみなされ,世界の

自動車メーカーの立地が相次いでいる。これは発展途上にある中国やインドの市場をめぐ

る一種のパイ争奪戦である。したがって,両国の国際競争力を云々するというよりは,両

国の市場を舞台として自動車企業の国際競争が生じている段階にあると捉えるのが妥当で

ある。また,インドに関してはヨーロッパへのコンパクトカーの輸出実績があり,こうし

た低価格車や労働集約型の部品については一定の国際競争力を持つと言えようo　タイにつ

いては何度か触れたが,小型乗用車・ピックアップトラックの生産において国際的にみて

も優位性を持つと考えられる。

次いで,自動車産業の集積状態とそれが生産に与える影響について触れておく。当該地

域の中では,立地する企業数や生産台数の点において東部臨海地域を含めたバンコク首都

圏が自動車産業の集積地として傑出している。このような一極集中構造を示すタイに対し

て,インドや中国では集積地は多極分散的な分布を呈する。ただし,インドでは5つ程度

の都市が集積地となっているのに比べると,中国では全国土的に自動車工場が分散立地し

ており,ある程度の生産規模を持つ自動車メーカーの本拠が複数存在する都市は稀である。

これに対応して,部品企業の分布もより分散的になっている。国土面積の大きさや経済地

域構造の違いがこうした差異を生む要因であるが,取引コストという観点に立てば,中国

はタイやインドよりもコスト高になる要因を内包すると考えられる。また,タイでは首都

圏内で国内分の部品取引がほぼ完結するが,インドではいずれの集積地に立地しても地元

からの調達は7割程度が限界で,残りは足巨離的に離れた他の集積地からの購入に頼ること
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になる。さらにはインドでは州境を越える輸送物資には州税が賦課されること, 1日当た

りのトラック運行時間が制度的に制限されていることから,距離を克服するコストが割高

になる。国内の集積地間でそれぞれの優位性を活かした取引が発生すること自体は好まし

いが,世界的な自由貿易化・競争激化に目を向けると,国内の距離克服に伴うコスト負担

は可能な限り低下させる必要があろう。

[追記]本発表にあたり,資料収集や現地調査に科学研究費補助金(基盤研究㈹(2) 「経済自由化

後のインドにおける都市・産業開発の進展と地域的波及構造(課題番号: 13372006)」代表者:

同橋秀典)の一部を使用したO

<r.

1) ㈲日本自動車工業会(2002) 『世界自動車統計年報』の数値を利用した。輸入台数については,主要

国(日本,アメリカ合衆国,ドイツ,イギリス,フランス,イタリア,スペイン,スウェーデン,韓国

の9か国)からのものであるため,実際より幾分低い数値となるものと予想される。インドとタイ,イ

ンドネシアの輸出台数については両国の自動車工業会,マレーシアについては　Malaysian Industrial

Development Authorityの資料に各々よった。

2)インドネシアは完成車の輸出は923台と少ないが, CKDによる輸出は約4.6万台ある。

3)物品税で他の車種より30%優遇されるほか10%の国税も免除される。

4)東洋経済新報社(2002) 『海外進出企業総覧　国別編』より著者がカウントしたものであり,実際に

はこの2-3倍あると言われている。

5)商用車部門についても, 1997年にいすゞとの提携によりハイコムHicomが, 2001年には現代自動車,

ルノーとの提携によってインコムInkomが国民車の生産を開始した。

6) (祖日本自動車工業会(2002) 『世界自動車統計年報』による。

7)たとえば,排気量1850cc未満の乗用車は65%を現地調達する必要がある0

8)シャ-アラムにおける工業開発や工業立地については,石簡(2000)が詳しい。

9)アイアールシー(2002) 『三菱自動車グループの実態2002年版』によるo

10)トヨタ,日産,三菱自工,本田技研,スズキ,日野,日産ディ-ゼ^,いすゞ,ダイハツの9社であ

る。

ll) ㈱日本自動車工業会(2001) 『主要国自動車統計』による。

12)当時のスハルト大統領の三男が100%を出資した会社であり特別のインセンティブを付与されたが,

実態はスハルト家のファミリービジネスとしての金儲け手段と化し,日米欧のWTOへの提訴・インド

ネシアの敗訴によって,この国民車構想は断念されるに至った。

13)インドネシアの財閥としては,アストラ・グループ,バクリ・グループ,サリム・グループ,シナル

マス・グループ等が著名である.アストラ・グループの中核アストラ・インターナショナルは1957年に

華僑によって貿易商社として設立され,その後トヨタの総代理店となってから自動車産業との関わりを

深めていった。一方,サリム・グループは東南アジア最大の華人財閥と言われていたが,通貨危機後は

経営難となりサブグループを形成していた企業が独立している。自動車・自動二輪車部門を担ってきた

インドモービルも当グループから独立したものである。

14)ただし, 1990年代初頭の政治的・経済的混迷期に小型商用車部門から撤退する動きをみせた。日本企

業の名前を残した法人として存続しているのは,スワラジ・マツダのみである。
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15) MMCシティポール・レムチャバン工場には,後にピックアップトラック専用の第2工場が設けられた。
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Evolution of the Automobile Industry in Asian Countries:

Principally Focusing on Southeast Asia and India

Kazuo TOMOZAWA

Since the 1990s, new production trends have been evident in the Asian automobile

industry. Japan constituted 85.5% of the total amount of the motor vehicles production

in Asia in 1990, but that figure fell to 57.6% by 2000. In contrast, China and India have

increased their vehicle production thanks to huge foreign direct investment into their

automobile sector. Southeast Asian countries, especially Thailand, Malaysia and

Indonesia, have also experienced a rapid growth of the automobile industry, except

during the recession period of the late 1990s. The spatial configuration of the Asian

automobile production has gradually shifted from the concentrated system in one

prominent country to a more dispersed multipolar system.

This paper aims to discuss the Asian automobile industry from the viewpoints of

1) developmental processes, 2) location, and 3) the international division of labor, mainly

focusing on Southeast Asia and India. The following results are obtained.

Because of the lack of indigenous vehicle manufacturers (except India), Japanese

motor companies have played an important role in the development of the automobile

industry since the initial stage. They have set up new assembly plants, collaborated

with local business groups, or they participated financially and technically in national

policy concerning vehicle manufacturing, especially in Malaysia. Up to the 1980s they

had enjoyed the position of the market leader, but from the mid-1990s the market

competition became more intense due to US and European vehicle manufactures

establishing subsidiaries one after another in these countries.

In Thailand, car assembly plants have been concentrated within the Bangkok

Metropolitan Area, including the eastern seaboard region, which has been developed as

a new industrial area, 80-120 km from the capital. On the other hand, five metropolitan

areas in India - Delhi, Mumbai (Bombay), Pune, Kolkata (Calcutta) and Chennai

(Madras主developed agglomerations of the automobile industry by the 1970s. After the

implementation of the economic liberalization policy, Delhi and Chennai accepted
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foreign direct investment in the automobile sector and expanded the size of their

industrial agglomerations. Mumbai and Kolkata, however, faced the prospect of losing

their positions due to the closure of major car assembly plants located there.

From the viewpoint of the international division of labor, these countries have had

strong links with Japan. Japan is the most important country for them in terms of

automobile-related investment and the origin of imports. However, it is expected that

the flow of trade between Japan and these countries will become bilateral to some

extent in the near future because of incremental global purchasing of car-components

by the Japanese motor companies.

There will be major structural changes forced upon the Southeast Asian

automobile industry in the near future because tariffs within the region will be cut t0

5% after the establishment of AFTA in 2003. This will lead to the removal of trade

barriers; therefore global carmakers will be able to freely distribute their vehicles all

over the region from one production base. Thailand is expected to hold the competitive

advantage for the agglomeration of automobile-related industries because of its solid

infrastructure and laissez-fair economic policies.

There is no solid business relationship in the automobile sector between India and

Southeast Asia, nor between China and Southeast Asia. Without a free trade

agreement for the present, it is anticipated that the global carmakers plan to establish

their production functions separately in these three markets, depending on也eir specific

characteristics.
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インドにおける工業技術訓練と人的資源開発

- ITI (職業訓練校)からの接近-

岡　橋　秀　典

Industrial Training and Human Resource Development in India: An

Approach based on ITI(IndustriaI Training Institute)

Hidenori OKAHASHI

目次

I.はじめに　　　　　　　　　　　　　n. in (職業訓練校)による工業技術訓練

m. iti (職業訓練校)の増加とその背景　Ⅳ.職業訓練政策の問題点と課題

Ⅴ.おわりに

I.はじめに

近年のインドでは新たな工業化の展開がみられるが、その評価については生産面だけ

でなく雇用面からも行われるべきであろう。この点の検討は当然ながら工業労働市場の考

察を必須とし、組織部門、非組織部門を問わず、労働力需要側の考察とともに、労働力供

給側、すなわち人的資源開発の検討を要請する。本稿では、インドの工業技術教育で重要

な役割を果たしているITI (Industrial Training Institute、職業訓練校)に注目して、

インドの工業労働力供給の特質について考察を行う。

インドの工業化と教育制度とを関連づけて捉えた研究はあまり多くない　Holmstrom

(2002)は柔軟な専門化との関連で技術教育の意義を検討し、木曽(2003)は職業訓練制

度に言及しているが、いずれもそれらの意義をデータにもとづいて検討していない。この

点で貴重なのは、梅揮ほか(1998)であるが、制度的な記述が中心で、職業訓練校の実態

は十分明らかになっていない。

インドの工業技術教育は、中等教育や高等教育を中心に様々のレベルで行われている

が、岡橋・友揮(2000)によれば、組織部門のワーカー(工員)レベルの労働力供給では

ITIが重要な位置を占めている。しかしながら、インドのITIの実態に関わる研究はこれ

まできわめて少なく、十分な検討がない状況である。そこで本稿では、このITIに焦点を
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あて、特に、その制度的特徴と展開、労働力供給面での役割、全国的分布とその地域性に

ついて考察を行う。

h. iti (職業訓練校)による工業技術訓練

1.インドにおける工業技術教育

第1図はインドにおける学校系統図を示したものである。インドでは初等教育の8年間

が義務教育であり、前期初等学校(日本の小学校に該当) 5年間、後期初等教育(日本の

中学校に該当) 3年間からなる。この課程を修了した後の中等教育においては、選択肢の

一つとして職業教育を受ける機会が提供されるo　この道に進むのは初等教育終了者(第8

学年)の約20%を占める(Sharma、 2002),その中心をなすのが実践的な職業訓練を特徴

とするITI (職業訓練校)で、日本でいえば工業高校に該当する。ただしITIは労働省所

管の組織であり、訓練期間が職種によって1 -3年と異なること、一般教育は最小限であ

り、実技中心であること、卒業生には大学教育-の入学資格が与えられないことなど、工

業高校とは異なる特徴も多い。前期中等教育(第10学年)を終えると、約10%が職業教

育の道に進む(Sharma、 2002)。この勢合もITIに入学する者が少なくないが、 3年教育

第1図　　インドの学校系統

注)二宮編(1995)による。
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のポリテクニーク(工業専門学校) -の進学が多い。この場合の教育はITIに比べて技術

教育は少なくより理論指向であるという。後期高等教育(第12学年)を終えた場合には

ェンジニアリングカレッジやインド工科大学(IIT)がもっとも主要な受け入れ工業教育

機関となる。

これらの工業技術教育に関わる機関を量的な側面から検討すると(第1表)、 ITIの収

容定員の規模は62万8000人であり、これに対してポリテクニークやェンジニアリングカ

レッジの入学者数は、 Diplomaレベルが18万6千200人、 Degreeレベルが13万8千400

人にとどまるITIは後二者を合わせた数の2倍以上にも達していて、少なくとも量的に

は工業技術関係の人的資源供給において最も大きな位置を占めると言えよう。しかし、他

方で、ポリテクニークやェンジニアリングカレッジ(大学)も合わせてその半分くらいの

卒業者は送り出しており、質的な面を考慮すると、労働市場におけるこれらの機関終了者

の相互の競合関係が問題となる。これら以外に中等教育にも職業コースが置かれている。

もし職業訓練が学校のシラバスと統合されているなら、普通教育も技能を育てることがで

きる。インドでは、こうした統合の努力は、 6486の学校で10+2レベルで職業訓練コース

を導入することでなされているが、その進捗は目標より遅れており、 8%の生徒に該当す

るにすぎない(Academic Foundation、 2002)

2.職業訓練制度の概要

インドの工業技術訓練を含む職業訓練は労働省の職工訓練計画(Craftsmen Training

Scheme )にもとづいて行われている。職業訓練は中央政府と州政府双方が所管する事項

であり、前者では労働省の雇用・訓練総局(DGET)が管轄し、後者での主な制度的枠組み

は各州政府が担当する。職業訓練のもっとも中心となるのは具体的には、 ITI (職業訓練

校)である。この機関は訓練生に将来自活できる技能や技術を習得させることをめざして

第1表　工業技術訓練および工学教育の機会

教育の種別 人数 (千人) 調査年次

工業技術訓練 (ITI総定員 ) 628.0 200 1

工業技術訓練 (工場の見習い生) 227.0 200 1

工学教育 (degr ee lev el)入学者 138.4 1997

工学教育 (dip loma lev el)入学者 186.2 1997

資料: Academic Foundation(2002) p. 185　付表6-3より作成
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第2表　インドにおけるITIの現状(2003)

訓練校数 定員
実数 割合 (% ) 実数 (人) 割合 (% )

政府 IT I 1,826 38.4 382,468 54.9

民間ITI 2,925 61.6 314,822 45.1
計 4,751 100.0 697,290 100.0

注 : 2003年7月24 日現在の数字

資料:インド労働省の資料による。

いるが、工場労働者になるだけでなく、自営業で生計を立てることも想定している。目的

としては、 1)産業の様々な職種-の熟練労働者の供給を確保する、 2)労働者の体系的訓

練により,工業生産の質と量を向上させる、 3)教育を受けた若者に適切な技能を習得さ

せ失業を軽減する、以上3点が掲げられている。特に3)の失業軽減は雇用問題の深刻な

インドの状況では特に重要な意味を持っ。

ITIには政府校と民間校の二種類があり、 2003年現在で、前者1826校、後者2925校

で、計4751校に達している(第2表)。訓練校の数では民間校が60%を超え多いが、総

定員に対する割合では、逆に政府校の方が55%と半数を超えている。このことは、政府

校の方が平均規模が大きいことを示唆する。

中学校卒の14歳以上に入学資格があり、基本的には義務教育等の成績順に入学できる。

ただし、当該の州の人口に占める割合に合わせて指定カースト(sc)指定部族(sT)へ

の入学割り当て枠がある。また、これとともに、 3%が障害者で　25%が女性という枠も

設けられている。これらを合わせた総割り当て枠は50%までとされている。その他、軍人

-の割り当てもある。

ITIでは基礎的な工業技術の習得を中心とし、実技に力点を置くところに大きな特徴が

ある。カリキュラムはきわめて実践的である一方、一般教育は最小限であり、訓練期間の

70%は実践的訓練に当てられる。訓練を受けた後、さらに工場での徒弟見習(Apprentice)

1年が保証されている。

ITIの訓練制度の対象となっている訓練職種は、 2003年現在で98ある。そのうち工業

技術職種(Engineering Trades)がちょうど半分の49を占め、残り半分が非工業技術職

種(N(on-Engineering Trades)である。したがって、現在のITIを工業技術訓練校と規定

するのは不適当になりつつある。 2000年時点では総数が67で、そのうち工業技術職種が

43に達し、全体の64%もあったことからすると、最近の非工業技術職種の伸びは目覚ま

しく、 ITIが従来の工業技術中心から、広い範囲のサービス業を包含した形に再編されつ
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つあることが明らかである。後者にはコンピュータ関連から観光ガイド、秘書養成、歯科

技工士など幅広い職種が用意され、従来に比して女性に適合的なものが増えている。

訓練期間は基本的に1/2年～3年であるが、職種ごとに期間が大きく異なる。工業技術

部門では、製造部門は概ね2年が多く、 Tool & Die Makerだけが3年を要する。これに

対し、サービス部門では2年がもっとも多いものの、 1年、さらにそれ以下という短期間

のものも多い。

入学の学歴要件は第8学年修了から第12学年修了で、これも訓練職種ごとに定められ

ている。しかし,職種別にみて圧倒的に多いのは,第3表によれば第10学年修了試験に

合格したことを要件とするもので、 58%を占めている。第8学年と第12学年はほぼ同数

であるが、第12学年は、非工業技術系のサービス部門に特に多く、主なものとしてコン

ピュータ関係や観光ガイドなどがある。

政府校と民間校を比べた場合,前者は後者に比べいくつかの点で有利性をもつ。授業

料はきわめて安く、それだけでなく少額の給付(文房具購入などのため)が受けられると

ともに制服も供与される。

ITIを修了すると、資格としてNational Trade Certificateの授与が行われる。公営企

莱-の採用には重要な資格である。またITIは後述の徒弟訓練制度と接続していることも

その重要な特徴である。 1961年から施行の徒弟訓練法は、雇用主に対し事業所内で徒弟訓

練を行うことを義務づけている。この制度によりITI修了者のほかに、ポリテクニークの

diploma保持者,後期中等職業教育修了者、大学卒業者に見習いの機会が提供されており、

見習いの収容力は19万人で,そのうち13万2千人分が利用されている。修了者には

certificateが与えられる。雇用主は訓練期間中所定の手当を支払はなければならないが、

徒弟訓練終了後に雇用を提供する義務はない。したがって、 ITI修了者が徒弟訓練に入っ

たとしても、その後の雇用が保証されるわけではない。

第3表　入学要件別にみた訓練職種の数(2003年)

En gin eer ing Trades Non-Engineer ing Trades Tota l

Manufacturing Sec. S erv ice Sec. Manufacturin g Sec.Serv ice Sec.

8th o

17

6 6

1

2 16

10th 18 21 57

12 th 3

0

1

2

0

1

14 18
大学 人 学資格 試 験合 格 4 7

Total 22 27 8 41 98

資料 : イ ン ド労働 省 の資料 に よる0
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以上のITIと徒弟訓練制度の二つがインドの職業訓練制度の主たるものであるが、こ

れ以外に労働省は現役産業労働者の技能向上をねらった上級職業訓練制度(AVTS)と女性

向けに特化した職業訓練プログラム(国立女性職業訓練校、地域女性職業訓練校)も運営

している。

3.職業訓練制度の展開

インドの職業訓練制度は、 1945年にDGETの前身であるDGREによって復員軍人や解雇

された軍需労働者の定住を目的に開始された1947年のインド独立後はパキスタンから

の難民にもその適用が拡大された.その後1950年までにすべての一般市民に訓練対象が

拡大され、 1950年に職工訓練計画(CTS)の開始をみた1956年には職業訓練制度に関わる

日常業務が中央政府から州政府-移管されたが、 1968年度までは、国が60%の費用負担

を行っていた。 1961年には徒弟訓練法(Apprentices Act)により見習い制度が新たに導

入された。これによりITI修了生は学校での訓練に続いて生産現場で実際に研修を受ける

ことが可能となった。

1980年代には湾岸諸国の石油ブームによりインドからの熟練労働力の供給が活発化し

た。これがITIの評価を高めた面は否定できないが、 2番目の波として新たな民間ITIの

設立が南部諸州で相次いだ。しかし、後述するようにITIの教育には、職工訓練や見習い

訓練の質や効率を改善し、またより高度な熟練の訓練を行うことが必要となってきた。こ

のため、 1989-98年にかけて世界銀行の援助による職業訓練プロジェクトが実施された。

EL ITI (職業訓練校)の増加とその背景

l. ITI (職業訓練校)設立の推移

ITIが発足したのは1950年であるが、その時点ではわずか50校が設立されたに過ぎな

かった。その後、 1950年代に順調に数を伸ばし、 1963年には283校に達した。しかし、

第2図にみられるように、その後停滞期に入る1960年代、 70年代を通じてその増加は

きわめて緩慢であった1965年に356校となるが、 1978年に至っても同数にとどまった。

この長い停滞期を経て、 1970年代末からは再び右肩上がりの急速な増加を示すようにな

った。 1980年831校、 1985年1447校、 1990年2137校、 1996年3083校、 2000年4237

校というように推移し、この増勢は今日まで持続している。特に1990年代の増加は著し

く、 10年間で2000校以上増えた結果、ほぼ倍増した。

ITIの推移を州レベルでもみておきたい。データを入手しえたカルナ-タカ州の政府校

-78-



0　　　　　0　　　　　00　　　　　00　　　　　5

第2図　インドにおけるITI数の推移

資料:インド労働省資料により作成

1 956-59　　60-64　　　65-69　　　70-74　　　75-79　　　80-84　　　85-89　　　90-94　　9 5-99　　　2000-

年次

EL新設学校数国累積学校数

第3図　カルナ-タカ州における政府ITI校数の推移4

資料:カルナ-タカ州政府資料により作成
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についてみると第3図の通りである1950年代後半に5校で出発したが、 1960年代1960

年代前半に5校が設置された後は増勢が落ち、 1970年代末までに18校が開設されたにす

ぎなかった1980年代に入ると前半期に15校も設置されて急増し、 1990年代前半にかけ

て増加が続き、さらに1990年代後半に41校というきわめて多数のITIが一挙に設置され

たITI政府校は1991年からわずか10年強で約2.5倍にも増加した(2002年現在102校)0

残念ながら民間校については、経年の数値が得られないが、近年の急増は間違いなく、 1999

年の249校が2002年に416校-と急増している。

このように、全国レベル、州レベルともに、 1980年代から増勢を強め、 1990年代に急

増していることが明らかである。

2. ITI (職業訓練校)設立の地域性

ITIの分布にはかなりの偏りがある。第4表によれば、訓練校の数では、南部が全イン

ドの半分近くを占めもっとも多く、西部がそれに次ぎ、北部、東部の順となる。これを人

口比と対照させてみると、南部では人口の割合の倍近くという高いシェアを誇る。西部も

人口のシェアを上回る。しかし北部、東部では逆に人口シェアを下回り、特に東部は人口

に比してきわめて少ない。

ITIには政府校と民間校があるが、この二者の構成比も地域によって大きく異なる。政

府校の方が多いのは北部と西部であり、 6- 7割を占める。東部では両者が相半ばするが、

南部では政府校がわずか15%にとどまる。 ITIの設置数の多い南部では民間校が多く、そ

れに依存してインドの他地域と比べて極端に高い分布密度が形成された。

以上のように、インドの国内でもITI数、定員に大きな差が存在する。東西南北で差が

あるが、特に南インドと北インドの違いが大きい。南インドではITIが多く、しかもその

中心は民間校である。他方、マハーラーシュトラ、グジャラート州などからなる西部地域

でもITIが多いが、この場合は政府校が中心である。北インドは、特にヒンディ-ベルト

諸州でITIの密度が低いことが注目される。

第4表　インドの4地域別にみたITIの分布(2003年)

IT K 実 数 ) IT I (地 域別 割 合 % ) 人 口 20 0 1年 )

政 府 IT I 民 間 IT I 総 校 政 府 IT I 民 間 IT I 総 数 実 数 割 合 (% )

北 部 地 域 6 04 2 86 8 90 3 3. 1 d. 8 18 . 7 3 07 ,2 08 , 88 3 29 .9

南 部 地 域 3 5 1 19 70 23 2 1 19. 2 6 7. 4 48 . ! 22 3 ,4 45 , 38 1 2 1 .1

東 部 地 域 16 5 197 3 62 9 . 0 6 . 7 7 . 6 26 6 , 108 , 162 2 5 .9

西 部 地 域 70 6 4 72 11 78 38 . 7 16 . 1 2 4 .: 23 0, 2 52 ,8 2 1 22 .4

計 182 6 2 9 25 4 7 51 100 .0 100 .0 10 0 .0 1,0 2 7, 0 15, 2 47 100 . 0

資 料 ‥イ ン ド労働 省 の 資 料 に よ る0
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3. ITI (職業訓練校)増加の背景

前項の分析で、 ITIが1980年代以降、中でも1990年代に急増してきたこと、また、 ITI

の分布には全国的にみてかなりの地域的偏りがあることが判明した。

なぜITIの数はこの間急速に伸びてきたのだろうか。当然ながら、 ITIが職業訓練制度

にもとづくものである限りは、政府の政策が大きく作用しうると言えよう。確かに、1960-70

年代に設置数が増えなかったのは逆の意味でこうした側面が大きいにちがいない。また近

年の増加も政府校についてはこうした政策による影響が大きいであろう。しかし、民間校

の増加については必ずしも政策面だけで説明できるものではない。民間校が増えるには、

むしろ卒業生の就職に関わる労働力需要の増加や潜在的入学者に関わる初等・中等学校教

育の状況が重要である。ただし前者については、後述するようにITI卒業生の失業問題が

広範に存在しており、必ずしもITI増加の主たる要因とは考えにくい。むしろ、初等・中

等教育における就学者の増加と就学率の上昇が重要であるように思われる。インドの学校

教育在籍者数は1950年代以降一貫した増加を示し、特に中等教育では1980年代以降の顕

著な伸びが認められる。また総在学率の推移をみると、第6-8学年の場合1980年に40%、

1990年には60%を超えている。

この点をさらに検討するため、問いを変えて、なぜ南インドにITIが多いのかを問題に

してみよう。そこでまず考えられるのは、やはり南インドでの義務教育段階での就学率の

高さである。 1981年の5-9歳層の総在学率を州別にみると、南インドが高く、北イン

ドが低い。ヒンディ-ベルト諸州が軒並み20-30%にとどまるのに対し、西インドと南

インドの諸州は40-60%の間であり、ケ-ララ州に至っては60%を超え、インドで最も高

い水準に到達している。初等教育卒業者が増えることは、当然、上級学校-の進学希望者

の増加をもたらし、その有力な進学先の一つとしてITIが考えられるようになる。このよ

うな初等教育での高い就学率こそが南インドでITIの設立急増を支えていると言えよう。

民間ITIが次々と設立されてきたということ自体、これらがビジネスとして成り立つだけ

の生徒を確保できる状況があったからである。

さらに、南インドにおいてITIが技能労働者養成に大きな実績をあげてきたことも見

逃せない。特に湾岸諸国に対し南インドからの出稼ぎ熟練労働力供給が大きな役割を果た

した。バンガロールの事例では、今日もシンガポール-の新卒熟練労働力の流出が数多く

みられる。こうした良好な就職状況もITIを指向させる大きな要因となっている。また、

南インドのタミルナードウ州やカルナ-タカ州などには発展的な工業集積が数多く存在し

ており、それらが雇用機会の創出や見習いの場の提供といった面で果たす役割は決して小

さくないと言えよう。
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Ⅳ.職業訓練政策の問題点と課題

インドの職業訓練制度については、これまでに多くの問題点が指摘されている。ここで

は、それらをまとめておきたい。

まず、海外職業訓練協会(2002)では、職業訓練制度の短所として、 1)業界で必要と

される技能と制度が提供する技能のミスマッチ、 2)職業訓練卒業者の失業率の高さ、 3)

熟練労働者育成における資源の不完全利用をあげている。確かに2)に関しては、インド

統計研究所の行った4州での追跡調査(1労7年)で、卒業直後の失業者の率が高いこと

が確かめられている。すなわち、西ベンガル州51.1%、タミルナードウ州25.0%、グジャ

ラート州53.3%、デリー州30.6%という数値となっている。

また、梅津ほか(1998)もITIの機材や設備が旧式であることを指摘している。この

点は確かに一般的に当てはまる問題点であるが、一方で、自営業に就業する者が多い状況

では最新のものが一概によいとは言えないとの著者らの指摘にも耳を傾ける必要がある。

訓練の質に焦点を当てて、もっとも体系的に職業訓練機関の問題点を指摘しているのが、

planning commissionの報告である(Academic Foundation、 2002)。以下、この報告

の指摘のうち重要な点をまとめてみたい。

まず、 ITIの質には州間や個々の機関の間で大きな差がみられる。多くの州で新たなITI

の創設を奨励しながらも、十分な準備作業、資金投入、効果的なフォローアップ活動のい

ずれもなされていないことがこれに関わる。さらにITIで供される訓練の多くは、現在あ

まり需要のないものであり、カリキュラムの見直しも長くなされず、ニーズに対応してい

ない。これは上の1)でも指摘されている点であるが、需要-注意が向かない一因はITI

の管理運営に産業界が関わっていないからだとしている。またITIの最終資格検定につい

て、雇用者側は技能のとぼしい学生でも証書を与えられているとみて懸念を示している。

ITIの大部分で、設備、インフラが不十分であり、実験室や実習室で時代遅れの機器がめ

だち、メンテナンスもよくない。 ITIには、カレッジやポリテクニークのような設備向上

のスキームがなく、州政府は職業教育にきわめて低いプライオリティしか与えていない。

よく訓練されたスタッフの不足も課題である。教師を訓練する機関が必要だが、州政府の

財政問題で十分に実施できない状況である。以上から、既存のITIの強化が必要となるが、

そのための方策としては産業側がもっとITIの管理運営に関与すべきとしている。これに

ついては、 1998年から、 CII (インド工業連盟)と中央政府の間で既に共同事業が行われ

ている。今後も民間企業がより充実した職業訓練用の機器やインフラを利用可能にするた

めに協力することが望ましい。
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職業訓練サービス-の需要が限定的なのは、企業側が専門・技術教育における学位を

過度に要求することも背景にあるO　インドでは労働市場におけるワーカーとスタッフの間

の分断が明瞭であるだけに、もしITI修了者にポリテクニークや　カレッジに編入できる

道が用意されていれば、この問題も解決可能と考えられる。より技術的に高いコースに進

学する道を用意しておくことはITIの生徒に対して将来の選択肢を増やすことにもなる。

労働力の技能が工業化にとって重要であることは、インドにおけるソフトウェア産業の

成功が示している。インドの労働者のポテンシャルを向上させ、それを経済成長につなげ

ようとするならば、 ITIをインド全土にわたって、よりニーズにあった形で整備していく

ことが求められよう。

Ⅴ。おわりに

本稿では、インドにおける工業労働力養成機関であるITI (職業訓練校)に着目し、そ

の制度的特徴と展開、分布の地域性と要因について考察を行った。インドでは工業技術訓

練を含む職業訓練は労働省の職工訓練計画(Craftsmen Training Scheme )にもとづいて

行われ、その中心はITIと徒弟訓練制度にある。しかも前者を修了した学生は後者に接続

する場合が多く、双方の制度が相互に関連性をもって機能している。

ITIは全国レベルでも、州レベルでも1980年代から増勢を強め、 1990年代に急増して

いる。その背景には、初等・中等教育における就学者の増加と就学率の上昇がまず重要で

あると考えられるITIの分布はインドの国内でも地域差が大きく、特に南インドと北イ

ンドの違いが明瞭である。すなわち、南インドではITIの密度が高いだけでなく民間校-

の依存度が高いのに対し、北部のヒンディ-ベルト諸州では分布そのものがきわめて少な

い。南インドでのITIの設立急増は、この地域での初等教育での高い就学率と海外出稼ぎ

に代表される就業機会の豊富さに支えられているものと推察できる。

ITIについては、これまでにも問題点が数多く指摘されている。特に注目されるのは教

育内容のミスマッチ、訓練機器・設備の古さ、修了後の失業者の多さなどである。こうし

たITIの問題を解決するには、修了後大学など高等教育機関-の進学の道を開くことや、

産業界との連携による教育の質の改善が課題となるように思われる。

文献

梅滞隆・白木三秀・内田賢・太田仁志(1998) : 『インドの人的資源管理-IT産業と製造

業(海外調査シリーズ45)』日本労働研究機構.

-83-



岡橋秀典・友揮和夫(2000) :インドの低開発地域における大規模工業開発と労働市場.

経済地理学年報. 46, 225-245.

海外職業訓練協会(2002) : 『その国の専門家による海外調査報告(No. 15)一職業訓練・

教育制度などの情報』海外職業訓練協会.

木曽順子(2003) : 『インド-開発のなかの労働者』日本評論社

二宮　轄編(1995) : 『世界の学校』福村出版.

Academic Foundation (2002) : Planning Comission Reports on Labour andEmployment.

Economica India Info Services, New Delhi.

Holmstrom, M. (1998) :Bangalore as an industrial district: Flexible speciaレ

ization in a labour surplus economy. Cadene, M. and Holmstrom, M. eds. Desentralized

Production in India: Industrial districts, Flexible Specialization,

and Employment. Sage Publications, New Delhi

Sharma, R. C. (2002) '.National Policy on Education: Programme & Implementation.

Managal Deep Publication, Jaipur.

-84-



インドにおけるサービス輸出の拡大と汀サービス産業の地域的展開
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の成長　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅳ.おわりに

I.はじめに

本稿の目的は、近年成長の著しいインドのITサービス産業のインド国内における地域的な展

開について、それを特徴づけているサービス輸出の形態から検討するものである。なお、ここ

でのITサービスとは、ソフトウェアeサービスだけでなく、コールセンター業務やバックオフィ

ス業務などを行う業務受託サービス、さらにハードウェアと関連した情報技術サービスなどを

含むものである1)0

代表例をASEAN各国にみるように、近年、経済成長を遂げてきた発展途上国の多くは海外直

接投資を積極的に受け入れるとともに、輸出を指向した産業政策を採用してきた。ただし、そ

の主眼は製造業に置かれていた。インドもまた1991年の経済危機を背景として経済自由化に

踏み切り、海外直接投資の受入を漸次拡大していった。そしてインドは近年、中国、ロシア、

ブラジルとならびBRICsと称され、世界経済の牽引役としての役割が期待されるようになって

きた。このように世界から注目されながら経済成長を遂げるインドであるが、 1980年代年代

後半から経済成長を遂げはじめたASEAN各国とインドとの間には大きな違いが存在する;それ

は、経済自由化以降に輸出を指向する産業として成長しているのが製造業ではなくサービス業

であるという点である。本稿の目的の背景には、 ASEAN各国とは異なるかたちで経済成長を遂

げるインドにおいて、こうした輸出を指向するサービスの成長が、インドの都市や地域にどの

ようなインパクトを及ぼしており、その展開は製造業の場合とどのような点が異なっているの

か、という大きな関心がある。

*琉球大学法文学部: Faculty of Law and Letters, University of the Ryukyus
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ところで、インドのITサービス産業の地域的な展開について早い時期に検討したのは

北川(2000)であった。そこでは、インドIT産業の業界団体であるNASSCOM(National

Association of Software and Services Companies)が1998年に発行した会員企業名鑑にも

とづき、 「ソフトウェア産業」の大都市への集積過程が検討されている。本稿は、この研究

に依拠しながらその後の動向を新たな資料を加えながら捉えていく。というのも1998年以

降IT産業は、いわゆる「ソフトウェアの2000年問題」に対するソフトウェア技術者への

需要の増大に対応する形で急速に成長を遂げるとともに、 ITバブルとその崩壊を経験してい

る。こうした影響は当初より輸出を指向することで成長を遂げてきたインドのITサービス

産業にも少なからぬ影響を与えていると考えるからである。

また、世界的にみてIT産業は1990年代からインターネットやPCの普及を伴い、モノと

サービスとの生産が複雑にからみあいながら成長を遂げるようになってきた。しかし、 IT産

業に対する分析はもっぱら製品として生み出されるモノにむかう傾向にあり、そこでは、国

境を越えて構築されたグローバルな生産体制のなかで半導体やPCなどの生産が展開してい

ることなどが把握されている。これに対し、 IT産業を構成するサービスといった側面につい

ては現象が比較的に新しいこともあり、製造業を対象としたような十分に厚みのある研究蓄

積がなく、実態が見えにくいものとなっている。このように、グローバルに展開するIT産

業の空間的な展開ということを考えていく上でも、インドのITサービス産業を取り上げる

ことの意義は小さくない。

インドのITサービス産業については、当初ソフトウェア・サービス部門の成長が著しいこ

ともあって、当該部門に関する研究が蓄積されてきた。その端緒となったのがHeeks(1994)

であり、国家の産業政策との関連から、ソフトウェア産業の成長過程が論じられている。そ

の一方、 Fromhold-Eisebith(2002)は当該部門の成長に対する海外からの直接投資の果たす

役割に着目する。そして、外資企業によってバンガロールに設立された現地法人が持つ経営

ノウハウ含めた相対的に高度な技術が、地域で形成される学習システムを通じて地域へと波

及していくことを指摘し、直接投資の地域へのポジティブなインパクトの存在を示している。

しかしParthasarathy(2004)は、財政的なインセンティブの付与や物的なインフラストラク

チャー開発といった産業振興にかかわる政府の役割の重要性を認めながら、バンガロールに

形成されたソフトウェア産業集積について検討する。そして、バンガロールのソフトウェア

産業は、輸出という側面においては量的には拡大しているものの、集積内における企業間の

取引関係や情報流の欠如といった点を指摘する。また、技術革新や新たな製品の開発といっ

た点において、バンガロールはアメリカのシリコンバレーのような産業集積へと質的な変化

を遂げているとは言えないとしている。
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さらに梅滞(1998)は人的資源管理という側面からソフトウェア・サービス産業にアプロー

チし、大量の「人的資源ストソク」を抱えるインドのソフトウェア技術者の労働市場の存在

を指摘する。こうした労働市場に人材を供給する高等教育システムについても関心が注がれ

ており(大木、 2003)、それと関連づけて産業集積論からソフトウェア産業の成長を捉えよ

うとする試みもある(Okada,2004)。

このように、インドのITサービス産業については、ソフトウェア産業集積という観点か

ら多くの関心が注がれている。しかしながら、こうした産業集積がいかなる事業所によって

構成されているのか、といった産業集積の内実を把握するうえでの基本的な事項については

十分に把握されているとは言えない。また、バンガロールが取り上げられることはあっても

ナショナル・スケールからインド国内の他の集積地との比較は十分に行われておらず、バン

ガロールの全国的な位置づけが十分に検討されているわけではない。加えてサービス輸出と

いう点に着目するのであれば、ソフトウェア・サービスだけでなく業務受託サービスといっ

た部門も同時に捉えておく必要がある。というのも、ソフトウェア部門で成長を遂げてきた

企業や外資企業は、新たに業務受託サービスの分野にも進出しており、ソフトウェア・サー

ビス部門だけではインドのITサービス産業の全体像を把握することが困難になってきてい

るからである。しかし、インドのサービス輸出の全般的な動向についてはChanda(2002)が

検討しているものの、 ITサービス部門について詳しく取り上げているわけでない。

そこで本研究では、次章においてインドのITサービス輸出の拡大を当該産業の成長と関

連付けながら検討する。そのうえでⅢ章において、 1998年以降インドのITサービス産業が

いかなる展開を遂げているのかについて、輸出形態の変化と大都市への集積という観点から

ナショナル・スケールで検討する。なお,インドのITサービス産業の地域的な展開を捉え

るにあたっては,北川(2000)と同様に、 「Indian Software and Service Directory 2002」

を用いるとともに、 2002年12月　2003年12月にバンガロールおよびデリーで収集した

資料、現地調査後インターネット等で補足的に入手した資料等を利用した。

Ⅱ.サービス輸出の拡大とITサービス産業の成長

IMFが刊行する国際収支統計年鑑によると、世界のサービス輸出の約7割は先進国からの

ものであり、発展途上国の占める割合は小さい。その中でインドは1990年代からサービス

の世界的な輸出拠点として成長を遂げており、インドの経済構造の変化と、その地域的なイ

ンパクトを考える上でサービス輸出は無視できないものとなっている0

2002年現在インドからのサービス輸出額は248.6億ドル(世界第19位)である。これは、

-87



鍬塚賢太郎:インドにおけるサービス輸出の拡大とITサービス産業の地域的展開

発展途上国のなかでは最大の輸出額を誇る中国2) (397.5億ドル、世界第10位)の6割ほ

どの規模でしかない。しかしながら、収支が赤字となっている中国とは対照的にインドのサー

ビス収支は2000年代に入って黒字に転換する。しかも、その黒字幅は拡大傾向にある。また、

インドのモノおよびサービス輸出額の合計に占めるサービス輸出の割合は、 1990年の段階

では20.2%しかなかった。それが、2000年には29.6%、2002年には32.0%と拡大していく。

インドとは対照的に中国はモノの輸出が卓越しており、サービス輸出の割合は10.9% (2002

午)でしかない。

インドのサービス輸出の拡大に大きく貢献しているのが、情報通信技術に関連するITサー

ビス輸出の拡大であり、ここにはインド国外向けのソフトウェア開発やシステム・メンテナ

ンス、情報通信技術を活用したコールセンター業務やバックオフィス業務といった業務受託

サービスの輸出が含まれる。 IMFの国際収支統計に従うならば、サービス輸出は「輸送サー

ビス」、 「旅行サービス」、 「その他サービス」の3つに区分され、 ITサービスは「その他サー

ビス」に含まれる。図1に示したように、輸送サービスや旅行サービスの伸びが比較的小さ

いのに対して、その他サービスの輸出は1990年代後半から急激に拡大する。実際に1997

年の時点でその他のサービスの輸出額は42.8億ドルであり、インドのサービス輸出の5割

弱を占めるに過ぎなかった。それが2002年には輸出額が193.2億ドルへと達し、サービス

輸出に占める割合も8割弱を占めるまでに成長した。また、インドからのその他サービスの

(億usドル)

1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002年

図1インドのサービス輸出の推移
資料: IMF Balance of Payments Statistics Yearbook, Volume 54 Part l: Country Tables 2003.

: IMF Balance of Payments Statistics Yearbook, Volume 48 Part l: Country Tables 1997.
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輸出額は、 1997から2002年の間に364.3%と世界第2位の伸び率を示す3)0

またWTOの「Internataional Statistics 2003」データによると、 2002年の時点で世界に

占めるインドの「その他商業サービス4)」の輸出額のシェアは2.4% (約180億ドル)に過

ぎないものの、インドは世界第13位の輸出国となっている。輸出額上位15位申、香港(罪

9位)、シンガポール(第15位)の他は先進国で占められていることを考えると、発展途上

国の中での際立った地位を確認できる。加えて、インドからのその他商業サービスの輸出額

について1995年から2000年間についてみてみると、その年平均成長率は41%であり他

の国と比較しても極めて高い。このようにサービス輸出の拡大に特徴づけられるインドの貿

易構造の変化は、世界的にみても注目されるものである。

こうした変化を具体的に考えるためには、インドのIT産業とITサービス輸出の動向に注

目する必要がある。インドのIT産業に関する統計は、 NASSCOM 5)によって独自に集計

され公開されている。それによると、経済自由化後の1994/95年のインドからのITサー

ビス輸出額はわずかに4.9億ドルでしかなかった。それが1998/99年には26.0億ドル、

2002/03年には98.8億ドルと1994/95年から2002/03年間にその輸出額は約20倍に

拡大する。上述したIMFの統計とNASSCOMの統計とを比較してみても、インドのサービ

ス輸出の拡大にITサービス輸出の拡大が大きく貢献していることがわかる。というのも、

インドのその他サービスに対するITサービス輸出額の割合は、 1994年の時点では23.8%

でしかなかった。それが、 2002年には51.1%にまで拡大する。 ITサービス輸出が1990年

代からのインドのサービス輸出の拡大という世界的に注目される貿易構造の変化に対して、

極めて重要な役割を担っていることを確認できる。

産業という側面からインドのIT産業をハードウェア部門も含めて考えてみても、 ITサー

ビス輸出は当該産業の成長を牽引する主要な役割を担っている。発展途上国におけるIT産

業の立地はNIEsや東南アジア各国が先行し、もっぱらコンピューターや周辺機器、電子部

晶などのハードウェア生産を中心として成長を遂げてきた。インドも、当初はハードウェア

生産の占める割合が比較的に高かった。実際に1994/95年の段階で、ハードウェア売上高

はインドのIT産業全体(17.3億ドル)の48.4%を占めていた。しかし、これはNIEsや東

南アジア各国でみられたように輸出を指向したハードウェア生産ではなく、もっぱら国内市

場向けの生産であり、その額も小さかった。そのため、 ITサービス輸出が世界的な需要拡大

に対応するかたちで拡大するにつれ、 IT産業全体に占めるハードウェア生産の割合は年々低

下していった。そして、 2001/02年にはIT産業売上高(793.3億ドル)の25.4%を占める

にすぎなくなる。これに対して、国内および輸出向けITサービスの割合が拡大し、なかで

も輸出の占める割合は　　　にまで増加する(図2)。
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ITサービス輸出先上位10ヶ国(2001/02年)　　IT産業の売上高の内訳(2001/02年)

国名　㌫Fス*(㌍
1アメリカ合衆国

2　イギリス
3ドイツ

蝣I IJ・蝣卜

5　シンガポール
6　ベルギー
7オランダ
8カナダ
9　オーストラリア

10スイス

その他
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^
(
D
W
-
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1
蝣
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9
8
4

L
O
^
c
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I
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>
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3
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>
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o
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>
C
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I
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O
崇
刊
-
H
O
-
'

c
o
c
o
c
-

サ
i

2

合　計　　　　　3,650　100.0

隻

2.4%

図2　輸出指向型サービス産業としてのインドのIT産業

資料:NASSCOM (2003) "Strategic Review 2003"より作成O
出典:鍬塚(2004b)

加えて、 ITサービス輸出の拡大という点において注目しなければならないのは、コール

センター業務やバックオフィス業務といった業務受託サービス輸出の急激な拡大である。

1999/2000年からの数値しか得られないものの、それまで輸出において大きな割合を占め

てきたソフトウェア・サービスと比較して業務受託サービス輸出は高い成長率をみせており、

ITサービス輸出に占める割合も拡大してきている(鍬塚、 2004)。

こうしたITサービス部門の成長に対応して、ソフトウェア技術者やコールセンター・オ

ペレーターといった職種への就業者も大幅に増加していった　NASSCOMによると、インド

のITサービス部門の就業者は1990/91年ではわずか5,6万人であった。それが2000/01

年には43万人、 2002/03年には約65万人と急激に増加していく。その構成を2002年に

ついて詳しくみてみると、ソフトウェア部門の就業者が多く、なかでも企業組織の内部に設

置されたソフトウェア開発部門(40.0%)、次いでソフトウェア輸出部門(31.5%)の占める

割合が高い。これに対して、国内向けソフトウェア開発部門(3.8%)の割合はきわめて小さい。

もちろん、企業組織内部に設置されたソフトウェア開発部門でも国内向けソフウェア開発を

行っているとはいえ、就業者数からみても輸出を指向した人員配置をみてとれる6)0

ところで、インドからのITサービスの輸出先は先進国に大きく偏っており、なかでもア

メリカ合州国への輸出の割合が高く、全体の65.6%を占めている(図2)。次いで多いのが

イギリスの14.1%であり、ドイツZ.i 、日本2.5%が続く。こうしたなかで注目されるの

がシンガポールであり、全体の2.1を占めている。シンガポールは他の日本やドイツと比

較して経済規模が小さいにもかかわらず第5位の輸出先となっており、 ITサービスという分
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野におけるインドとシンガポールとの結びつきを確認できる。また、輸出額上位10ヶ国の

うち英語圏の割合は約85%にもなり、先進国の中でもアメリカを中心とした英語圏への輸

出の割合が極めて高いことがわかる。

以上のように、先進国を主要な市場とするITサービス輸出の拡大は、インドの貿易構造

をも大きく変化させており、 IT産業はインド経済に対する影響力を少なからず強めてきてい

ると言える。

[. ITサービス産業の立地とサービス輸出の地域的展開

1.汀サービス輸出の地域的展開と輸出形態の変化

輸出という点に着目した場合、南インドからの輸出が活発である。その拠点となるのが、

南インドではカルナ-タカ州のバンガロールでありタミルナードウ州のチェンナイである。

また、 2000年代にはいり北インドのデリー首都圏からの輸出も拡大傾向にある。新たなIT

サービス産業の展開として、その成長が注目される。

図3はITサービス輸出を行う事業所の2001/02年のITサービス輸出額を州別に示した

ものである7)。この輸出額はSTPIに登録され税の減免措置を受けている事業所からのもの

である。各州からの輸出額合計2,952.3億ルピーの値は同年のインド全体のITサービス輸

出額の輸出額の8割にあたる。この図からもわかるように、 「インドのシリコンバレー」と

も称されるバンガロールを州都とするカルナ-タカ州からの輸出が990億ルピーと最も大

きく、次いでタミルナードウ州(501億ルピー)と続き、南インドからのITサービス輸出

が活発であることを確認できる8)0

ただし、上述したようにデリー首都圏は、主にデリー、ハリヤーナ州のグルガオン、ウッ

タル・プラデーシュ州のノイダとともに都市圏を形成している。また、ハリヤーナ州におい

てIT産業はグルガオン以外の地域では未発達であると考えてよく、同様にウッタル・プラデー

シュ州においてノイダに匹敵するようなIT産業の集積は形成されていない。そのため、こ

れら2州からの輸出はほぼデリー首都圏からのものであると考えて良く、デリーを含め3州

の輸出額を合計すると589億ルピーとなる。カルナ-タカ州の主要なITサービス産業の集

積地はバンガロールのみであることを考えると、デリー首都圏はバンガロールに次ぐITサー

ビスの輸出拠点であるといえる。

ところで北川(2000)は、 NASSCOM会員企業の営業収益に占める輸出の割合を集計し、

南インドで輸出比率が高い企業が多いことを指摘している。こうした傾向は2002年の時点

でも確認できる。実際に、 NASSCOMの企業名鑑から営業収益に占める輸出の割合を州別に
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0

図3　州別にみたインドからのけサービス輸出額

資料: STPI (http://www. stpi. soft,net/areportll. html)より作成o

集計すると、最も低い輸出比率を示すのがマハーラーシュトラ州(83%)で、最も高いのがア-

ンドラ・プラデーシュ州(96%)である。両州の間で13ポイントの差が生まれている(表1)0

NASSCOMの会員企業数からみると、マハーラーシュトラ州の州都であるムンバイにはデ

リー首都圏に次ぐ会員企業が立地している。また、インド最大のITサービス企業であるタタ・

コンサルタンシー・サービシス(TCS)の本社も立地する。それにもかかわらずマハーラー

シュトラ州からのITサービス輸出額は、タミルナードウ州のそれよりも小さい(図3)。ま

た、ムンバイの営業収益に占める輸出の割合をみても83%であり、インド全体(88%)よ

りも低い値を示すことから相対的に国内市場を指向するITサービス産業が立地する傾向に

あることがわかる(表1)。このようにムンバイの輸出比率が低い要因として、都市内にお

けるITサービスに対する需要が他の集積地よりも大きいことが想定される。つまり、マハー

ラーシュトラ州最大のITサービス産業の集積地であるムンバイは、インドにおける金融の
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表1都市別にみたNASSCOM会員企業数と輸出比率

所在地　1998年　　2002年　(1998-2。。2年)怒岩
NCR (デリー首都圏)　96 (23.7%)　203 (25.1%)　111.1

New Delhi　　　　　　73　　　　　　　132

Noida　　　　　　　　1 2　　　　　　　　37

Gurgaon 1 1　　　　　　　34

West Bengal　　　　　28　(6.9%)　34　(4.2%)

Kolkata　　　　　　　2 8　　　　　　　　34

80.8　　　　　　65%

208.2　　　　　　96%

209.1%　　　　　83%

21. 4%　　　＼88%

21.4

Maharashtra 110 (27.2%)  185　(22.9%)　　　68.2%　　　　83%

Mumbai　　　　　　　90　　　　　　　1 45

Pune　　　　　　　　　20　　　　　　　　40

Andhara Pradesh　　　21  (5. 2%)　70　(8. 7%)

Hyderabad　　　　1 6　　　　　　　62

Secunderabad

TarniI Nadu　　　　　　34　(8.4%)　80　(9.9%)

Chennai　　　　　　　34　　　　　　　　80

Karnataka　　　　　　83 (20.5%)  152　(18.1

Bangalore　　　　　　83　　　　　　　1 52

Other　　　　　　　　　33　(8.　　　84　(10..

61.1　　　　　83%

100.C

233. 3%

287.5%

60.C

135. :　　　　90%

100・i.

83.　　　　　92%

83.1　　　　　92%

154. 1　　　　68%

Total　　　　　　　　405 (100.'　　808 (100.1　　　　99.5%

資料:北川(2000)およびNASSCOM(2002)より作成。

中心地であり他のインド大都市よりも金融サービス業が集積していると考えられる。また、

今日の金融サービス業にとってITサービスは不可欠のものとなっている。そのため、ムン

バイの集積地内にはある程度のITサービスに対する需要が存在しており、その結果、マハー

ラーシュトラ地域の輸出比率が集積規模と比較して相対的に低いものになっていると考えら

れる。

これに対して、他の大都市では金融サービス業のようなITサービスを域内で需要する産

業の発達が十分でなく、もっぱら海外への輸出を念頭においたITサービス産業が発達して

いると考えられる。例えば、 1998年と2002年とを比較して急速な成長を遂げたア-ンドラ・

プラデーシュ地域は、 ITサービスの輸出比率が他の集積地とくらべて最も高い。チェンナイ

やバンガロールと比較して、ア-ンドラ・プラデーシュ州の州都であるハイデラバードの南

インドにおける拠点性は低い(日野、 2004)cそのため、 ITサービスを需要するような産業

が未発達であり、それに対する域内需要も極めて小さなものとなる。また、前述したような

州政府による外資企業の誘致政策なども要因としてあげることができる。

ところで、輸出額第1位のバンガロールと第2位のデリー首都圏について比較してみると、

輸出されるサービスの内容が大きく異なっている(表2)。 2001/02年にバンガロールから
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表2デリ-首都圏およびバンガロールにおけるITサービス輸出
(2001/02年)

(単位:%)

サービス　　　　　　バンガロール　　　デリー首都圏

アプリケーション・ソフトウェア

通信関連ソフトウェア

システム・ソフトウェア

組込ソフトウェア

半導体設計

業務受託サービス

その他

合　計

t
-
o
o
 
N
 
N
 
I
D
 
I
O

46

6

5

3

40

0

‖ill

資料: STPIバンガロールおよびSTPIノイダ提供の資料より作成。

輸出されたITサービスの輸出額は、約990億ルピーである。輸出されたITサービスの内容

についてみてみると、最も輸出額の割合が高いのがアプリケーション・ソフトウェア(全体

の37%)であり、次いで通信関連ソフトウェア(18%)、システム・ソフトウェア(17%)

と、ソフトウェアの占める割合が高い。また、組込ソフトウェア(7%)や集積回路設計(6%)

など半導体の生産と関連するITサービスの輸出も活発に行われている。

これに対して、デリー首都圏の2001/02年のITサービスの輸出は610億ルピーであり、

バンガロールと比較してアプリケーション・ソフトウェア(46%)の割合が若干高いものの、

通信関連(6%)、システムソフトウェア(5%)の割合は大きくない。バンガロールと比較し

てソフトウェアの占める割合が低いことがわかる。また、組込ソフトウェアや集積回路設計

の輸出額の割合は両者をあわせても3%でしかなく、ハードウェアとの関連も薄い。その一

方で業務受託サービス(IT Enabled)の占める割合は40%であり、その値は拡大する傾向

にある。バンガロールの業務受託サービス輸出の割合が5%であるのとは、極めて対照的で

Ll`>'..'、

また、輸出額第3位のチェンナイについてみても、アプリケーション・ソフトウェアおよ

びシステムソフトウェアの輸出額が全体の60%を占めており、コンサルタント・サービス

を含めると88%がソフトウェア関連の輸出となる。その一方、業務受託サービスの割合は

8%と小さい。ハードウェア関連のサービス輸出がほとんどみられないことを除けば、バン

ガロールと似たITサービス輸出の構成となっている。

このように、北インド最大の集積地であるデリー首都圏は業務受託サービスの輸出を特徴

として持つのに対して、バンガロールやチェンナイなど南インドの大都市に形成されたIT

サービス産業の集積地では、ソフトウェア・サービスの輸出が活発である。インド大都市に

形成されているITサービス産業の集積地は、すべての集積地が同じようなサービスの構成
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内容を持ちながら一様に成長を遂げているというよりも、北インドと南インドとでサービス

内容を違えながら成長を遂げている様子を把握できる。

ところで、こうしたITサービス輸出の拡大を担うIT企業の立地展開を考える際、モノの

輸出とは異なるサービス輸出の形態について考慮しておく必要がある。というのも、例えば、

アメリカに派遣されたインド人ソフトウェア技術がアメリカでソフトウェア開発に従事する

場合、その対価がインド側の派遣元に支払われるならば、アメリカでインド人ソフトウェア

技術者の生み出したサービスはインドからの「輸出」とみなされる。こうしたITサービス

の輸出形態を「オンサイト・サービス」と呼ぶ。これに対して、例えばアメリカにある企業

のために、ソフトウェア技術者がインド国内でソフトウェア開発に従事することを「オフショ

ア・サービス」と呼ぶ。

近年、インドからのITサービス輸出の特徴として、オフショア・サービスの占める割合

が拡大していることを指摘できる(表3)。実際に、経済自由化以前のITサービス輸出のほ

とんどが、海外にインドから人が移動する「オンサイト・サービス」であり、 1990年の時

点で、この形態で輸出されるサービスが全体の90.0%を占めていた。それが1993/94年に

なると、オンサイト・サービスの割合は62.0%にまで一挙に低下する。また、 2001/02年

には45.2%、さらに2002/03年には38.9%にまで低下する。

まず、経済自由化直後のオフショア・サービスの拡大した要因として、 STPIによってイン

ドから通信回線などを用いてITサービス輸出を行う事業所への税減免措置が行われるよう

になり、こうした制度を利用したITサービス企業が積極的にオフショア・サービスの割合

表3　輸出形態別にみたインドのlTサービス輸出

(単位:%)

午
㌍ 禁 ㌍ そ の 他

合 計

1 9 9 0 9 0 .0 5 .0 5 .0 1 0 0 .0

1 9 9 3′9 4 6 2 .0 3 0 .1 7 .9 1 0 0 .0

1 9 9 4 / 9 5 6 0 .9 2 9 .6 9 .5 1 0 0 .0

1 9 9 5 / 9 6 6 0 .3 3 1 .6 B . I 1 0 0 .0

1 9 9 6 / 9 7 5 8 .7 3 0 .2 1 1 . 1 1 0 0 .0

1 9 9 7 / 9 8 5 9 .0 3 2 .2 1 0 0 .0

1 9 9 8 / 9 9 5 8 .2 3 3 .9 7 .9 1 0 0 .0

1 9 9 9 / 0 0 5 7 .4 3 4 .7 7 .9 1 0 0 .0

2 0 0 0′0 1 5 6 .1 3 8 .6 5 .3 10 0 .0

2 0 0 1 / 0 2 4 5 .2 5 0 .7 4 .1 10 0 .0

2 0 0 2 / 0 3 3 8 .9 5 7 .9 3 .2 10 0 .0

資料: NASSC OM(2003)およびParthasarathy(2004)より作成。
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を拡大していったことを指摘できる。ただし、 1990年代後半における輸出形態の変化は比

較的に穏やかなものであり、オンサイト・サービスの割合は50%後半で推移する。その理

由として、 1990年代のITサービス輸出はソフトウェア・サービスがほとんどであったこと

を指摘できる。ソフトウェア・サービスの場合、開発の工程においてオンサイト・サービス

が不可欠な場合が多く、また、いわゆる「コンピューターの2000年問題」に対応するため

に、オンサイトでの作業が必要とされる。そのため、通信回線を利用することが可能になっ

たとはいえ、そうしたソフトウェア・サービスの場合、インドでソフトウェア開発を行う方

がコストを削減できるにもかかわらず、輸出形態が急激にオフショアへとシフトすることは

なかった。つまり、 1990年代のインドのITサービス輸出は、インドにいながら通信回線を

利用して行うものと、人の移動を伴うものとが併存する形で行われていた。

しかしながら、2000年代になってからオフショア・サービスの割合が急激に拡大していく。

その大きな要因としてコールセンター業務やバックオフィス業務などを行う業務受託サービ

スがインドにおいて急速に成長してきたことを指摘できる。実際に、インドで業務受託サー

ビス産業がはじめて立地するのが1990年代後半からであり、 2000年以降急速に成長を遂

げる時期と対応する(鍬塚、 2004)c業務受託サービスの輸出において、サービスの生産に

従事するオペレーターがインドから国境を越えて移動することはなく、通信回線を用いるこ

とでオペレーターはインドにいながらアメリカなどへサービスを輸出することができる。

以上のように、インドのITサービス輸出は経済自由化以降急速に拡大してきた。それは、

モノや伝統的なサービスの輸出とは異なる形態で輸出されるITサービスの拡大であった。

そのため、インドにおける輸出を指向したITサービス産業の成長と、それが地域へ及ぼす

インパクトを考える上では、こうした輸出形態の変化も考慮しておく必要がある。つまり、

インドのITサービス産業の立地展開を事業所の立地から考える際、事業所をサービスが生

産される拠点であると同時に輸出の拠点としても捉えることができるようになったのは、

1990年代後半から特に2000年代に入ってからであると考えられる。

2. ITサービス産業の大都市集積と地方都市への展開

インドのITサービス産業は、大都市に集積しており、そこを拠点としながらITサービ

スを輸出することで成長を遂げてきた。インドのIT産業集積地の存在をナショナルな空

間スケールから兄いだしたのは北川(2000)であった。そこでは、 1998年のNASSCOM

会員企業名鑑に基づきながらインドにおける「ソフトウェア企業」の集積地の存在が指

摘されているOすなわち、 ①デリー首都圏(New Delhi, Noida, Gurgaon)、 ②マハーラー

シュトラ州(Mumbai, Pune)、 ③カルナ-タカ州(主にBangalore)、 ④タミルナードウ
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州(主にChennai)、 ⑤ア-ンドラ・プラデーシュ州(Hyderabad)、 ⑥西ベンガル州(主に

Calcutta)、の6つの地域に形成される集積地である。

こうしたインドのITサービス産業の成長と集積地の形成という点で見逃せないのが、イ

ンドにおけるITサービス企業の成長と企業規模の拡大であり、本所所在地以外での営業拠点、

サポートセンター、開発センターなどの設立である。つまり、インドに立地するIT企業は

複数立地型の企業として成長を遂げているのである。実際に、バンガロールに本拠地を置く

インド資本の大手ITサービス企業X社は、バンガロールを除くインド国内の9都市に拠点

を展開し、ソフトウェアの開発やマーケテイングを行っている9)。また、 2002年の時点に

おいてインド国内の所在地が把握できたNASSCOM会員企業808社のうち、その3割弱に

あたる221社はインド国内に複数の事業所を展開している。これらの会員企業がインド国

内に展開する事業所数は、あわせて650拠点にもなる。

図4は、都市別にNASSCOM会員企業の本所数および支所数を示したものである。デリー

首都圏は、主にデリー、ハリヤーナ州のグルガオン、ウッタル・プラデーシュ州のノイダと

凡例

鋤本社数

支店数

〇
〇
〇
〇
〇
。
。

C
o
 
o
 
J
 
c
M

図4　都市別にみたNASSCOM会員企業の本社および支店所在地
資料: NASSCOM(2002)より作成。
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ともに都市圏を形成している。そのため、本所数と支所数とを合計したNASSCOM会員企業

の事業所数からITサービス産業の集積地についてみてみると、デリー首都圏(293事業所)

がインドで最も規模が大きい。次いでバンガロール(238事業所)、ムンバイ(235事業所)、

チェンナイ(155事業所)、ハイデラバード(116事業所)が続く。都市別にみると、プネ-

とコルカタの立地数はともに82事業所と同数であるが、本所の立地数に着目してみるとプ

ネ- (40社)はコルカタ(34社)を上回っている。

本所の所在地に着目しその立地数の変化を1998年と2002年とで比較すると、集積地間

での成長率の差を認めることができる。 1998年当時の会員企業405社のうち、その本社所

在地を確認できた企業372社の分布をみてみると、マハーラーシュトラ地域(29.6%)が

最も多い。次いでデリー首都圏地域(25.8%)、カルナ-タカ地域(22.3%)が続く。その

後、インドにおけるIT産業の成長にともなってNASSCOM会員企業数も増加する。また、

会員企業の事業分野もソフトウェア・サービスだけでなく、コールセンターなどの業務受託

サービスにまで広がるようになり、 2002年には854社が加盟するようになる10)。このう

ち所在地を確認できた808社の本社所在地の分布についてみてみると、デリー首都圏地域

(25.1%)が最も多く、次いでマハーラーシュトラ地域(22.9%)、カルナ-タカ州(18.8%)

が続く(表1)。都市別にみると1998年の段階ではムンバイがバンガロールを上回ってい

たが、 2002年になるとその順番は運転する。

1998年の段階で既にマハーラーシュトラ州、カルナ-タカ州と並んで集積規模が大きかっ

たデリー首都圏は、その後もNASSCOM会員企業の本社数が増加し、 2002年の時点でイン

ド最大の集積地となっている。その要因のひとつとして、ソフトウェア企業だけでなくコー

ルセンター業務やバックオフィス業務などの情報通信技術を活用した業務受託サービス企業

が1990年代終わりから2000年代に入ってデリー首都圏に立地するようになったことを挙

げることができる(鍬塚、 2004)。

また、タミルナードウ州のチェンナイもコンピューターを利用したアニメーション作成な

どを海外から受注する企業が立地するなど、ソフトウェアに限定されないITサービス企業

の集積が進展している。また、 233.3%の驚異的な成長をみせるア-ンドラ・プラデーシュ

州では、州政府レベルでもITサービス産業の育成と誘致が積極的に進められており11)、

1998年にはMicrosoft社のソフトウェア開発センターがハイデラバードに設立されている。

州政府の積極的な振興策とそれに応じたMicrosoft社の立地が呼び水となり、同地域への集

積が進展しているものと思われる。

これに対し、ハイデラバードと隣接し同じ都市圏内に含まれるシカンダラバードを除き、

最も成長率が低いのが西ベンガル州のコルカタである。 1998年に28社が立地していたが、
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2002年までに6社増加しただけである。コルカタの人口規模と比較してITサービス産業の

立地は不活発であり、インドのITサービス産業が成長を遂げるなかコルカタは停滞した様

相を呈している。また、 1998年の段階で既に集積規模の大きかったカルナ-タカ地域やマ

ハーラーシュトラ地域でも相対的に成長率は低い。特にマハーラーシュトラ地域のムンバイ

は、インド最大のITサービス企業であるTCSの本拠地であり、 1980年代にはITサービス

企業の立地数で他の都市を大きく上回っていた。しかしながら、 1998年から2002年間の

成長率は68.2%とインド全体を大きく下回り、コルカタに次いで低い値を示している。また、

バンガロールの成長率も83.1%と他の集積地と比較してその成長のスピードは鈍い。

ただし、この間にムンバイとバンガロール両都市ではそれぞれ55社、 69社と会員企業数

は増加している。そのため、両都市の成長率の低さは1998年の時点で既にITサービス産

業の集積がある程度進んでいたことの反映であると捉えた方が妥当であろう。その一方、他

の大都市における成長率の高さは、この間一挙にITサービス産業の立地が進展したことを

示していると理解してよい。

既存の集積地以外の都市への立地展開という点で注目されるのが、 6大集積地以外の地方

都市における会員企業数の増加である。 1998年の時点で、地方都市には33社しか立地し

ていなかった。それが2002年には84社と大きく増加し、成長率でみるとタミルナードウ

よりも高い。こうしたITサービス産業の地方都市への展開という点で、見逃せないのがイ

ンド中央政府機関の1つであるインド・ソフトウェア・テクノロジー・パーク(Software

Technology parks of India, STPI)の役割である。

STPIは首相直轄のDepartment of Electronicsのもとに1991年に設立され、現在は通信・

情報技術省(Ministry of Communication and Information Technology)の管轄下にある。

STPIは、衛星通信設備の設置しそれをハブとした管轄地域内における情報通信網の整備と

サービスの提供を行っている。また、 ITサービス輸出事業所(Export Oriented Ur山S)に対

して税の減免措置を行うSTPIスキームの運用も担当しており、中央政府のIT産業政策を具

体的に実行していく機関としての役割を担っている。 STPIの本部はデリー首都圏にあり全国

1 1の管区に支所が置かれている。また、 2002年の時点でインド全体に29箇所の衛星基地

が設置されている12)。衛星基地はITサービス産業を誘致し産業振興をはかることを目的に、

既にITサービス産業の集積地が形成されている大都市だけでなく、地方都市にも設置され

ている。例えばバンガロールを州都とするカルナ-タカ州であればMysore, Hu的Manipal,

Mangaloreといった地方都市にも衛星基地が設置されている。創業間もない企業や中小の企

業は資金力に乏しく、衛星通信施設などを独自に設置できなかったり、通信設備が備えられ

たオフィスビルに入居できなかったりする　STPIが通信インフラを提供することにより、中
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小規模の企業はこうした設備への投資を負担せずにITサービス産業へ比較的容易に参入す

ることが可能となる。

地方都市へのITサービス産業の展開は、支所レベルからも確認できる。というのも、本

所と支所をあわせたITサービス事業所数に占める支所の割合をみてみると、大都市ほど低

く集積規模の小さな地方都市ほど高くなる傾向にある(図4)。このことは、大都市を拠点

とするITサービス企業が他の大都市でも拠点を設立するとともに、地方都市へも新たな拠

点を配置していることを表している。

近年、 ITサービスのなかでも業務受託サービスは急速な成長を遂げており、コールセンター

のオペレーターを確保することに苦心している企業もある。こうした企業のなかには、オペ

レーターの採用が比較的容易な地方都市での事業展開を計画しているところもある(鍬塚、

2004)。 STPIのような政府機関が主導するインフラ整備により地方都市でITサービス企業

が設立される一方で、大都市において労働集約的な側面を持つITサービス産業の集積が進み、

労働力の調達が難しい状況が生まれてきている。こうしたことを背景としながら地方都市へ

のITサービス企業の立地が展開しているものと思われる。

以上のように、 NASSCOM会員企業の所在地からみた場合、インドのITサービス産業は

デリー首都圏地域を最大の集積地としながらインド大都市を拠点としながら成長を遂げてい

る。もちろん大都市の集積規模に比べると地方都市のそれは小規模であるものの、 ITサービ

ス産業が地方都市へと展開するようになってきたことを把握できた。インドにおいて、ITサー

ビス産業の成長が大都市から地方都市へと波及していく様子が窺える。

Ⅳ.おわりに

インドのITサービス産業は経済自由化以降、先進国を主要な市場として成長を遂げ

てきた。こうした輸出の拡大はインドのIT産業の成長を主導するだけでなく、インド

の貿易構造にも大きなインパクトを与えている。ただし、インドからのITサービス輸

出について考える場合、その輸出形態の変化を考慮する必要があった。というのも、

当初、インドからのITサービス輸出は人の移動をともなうオンサイト・サービスの形

態で行われるものであった。それが経済自由化とSTPIによる税の減免措置や通信イン

フラの整備にともなって、インド国内にITサービス企業の拠点が設立されるようにな

り、そこから直接サービスを輸出するオフショア・サービスの形態のよる輸出の割合

が高まっていった。特にこうした輸出形態の変化は、 2000年代になって業務受託サー

ビスが成長していくにともなって急速に進展していった。

その結果、オフショア・サービスによる輸出の拡大にともなって、 ITサービス企業
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はインド国内に複数の拠点を配置し、事業を展開するようになっている。こうした拠

点は、既に大都市に形成されていたITサービス産業の集積地だけでなく、労働力の調

達という観点から地方都市へも配置されるようになってきた。 ITサービス輸出の拡大

と輸出形態の変化によって、 IT産業の成長が大都市から地方都市へと次第に波及して

いく様子を窺い知ることができる。

以上のように、本稿ではインドからのサービス輸出の拡大とインド大都市における

ITサービス産業の立地とを関連づけながら、その地域的な展開について検討してきた。

ただし。ナショナル・スケールからの分析にとどまったため、 ITサービス企業がイン

ド国外に配置した事業所については検討できなかった。 ITサービスの輸出は、モノの

輸出とは大きく異なる形で行われており、人の移動そのものがサービスの輸出とみな

される場合もある。そのため、 ITサービス産業の成長がインド大都市にもたらす地域

的なインパクトについて更に検討していくためには、 ITサービス産業やその集積地が

形成する海外との結びつきについて、事業所の立地展開だけでなく人の越境的な移動

も含めて検討していく必要があろう。

1)入手可能な資料が限られていることから、この分類はNASSCOM (2003)に従ったものである。

2)香港を除くo香港のサービス輸出額は451.6億ドルであり、中国(本土)とあわせると、その輸出

額は世界第5位となる。

3)この値はインドと同様に近年ITサービス産業の成長を指摘されるアイルランドの909.0%に次ぐも

のである。

4) JTサービスはここに分類される。

5)インドのソフトウェアおよび関連サービス産業の振興を目的とする非営利団体であり1986年に設

立された。本部はデリーにあり、 1988年の時点で38会員と小規模であったが、 2002年12月現

在約850会員と大規模な組織に成長しており、インドからのITサービス輸出を拡大するために各

国政府へのロビー活動も行っている。

6)近年の特徴として、 IT活用サービス部門への就業者が増加していることを指摘できる。 1999/00

年にIT活用サービス部門の就業者は全体の14.8%を占めるに過ぎなかったoそれが2002/03年に

は24.6%にまで拡大する。前年比成長率をみても、他の部門を大きく上回る。

7) ITサービスを輸出している全ての事業所がSTPIに登録しているわけではない。また、 STPIに登録

されていても実際には操業していないものもある。

8) STPIの統計は、 STPIに登録されている事業所(Unit)別に集計されたものであり、 NASSCOMの企

業別に集計されたものと統計のとり方が異なっている。

9サ　2002年12月にバンガロールでX社から入手した資料による。

10サ1998年当時、 NASSCOM会員企業の営業収益は、インドのソフトウェア産業における営業収益の

約95%に達しており(北川、 2000)、 NASSCOM(2002)によると2001年の段階でもこの割合に大

きな変化はない。なお、会員企業数は2001年12月現在のものであるが、ここでは北川(2000)

との統一をはかるためにNASSCOM企業名鑑が刊行された年を用いる.なお名鑑の名称は1998
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年のものは「Indian Software Directory」であったが2002年のものは「Indian IT Software and

Services Directory」と名称を変更している。

ll)こうした州レベルからのITサービス産業の振興策は他の州においても積極的に推進されている。

12>　2002年12月にSTPIバンガロールで入手したパンフレットによる。
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ネパール・インド間の貿易の現状と課題-ネパール側からの考察を中心に

広島大学大学院国際協力研究科

マハラジャン、ケシャブ・ラル

I.はじめに

ネパール、インドは南アジアでは世界中例が見られないほど緊密で特殊な関係にある国

である。広い意味ではヒンドゥー教に基盤をもつ同一文化圏にある両国間の約1,500km

にも及ぶ国境は19世紀に既に制定されているとしても地域住民はそれをあえて強く意識

することがなく国境をまたがって生活を営んできた。その際、国境を越えての人、もの、

金の移動は自由に行われていた。両国間にある国境はいわばオープン・ボーダーで、その

内ネパールの南部平野、インドの西ベンガル州、ビバール州、ウッタル・プラデーシュ州

間の約1,000kmは平野部で人々は実に間単に往来できる。 20世紀の半ばごろまではネパ

ールの当該地域は深い亜熱帯森林地帯で、定住民が少なく、フロンティア的性格が強かっ

た。同地域の開拓には多くのインド人(北インド系諸民族)が動員され、その定住が促さ

れてきた。そのこともあってネパールからインド-のものの流れには一次産品が中心で、

その逆の流れには一次産品から完成度の低、中、高の製造品まで多様であった。そのこと

は、後に両国間のものの動きを貿易として統計的に把握されるようになったときにそのま

ま反映されている。とりわけ、 1951年にラナ専制政権から開放されたネパールは国家の

財政基盤を固めるため、国境を越えて取引される品物には関税をかけ税増収をはかった。

国境貿易はネパール国民の生活においてのみならずネパール国の経済においても重要な意

味をもつようになった。しかし、インド側におけるこの貿易の認識及びその重要性はネパ

ールにおけるそれとは異なり、隣接する上記三つの州以外にはほとんど認知されることす

らもなかった。また、両国の国力、人口、経済等においてもあまりにも違いがあり、その

格差はあまりにも大きいため、両国間の貿易の形態、量、金額いずれにおいてもその意義

と経済、社会におけるその役割には大きなずれがある。そのようなこともあいまって、両

国の貿易には優遇策も多く、摩擦もある。これらの優遇策、摩擦は地域住民の生活圏、地

勢、時の国際事情、両国の国内政状、社会的気運によって左右されることがある。

本稿では、このように両国において異なる意義をもち、実に複雑な両国間の貿易につい

て、その現状を把握し、ネパール側からの考察を中心に課題を整理する。その際、両国間

の貿易の特徴を、金額、品目及びその変遷を含む現状、それぞれの国における国際貿易に

占める同貿易の割合とその意義、経済における重要性、オープン・ボーダーの特異性と国

境沿い住民の生活、貿易における内陸国としてのネパールの限界とジレンッマを中心に検

討する。
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II.ネパール・インド間の貿易の生い立ち

はじめにも述べたように、そもそもネパール・インド間の国境をまたがってのものの動

きは地域住民の生活圏内の営みの一環であり、生活上自然な権利であると理解される。深

い亜熱帯森林に覆われたタライと称されるネパール側のこの一帯はマラリア地帯でもあり、

マラリアの天然抗体を持つといわれるタル以外の民族はあんまり定住していなかった。中

世の頃から部分的に開かれた地域一東部からモラン(ビラトナガル) 、ジャナクプル、シ

マラウンガド(ビルガンジュ) 、カピルバストウ(バイラワ・ルンビニ) 、シヴァラジュ

(ネパールガンジュ)には北インド系語族のポジュプリ語、マイティリ語、アワディ語、

ヒンディ一語を喋る諸民族が住んでいる。彼らの生活圏も国境をまたがっている。ラナ専

制政権は有形無形の圧力、財政基盤の強化、貴族の豪華な生活の維持等のため、タライの

開拓(森林伐採し線路、建物建築用のサル材の確保)をはじめた。そのときに動員された

のはネパール系の諸民族ではなく、北部インドの諸民族で上記言語話者の民族の他、現イ

ンドでは指定部族、指定カーストとされる人々も多くいた。森林伐採の労働者として使わ

れた彼らの多くはそのままタライに住み着き、やはり国境を越えて生活圏を形成していた。

そのようなこともあってタライに住む住民はネパール人とかインド人とかで区別するのは

難しく、多くの彼らは国籍を名乗る前に自民族に自己アイデンティティを求める。日常生

活上はそれで充分でもある。その反面、彼らは両国の諸制度よく把握し、両方の国籍を取

得しうまく利用し自らの生活に幅を持たせたり、巧みに向上させたりすることも多い。こ

のことは1950年代以降マラリア撲滅後ネパール各方面の山地諸民族がタライに移住して

からも続いている。かようなことのため、国境を越えて移動されるものには日常生活の必

需品が多くその量は、個人が自らないし幾人かのクーリーや馬車・牛車を使い運べる量に

なる。それは多くの場合一族の数ヶ月の生活を賄える範囲を超えない。このように運ばれ

る品物の種類には、ネパール側からインド側-運ばれるものは、穀類や野菜類といった農

産物、材木、薬草、根菜類のような林産物、果物類、家畜など一次産品がほとんどである。

インド側からネパール側-入ってくるのは農産物、果物類、家畜、魚介類(乾物) 、あら

える製造品(工業製品)である。農産物等の双方の移動は季節的違い、価格差、同一族に

おける生活の場と生産の場の違いから生じるものが多い。その目的で移動されるものに限

っては未だにその移動・運搬形態、品物の種類や量には大きな変化は見られない。

このように主として地域住民の生活賄いのためにインド側から入ってくる品物の他、主

としてカトマンズをはじめとするネパール人の生活上必要とされ、ネパール国内で賄いき

れないあらえる農産物、製造品(含む噂好晶)も国境を越えて入ってくる。このようなも

のの移動には主にインド(系)人が経営する輸入業者が介在する。ネパール側からインド

側-運ばれるものは一次産品の範囲を超えない。ハトナ(ビハ-ル州)やカルカッタ(コ

ルカタ:西ベンガル州)からカトマンズ-飛行機が定期便として運行するようにってから
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一部の製造品(高価な噂好品、薬品など)は空輸されるようにもなったO　これらのものを

消費する人々はカトマンズ在住の上層部の人や外国人であった。

1951年にラナ専制政権から開放されてできた政権は国境超えて移動されるものには関

税をかけ、財政基盤の強化をはかった。インド側もそれに対応し、両国間の貿易・通過協

定が締結され、国境を越えてのものの移動は貿易として認識され、その量や評価額を統計

的に把握されるようになり、取引される品物は輸出入物として捉えるようになった。その

際、取引品目、量、質、評価額によって累進的関税率を定め、特に地域住民の生活必需品

における税は減免されている。ただし、その実施においてそれぞれの国の多様な事情を勘

案しその減免対象の品目、量・評価額、減免率は異なり、時には大きなズレが生じる。こ

こで、当初インドは空路で運ばれるもののみ輸出入物として認識し、 1964年になって初

めて陸路で運ばれるものも貿易上の輸出入物として認識するようになったことを記憶して

おこ((MCI 2003)。

その後、 1960、 70年代にかけてネパールで国内産業を振興し、可能な限り輸入代替品

を国内で賄う工業政策の下、主として農産物加工の工場一精米工場、精油工場、ジュート

工場、綿布工場、マッチ工場、タバコ工場、製糖工場、製材所、農具製造所などがネパー

ルでできていく過程で、必要とされる多くの機械・運搬器具類、中間投入材、燃料もイン

ドから輸入されるようになった。それと同時にこれらの工場の製品の一部も近隣州を中心

にインド側-輸出されるようになった。この候向はその後の両国の経済の親展、両国の微

妙な政治関係、経済政策、貿易政策、内政事情、国際事情にもかかわらず大きく変わるこ

とはない。このことについて次節以降貿易統計などを参考に考察を加える。

IⅢ.ネパール・インド間の貿易の特徴と国際貿易に占める割合

前節でネパール・インド間の貿易の生い立ちを概観したが、その特徴としていえるのは、

双方に取引される貿易品目は一次産品中心の生活必需品が中心である.それに加え、イン

ド側からネパール側-移動される品目には、噂好晶や薬品を含む工業製品、燃料、中間投

入材、機械類、交通・運搬用の器具類等幅広いものが含まれる。この貿易はネパールの経

済、社会においては重要な役割を担っており、ネパールの隅々までその重要性が認識され

ている。それに対して、インド側においてネパールと隣接する三つの州一西ベンガル州、

ビバール州、ウッタル・プラデーシュ州以外には殆ど認識されておらず、社会経済におけ

るその影響は無に等しい。これらの州においてもその影響は局地的にしか現れない。この

ことについて以下具体的に検討する。
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1.ネパールにおける同貿易の特徴と国際貿易に占める割合

1950年までのラナ時代にはネパールの直接外交関係は英領インドとチベットしかな

く、直接貿易関係もこの両地域に限っていた。ヒマラヤ超えのチベット貿易は制約条件が

多く、貿易額は多くなかった(Pant 1994,Regmi 1988)　かつチベット動乱以降はこの貿

易は衰退する一方である。これに対して英領インドとの貿易は重要であった。しかし、こ

れは決して両方における均衡なものではなく、ネパールが、製造品(一部都会の生活品:

加工食糧、衣類、薬品、交通・運搬用の器具類、世界中からの援助と一緒にくる物資な

ど)を輸入し、タライ地方で生産される材木、ジュート、たばこ、籾米、菜種、家畜、動

物精油、薬草などの一次産品・原材料を輸出するのみであった。また、この貿易は比較優

位論上に成り立っている貿易ででもいえなく、タライ開発に長い間インド人の入植を自由

放任にしてきたことにより、タライにおける食糧・原材料の生産・流通・加工はほとんどイ

ンド(系)住民に牛耳られ、それらの品物に対するネパール国内需要が高くても、輸出は

インド-向けられていた。この傾向はラナ時代が終わってからも続き、 1950年代におい

てはインド-の輸出は全輸出額の8割以上を占める。輸入においても産業育成とっながる

中間投入材はほとんどなかった.ネパールにとってインド貿易はイコール国際貿易となり、

輸出額は輸入額の半分程度にとどまり、輸出額とほぼ同じ額の貿易赤字が累積される貿易

構造が築きあげた。この構造は60年代半ばまで続いた(図1) 0

1950年代にネパールとインドの間に貿易・通過協定が締結され、内陸国ネパールがカル

カッタ港を利用し、第三国と貿易できるよう特別な優遇策としてインドがネパールの通過

貿易を認めた。これは、インド以外の国からネパール-輸入される品物がカルカッタ港で

荷降ろしされた後陸路でネパール国境まで運搬されることを許可するものであり、同様に

ネパールから第三国-輸出されるものが陸路でネパールからカルカッタ港まで運搬される

ことを許可するものでもあり、特殊な優遇策である。ネパールではこの協定を活用し、

1960年代半ばから第三国、特に日本から繊維など都市住民のニーズを賄う品物の輸入が

増加した。しかしながら、ネパールからの第三国への輸出はあまり伸びなかった。第三国

-の輸出が顕著になるのは1970年代後半からで、最初は米、ジュート、チョウジ、皮革

などの一次産品、 1980年代前半からはカーペット、手工芸晶が主たる輸出品目であった。

1980年代後半からは縫製製品が加わり第三国-の輸出が伸びた。主な輸出先は米国、ヨ

ーロッパ(旧西独) 、シンガポールである.これに反比例して、農業が貧弱になり、タラ

イの開拓が落ち着くようになり、材木を取れる森林も減少し、開拓によって拡大する農地

による農産物の増産も見込めず、一次産品中心のインド-の輸出が減少した。インドから

の輸入は、生活必需品に加え、石油、燃料、振興する産業の中間投入材、機械・運搬用器

具類を中心に増える一方で、対インド貿易は膨大な輸入超過になり、国際貿易におけるそ

の支払いはネパールにとって重大な負担となった。それと同時に多様化、近代化する特に

上層部の生活に必要とされる電気製品を初めとされる「消費財」の日本、シンガポール、

韓国、旧西独、中国からの輸入も年々増加し、それが貿易収支をさらに悪化させた。
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この状況に対応するため、ネパール政府は貿易において輸出プレミアムの制度を設けた

り、一定の輸出によって外貨を獲得すればそれに見合った額の第三国からの輸入特権を与

えたりした。この特権によって輸入される製品が賛沢晶に流れないようにと二重の外国為

替制度を設けたり、国内産業育成用の中間投入材、生活必需品以外の輸入には外為レート

は3割も高く設定したりした。しかし、このような輸入品は外国製(噂好)晶を厳しく制

限していたインドの方-、インド(系)商人により、高価に闇ルートで流された。ネパー

ル国境からカルカッタ港までの長距離の陸路は第三国からの輸入品の運搬にはダコイトに

よる略奪、自然災害や道路事情による事故、関係者のモラルハザード等によりリスクは常

に高く、通常でいう「儲かる商売」ではなかった。そのため業者は多様な工夫をしなけれ

ば利潤が出ない。そのような商魂的工夫の一つには、第三国産の商品をネパール-輸入し、

それを闇のルートでインド-流すことであった。外国製品-の憧れが高い一部インド人の

心境やインド国内産業保護等の観点から制限される外国製晶の希少価値に突き、そのよう

な品物はネパールに着くことがなくインド国内で闇のルートで販売されるわけであった。

また、輸出においてもインド製品をネパール製品と見せかけたり、変造したりして、輸出

プレミアム制度を悪用し、輸出するものもいた。特に、国別割り当てからなるコ一夕制に

よる縫製繊維の輸出においてこのことが療著だった。とりわけ、アメリカ-優遇的に輸出

できるガ-メンツ(衣類)おけるインドに割り当てされるコ一夕が満たされると、インド

の商人(業者)が同じものをネパール製とし、ネパールに割り当てられるコ一夕で輸出す

るものである。同様なことが金の延べ板の取引などにもあるといわれている。このことは

象徴的にインドの経済政策上好ましいことではなく、国内産業保護政策上や貿易政策上決

して見逃される問題ではなかった。ゆえに、インドはネパールに対して経済上、貿易上、

多様な圧力をかけ、時には敏感に反応する。これらのことがあってネパール・インドの通

商関係はギクシヤクすることがある。インドはネパールに対して、貿易収支の改善を測る

よう過剰に促し、国境上の多くの通過所を一時閉鎖したり、経済封鎖紛いの強行策に出る

こともある。このようなインドの対応に対して内陸国であるネパールは国際的同情をかい

ながらも、困り果てても、手をこまねく他何もできない。このような状況が発生する時に

は対外両国のトップ同士のホットラインで政治的に決着され、ことの本質に触れることは

あまりない。それは、問題の本質はとても複雑で改善策は容易ではないということもあろ

う。両国内の政情、社会的気運によって政治的決着のタイミングをはかるのが難しい場合

もある。

インドとの貿易赤字はネパール経済を脅かす問題である1980年代にこのような問

題・貿易摩擦が表面化した時に、ネパール政府は貴重な外貨を手放したり、固定為替レー

ト上、対インド・ルピーにおいてネパール・ルピーを1.35から1.6-と劇的に切り下げた

り、いわゆる「通貨革命」を起こしたりした。このことは、ネパールにおいてとても大き

い「経済的ショック」だったが、貿易上の赤字状況が改善される気配はなかった。ネパー

ルにとってインドによる地理的包囲、両国のオープン・ボーダー、過剰にまでインドに依
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存している社会経済、国内産業の未熟などは悪循環をもたらすものであるが、打つ手がな

い。このような不均衡貿易を含む経済状況に加え、当時の両国内の政情、社会的気運、イ

ンドがおそらく自国の国家安全保障上承認できない部分を含むネパール中国間の関係の進

展などが相侯って、両国間の貿易・通過協定更新の交渉がギクシヤクし、インドは1988

年に数ヶ月間ネパールの経済封鎖を行い、ネパールの経済、国民の生活を窮地に追い込ん

だ。その後も交渉はまとまらず、両国の国家元首などトップ同士のプライドのぶつかり合

いによるお粗末な人間関係も相侯って経済封鎖は長引いた。生活が益々苦しくなった国民

の不満が渦巻き、それがネパールでは民主化運動の原動力になり、やがて暫定内閣の成立、

30年ぶりの総選挙、複数党による議会制民主主義の実現など、一連の重大な国家的出来

事につながっていったO　図1でくっきりとわかるように1989年にネパールからインド-

の輸出は激減するのがその理由である。だが、インドからの輸入は横ばいになったことに

過ぎず、それもまた次年度には急に膨れ上がり、民主主義国家になってもインド依存のネ

パール経済の体質には特に変化がなかったことを端的に証明している。

両国間の貿易・通過協定はその後の交渉の末、定期的に見直していくことになったが、

対インド貿易構造とそれを囲む経済状況はやはり1990年代を通しても以前と変わってい

ない。インドからの輸入は全輸入額の4割にものぼるが、輸出は2割程度に過ぎず、貿易

赤字全体の3割以上、年によっては半分がインド関係で、ネパールの経済は依然インドに

大きく依存している。輸入の中心は日常必需品やインド以外の国に輸出し外貨を稼ぐ製造

業の原材料であるだけに、赤字の削減は難しい。インドにくしゃみされたらネパールは常

に風邪をひくはめになる。

民主化後1990年代に入ってから、縫製製品、カーペットなど製造品の輸出が顕著に伸

び、全体的に好景気であったが、児童労働問題、科学汚染問題が表面化し、ヨーロッパに

おいて関連製品の不買運動が起こり、景気後退の一因にもなった。さらに、ネパールから

の輸出における伸び悩みには日本等の長引く不況、アジア通貨危機も少なからず影響を及

ぼしている。この間も輸入は増え続け、貿易額全体でも輸出額より赤字額の方が多くなっ

ている。ネパール国内政治の流動化も貿易収支、ひいては経済全体に悪い影響を与えてい

る。特に近年におけるマオイスト(毛沢東主義者)と名乗る極左ゲリラによる暴動、爆弾

テロ活動、交通ストライキなどによるアジテーション、各工場主.資本家における操業停

止の要求、不当な寄付の要求によって製造業は大きく打撃を受け、同図でもはっきりとわ

かるようにインド-の輸出も全体の輸出も減少している。これらの政情不安のため、国内

経済は全体的伸締しているから輸入全体も減少しているが、このような状況でもインドか

らの輸入は増加しつづけ、 2001年度にはその輸入額が全体の輸出額とほぼ同額になって

いる。

ネパールにおける5ケ年計画の中心は開発政策が、 1950年代はじめ頃の農産物加工工

場(ジュート、精糖、たばこ、マッチ、綿布、精米、油絞り等)に加え、 1970年代以降

には従来なかったセメントやスチール、製糸、皮革、酒、カーペット、ベニヤ板、薬等の
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工場も設立され、工業化の一定の進展があったことが理解された。またその工場の性格と

して、輸入代替品製造、輸出品製造、基本・中間財の製造に分けられる。しかし、これら

の工場の成立によってその狙いである産業の成長、赤字貿易の是正は達成されていない。

国内産業によって生産される製品が確実に輸入代替品となることはほとんどなく、農業用

道具・機具、セメント、繊維、電気製品の部品組み立てなど、何れもうまくいっていない。

かろうじて成立している製造業はインドでは多くの制約条件があるためにインド国内での

生産はあまり得意とされない酒造・ビール製造、インスタント食品、たばこぐらいである。

そして、インドでは一定の不足がある商品でネパールは、原材料を第三国から輸入し比較

的簡単な加工を行い、輸出される植物精油、化学繊維、銅線工場は揺れながらも成立して

いる。それと同時にネパールの山地で地域特異的に生産される特産物-カーペット、果物

類、紅茶、薬草、生妻、黒胡柵、カルダモンなども細々とではあるが輸出され続けられて

いる。ガ-メンツの輸出はコ一夕制で辛うじて維持されている。それを踏まえた貿易収支

における輸出額は輸入額の三分の一に過ぎない(図1) O　そしてその貿易赤字の大半は対

インド貿易における赤字であること上述したとおりである。

なお、主としてオープン・ボーダーのため、対インド貿易には記録されていない未知数

のものがあり、それに加え国境沿いの住民の生活上優遇的に取引される多くの少量のもの

も、税金を免れるためにそれを悪用し人海戦術で大量に取引されるものも未知数であり、

両国の貿易を含む経済関係は非常に複雑であることを付け加えておく。そして、国内政情

が不安定な時ほどネパールは国内消費上インド-の依存を高めるため対インドとの貿易収

支を悪化させる経済構造をもっていることも附言する。次に、インドにおける同貿易の特

徴とインドの国際貿易に占めるその割合について言及する。

2.インドにおける同貿易の特徴と国際貿易に占める割合

インドの貿易品目は、国際貿易品目に準じ21の大項目と99の詳細項目にわかれる。そ

のうち2002年度において輸入品として上位に来る品目は、石油・燃料類(30%) 、真珠

の原料(11%) 、電気製品(8%)金(6%) 、機械類(5%)植物精油(3%)で、食

糧や一次産品関係は1%にも満たないのである。同様に輸出品目の上位に来るものは、宝

石類(18%) 、綿布・生糸・生地(15%) 、石油・燃料類(5%) 、薬品(5%) 、機械

類(4%) 、鉄骨・製鉄(6%)で化学製品、電気製品、海産物などと続くが、農林産を基

にする品目は実に下位にしかこない(MCI 2003) 。同様に上位の貿易相手国は、アメリ

カ、 EU、日本、東欧諸国、などで、南アジアの国々では雄一でバングラデシュが15番目

ぐらいに入るが、その貿易のシェアは全体の1%前後にしかならない。南アジア地域協力

連合(South Asian Association for Regional Cooperation: SAARC)諸国全体を併せても地域

内貿易額はインドの貿易全体の5%にも満たない。インドがSAARC各国に輸出する額は

インドの全輸出額の4.5%で、インドがこれらの国から輸入する額はインドの全輸入額の

約1%に過ぎない。ネパールとの貿易に関して、インドからネパール-の輸出について
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1990年代の約10年間を見てみると金額的には、 1990年度の約8,700万インドル・ルピー

(1インド・ルピー-約2円) 2001年度の100億インド・ルピー以上と一段と伸びている

が、インドの輸出全体におけるその割合は0.5%にも満たない(表1) 。この額は、

SAARC諸国における輸出の約1割である。これ自体は1990年度における全体の輸出額

におけるシェア0.03%から100倍以上も一段と跳ね上がったものである。その間インドか

ら世界-向けての輸出額は6倍になっている。同様に、ネパールからインド-のこの10

年間の輸入を見てみると、 1990年度の8億インド・ルピーから2001年度の170億イン

ド・ルピー-と伸びている0 90年代半ば以降、中でも2000年以降のその伸び率は顕著で、

インドの輸入全体のシェアにおいては、 1990年度の0.2%から2001年度の0.7%-と、約

20倍に膨らんでいるのみである　2001年度におけるネパールからインド-の輸入額は、

sAARC諸国からの輸入額の6割以上も占める。このことは、いかにインドは貿易上同地

域内で優位な立場にあるかということを端的に示している。また、同期間中世界からイン

ド-の輸入額は約6倍になっている。この間経済自由化政策等もあり、インドの国際貿易

全体は輸出入両方においてほぼ同じく増加しているが、対ネパール貿易においてはその輸

出額は異常に増加していることも理解できる。

ここでは、以下の二点が注目に値する。まず第一点は、輸出、輸入両方においてイン

ド・ネパール間の貿易は90年代に入ってからインドの国際貿易の伸び率をはるかに超え

る勢いで急速に伸びている。この傾向は前項でネパール側の統計を使って考察したことか

らも確認できる。インド側から見るとその背景にはインドの経済自由化政策が大きく関わ

っている。それと同時に、インドの核実験のため、その制裁としてアメリカ、日本等が対

インド一時経済封鎖を行った。その結果、これらの国は数年間インドとは貿易を極端に控

えていた。それによって従来インド製品を輸出していたインドの業者の一部は、実質的な

いし形式的に同(様な)商品をネパールから輸出を行った。.とりわけアメリカやEUにお

けるガ-メンツ(衣類) 、生地の輸出においてそれが顕著である。その過程でインドがネ

パール-これらの商品は一旦輸出し、それをアメリカ等-再輸出する、いわえる「インド

製のものをネパール製のものとし」それを中継貿易する格好になる。このことも少なから

ぬネパールからインド-の輸入額を増大させる原因の一つになっている。

第二点目は、インド側のこの統計には、 1990年度及び2000年以降においてインドから

ネパール-の輸出額よりもネパールからインド-の輸入額の方がはるかに大きい1990

年以前のことをすぐ確認できるインド側の資料がないのが気になるもののネパール側の統

計・資料から見る限りこれは矛盾している。さらに、全体を通してその金額は、為替レー

トによる両国の通貨の是正を行った後の評価額を見るとインド側の方が低めであり、とり

わけインドからネパール-の輸出額の方は一段と低くなっている。その金額の差は、両国

におけるそれぞれの輸出額はPOBによる評価、輸入額はCIFによる評価から出る差額以

上である。この点について次節でまた詳しく吟味する。
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IV.ネパール側から把握する近年における貿易品目の割合とその変遷

ここではネパール側の統計を基に両国間の貿易について品目別に考察する。大項目別に

分けて両国間の貿易を見るとそれは10項目に分けて考察することができる。最近5年簡

におけるネパールからインド-の輸出額は、 1997年度の約88億ネパール・ルピーから

2001年度の約289億ネパール・ルピーと増大している(表2) 。 19990年度を基準とした

際、 1997年度及び2001年度のその額は、それぞれ約8倍と25倍である。その中味を大

項目別で見た場合、 「製造品」は一番大きな割合を占め、同期間25億ネパール・ルピー

から100億ネパール・ルピー以上になり、全輸出額の約3割を占めている。次に約2割前

後と大きなシェアを占めるのは「動植物精油」であり、同期間中約20億ネパール・ルピ

ーから73億ネパール・ルピー-と増大している。 「化学製品・薬品」は約20億ネパー

ル・ルピーから32億ネパール・ルピー-と増大したが、全体額におけるその割合が2割

から1割-と減になっている。 「食糧品・動物」においては、その輸出額は、 1997年度

の約17億ネパール・ルピーから2001年度の約48億ネパール・ルピーと増えており、イ

ンド-の輸出額全体の約2割を占め続けている。同じく「雑貨品」は2.4億ネパール・ル

ピーから約21億ネパール・ルピー-と10倍も増えた。つぎに、 「非食糧原料」は同時期

に33億ネパール・ルピーから90億ネパール・ルピー-と約3倍に増え、輸出額全体の約

3%を占めている。また、 「タバコ・飲料品」は、 1997年度には約2千万ネパール・ルピ

ーしかなく、輸出額全体における割合もしれているが、ネパール製ビールを中心に勢いよ

く増え、 2001年度には1.5億ネパール・ルピーになっている。同期間における「機械・運

搬器具類」だが、 4百万ネパール・ルピーから3億ネパール・ルピーと約80倍にも増え

ている。その中身の多くは中古・スラップ晶を含む「中継貿易品目」である。こうやって

全品目は増加傾向にある中で年々減少傾向にあるのは「石油・燃料類」である。かつてネ

パールからインド-輸出されるのは植物性燃料だったがそれは完全に衰退したものだとみ

られる。

同様に、最近5年簡におけるインドからネパール-の輸入額は、 1997年度の約273億

ネパール・ルピーから2001年度の約454億ネパール・ルピー-と増大している(表3) 0

同じく、 19990年度を基準とした際、その金額はそれぞれ約4倍と6倍になっている。そ

の中味を大項目別で見た場合、なんと言っても「製造品」は一番大きな割合を占め、同期

間99億ネパール・ルピーから188億ネパール・ルピーと約倍になり、輸入額全体の約4

割を占めているoネパールが必要とするものでネパールにないありとあらえるものがイン

ドから輸入されるがゆえにこのような貿易構造が成立する。次に大きなシェアを占めるの

は「機械・運搬器具類」で、輸入額全体の約2割を占め、同期間中約52億ネパール・ル

ピーから77億ネパール・ルピー-と増大しているO　まさにインドはネパールの工場の役

割をはたしている。同様に「食糧品・動物」は同期間中約34億ネパール・ルピーから57
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表　2　近年における大品目別ネパールからインドへの輸出額の
変遷

項 目 ′年 度 1 9 9 7 ′9 8 1 9 9 8 ′9 9 1 9 9 9 ′0 0 2 0 0 0 ,′0 1 2 0 0 1 ′0 2

o o d & liv e a n im a l 金 額 1 7 0 4 .2 0 2 0 4 0 .5 0 3 7 2 6 .2 0 3 9 9 2 .4 0 4 8 4 4 .0 0

糧 晶 . 動 物 割 合 ( % ) 1 9 .3 8 1 6 .2 8 1 7 .5 6 1 5 .3 4 1 6 .7 8

o b a c c o & b e v e r a g e s 金 額 1 9 .7 0 4 3 .7 0 1 0 3 .2 0 6 6 .7 0 1 5 5 .4 0

タ バ コ . 飲 科 晶 割 合 ( % )
0 .2 2 0 .3 5 0 .4 9 0 .2 6 0 .5 4

n e d ib le c r u d e m a te ri a ls 金 額 3 2 9 .2 0 3 5 3 .9 0 4 9 8 .4 0 7 0 9 ー6 0 9 0 4 .3 0

非 食 糧 原 料 割 合 ( % ) 3 .7 4 2 .8 2 2 .3 5 2 .7 3 3 .1 3

in e ra ls f u e ls & lu b r ic a n ts 金 額 2 0 .6 0 0 .5 0 2 .2 0 1 .3 0 0 .5 0

油 . 燃 料 類 割 合 ( % ) 0 .2 3 0 .0 0 0 .0 1 0 .0 0 0 .0 0

n im a l & v e g e ta b le o ils 金 額 1 9 7 9 .4 0 3 3 7 3 .0 0 2 9 3 1 .4 0 3 9 3 1 .4 0 7 2 6 5 .2 0

植 物 精 油 割 合 ( % ) 2 2 .5 1 2 6 .9 2 1 3 .8 1 1 5 .1 0 2 5 .17

h e m ic a ls & d ru g s 金 額 1 9 5 0 .6 0 2 7 8 0 .3 0 3 8 8 2 .0 0 3 9 9 5 .1 0 3 2 0 0 .4 0

ヒ学 製 品 . 薬 品 割 合 ( % ) 2 2 .1 8 2 2 .1 9 1 8 .2 9 1 5 .3 5 l l .0 9

a n u f a c t u re d g o o d s 金 額 2 5 4 9 .4 0 3 2 4 8 .0 0 5 5 7 7 .7 0 8 9 0 7 .3 0 1 0 1 2 4 .8 0

り造 晶 割 合 ( % )
2 8 .9 9 2 5 .9 2 2 6 .2 8 3 4 .2 2 3 5 .0 8

a c h in e ry & tra n s p o rt e q u ip m e n ts 金 額 4 .4 0 2 3 .6 0 1 7 6 .1 0 1 9 7 .8 0 3 1 2 .8 0

械 . 運 搬 器 具 類 割 合 ( % ) 0 .0 5 0 .1 9 0 .8 3 0 .7 6 1 .0 8

is c e lla n e o u s m a n u f a c tu re d a rtic le s 2 3 6 .9 0 6 6 7 .2 0 4 3 2 3 .5 0 4 2 2 8 .6 0 2 0 5 7 .8 0

貨 品 割 合 ( % )
2 .6 9 5 .3 2 2 0 .3 7 1 6 .2 4 7 .1 3

o ta l 金 額 8 7 9 4 .4 0 1 2 5 3 0 .7 0 2 12 2 0 .7 0 2 6 0 3 0 .2 0 2 8 8 6 5 .2 0

吾 率 7 .6 3 1 0 .8 8 1 8 .4 2 2 2 .5 9 2 5 .0 5

資料: CBS2003. Mo F 1999,20(刀,20Cn,2002.

単位: 100万ネパール・ルピー。

倍率は1990年度を基準年とし1とした。

億ネパール・ルピー-と増大し、全輸入額の1割強を占めているO 「化学製品・薬品」は

同期間中金額は50-60億ネパール・ルピーとあまり変化はないが、全体の輸入額における

割合は約2割から1割強-と減少している。 「非食糧原料」の場合、同時期に約10億ネ

パール・ルピーから30億ネパール・ルピーと約3倍に増大し、全体の輸入額におけるそ

の割合も倍になっている。同じく「石油・燃料類」は同期間中約5億ネパール・ルピーか

ら23億ネパール・ルピー-と増大し、全体の輸入額におけるその割合も3倍になってい

る。ネパールが必要とする石油は全面的にインドから輸入しなければならないのでこの品

目は今後とも顕著に増えっづけると思われる。 「雑貨品」も同期間中14億ネパール・ル
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ピーから約18億ネパール・ルピー-と増えている。また、 「タバコ・飲料品」は、同期

間中7億ネパール・ルピー前後と金額はほぼ横ばいで、全体の輸入額におけるその割合は

表　3　近年における大品目別ネパールへインドからの輸入額の

変遷

項 目 ′年 度 1 9 9 7 ′9 8 1 9 9 8 ′9 9 1 9 9 9′0 0 2 0 0 0′0 1 2 0 0 1′0 2

o o d & 、liv e a n im a l 金 額 3 3 6 4 .8 0 5 5 1 0 .0 0 6 9 7 5 .8 0 4 4 1 2 .3 0 5 7 4 5 .0 0

糧 晶 . 動 物 割 合 ( % ) 1 2 .3 1 1 7 .1 5 1 7 .5 9 9 .7 6 1 2 .6 6

o b a c c o & b e v e ra g e s 金 額 6 7 7 .2 0 6 5 8 .0 0 6 4 2 .5 0 6 3 0 .0 0 7 4 8 .7 0

タ バ コ . 飲 料 品 割 合 ( % ) 2 .4 8 2 .0 5 1 .6 2 1 .3 9 1 .6 5

n e d ib le c ru d e m a te ria ls 金 額 1 0 2 0 .7 0 1 3 6 9 .9 0 1 5 3 5 .9 0 2 3 7 5 .5 0 2 9 4 9 .4 0

非 食 糧 原 料 割 合 ( % ) 3 .7 3 4 .2 6 3 .8 7 5 .2 5 6 .5 0

in e ra ls fu e ls & lu b ric a n ts 金 額 4 7 9 .6 0 5 1 3 .1 0 7 7 8 .5 0 1 3 6 4 .5 0 2 2 6 1 .4 0

石 油 .燃 料 類 割 合 ( % ) 1 .7 5 1 .6 0 1 .9 6 3 .0 2 4 .9 8

n im a l & v e g e ta b le o ils 金 額 1 2 .0 0 4 0 .0 0 8 4 .0 0 4 1 8 .2 0 2 3 .0 0

植 物 精 油 割 合 ( % )
0 .0 4 0 .1 2 0 .2 1 0 .9 2 0 .0 5

h e m ic a ls & d r u g s 金 額 5 2 7 9 .5 0 5 5 0 2 .0 0 6 2 8 7 .7 0 6 6 2 8 .0 0 5 2 9 6 .6 0

ヒ学 製 品 . 薬 品 割 合 ( % ) 1 9 .3 2 17 .1 3 1 5 .8 5 1 4 .6 6 l l .6

a n u fa c tu re d g o o d s 9 9 1 9 .6 0 1 0 4 8 2 .1 0 1 4 0 3 2 .4 0 1 8 0 8 9 .8 0 1 8 7 8 5 .6 0

rl造 晶 割 合 ( % ) 3 6 .2 9 3 2 .6 3 3 5 .3 8 4 0 .0 1 4 1 .4 1

a c h in e r y & tra n sp o rt e q u ip m e n ts 5 1 5 4 .2 0 6 6 6 3 .5 0 7 0 0 6 .1 0 8 6 8 6 .5 0 7 6 9 8 .0 0

械 . 運 搬 器 具 類 割 合 ( % ) 1 8 .8 6 2 0 .7 5 1 7 .6 7 1 9 .2 1 1 6 .9 7

isc e lla n e o u s m a n u f a c tu re d a r tic le s 1 3 6 9 .0 0 1 3 8 0 .7 0 2 3 1 7 .1 0 2 6 0 5 .3 0 1 8 1 0 .1 0

雑 貨 品 割 合 ( % ) 5 .0 1 4 .3 0 5 .8 4 5 .7 6 3 .9 9

o t c la ss ifie d a c c o rd in g to k in d 金 額 5 4 .4 0 0 .4 0 0 .1 0 0 .8 0 4 6 .5 0

分 類 不 可 能 な 物 資 割 合 ( % ) 0 .2 0 0 .0 0 0 .0 0 0 .0 0 0 .1 0

o ta l 金 額 2 7 3 3 1 .0 0 3 2 1 1 9 .7 0 3 9 6 6 0 .1 0 4 5 2 1 0 .9 0 4 5 3 6 4 .3 0

吾 率 3 .7 3 4 .3 9 5 .4 2 6 .1 7 6 .1 9

資料: CBS2003, Mo F 1999,2000,2(氾1,2002.

単位: 100万ネパール・ルピー。

倍率は1990年度を基準年とし1とした。

減少傾向にある。同期間中におけるインドからネパール-の輸入に不安定な動きを見せて

いるのはインド国内でも不測しがちで、インドから輸出されるにおいては一定の制限があ

る「動植物精油」と「分類不可能な物資」で、合わせて約7千万ネパール・ルピーになっ

ている。また、その金額は全体の輸入額の1%にも満たない。

-115



これらの貿易品目の動向には両国民や地域住民のニーズと両国間の歴史を踏まえた特殊

な関係も大いに関係する。次節ではこの点について言及する。

V.ネパール・インド間の貿易における特殊な関係と問題点

1.二国間の友好関係と国内外の事情

上述したように、近代国家として両国の間に国境が制定された後にも双方の人、物、金、

情報の移動は自由であった。とりわけ、国境沿いの住民においてそのことが顕著である。

両国における共通する価値観、生活文化、重複する言語、民族文化、簡単に往来できる

1,000kmにわたる平野部における国境・オープンボーダーなどがこのことを容易にする。

このことは両国間の友好関係上よく認知され、両国間におけるものの移動においても寛大

で、両国の社会秩序・治安、国益、安全保障上問題がなければ特に制限はなかった。この

ことは国境をまたがった生活圏をもつ地域住民にとっては自然なことであり、後に国家の

財政基盤上経済政策として関税をかけられるようになってからも彼らの生活権として日常

生活必需品は特別扱いを受け、優遇されている。両国間のものの移動は域内生産のものに

限ってはセオリの通り需給のバランス、価格差、購買力に直結し、公式的に宣言しなくて

も「自由貿易」を実施していた。このようなことが背景として存在すること、またオープ

ンボーダーをコントロールすることにコストが高いことなどから、両国の国境に18の主

な通過所、その3倍にもなる主として生活物資を運搬できる支所を設けてきた。もちろん

この貿易は、両国の国力、人口、工業化の浸透でも示されるようにネパールにとって不均

衡な貿易で、ネパールにおいて慢性的貿易赤字が累積される構造をもっている。

さらに、第三国との貿易においては三方にインドによって包囲されている内陸国で港を

持たないネパールは非常に不利な状況に立たされる。このような特殊な事情を考慮に入れ、

ネパールの第三国との貿易においてコルカタ港及びそこまでの陸路利用を認める貿易・通

過協定が両国間に締結されるO　国際条約上このような協定上少なくても一ヶ所の国境の通

過所を定めなければならない。しかし、インドを通過するネパールの第三国との貿易にお

いて複数の国境の通過所が使用可能である。その意味においてはこの協定はネパールにと

って優遇されていると理解できる。だが、この協定は両国間の貿易摩擦の種でもある。

ネパールの経済政策や国際関係を維持する上、多くの第三国から多様なものを輸入する

必要がある。しばしばこれらの輸入品はインドにおいてこれもまた国内産業の保護といっ

た経済政策や国際関係の維持に鑑み輸入は厳しく制限されるものと一致する。そのため、

ネパールの第三国との貿易において両国の国益がぶっかりその関係がギクシヤクする。そ

れにコルカタ港から国境まで2,000kmを超える長距離の陸路は多様な限界や関係者のモ

ラル-ザードによって闇のルートで同商品がインドの市場に出回ることがある。そのこと

が同協定の問題に拍車をかけ、時には収束がつかなくなることもある。この間題は経済的
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にも政治的にも解決されない時、インドは国際条約で義務付けられている国境通過所一ヶ

所以外全ての通過所を閉鎖し、 「国境封鎖」という強行策に出ることがある。そのような

時には物資の流れにも制限が加えられ、塩、灯油のようなものの移動が優先的に許可され

る。しかし、このような強行策が一番影響を与えるのはネパールの一般庶民及び国境沿い

の両国の住民の生活であり、そもそもことの発端となる国益のぶつかり合う件の根底にお

いてはさほど影響は及ぼせない。インドはそのことを理解しながらも国内外における中央

政府のスタンスを見せつける政治的方策としてこのような強行策を取るとみられる。とり

わけ、これは国内の特定産業会のロビーや中央政府と時には州同士で厳しく対立する州政

第-の政治的対応だと理解されるO　内陸国で港をもたないネパールにとってこれは解決が

難しいジレンッマで、自らできることは限られている。ゆえに、この間題が政治的に決着

がみない場合は、ネパールは極めて難しい立場に追いやられ政治が流動化し、国政そのも

のが影響を受け大きく変わることすらある1989年における両国間の貿易摩擦、それに

続くインドによるネパール-の経済制裁、貿易・通過の封鎖がネパール国内の民主化運動

につながり一連の国政の変化に及んだことがその代表的例である。

このことは、第三国との貿易にのみならず、両国間の貿易における優先品目、重要品目、

取り扱い用注意品目、安全保障上機密な品目、商品の原料出身地とその割合、商品生産上

の資本・労働の形態などにおいても両国の国益が衝突し貿易摩擦が起こることがある。そ

の際、国際条約上原理原則にこだわると現実問題からかけ離れることが多く交渉は決裂す

ることがある。というのもネパールで製造業を起こす多くの資本家はインド(系)の人で、

その技術、労働も多くはインドからセットで来、原料や中間の投入材もインドから、ある

いは彼らが第三国から輸入するものであり、極端にいえばネパールは土地と水と空気のみ

を提供することになる。そして製造されたものも基本的にインド-、もしくはインドを通

じて第三国-輸出される。つまりこれは、インド国内の産業界の一種の競争であり、ネパ

ールはその代理役かっていることのみになる。とりわけ、最近両国の間に貿易摩擦対象の

品目として上がっている砂糖、紅茶、植物精油、銅線、化学製糸はその典型例である。

また、食糧品・動物の移動には安全性や疫病の観点から厳しい制約や検疫が実施される

ことがある。その際、これらの商品の移動が制限されるが、地域住民の生活上それは大変

困ることで、これらのものの移動は結果的に両国あるいは片方の通過所で密輸の形態をと

ることになる。とりわけ、水牛、山羊等の反勿動物の移動にこのことが顕著であるO　実は

これらの全てが両国の貿易統計の隔たりに無縁ではない。そのことについて次に検討する。

2.両国における貿易統計の違いに関する若干の考察

両国間の貿易における統計には大きな隔たりがあることは上述した。ここではその隔た

りについて1994年度以降のデータを参考に詳細に検討する。先ずはインドからネパール

-移動される、つまりこれはインド側からみればネパール-の輸出であり、ネパール側か

らみればそれはインドからの輸入である、もののインドでの評価額は、為替レートよる通
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過の是背を行った後、ネパールにおける同評価額の3割前後にしかならない。この評価額

は、インドではFOB価格で評価され、ネパールではCIF価格で評価されるため、インド

における評価額はネパールにおけるそれより1割から2割程度低くなるのがあるとしても

前者は後者の3割前後しかないのは統計的欠陥ではない限り説明がつかない。その評価額

の隔たりは単年度だけではなく各年度において連続的に生じている。ゆえに、それは常に

統計上だけの問題ではないことははっきりしている。

同様に、ネパールからインド-移動される、つまりネパール側からみればインド-の輸

出であり、インド側からみればネパールからの輸入である、もののインドにおける評価額

は、同じく為替レートによる通貨是世後、ネパールにける同評価額の6、 7割に過ぎず、

2001年度においてのみ9割以上になっている。この評価額は、インドではCIF価格で評

価され、ネパールではFOB価格で評価されるため、インドにおける評価額はネパールに

おけるそれより1割から2割程度高くなるのが普通である。しかし、統計で表せるその現

状は逆で、上述したように統計上だけの問題ではない。これらの統計で先ずいえることは、

両国の貿易においてインドで評価されている額は、ネパールで評価されている額の約半分

にしかならない。そして、統計で把握されるその額の増加率はネパールよりもインドの方

が高い。その結果、 2001年度においてネパールからインド-移動されるものに対する両

国における評価はかなり近づいてきた。しかし、インドからネパール-移動されるものに

対する両国における評価には依然として隔たりが大きく縮まる気配はみられない。その背

景には、両国における貿易対象とされる詳細な品目の違い、同品目の評価の違い及び同品

目における税の減免・税率の違いがあり、大きな隔たりがあると理解することができる。

1964年まではインドは両国間陸路で移動されるものは貿易としてみなしていなかったこ

とがその一例である。また、このように移動されるものの評価は両国においてそれぞれの

国の経済状況に準じて行われるため、一物二評価は普通である。とりわけ域内で生産され

る一次産品、製造品、機械・運搬用器具類の評価はインド側の方が一様に低いo　そして移

動されるものに対する関税が累進的に適応されるが、税の減免対象評価額は品目によって

異なるものの、総じていうとインド側の方が税免除対象額が大きい。従って、同一ものの

移動においてインド側の方で輸出入物として把握され、評価される額が低くなる。本来な

ら一定期間において両国における統計を照合し具体的な品目において検討しその評価の差

を突き止めることが必要である。残念ながら、インド側の対ネパール貿易は取るに足りな

い額しかなくそのような資料を見つけることは不可能に近い。最近における単年度のだけ

の資料ではその傾向や鮮明な比較はできない。ゆえに、ここでの検討はこのあたりで留め

ておくしかない。

その他、両国間に記録されないインフォーマルな貿易、密輸等があり、一説によればそ

の評価額が現在評価されている貿易額より数倍も多いといわれる。その背景には、オープ

ンボーダー、国境沿いの住民の生活権-の配慮、それらを悪用する密輸業者の存在、担当

事務官・警官のモラルハザードなどがあると思われる。増えつづける両国間の貿易・もの

118-



の移動を念頭におき、これをより正確に把握し評価する必要があろう。そのためには両国

間の貿易・通過協定を定期的に更新する必要があると思われる。近年インド側における同

貿易の評価額の増加率がネパール側のそれよりも高いことはその意味では興味深い傾向で

ある。

vI.結びにかえて

ネパール・インド間の貿易は両国の特殊な友好関係の上に成り立っている。両国間の約

1,500kmにも及ぶ国境沿いに国境をまたがって生活圏を形成し、同一価値観、生活文化、

言語国を用い、境を意識せずに生活している住民が両国の国境貿易を複雑にしている。こ

のことは特に彼らの生活権に一定の配慮をしながら優遇策として関税対象の品目、その質

及び量、税率、税の減免額等を決定する際に複雑に絡んでくる。これらの優遇策を規定す

るのはそれぞれの国全体経済政策、社会経済情勢、政治である。ゆえに、両国におけるこ

れらの優遇策の詳細な中味には違いがあり、国境を越えて移動されるものを輸出入物とし

て認識貿易として評価される額には隔たりがある。とりわけ、双方のものの動きにおける

インド側で評価される額は非常に低い。また、 1,000kmにも及び、簡単に往来できる部屋

部におけるオープン・ボーダーがこの国境貿易を監視することを難しくしている。ゆえに、

両国間の貿易には未知数のインフォーマルなものが存在する。国境沿いの住民の生活権と

貿易上の国際条約や規則がお互いに矛盾することもこのようなインフォーマルな貿易を助

長する。この貿易は、基本的に両国の国力の違いに起因するのだが、ネパール側に膨大な

貿易赤字を累積される構造をもち、同国に不利な不均衡な構造を特徴としている。

また、インドに三方に包囲されている最低開発の内陸国であるネパールはインド以外の

第三国と貿易を行う際に、インドの港及び港までの長距離の陸路を使用しなければならず、

国際貿易上もネパールはインドに依存せざるを得ない宿命をもっている。このことはネパ

ールの国際貿易、国家や民民間経済における限界であり大きなジレンッマでもある。この

ような国際貿易において両国の国益がぶっかり合うことや、貿易上の国際条約や両国の特

殊な関係にズレが生じることがあるO　このことはネパールにとっては国家財政や国政のあ

り方にまで波及するとても重要な問題である。それに対して、インドにとってこの間題は、

近隣の数週以外には余り関心がもたれていなく、インドの国際貿易上も取るに足りないぐ

らいのものしかなく、国家財政や国政には何の影響も及ぼすものではない。ゆえに。イン

ドの中央政府にとってはこの間題は本質的な問題ではないかもしれない。しかしながら、

両国の貿易はインドでは数個の州や特定産業界の利益が絡むことがあり、ネパールがその

代理競争に巻き込まれることがある。そのようなこともあり、また共和制の下、多様な州

などを統治する必要があるインド中央政府はその存在感を内外に示すことも視野に入れな

がら両国の貿易は、複雑な問題の本質に迫るよりも政治的決着がはかれることがしばしば
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である。実は、インドは南アジアにおけるSAARC諸国との貿易においても似たような貿

易構造を抱えている。

しかしながら、近年における域内あるいは世界的自由貿易の流れ、両国の経済自由化政

策を受け両国間の貿易も変化の兆しを見せ始めている。とりわけ、両国内の資本移転・投

資、営業許可、製造における原料の国内・域内調達の割合、優遇品目、インボイスや支払

い制度、金融、為替、第三国貿易の許可、貿易港の利用、荷卸し方式、運搬、監視制度、

検査などあらえる面において規制緩和が図れようとの動きがある。その際、地域住民の生

活権及びSAARC内の流通の拡大が二つの重要な道しるべにならなければならない。この

重要な二つのテーマは別稿にゆずる。
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第2部

バンガロール大都市圏における都市・産業開発と

地域的波及構造

Part 2

Urban and Industrial Development and its Regional Effects in
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バンガロール大都市圏における都市開発

由井義通(広島大)
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Ⅱ.バンガロールの都市計画　　　　　　　　　Ⅵ.ヤラパンカ・サテライト・タウンとコラ
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供給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅶ.おわりに

Ⅳ.ヤラパンカ・サテライト・タウンの開発

I.はじめに一研究の意義と目的一

先進国では都市開発に伴う経済格差の発生は,例えばアメリカ合衆国などのゲイテッ

ド・コミュニティを出現させた都市開発にみられるように,住民間の経済格差による住宅

階級を生じさせ,特定の所得階層のための都市開発になっている。都市開発について,サ

ツセン(2002)は経済のグローバル化の回路に組み込まれた都市空間では,最先端の事業地

区やインフラ,高所得者向けの住宅,高価なサービスなどが拡大し,こうした魅力的な都

市地区の拡大は低利益企業や低所得世帯の移転を必然的に伴うと述べている。発展途上国

においても,サッセンの指摘したように,グローバル化に伴う中間層の増加をもたらし,

都市開発は一部の富裕層のためだけになりがちであり,都市内部において住民間の経済格

差を反映した都市開発になることが多い。それと同時に,都市開発はそのような格差をよ

り増大させるものとなっている。しかし,両者ともに住民間の経済格差を反映しつつも,

異なる点は,発展途上国では都市開発の原動力が国内資本ではなく,外国資本による都市

開発であったことと,都市開発によって恩恵を受けることが多いのが,発展途上国では一

部の富裕層であったのに対して,先進国では都市開発によって住宅を購入できたのは一部

の富裕層だけではなく,中間階級の人々や世帯であり,この中間階級の層の厚さが先進国

の特徴である。

多くの発展途上国では,農村から大量に流入する人口により都市人口が急速に増加し,

大都市がますます巨大化してメガシティが形成されつつあり,大量に流入する人口に対し

て十分な雇用や住宅が確保されないまま,大量の失業者の発生や住宅不足の問題を深刻化

させている。これらの都市は過剰都市化の状態にあるといえ,この概念が発展途上国の都
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市発展の仕組みを説明できるものとされていたO　生田(1998)によると,マレーシアと韓国

の都市開発を比較して,国内産業の育成を図った韓国に対して,マレーシアは外資依存の

工業化をはかり,州政府の経済開発公社がクアラルンプール郊外に工業団地と住宅団地の

建設により,大都市圏の整備と開発がすすめられた。また,小長谷(1999)がジャカルタの

都市開発を事例として指摘したように,発展途上国における都市開発は外国資本の存在を

無くしては語れないものとなっており,従来とは違った説明が求められている。

このように外国資本による都市開発への影響は,グローバル経済化が進展する今日にお

いて,雇用面や経済活動において看過できない。グローバルな経済活動に従事する雇用者

とその家族だけではなく,それらの経済活動のバックアップ的な活動として各種の経済活

動における雇用機会がフォーマルおよびインフォーマルなかたちで創出され,それらの多

様な雇用機会の創出に依存して,発展途上国では一部の富裕層が郊外地域に住居を購入す

るようになってきている。

社会主義政治体制のもとにあるインドにおける都市開発は,各都市や州の開発公社など

による公的なコントロールのもとで行われているのが一般的であり,過剰に進む都市開発

をいかに抑制しながら都市の発展をコントロールするのかが,中央政府や地方政府の課題

であった。著者がこれまで調査したデリー大都市圏では,デリーの急速な人口増加や市街

地の過密化・過大化に対して抑制政策がとられ,リングタウン(現在のDMAタウン;デ

リー大都市圏都市)などの周辺地域の開発を誘導することによって郊外地域へ産業と人口

の分散がはかられた(由井, 1999, 2004)　しかし,デリーにおける建築規制や土地利用

に関するシーリング制度は,デリー市内での開発行為を抑制するのに効果があったが,そ

れによってデリー周辺部のDMAタウンの乱開発を招いている。結果として,デリーの成

長は抑制政策は,デリー周辺地域を巻き込んだかたちでデリー大都市圏を形成させ,デリ

ー大都市圏への集中を促進したものとなった。

デリー大都市圏と同様に,バンガロールは近年工業化により著しく成長した都市であ

り,インド国内ではデリー大都市圏に匹敵する人口成長率を示している。このような高い

人口増加率は,社会増加によるものであることが明らかである。佐藤(1994)で指摘される

ように,近年のインドにおける人口移動の特徴として州間移動ごとに特徴があるものの,

単身男性の出稼ぎ的な移動から,家族随伴移動も増加しており,農村部から都市へ,ある

いは都市間の人口移動は従来の単身移動が卓越した人口移動に比べて量的にはるかに大量

なものとなる傾向にある。このような家族随伴移動が主となった都市への人口移動の質的

変化は,社会増加後に発生する自然増加の要因となるだけではなく,それに伴う大量の住

宅供給が必要となっている。
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インドにおける大都市の成長は,東南アジアほど都市人口率が高くないため都市化の程

度が顕著ではないと思われるかもしれないが,近年では農村地域から大都市圏への激しい

人口流入によって看過できない状況となっている。社会主義経済体制をとるインドでは,

都市開発は政府主導のもとで地域格差の是正を目的として人口と産業の分散政策がとられ

ているために,岡橋・友滞(1997)によるM.P.州ピータンプル工業開発地の事例にみられる

ように,経済後進地域においても積極的な産業誘導政策がとられていた。しかし,近年の

経済の自由化以降,政府による地方への誘致政策にもかかわらず,外資の直接的投資は大

都市に集中し,結果として産業と人口は大都市圏に集中している。

これまでインドは,産業ライセンス政策により,民族系企業が優先され　高度技術や輸

出志向の産業に限定されていた選別的な外資政策をとっていたが(山崎, 1997) ,自国産

業の育成に比重を置いていたインドにおいて,外資導入による工業化は,インフラ整備の

高負担や中間層の台頭など様々な現象を引き起こし,新たな課題を生じさせている。この

ような外資導入に伴う課題の中で,都市開発においても,教育などの社会開発,労働市場

の自由化,小規模工業の保護政策,土地市場の自由化,市街地保有制限法の廃止など,多

様な問題が生起している(古賀, 1998)

1990年代の経済開放後のインドにおける大都市圏の成長は,大都市圏に外国資本の投資

が集中することにより顕著な現象となっている。岡橋(2003)による工業開発地の分布,友

揮(1999, 2003)による自動車産業の立地,日野(2004)による大手消費財メーカーの立地,

鍬塚(2004)によるコールセンターの立地など,デリーを中心として大都市圏内に外資の投

資先が集中していることが明らかにされている。バンガロール大都市圏の成長も例外では

なく,シンガポール資本によるITP (International Technology Park)などの外国資本による開

発を好例として,バンガロール大都市圏内には数多くの海外からの投資がみられ,既存の

工業集積との相乗効果により急激な成長をみせている。

本研究は,バンガロール大都市圏を事例として,インドにおける都市開発と住宅供給の

実態を明らかにすることを目的とする。また,バンガロール大都市圏を事例として郊外住

宅地の開発と居住者の特性などから,インドの大都市における郊外発展の要因の解明にも

分析を試みる。上記の目的のために,本稿ではバンガロール大都市圏の都市開発に関する

マスタープランの分析,そのマスタープランを作成し,それに沿った開発を実施している

バンガロール開発公社(BDA)の開発担当責任者からの聞き取り調査　BDAと同様にバン

ガロール大都市圏内において住宅開発を行っているカルナ-タカ州ハウジングボード

(KHB)において住宅開発計画に携わっているプランナーからの資料収集と聞き取り調査

などを行った。
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Jl.バンガロールの都市計画

バンガロール市は, 2001年センサスでは

大都市圏人口でみると569万人に達したO図

1に示すように,この人口規模は大都市圏人

口でみるとチェンナイを上回っており,バン

ガロール大都市圏はムンバイ,デリー,コル

カタに次ぐ規模となった。バンガロールの人

口増加率はデリーに次ぐ高率であり,このよ

うな人口増加は都市内の経済発展と非常に

密接な関連を持っている。
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図1バンガロール大都市圏の人口推移
センサスより作成

近年,バンガロールはIT産業の進出で注目され,当該産業の外資系企業とインド国内

資本系企業の展開がめざましい。しかし,上述のように,印パ分離戦争をきっかけとして,

IT産業の急激な発展が生じる以前からインド北部から工場の疎開によるバンガロールへの

移転がみられ,軍事関連の機械工業やシルク生産などの繊維工業をはじめとした伝統工業

の発展など,バンガロールは行政の中心都市としてだけではなく,各種の製造業を中心と

した工業都市的性格を強く持った都市であった。バンガロールの工業都市としての発展は,

都市開発において郊外地域における工業団地の造成が都市開発の主要部分を占めていたこ

とからもわかるが,工業の発展に伴う雇用の増加は市域に大量の人口を流入させることと

なった。そのため,急増する人口対策として郊外地域における大規模な住宅開発が活発に

進められ,同時にスプロール的な都市開発もすすんだ。

都市の発展とともに,建設労働やインフォーマルセクターの需要が増大し,大量の人口

流入がみられた結果,バンガロール市内にはスラムが多数形成された。これらのスラムは,

工業労働者やサービス業,ソフトウェア産業従事者等のフォーマルセクターにおける従業

者の増加による住宅不足とは異なり,バンガロール市内における住宅不足問題の別の側面

を露呈している。スラムは民間所有地に37.2%, BDAとバンガロール市の管轄地にそれぞ

れ16.0%,その他の土地に26.9%が立地しており,これらのスラムを管轄別にみるとカル

ナ-タカ州スラムクリアランス・ボード(KSCB)が全体の68.1%, BDAとバンガロール市

がそれぞれ16.0%ずつである。しかしながら,スラム問題への対処はすべてKSCBが担当

するのではなく, BDA管轄地のスラムはBDAによりスラムクリアランスが行われる。つ

まり,管轄地によりスラムクリアランスの担当が異なるので,市内で統一的な対処ができ

ない問題があるo
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バンガロールは1971年から1981年にかけての急速な発展をもとに, BDA(Bangalore

Development Authority)によって総合開発計画(Comprehensive Development Plan,略称

CDP))が準備された　CDPは1984年にカルナ-タカ州政府によって認可されたが, 1970

年代に76%にも達した急激な人口増加率は, 80年代には40%台に低下したため, 1995年

にはCDPの修正案が認可された。現在はCDPの修正案に従った「Bangalore2011A.D.」に

基づく都市開発が実施中である。現在のマスタープランによると,バンガロール市域にお

ける実行計画では,次のような二段階の開発をとっている1994-2001年の第一段階は,

アウター・リング道路と呼ばれる環状道路の残りの部分を完成させ,古いリンク道路の改

良をすること　BDAの計画で開発された土地に隣接した取得地の開発と,開発のための隣

接地を取得すること,水源となるため池の保全,市街地周辺のハイウェイ建設のための税

制上の連携,登録住宅建築協会(Registered Housing Building C0-operative Societies)に権利を

与えられた全ての土地の開発,などが計画されている。第二段階は2001-2011年の実行期

間で,南方向,南東方向,南西方向における連接都市(Conervation)地域に残されている土

地の取得と開発,地下鉄供与までに環状鉄道,歩行者道路などの建設,主要道路の立体交

差の建設,郊外地域におけるバランスをとった大規模商業センター(ショッピング・コン

プレックス)の建設,地域公園の開発,申請者や政府に代わってBDAによる公的・準公的

1 0kln

ド-I一一→
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BDA資料より作成
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現在のマスタープランは, 1279k I頑こもおよび,バンガロール大都市圏地域における全

ての開発の政策と計画の輪郭を描いている(図2)　CDP修正案の主要な特徴は,第1に

開発地域が597km,グリーンベルトが682kmとなっており,大都市圏を内側の開発地域

と外周部のグリーンベルトに分けている点である。この発想は,大都市周辺地域のスプロ

ール的な開発を防ごうとしたイギリスにおける大ロンドン計画に模した計画のようにも思

えるが,実質的にはグリーンベルトの緑地保全というものとは意味が真なっている。第2

に,グリーンベルト内の村落の開発計画を準備している点である。インドにおける大都市

圏の開発においては,開発地域内の村落はその既得権を保護するために開発の対象地域か

ら免れるものの,激しい都市開発の影響を受けて,農業を営まなくなって都市化したアー

バン・ビレッジに変容していることが多い。しかし,バンガロールでは都市開発計画にア

ーバン・巨レッジを組み込み,当該地域の既存村落の開発を促進することによって,村落

地域の生活水準の向上を図ったものである。

第3は,工業や住宅に関する新しい需要に応えて,ゾーニング規制を修正している点で

あるO　第4には,バンガロールのローカルプラン地域における成長を抑制することを推輿

している点である。第5には,中小規模のまちの建設を促進している点である。大規模開

発に着手するには,開発資金の不足が問題であるが,それよりも中小規模の「まち」が持

つ良さを追求しようとする。第6には,公共交通機関(MRTS)の提案である。

表1　土地利用の現況と土地利用計画

L an d U Se

1990 年 の 土 地 利 用 状 況 20 11 年 の 土 地 利 用 計 画

A rea in

h ectare s

%
A rea in

hectare s

%

R e side ntial 98 77 .6 5 34 .78 % 2 43 69 .2 4 3.16%

C o m m e rcia 6 75 .0 7 2 .3 8% 16 43 .6 8 2.9 1%

Ind ustria l 20 38 .6 1 7 .18% 38 44 .0 7 6.8 1%

P ark a nd o pe n spa ce 26 5.64 9 .2 % 77 88 . 5 3.79%

P ub ーic an d se m i pu blic 2 13 2.16 7.5 % 49 08 .9 8.6 9%

U n -c a ssifie d 2 4 .24 7 .44 % 1 6 97 .04 20 .72%

T ran sp o rtatio n 89 46 .6 3 3 1.50 *' 22 3 -9 4 3.9 2%

T ota 一 2 84 00 .00 100 .00 % 5 64 65 .00 00 .0 0%

資料:BDA
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マスタープランでの土地利用計画は,表1に示すように大幅に住宅地と公園・オープン

スペースを拡大する予定である。特に,住宅地は1990年の現状では9877.65ha(34.78%)で

あったが,マスタープランの「Bangalore2011A.D.」では24369.21ha(43.16%)と2倍以上の

面積が計画されている。これは,バンガロールにおける住宅不足の深刻さを示している。

また,工業用地も2038.61ha(7.1　から,マスタープランでは3844.07ha(6.81%)に,ほぼ

倍増している。交通面では,輸送の分散化を図って62.9kmの外周道路のアウター・リング

道路(OuterRingRoad)を計画しているが,アウター・リング道路の建設を迅速に,かつ

効率的にするために, BDAは民間資本による建設(BT ; BuildandTransfer)の参加を求め

た。これはBDAの資金不足を露呈したものであり,都市開発におけるBDAの存在意義が

問われるものとなっている。しかし,アウター・リング道路の建設の遅れは工事に伴う交

通規制をもたらし,その交通規制がさらに交通状態を深刻化させている。

マスタープランでは住宅に関して,以下のような計画が立てられた。バンガロールは特

に深刻な住宅不足状況にあり, 2011年マスタープランのためのCDP計画は135,271戸が不

足すると示した。 2011年の住宅需要に見合うように,マスタープランは公的および民間部

門の機関の両方によって,住宅ストックを増加させることにした1995年には民間資本,

コーポラティブ住宅ソサイエティなどによるグループハウジング(分譲型高層集合住宅)

計画を促進するために,さらに,公的・民間資本を含めた合同計画推進など,住宅ストッ

クの増加をさらに加速させた。その結果,大規模な住宅開発は市街地内や郊外地域に急速

に増加しており,それに伴う市街地の高層化と郊外地域のスプロール的な乱開発状態が引

き起こされることとなった。

また,都市圏内の住宅供給活動を促進するために,マスタープランでは次のようなこと

が計画されている。第1に住宅用の土地の開発の促進,第2に, RentControllAct (賃料法:

借家統制法) , LandRevenueAct (土地税法) , Land Reforms Act (土地改良法) , Urban Land

CeillingAct (都市土地シーリング法)によって合法的に障害を無くすこと,第3に,低価

格住宅(Low-costhousing)の促進と建設費の最小化,第4に十分かつ厳密な金融の流動を

確保することである。このようにBDAによるマスタープランでは,強力な法的規制を後ろ

盾として住宅供給数を確保しながら,開発をコントロールすることが都市計画を立案し,

実行するBDAの存在意義を明らかにすることにより組織の存続を訴えているのである。

インドの大都市においては,上記のように,住宅供給のためにさまざまな法律によって

スプロール的な開発を制限しながら,住宅の供給数を確保するために, BDA等の開発公社

や各州のハウジングボード等の公的機関により低価格住宅を大量に供給することが通常行

われている。しかし現実には,低価格住宅とはいえ実際には低所得者層向けの住宅ではな
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く,低所得者層にとっては公的な住宅供給に依存するか,アーバン・ビレッジ内にある低

家賃の賃貸住宅に入居せざるを得ない。バンガロールにおいても例外ではなく,急増する

人口に対して住宅供給が追いつかないので,市街地内部での住宅を取得できる層は極めて

限定的である。そのため,多くの中所得層は郊外地域において住宅取得をせざるを得なく

なっており,低所得層も比較的良質で低家賃の公的賃貸住宅に入居するために郊外地域へ

移動せざるを得ないのである。

日.バンガロール大都市圏の都市開発と住宅供給

バンガロール市における急激な人口増加は,深刻な住宅不足を引き起こしている　BDA

は1976年の設立以来　63,062区画の住宅地の供給を行っており,住宅は7,296戸を建設

している。建設した住宅の種類は,貧困層向けのEWSが2,792戸, LIGが1,391戸, MIG

が2,498戸, HIGが588戸となっており,経済的に住宅に困窮している世帯を重視した供

給となっている。

バンガロール市の住宅開発は, BDAとKHB (Karnataka Housing Board)が主たる住宅開発

主体である　BDAはバンガロール市域内に供給範囲が限られ　HIGとMIGを都市住民向

けに供給している。それに対して, KHBは州域全体の住宅供給とともに,バンガロール大

都市圏内においても住宅供給を行っており,時にはBDAとの共同で供給する場合もある。

BDAはバンガロール市域内における都市開発を担いながらも,市域内に開発可能な土地が

減少したことに伴って開発行為は次第に減りつつあり,さらに資金不足等の理由によって

計画通りに都市開発を進めることが次第に難しくなりつつある。そのため, BDAでは開発

行為とともに,違法建築の取り締まりと撤去作業や,都市内の再開発にも手を伸ばしつつ

ある　BDAの都市開発担当者からの話では, BDAの略称は「Bangalore Development

Authority」 (バンガロール開発公社)ではなくて「Bangalore Destruction Authority」である

と日朝気味に話していた　BDAがバンガロールの開発において開発行為をスムーズに行う

ことが困難なのは,資金不足もあるが,縦割り行政システムのために,スラムクリアラン

スの時にはBDA,カルナ-タカ州スラムクリアランス局などの複数の機関が役割が重複す

るために,各種機関との調整をしなければならず,また,より強力な都市開発能力をもっ

ているKHBに開発を奪われているためでもある。

以下では,バンガロール市における都市開発の現状を住宅開発の側面から捉えるために,

バンガロール都市圏内では最大級の開発地域であるヤラパンカ・サテライト・タウン

(Yelahanka satellite town)を取り上げ,開発の概要をみた後で,居住者の特性について現

地での聞き取り調査から分析を試みる。またヤラパンカ・サテライト・タウンとの比較の
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ために,市内中心部から近距離に位置し,比較的開発時期が早く,周辺地域の市街化によ

ってインナーサバーブ的な性格となったコラマンガラ(Koramangala)地区を取り上げ,居

住者特性の比較を試みる。

IV.ヤラパンカ・サテライト・タウンの開発

ヤラパンカ・サテライト・タウンの開発は　KHBがバンガロールにおいて限定的な規模

で1974年以来開発したもので　989エーカーの土地に　5,506戸の住宅を建設している。

限定的な開発行為となった理由は, KHBは州政府系の機関なので,バンガロール市内での

開発行為にはバンガロールの都市開発を引き受けるBDAとの調整が問題となったからで

ある。ヤラパンカ・サテライト・タウンは,バンガロール市中心部からナショナル・ハイ

ウェイ7号線沿線の北に約16km離れた農村地域に開発された1974年に住宅・都市開発

協会(Housing & Urban Development Organization,略称HUDCO)による財政的支援を受けて,

カルナ-タカ州ハウジング・ボード(KHB)が主体となって開発した郊外核であり,宅地供

給が始まったのは1986年で,住宅供給の開始は1988年である。その形状はハワードの田

園都市や東京都の田園調布と同様に放射状道路と半円状道路が組み合わされた幾何学的な

同心円構造が特徴であり,中心部には学校などの公共的な土地利用を配置している。バン

ガロール大都市圏では,同様の大規模なサテライトタウンでは市域西部のKengeri Satellite

Townがあり,このような郊外ニュータウンの開発によって,市街地中心部に集中する製造

業と住宅の郊外分散がはかられている。

また,このような大規模開発地に取り囲まれた形で,既存のヤラパンカ(Yelahanka)村は

選挙などにおける農村の政治的権力が新興住宅地に埋没しないように開発から残され,農

村の既得権力を維持させるためにアーバン・ビレッジとして,農業収入に依存しない村落

へ変容している。

ヤラパンカ・サテライト・タウンは,居住者向けの各種施設を整備するとともに,水の

供給に関しては屋上タンクや地下タンク,寺院,教会,モスク,レストランなどを計画的

に配置している。他のインドの大規模な都市開発と同様に,ヤラパンカ・サテライト・タ

ウンは住宅地と工場用地を隣接させた職住近接を想定している(図3) 。開発計画による

と,開発地域内には中心部に学校と中小規模の工場を配置するとともに,隣接地に大規模

工場を配置している。進出している企業は,サザン鉄道の車輪と車軸工場(253エーカー),

エスコート社(50エーカー)などであるOバンガロールのマスタープラン2011ではヤラパ

ンカ・サテライト・タウンを含む計画地区は,総面積1428haのうち,学校などの公的・準

公的利用が34.15%,住居利用が32.21%,交通・輸送利用が21.48%,工業用地が6.12%,
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公園・オープンスペースが5.38%であり,サテライト・タウン内には工業団地が含まれて

いるものの,都市計画の地区単位全体では工業用地の割合はそれほど高くない。

図こ号　ヤラパンカ・サテライト・タウンのレイアウトプラン
(KHB資料より作成)

ヤラパンカ・サテライト・タウンは,全開発面積のうち3分の2強の675.21エーカーを

KHBが段階的な開発用地として保有している。開発地域は3つのセクターに分けられ,セ

クターAは土地分譲とサービス業用地,セクターBとセクターCは多様なカテゴリーから

なる住宅の建設地である。供給される住宅数はBセクターとCセクターで合わせて3900

戸強が既に建設され, CセクターではKHBにより建設中の住宅が4260戸であるo

開発の内訳をみると,表2に示すように, Bセクターは3段階で開発され,いずれの段

階においても低所得層向けのEWSの割合が高く, 30-60%を占めている。インド国内の多

くの州では,低所得者用の住宅分譲を開発区画の20%以上を確保するように定められてい

るが,ヤラパンカ・サテライト・タウンでは工業団地を隣接させているため,工業労働者

世帯向けにEWSの割合が高い。次いでLIG, MIGの戸数が多いが, HIGの供給数は著し

く少ない。このように住宅の種類の構成は地域状況を反映させており,ピータンプル・ハ

ウジングコロニーではHIGが供給されず, EWSの比率が著しく高かった(由井, 1998)

一方,デリー近郊のノイダでは工業と住宅,サービス業を混合した土地利用計画がなされ

たものの,工業労働者世帯向けのLIGやMIGサイズとともに富裕層向けのHIGの供給数

が多かった(由井, 1999)
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表2　ヤラパンカ・サテライト・タウンにおける住宅供給

Table 2　Details of houses constructed, sites formed by K.H.B. at Yelahanka N.T.S.

Source: K.H.B.

ヤラパンカ・サテライト・タウン内の住宅はミックス・ディベロップメントの住宅供給

政策のもとに,高所得者向け住宅(HIG) ,中所得者向け住宅(MIG) ,低所得者向け住

宅(LIG.) ,貧困層向け住宅(EWS)を計画的に混在させる混合住宅計画(CHS: Composite

Housing Scheme)で,なかでも工業開発との関連からEWSの供給量が多いのが特徴である。

ヤラパンカ・サテライト・タウンでは,当初, EWSが中心であったが,次第にcomposit

といわれるような各種の住宅を混合させた住宅供給が主体へと変化した　KHBの担当者に

よると,当該地区における住宅供給数を確保するために,今後は戸建て住宅の供給より

LIG., MIG, HIGのフラットが大量に供給される予定である。

KHBによると,各種類の住宅の購入資格は以下の通りである　HIGは月収7500ルピー

以上, MIGは月収4500以上7500ルピー未満, LIGは月収2100以上4500ルピー未満, EWS

は月収2100ルピー未満であり,購入金額はLIGが24万-30万ルピー, MIGが38万-46

万ルピー, HIGは65万-80万ルピーであった　KHBによる年次レポートによると, 2001

年までに供給された住宅総数は約3500戸であり,当初の計画のまだ半分にも達していな

い。

ヤラパンカ・サテライト・タウンのマスタープランによると, KHBは開発当初,実験的

に自己資金計画(SFS; self-finance scheme)のもとで中層のフラットを建設し,第I期の

1986-87年には56戸の住宅を分譲した。次いで第Ⅱ期には, KHBは1988-89年に有名建築

家によりデザインされた117戸の住宅を建設した。これらの住宅はSFSの住居タイプで,

すべて分譲住宅であったが,建築費は計画を上回り, 277.601akhs.であった。
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その次の第Ⅲ期では,戸建て住宅の実験的供給として, 21戸のEWS, 20戸のLIG, 22

戸のMIGが建設された。 「土の技術(Mud Technology) 」と呼ばれる技術によって,土

を固めて製造されたブロックで建設され, KHBは全部で63戸の住宅を完成させ,分譲し

た。第Ⅳ期には,HUDCOにより資金を受けたKHBは,2段階で707戸の混合住宅計画(CHS)

建設プロジェクトを立ち上げた。計画の見積もり費用は, Rs.334.531akhs. (3345万3千ル

ピー-約8700万円)であった。

また,高速道路の建設は完成したが,地域内の衛生設備,電気設備,上水道は部分的な

ものにとどまっている。この計画では,ハウジングボードは保育園が併設された住宅を建

設している。 35エーカーの土地の地域にSFS (自助資金計画)のもとでHIGが208戸供給

された　SFS住宅は208戸すべてが完成し,住宅に居住する購入者に対してのみ供給され

たが, 8戸は空き家で投資目的とみなされるため, KHBから警告を受けている。

この期間に, KHBは南アジアで最初となる威信をかけて,就業女性のためのプロジェク

トを提出した。その詳細は, 104人の就業女性にLIG64戸, MIG40戸の集合住宅を5860

万ルピーで供給をするものである。その後,設計者から要求された製図,デザイン,計画

の他の詳細事項を出すことができず,インド国内の民間企業の資金により製図とデザイン

が実行されることになった。

第Ⅴ期は, 707戸の混合住宅計画の建設計画が完工した後, 1433戸(EWS185戸, LIG594

戸, MIG598戸, HIG56戸)の混合住宅計画の建設プロジェクトがHUDCOの財政支援を受

けて認可された。しかし,申込者が少なかったため, KHBは4つの民間業者に対して, 1433

戸の混合住宅計画を認可したが, 707戸の混合住宅計画が失敗したため,建設は開始され

ず,最終的には1990年11月にKHBは計画を廃止した。

V.コラマンガラ住宅地の開発

コラマンガラは, 1985年頃からBDAにより開発された住宅地であるが　BDAによる開

発前から土地投機によって個人住宅が既に建築されていた　BDAはそれらの開発地を取り

囲むように土地区画整理を行い,住宅地の開発と供給を行った　BDAはスプロール的な都

市拡大を始めた郊外地域を都市計画対象にすることによって計画的な都市整備へと移行さ

せたのである。また郊外の大規模住宅地が所得階層の混合をはかったミックス・ディベロ

ップメントを開発方式にとったのと比較して,コラマンガラでは低所得層向けの住宅供給

がほとんど計画されなかった。コラマンガラ地区では,市街地に近接した住宅地であった

好条件により投機的な土地取引が活発に行われた結果,地価が急騰し,限られた富裕層し

かこの開発地では土地や住宅を購入できなかった。
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BDAが作成したマスタープランによると,コラマンガラ地区はインディラ・ナガールと

ともに9Aセクターに組み込まれ,当該セクターの開発計画では総面積が2066ha,住宅地

が29.92%,道路などの交通・輸送が19.22%,商業用地が2.66%,それに分類のできない

未利用地が25.73%である。コラマンガラにおける都市計画上の土地利用は,他のセクター

に比べると工業用の用途の比率がやや低く,住居と公共用地に特化している。

コラマンガラ地区では　BDAは道路や上下水道の整備,公園やコミュニティ施設などの

公共設備の整備など,インフラ整備と土地区画のプロットの供給を行った。コミュニティ

施設のある建物はBDAの事務所も入っており,商業施設や銀行,小規模なオフィスなども

入居する複合ビルとなっている。また,開発地域内には,医科大学や大規模病院の立地の

他,大型商業施設も配置され,生活関連施設の整った住宅地となっている。この閑静な住

宅地には,ソフトウェア関連の会社や鉄鋼関係の企業がゲストハウスとして所有する大規

模な住宅がいくつもあり,ミドルクラス中心の他の住宅地とは異なった雰囲気がある。

さらにコラマンガラの特徴は,開発地域内に大規模な工業地区がないために良好な住宅

地としてのイメージを保持できたことであり,地域内にはウイプロなどのソフトウェア産

業のオフィスが散在している。現地での聞き取り調査中にも,老人夫婦の住む戸建て住宅

の2階フロア(70m程度の広さ)に,東京本社のソフトウェア会社(社長はインド人で,

東京在住)のオフィスが入居していた事例があった。このことはメタ(2000)による分布図

にも示されていたが,コラマンガラと同様に,富裕層の住宅地であるインディラ・ナガー

ルにもインフォシスなどのソフトウェア産業のオフィス立地が数多くみられている。

バンガロール市の郊外にはエレクトロニック・シティやホワイトフィールドのITPのよ

うなビジネスパークが開発されているものの,オフィス賃貸料が高いうえに従業者の通勤

の便が不便である。また,市街地の中心部にこれらのオフィスが集中しないのは,オフィ

ス賃貸料の問題がある。そして何よりも,ウイプロなどの大手企業もコラマンガラ地域内

にオフィスを構えているのに対応して,その下請的な仕事の需要があるため,当該住宅地

にソフトウェア産業が集積したと思われる。つまり,ソフトウェア産業はプログラミング

のかなりの部分をアウトソーシングとして外注することが多く,ネットによる仕事のやり

とりがあるにもかかわらず,直接的な打ち合わせ部分も多いために,大手企業のまわりに

下請的な小規模な会社が立地するようになるのである。

また,プログラマーの居住地もこの住宅地内やその周辺地域にあって職住近接傾向が強

い。日本や欧米の諸都市において,ソフトウェアのプログラマー達が残業によって帰宅時

間が遅くなるために都心居住の志向が強いという傾向があるのとは単純に比較はできない

が,市内の中心地域からそれほど離れていないコラマンガラ地区も同様にソフトウェア関
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連の従事者に好都合の立地を提供している。

また,外資系のソフトウェア産業に従事する外国人の住居もコラマンガラ地区に多く,

ドイツ人のプログラマーが戸建て住宅を借りていたり, 2階フロア全体をオランダ人のプ

ログラマーに賃貸に出したりしている世帯もあり,かなり高額の家賃を支払っても住宅購

入せず,アメリカ系資本の大企業に従事するインド人の若年夫婦や,娘が東京でソフトウ

エア開発に従事するプログラマーの世帯もいるなど,外国人や外資系企業の従業員が多く

住むという高級住宅地としてのブランド・イメージを持った地域となっている。

コラマンガラ地区の開発に関するマスタープランなどの資料はBDAから得ることがで

きなかったが,現在のコラマンガラは, 1970年代にBDAが開発して高級住宅地となって

いるインディラ・ナガール(Indira-nagar)と同様かそれ以上に富裕層が多く住む良好な住宅

地といわれている。その理由は,インディラ・ナガールと同様に市街地中心部からの距離

が近くて利便性が高いこと,住宅地域内の都市計画道路が広く,生活道路と区分されてい

ることで交通の騒音が少ないこと,住宅地の区画が高所得者用のHIGタイプで広いこと,

大学や学校などの教育環境がよいことなど,住宅地としての好条件を得られるためである。

Vl.ヤラパンカ・サテライト・タウンとコラマンガラ住宅地の居住者特性

バンガロール郊外における世帯の特徴と,郊外居住者の生活の特徴を明らかにするため

に,ヤラパンカ・サテライト・タウンとコラマンガラ地区の住民に戸別訪問による聞き取

り調査を行った。先述のように,調査対象とした両開発地区はバンガロール市内では大規

模な開発地であり,全体的な特徴をつかむことが困難であるので,サンプル調査を実施し

た。ヤラパンカ・サテライト・タウンとコラマンガラ地区の聞き取り調査は,世帯状況,

経済状況,人口移動状況などに関する同一内容の調査項目からなる調査シートを用いて実

施したOヤラパンカ・サテライト・タウン内での調査対象にBセクターを選んだ理由は,

Bセクターの住宅構成を示した表3からわかるように,当該セクターがHIG, MIG, LIG,

EWSの戸建て住宅と, HIGとEWSのアパートが混在した多様な住宅供給がなされた地域

であり,ヤラパンカ・サテライト・タウンのなかでは最も他種類の住宅が混在したセクタ

ーであるからである。 AとCセクターにはアパートが無く,しかも戸建て住宅の種類も限

定的であるため,住宅の種類別に居住者特性を把握するには問題があると考え,調査対象

ブロックをBセクターのみにした。

コラマンガラでの聞き取り調査は,当該地域のなかで最も供給時期の古い16A main遵

路と6A道路, 6B道路に面した住宅地で実施した。この地域は土地区画が広く,建坪面積

の広い建物が多い地域であり,敷地内には富裕層の子弟が通学するパブリックスクールや
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表3ヤラパンカサテライトタウンにおける住宅供給の詳細

T a b le 3 H o u sin g A ctiv ity fro m 19 7 4 p h a se w ise , w it h fin a n c ia l a s sista n c e fro m H o u s ing & U rb a n D e v e lo p m e n t u rg a n is a sio n LH U D L

p articu la rs C atee Drv o f H ou se s
E W S ho use s E W S flats U G U G flats M IG M IG fl a U H IG H IG flatd S F S B F S fla td T ota l

C o m p lete d P roje ct:

S e ctor B I P h ase 2 3 8 12 8 1 50 4 8 5 0 6 14

S e ctor 'B II P ha se 3 2 0 1 65 12 8 6 99

S e ctor 'B III P ha se 4 8 6 3 14 19 4 5 7 10 5 1

S a nita ry co re (c o ns id ere d a s E W S ) 23 4 2 34

S .F .S .fl a ts in S ecto r B ' 5 6 5 6

S .F .S .ho u ses 'B 'ty pe in S ecto r B 1 17 11 7

S .F▼S .ho u ses 'A ty pe in S ecto r C 20 8 2 0 8

6 3 E x pe rim e ntal h ou se s in S e ctor

'C u nde r C .H .S一IV P ha se
2 1 20 22 6 3

C .H .S .IV P h as e in S ec to r 'C (70 7

h ou se s)
20 6 2 68 2 33 70 7

6 6 a nd 9 8 M IG ho us e s at

P utte na ha lli an d G a nd h in ag ar layo ut
ー64 16 4

total (a) 150 5 128 9 1 7 48 7 49 1 85 3 25 5 6 3 9 13

p rojec t:

S in gle w o rking w om en c on do m in iu m

B to c k in S ec to r C
64 40 ー0 4

S .F .S .h ou se s IV P has e in S e cto r C 4 07 40 7

C .H .S .V th h ou se s P ha se 2 49 h oU Se S 2 49 24 9

G o stru ctio n of 35 00 M uttistorey ed

te ne m en ts u nd e r C H S V P h as e
99 6 ー504 10 00 3 50 0

tota l b 0 1 06 0 1 793 10 00 4 07 4 2 60

G ran d tota l(a + b) 15 0 5 12 8 91 7 1 10 8 74 9 1 793 18 5 10 00 7 32 56 81 73

S.F.S∴ Self Finance Scheme

C.H.S.: Composit Housing Scheme

Source: ′'Details of metropolitan division No,1 Karnataka Housing Board Yelahanka

私立幼稚園が立地している。幼稚園の送迎風景からもわかるように,母親たちが自ら自動

車を運転して子どもたちの送迎を行っており,送迎用に人を雇う北インドのデリー等とは

対照的である。南インドでは女性の教育水準が高く,社会進出もめざましく,女性ドライ

バーも多いとのことであるが,自ら運転して子どもの送迎をする主婦層が登場しているこ

とは,従来のインドにおける専業主婦のイメージとかけ離れた姿が垣間見えた。

ヤラパンカ・サテライト・タウンとコラマンガラ地区での聞き取り調査は, 2002年12

月11日から20日にかけて戸別訪問により実施した。ヤラパンカ・サテライト・タウンで

の聞き取り調査は　HIGアパートを除いてはぼ好意的に対応してもらい,個々の世帯での

聞き取り時間は30分から1時間程度であった　HIGアパートでは,ドア越しに調査を依頼

することが多かったが,セキュリティ問題も深刻とのことで戸建て住宅に比べて調査拒否

にあうことが多かった。しかし,さらに調査が困難だったのはコラマンガラ地区での聞き

取り調査であった。この地区も治安問題が深刻とのことで戸別訪問での調査依頼は困難を

極め,これまで著者が行ってきたデリー郊外のノイダやピータンプル・ハウジングコロニ

ー等の戸建て住宅に比べて回答を拒否されることが非常に多かった。しかも戸建て住宅の

大部分にはセキュリティ対策のために門番を雇っているため,門番を通して聞き取り調査

の依頼を交渉することも多く,直接居住者の声を聞くことすら困難な場合も多かった。聞

き取り調査に応じた世帯数は,ヤラパンカ・サテライト・タウンでは64世帯,コラマンガ

ラ地区では26世帯であった。
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表4 住宅の種類別にみた住居所有状況

調
査
地

区

住居の種類 持ち家 民間賃貸
社宅 .給

与住宅

公共住宅

(governm ent-

house)

その他 総計

Y elahanka

EW S ll
EW S-A PT S 10 10
L G 10
M IG 10
HZG 12
HIG apts 1 4 6 11

Y elahanka小計 29 16 16 64

Koram aneala 17 26
総計 46 22 16 90
聞き取り調査より作成

聞き取り調査から住宅所有状況をみると,義4に示すように,ヤラパンカ・サテライト・

タウンでは持ち家が45.3%,民営借家が25.0%,公共住宅(government-house)が25.0%で

あった。公共住宅はすべてHIGとEWSのアパートであり,州政府の公務員世帯と一般公

募による募集で当選した世帯が居住している。それに対して,コラマンガラ地区では持ち

家が65.4%,民営借家が23.i:であった。コラマンガラ地区はヤラパンカ・サテライト・

タウンとは異なって土地分譲のみであったため,戸建て住宅が中心となっている1990年

代後半に大規模な集合住宅が建設されたが,それは限定的であり,大部分は戸建て住宅で

ある。民間賃貸住宅となっている住宅も戸建て住宅であり,一部住宅所有者が上層階を賃

貸に出しているものもある。また,当該地区内で最大規模のグループ・ハウジング(分譲

型高層集合住宅)であるRaheja Residencyにも聞き取り調査を試みたが,管理担当者から

の調査許可が出なかったため,ゲート近くで出入りする住民に聞き取り調査を試みた。し

かしながら,回答を拒否する人が多く,半日近くでわずか2人の主婦から聞き取りができ

ただけであった。このような高所得層向けの集合住宅には,セキュリティ重視とプライバ

シーに敏感な人々が居住することが多いため, El本と同様に聞き取り調査はできなかったO

住宅の種類別に世帯主の年齢構成をみると,ヤラパンカ・サテライト・タウンではHIG

には50歳代以上が多いものの,いずれの種類の住宅においても40歳代から50歳代の世帯

主が多く,住宅の種類による世帯主の年齢層の違いが明確ではないものの,退職者と思わ

れる65歳以上の世帯主はMIGやHIGに多く住んでいる。また,コラマンガラ地区では65

歳以上の世帯主が4分の1以上をしめるものの, 30歳代から60歳代までの年齢層がまん

べんなくおり,年齢層に偏りがみられない。

住宅の種類別にみた世帯の所得(1ケ月あたりの全世帯人員の所得を合計)をみると,

ヤラパンカ・サテライト・タウンで37.5%,コラマンガラ地区で50.0%と無回答・回答拒
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llにみた消

住居の種類 白黒テレビ
バイク・ス
クーター

1 0.0%

11　　　　8　　　　3　　　　　8

1 00.0%　　72.7%　　27,3%　　72.7%

8　　　　2　　　　　　　　　2

80.0%　　20.0%　　　　　　　20.0%

10　　　　　　　　　　　　　10

100.0%　　60.0%　10.0%　100.0%

10

90.0%　　40.0%　　40.0%　100.0%

12

8.3%　　　91.7%　　75.0%　　33.3%　100.0%

2　　　　　　9　　　　7　　　　2　　　　9

%　　　　8

Yelahanka小計

10

27.3%　　9.1 %　　72.7%　　90.9%

1　　　　　　　　　2　　　　3

1 0.0%　　　　　　　20.0%　　30.0ォ

1　　　　　　　　　9　　　　6

1 0.0%　　　　　　　90.0%　　60.0%

3　　　　　　　　　7　　　　6

30.0%　　　　　　　70.0%　　som
12　　　10

25.0%　　　8.3%　100.0%　　83.3%

2　　　1　　　　7　　　　6

58　　　　36 14

6.3%　　　90.6%　　56.3%　　21.9%　　79.7%

13 45

20.3%　　4.7%　　70.3%　　64.1 %

6　　　　　2　　　11

54.5%　18.2%　100.0*

2　　　　　　　　　10

20.0%　　　　　　1 00.OX

IO

90.0%　　30.0%　100.0%

10

80.0%　　50.0%　100.0%

12

75.0%　　50.0%　100.0%

7　　　　　2　　　11

18　　　64

64.1%　　28.1%　100.OX

20　　　　　　　　　26

76,9%　　80.8%　100.0%

39　　　　90

67.8%　　43.3%　100.0%

26　　　　　　　　16　　　　26

0.0%　　100.0%　　53.8%　　61.5%　100.OS

84　　　　50　　　30

4.4%　　　93.3%　　55,6%　　33.3%　　85.6%

21　　　　　　　　26　　　17

80.8%　15.4%　100.0%　　65.49S

33　　　　　　　　　1　　　58

36.7%　　7.8%　　78,9%　　64.4%

聞き取り調査より作成

否が多かった。回答者のなかでは,ヤラパンカ・サテライト・タウンでは月収5000-9999

ルピーが29.7%で最も多く,次いで月収10000-19999ルピーが18.8%であった。その内訳

をみると,バンガロール市内の州政府や公的セクターに勤める公務員が多く入居している

EWSやHIGのアパートでは所得が低く,低所得向けのEWSであっても戸建て住宅では

MIGと同様の所得階層が多かった　KHBが分譲したときには,所得水準に応じて住居タイ

プが決まっていたはずであるが,戸建てのEWSは低所得層ばかりではなく,むしろ所得階

層の高い入居者も多くみられる。また, EWSの住居であっても,増築によってHIGとほ

とんど差のない住宅になったものも多い。

それに対してコラマンガラ地区では,調査対象地区が戸建て住宅からなり,調査対象の

世帯の全てが10000ルピー以上の月収であり,最も比率が高いのは月収20000-39999ルピ

ーの階級が26.9%であった。しかし,住民からの話では,インドでは実際の所得は税金の

関係で著しく低く申告する傾向にあるとのことで,実際にはコラマンガラ地区の住民は口

頭での申告よりかなり高額の収入であるようだ。

重松・三田編(2003)こよると, 1993年にインド中央政府が提示した4つの階層区分では,

インドの中所得は世帯月収が2265-4450ルピー(年収3万2000-5万3000ルピー)の所

得で,高所得は世帯月収が4450ルピー以上に該当するとあったが,これはその後の年3-

4%上昇した激しいインフレによって実態とはかなりかけ離れた所得かもしれない。さら

に,物価水準が首都デリーと地方都市ではその差が大きく,バンガロールはデリーに比べ

て給与水準も低い。それらを勘案しても,コラマンガラ地区における居住世帯の所得水準

は非常に高く,ヤラパンカ・サテライト・タウンに居住する世帯にしても中所得階級の中
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で上位にあてはまると思われる。この傾向は,耐久消費財等の所有状況をみても確認でき,

豪5に示すように,ヤラパンカ・サテライト・タウンにおいても冷蔵庫や携帯電話,パソ

コンの所有率が著者が調査したデリー近郊のノイダ等より高い。特にコラマンガラ地区住

民の富裕度はパソコンや自動車保有率が非常に高いことからもわかる0

住宅の種類別に出身州をみると,ヤラパンカ・サテライト・タウンとコラマンガラ地区

のいずれも最も多いのがバンガロール市外のカルナ-タカ州内からの移動がそれぞれ

42.2%, 34.6%であった。バンガロール市内の住宅問題解消のために,バンガロール郊外に

開発された両住宅地はともにバンガロール市内からの転入世帯よりもカルナ-タカ州のバ

ンガロール市外からの転入が多いということが明らかとなった。次いで多いのが,バンガ

ロールの都市地域からの移動であり,ヤラパンカ・サテライト・タウンが28.i:　コラマ

ンガラ地区が19.2%であった。コラマンガラ地区はバンガロールの中心部から近い住宅地

であるが,ヤラパンカ・サテライト・タウンに比べて同一州内や同一市内からの移動が少

なく,州外からの転入者が多いのが特徴であった。 3番目に多いのが,ヤラパンカではバ

ンガロール都市圏内の農村地域からの移動であり　9.4%であったのに対して,コラマンガ

ラ地区では,バンガロールの農村地域からの移動がなく,ケ-ララ州,アンドラ・プラデ

ーシュ州,タミールナド州などの近隣の都市からの移動が多い。これらの南インドの3つ

の州からの移動者の多くは,高学歴で,外国資本や国内資本のソフトウェア関連企業の従

事者などのほか,自営業者などのほか,中東地域からの出稼ぎ世帯がインド帰国後にケ-

ララ州などの故郷に帰らずにバンガロールで仕事をするために住居を購入した世帯や南ア

フリカで商売をしている世帯など,高所得者が多いことに特徴がある。

ヤラパンカ・サテライト・タウンでの聞き取り調査によると,同住宅地にはバンガロー

ル市内の各種政府機関に勤める公務員住宅が多く,割り当てられた社宅であるために,住

居費を節約する目的でこの住宅地にしぶしぶ転居してきたが,交通が不便であることに不

満を持っている世帯もかなりいた。そのはか, KHBに住宅を申し込んだらヤラパンカ・サ

テライト・タウンに割り振られたという世帯も多く,バンガロール市内になるべく近い住

宅地を求めながらもやむを得ず同住宅地に住んでいる世帯も多いことがわかった。このよ

うに,必ずしも希望しない居住地であっても,ヤラパンカ・サテライト・タウンに住まわ

ざるを得なかったのは,バンガロール市内では住宅を取得することが極めて困難であるこ

とと,家賃が安いことを示していると考えられる。それに対して,コラマンガラ地区では

世帯自らの意志によって当該住宅地に転入している。当住宅地への転入理由は,都心から

の利便性とともに騒音が少なく大気汚染が深刻でないことなど,閑静な住宅地の居住環境

を評価したものが多かった。また開発当初から居住している世帯の中には,将来性を見込
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んた投機目的で購入しながら,自ら居住することに満足して住み続ける世帯もあった。

VII.おわりに

バンガロールにおける都市開発について,主として住宅開発の側面からその実態と問題

点をみてきたが,都市開発のうえで問題となっているのは, BDAとKHBの役割分担であ

る。バンガロール市内ではBDAが土地開発と住宅供給を行い,バンガロール市周辺のバン

ガロール大都市圏地域における土地および住宅地開発をKHBが分担しているように役割

分担がなされていたはずであった。しかし,バンガロール市の財政を背景としたBDAは資

金力の弱さがあり,開発が遅れがちになることが多いことなど,近年はBDAの開発能力の

低下が目立っており, BDAはマスタープランの策定や不法建築の撤去,都市内の再開発な

どに活動対象を移行しつつある。そのため　BDAはバンガロール市域内で自己資金による

住宅建設を促すセルフ・ファイナンス方式による住宅供給を取り入れている　BDAの都市

計画担当者によると,土地開発をすることに開発資金の多くを費やしてしまったために,

セルフ・ファイナンス方式によって一定量の住宅地の供給を確保しながら　BDAによる住

宅建築の資金を削減できるのである。また　BDAは市街地内部の過密解消策としての市街

地内部や市街地隣接地域での住宅開発に移行することによって,組織の存在意義をアピー

ルしている　BDAによる開発地域はバンガロール市内に限定され,住宅地域の形成が主目

的となっている。しかし,市域内部における激しい都市化により,開発後の短期間でイン

ナーサバーブ的な地域になりつつある.

一方, KHBはバンガロール市内の住宅供給にも勢力を伸ばしており,郊外核の形成を目

的とした都市開発を行っている　KHBは,開発地域内における住民階層の混合した社会形

成と,職住一致型の総合的都市開発を図っており,単に住宅地形成を目的としたBDAによ

る土地開発とは開発方式を異にしている。しかし,実際には開発地域内の住宅を購入でき

るのは同じ地域内の工業労働者ではなく,居住者の大部分はバンガロール都心部への通勤

者であるため,職住一致型の都市形成は順調に進んでいない。

また　KHBあるいはBDAの両者はいずれも,交通インフラが未整備な状態で郊外開発

を行っている。交通量の増加にもかかわらず,道路状態が悪く,道路の維持管理が行われ

ていないので,交通渋滞を招いている。しかし,州政府の負担が大きいためにこれらのイ

ンフラ整備が遅れがちになっている。

由井(2004)でも指摘したが,インドの都市開発において課題として指摘されるのは,イ

ンフラの整備と管理である。ヤラパンカ・サテライト・タウンにおいても,壮大な計画を

立てて都市開発を進めているにもかかわらず,道路の維持管理がなされていないために,
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せっかく建設した開発地域内の幹線道路は至る所で舗装が壊れて穴が開いてスムーズな交

通となっていないoインフラの建設をしながら,その後の管理がほとんどなされていない

ためであるo開発資金不足の影響と思われるが,建設する一方で壊れていくという状態を

みると,インドでは都市の開発よりも維持と管理の方が困難なことである。

【付記】

本研究は,平成13-15年度科学研究費補助金国際学術研究「経済自由化後のインドにおけ

る都市・産業開発の進展と地域的波及構造」 (研究代表者‥同橋秀典,課題番号13372006)

の一部を使用したo内容の一部は, 2003年日本地理学会春季学術大会において発表した。

現地調査に当たっては,研究代表者の同橋先生を始め,諸先生方に有益な示唆をいただい

たoまた聞き取り調査ではRaghuramarn氏(Bangalore大学院生)に手伝っていただいた。合

わせて感謝したい。
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Housing development in Bangalore metropolitan region, India

YUI Yoshimichi (Hiroshima University)

Bangalore is one of most growing city in India. It locates in the southern part

of India and its economical and political center. This paper aims to report the system of

urban development in Bangalore and clarify the way of suburban life.

Bangalore become the forth biggest metropolice which had 5.69 million

population in 2001. Bangalore is well on the way to industrialization by foreign and

domestic investment. Consequently, many migrants into Bangalore caused urban

sprawl. In order to control urban growth in Bangalore, BDA(Bangalore Development

Authority) was established and made the Comprehensive Development Plan (CDP). After

1984, CDP was modificated twice according to the growth pace of population. Now BDA put the

master plan for 201 1 into operation.

Because of increase of population, the shortage of housing has been serious. BDA

supplied 63063 plots and 7296 houses after 1976. Most of houses were constructed for

economically weaker sections.

In most of Indian cities, urban development is entrusted to each state

development authority or housing board. But in Bangalore BDA make a master plan

develop housing estates and supply houses for urban middle. Recently BDA supplies

HIG(High Income Group) type and MIG (Middle Income Group) type houses. And

KHB(Karnataka Housing Board) which teritory is whole of Karnataka state, supplies

housing in Banagalore city, too. BDA decreases urban development because of the

shortage of government fund.

In this research project ,the author researched the outline of urban

development of Yelahanka satellite town which is one of biggest new town in

Bangalore. Furthermorem, the author researched the characteristics of residents.

Yelahanka satellite town has several types of housing, in order to mixed social classes.

There are many EWS which were supplied for factory workers and staffs. But most of

residents commute to Bangalore inner city. Many commuters feel inconvenience and

complain the housing supply system. And people complain the infrastructure

conditions. Especially, road condition and security becomes worse.
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要旨

南インドの政治・経済の中心都市であるバンガロール市は,インドで最も急成長してい

る都市のひとつである。本研究は,バンガロール市を事例として,インドにおける都市開

発と住宅供給の実態を明らかにすることを目的とする。

バンガロール市は, 2001年センサスでは大都市圏人口でみると569万人に達し,インド

国内第4位の大都市圏人口となったoバンガロールでは従来より,製造業が発展し,近年

ではIT産業の発展で注目されている。このような経済発展に伴う雇用の増加は市域に大量

の人口を流入させ,スプロール的な市街地発展をみた。

そのため,バンガロールは1970年代の急速な発展をもとに, BDA (Bangalore Development

Authority)によって総合開発計画(Comprehensive Development Plan, (CDP) )を準備し,那

市開発を秩序づけようとした　CDPは1984年にカルナ-タカ州政府によって認可され,

人口増加率が低下したため1995年にCDPの修正され,現在はCDPの修正案に従った「マ

スタープラン2011」に基づく都市開発が施行中である。

1970年代以降,バンガロール市における急激な人口増加は,深刻な住宅不足を引き起こ

している　BDAは1976年の設立以来　63,062区画の住宅地の供給と,住宅は7,296戸を

建設した。建設した住宅の種類は,貧困層向けのEWSが最も多く,経済的に住宅に困窮し

ている世帯を重視した供給となっている。

バンガロール市の住宅開発は　BDAとKHB (KarnatakaHousingBoard)が主たる住宅開発

主体である　BDAはバンガロール市域内に供給範囲が限られ　HIGとMIGを都市住民向

けに供給している。それに対して,州域全体の住宅供給を行っているKHBは,バンガロー

ル大都市圏内においても住宅供給を行っており,時にはBDAとの共同で供給する場合もあ

る。 BDAはバンガロール市域内における都市開発を担いながらも,市域内に開発可能な土

地が減少したことに伴って開発行為は次第に減りつつあり,さらに資金不足等の理由によ

って計画通りに都市開発を進めることが次第に難しくなりつつある。

本研究では,バンガロール都市圏内では最大級の開発地域であるヤラパンカ・サテライ

ト・タウン(Yelahankasatellitetown)を取り上げ,開発の概要を明らかにした後で,現地

での聞き取り調査をもとに居住者の特性について分析を試みた。

ヤラパンカ・サテライト・タウン内の住宅はミックス・ディベロップメントの住宅供給

政策のもとに,高所得者向け住宅(HIG) ,中所得者向け住宅(MIG) ,低所得者向け住

宅(L.I.G.) ,貧困層向け住宅(EWS)を計画的に混在させる混合住宅計画(C.H.S: Composite

Housing Scheme)が共通しているが,工業開発との関連からEWSの供給量が多いのが特徴

である。調査した世帯の住宅所有状況をみると,ヤラパンカ・サテライト・タウンでは持
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ち家が45.3%,民営借家が25.0%,公共住宅(government-house)が25.0%であった。公共

住宅はすべてアパートであり,州政府の公務員世帯と一般公募による募集で当選した世帯

が居住している。住民にはバンガロール市内中心部への利便性の悪さに不満をもっている

世帯も多く, KHBに住宅を申し込んだらヤラパンカ・サテライト・タウンに割り振られた

という世帯も多く,家賃が安いためにやむを得ず同住宅地に住んでいる世帯も多いことが

わかった。

バンガロールの都市開発において課題として指摘されるのは,インフラの整備と管理で

ある。ヤラパンカ・サテライト・タウンにおいても,壮大な計画を立てて都市開発を進め

ているにもかかわらず,道路の維持管理がなされていない。
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地理学評論　77-9　628-646　2004

インドにおける日系自動車企業の立地と生産システムの構築
-トヨタ・キルロスカ・モーター杜を事例として-

友滞和夫(広島大学文学研究科)

本稿では,インドのバンガロールに進出したトヨタ社の現地法人トヨタ・キルロスカ・モーター(TKM)

杜を事例として,生産の小規模性に対応して構築された生産システムの特徴を明らかにした. TKM社では,

当面の生産規模拡大の不透明さを前提に設備投資が抑えられ,廉価で調達できる労働力を活用した生産ライ

ンが築かれた.部品は,同国の主要な自動車産業集積地に所在する日系企業,外資系企業,ローカル企業か

ら調達しているが,金額的にはバンガロールに進出したグループ企業によって大部分が占められた.サプラ

イヤーからの部品搬入には,ミルクラン方式が全面的に採用され, JITを実現しながら物流コストを削減す

る仕組みがつくられた. TKM社とローカル・サプライヤーとの取引金額は概して小さく,それらの取引の

基本構造である範囲の経済性の追求を変えるには至っていない.日系サプライヤーの中にも,同社以外のメ

ーカーとの取引を始めているものもみられ,インドでは取引先の多様化が競争優位を獲得する一つの方法で

あることが示された.

キーワード:自動車工業,トヨタ社,生産システム,ミルクラン方式,サプライヤー,インド

I　は　しが　き

グローバル化の時代といわれる1990年代以降の

アジアにおける自動車生産の動向をみると,日本の

生産シェアが低下する一方,東南アジア諸国や中国,

インドなどにおけるその上昇が顕著であるl).こう

した国々における自動車産業の成長は,多国籍自動

車企業の市場戦略と密接な関係を有しながら進行し

ている.日本や韓国のように主に自国の資本によっ

て,自動車が生産・供給されている場合を除き,ア

ジア各国では多国籍企業が設立した現地法人(合弁

企業を含む)が国内の自動車市場形成において重要

な役割を果たしてきた.中でも,日本企業がその中

心的な存在の一つとなっている.

筆者は,アジアでは,中国,東南アジア,インドを

地域単位として,多国籍企業による自動車工場の立

地展開が進みつつあることを論じた(友滞2003a).

ただし,多国籍企業の展開には地域ごとに差異がみ

られ,中国では欧州企業が先行し日本企業の進出は

比較的新しい.東南アジアでは,逆に日本企業が主

役を担っており, 1990年代後半になってようやく

欧米企業の生産拠点が設けられ始めた.インドでは

1990年代前半の経済自由化政策導入により,日

本・欧米・韓国企業がそれぞれ進出し,激しい競争

状態にある.他方,同じ企業であっても,進出国・

地域の自動車産業政策,市場ニーズ,部品サプライ

ヤーの立地状況などの要因が介在し,投入する車種

や市場戦略,生産や部品調達方式などには違いがみ

られる.

日本の自動車企業は, 1980年代以降に急速なグ

ローバル展開を示した.当初はアメリカ合衆国を中

心とする北米で新規立地が相次いで行われ,そこで

の投資が一巡した後は欧州に舞台が移された. 1990

年代になると,欧米での工場新設や拡張に加えて,

新規投資はアジアにも向けられた.こうした1980

年代以降のグローバル展開に対して,経済地理学か

らもさまざまなアプローチがなされ,多くの研究が

蓄積されてきた.たとえば,グローバルスケールで

の日本自動車企業の展開については,宮川(1984)

や松橋・松田(1992)の論考が得られ,前者では時

代別・地域別の動向が,後者では国内生産の再編成

と海外シフトの関係が論じられた.地域別にみると,

- 147



最大の進出先であったアメリカ合衆国において,日

本企業の立地や取引連関の空間的特徴を,特にジャ

スト・イン・タイム(JIT)に代表される日本式生

産方式の導入に着目して論じた研究がなされた.

主要な研究として, Schoenberger (1987), Mair

et al. (1988), Rubenstain (1991), Bingham and

Sunmonu (1992)などがあり,現地研究者側の関

心が高かった.カナダを対象としたものとしても,

高野(1998)や長尾(2000)が得られ,ローカルな

生産リンケージの形成とその変化が論じられた.欧

州については,アメリカ合衆国での日本自動車企業

の立地パターンと比較しながら,共通性と差異を明

らかにしようとする研究が, Jones and North

(1991)により行われた.そのほか,イギリスにお

ける日本自動車企業の立地展開が論じられ(友滞

1994),特に立地が最も早かった日産については,

Peck (1990), Garrahan and Stewart (1991)な

ど現地研究者によって活発な議論がなされた.近年

では,スペインにおけるE]産の部品配送システムを

とらえた斉藤(2001)が特筆される.

アジアについては,宮川(1986)がASEAN諸

国を対象に1980年代前半までの日本企業の全体的

な立地動向を整理した.友樺(2003a)は,東南ア

ジア・インドにおける自動車産業の動向を概括し,

その中で日本企業を位置付けた.国別には,タイ

(Lecler 2002)やインド(友津1997, 1999)を事

例とした研究が得られているが,欧米のケースに比

べると蓄積がいまだ少なく,また概括的な把握が中

心である.アジアにおいても,日本企業が構築した

生産の仕組み,サプライヤーとの部品取引ネットワ

ーク形成およびそれらの空間的特性などを明らかに

し・欧米との比較研究を進める必要があると思われ

る.

本稿は・筆者が継続的に研究を実施しているイン

ドを対象に・日本の自動車企業が現地に構築した生

産システムとその空間的特性を明らかにすることを

目的とする.ここでいう生産システムとは,端的に

は,自動車の生産に必要な生産要素の体系である2).

より具体的にいうと,生産要素は,部品や資材など

の生産対象,生産設備などの生産手段,労働力,そ

して技術・技能などであり,それらを自動車の生産

という目的のために有機的に連結したものが生産シ

ステムである.アジアにおいてもこうしたシステム

自体をとらえる研究が必要であるといえるが,欧米

の現地法人と比べると生産規模が小さい状況の下に

築かれた生産システムの特徴の把握が重要となろう.

ところで,筆者がインドの自動車産業研究におい

てこれまで採ってきたアプローチは,大規模に開発

された工業団地を対象とし,そこでの自動車・同関

連企業の生産・取引活動の実態把握を中心としてお

り,どちらかといえば地域論的な関心,考察となっ

ていた.最近では,先の斉藤(2001)のように配送

システムなどの生産システムに関わるテーマを設定

して,それを深く論究しようとするスタイルの研究

が現れている.これには,生産システムに関わる詳

細なデータや情報の提供という点で,研究対象とす

る企業から協力が得られることが前提条件である.

本稿では,トヨタ自動車(以下,トヨタ社)のイ

ンド現地法人であるトヨタ・キルロスカ・モータ一

社(以下, TKM社)から調査への協力が得られた

ことにより,この前提条件を満たすことができた.

生産システムの把握には,まず①生産ラインや労働

力の構成,部品の配送など,各生産要素の特性を明

らかにすることが出発点となる.これを踏まえて,

②各生産要素の相互関係を論ずることも必要である.

その際には,自動車産業に関する政策や市場の特性,

そして当該企業の戦略を組み込んだ分析を要する.

さらには,自動車の生産はサプライヤー(本稿では,

1次部品メーカーを指す)との密接な取引関係の上

に成り立っため, ③TKM社の生産システムとサプ

ライヤーのそれを関連付けながら,相互の関係を論

ずることも重要である.これらによって,生産シス
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テムの全体を明らかにすることができると考える.

本稿は2001年11月に行った予備調査を踏まえて

構想したものであり,本調査を2002年12月に実施

した.その際に, TKM社,サプライヤー(日系5

社,外資系1杜,ローカル5杜)および2次サプラ

イヤー1社を訪問しヒアリングを行った.また,こ

れら以外に自動車部品企業3杜を訪問し, TKM社

が所在するカルナ-タカ州バンガロールの部品産業

の概要や発展過程についての情報を入手した.本稿

での基礎資料は,こうした形で各企業から提供を受

けた定量的・定性的データであり,新聞・雑誌記事,

各種文献により補足している.なお,本稿で前提と

するインドの政策・制度,自動車産業の動向などは

2002年12月時点のものであり,その後の変化につ

いては触れていない.また,インドの通貨はルピー

であり,調査時点の為替レートは1ルピーが約2.6

円であった.

II TKM杜の設立過程

TKM杜は,トヨタ社とインドの中堅財閥キルロ

スカ・グループが合弁で1997年に設立した企業で

あり,トヨタ社のインド事業を担っている.資本金

は70億ルピーであり,会社設立当初の株式構成は

トヨタ社74%,キルロスカ26%であったが, 2002

年にはトヨタ側が99%を所有する3).経営権はト

ヨタ社が有しており,役員12人はキルロスカ・グ

ループが指名した1人を除いて,同社より出向して

いる.

TKM社の設立過程を述べるに先立って,トヨタ

社のインド事業の歴史を概略しておく.インドでは

1980年代前半の部分的な自由化政策導入期に外資

による事業設立が認可され,自動車産業部門には日

本企業が多数進出した(友滞1991).トヨタ社も

DCMグループと合弁で,小型商用車を生産する

DCMトヨタ社を1984年にデリー郊外に設立した.

この時期には,小型商用車分野に5杜の新規参入が

みられ,四輪車部門では最も激しい市場競争が生じ

同社の生産は年間2000-4000台を組み立てる規模

で推移した.この生産規模では大きな利益は見込ま

れず,トヨタ社にとって同社はインド市場でのノヾイ

ロット的な役割を果たしていたといえる. 1994年

になると,乗用車市場への進出を主張するDCM側

とそれに慎重であったトヨタ社の対立に乗じて,韓

国の大字自動車がDCM側に接近し,株式の過半数

を取得して経営権を握った.その結果,トヨタ社は

DCMトヨタ社の経営から手を引くことになり,イ

ンド市場から撤退する事態に陥った.

ただし,インドはその人口規模から中長期的には

成長が見込まれる市場であり,トヨタ社はそこでの

事業遂行を断念した訳ではなかった. 1995年には

インド系でイギリスに本拠を置くヒンドゥージャ・

グループと企業化調査に着手した.しかし,経営の

主導権を巡る協議が不調に終わり,このプロジェク

トは約半年で頓挫した.この結果,インドで生産計

画を持つ世界の自動車企業に比べて,トヨタ社のイ

ンド事業は大きく出遅れることになった.

その後,トヨタ社がパートナーとして選択したの

が,キルロスカ・グループであった.同グループは,

産業用機器などの製造を主要な事業とする産業資本

であり,本拠はプネ一にある.傘下企業の多くは,

同市やバンガロールに立地している.両社によるフ

ィージビリティ・スタディは, 1996年9月より約

半年をかけて実施され,投入車種,生産規模,立地

場所,現地サプライヤーなど広範な項目について調

査がなされた4).

この調査においてトヨタ社は,インドの調達市場

を鉄板や樹脂などの資材,機械加工機などの設備,

型治具,部品に分けて検討した.その結果,いずれ

の分野も現地に製造する企業があり,品質も使える

レベルに達していて,さらには低コストでの調達が

可能と判断した.特に部品企業については, 150社

に対して訪問調査を実施し,品質・価格・納入など
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図　　TKM杜のサプライヤー分布
(TKM社の資料により作成).

Fig. 1　Distribution of TKM s parts suppliers

の面から査定を行った.その結果, 1997年2月に

約50社が取引相手に仮決定され,調達コストの概

算がまとめられた.また,それら50社では充足で

きない分野については,トヨタ社と資本関係にある

グループ企業に対して進出説明会を開催した.その

効果もあり,プレス・溶接部品,樹脂部品などを生

産するグループ企業の現地法人がインドに設立され

ることになった.

1997年10月にはバンガロール近郊にTKM社が

設立された.同社の立地場所の選定過程に言及して

おく.先のフィージビリティ・スタディの一環とし

て,造成予定を含むインドの主要工業B]地を対象に

多面的な検討がなされ,最終的にはデリー近郊とバ

ンガロール近郊に候補地が絞り込まれた.双方とも

にインドを代表する機械系工業の集積地であるが,

カルナータカ州政府の積極的な誘致活動,気候,合

弁先拠点やインド工科大学(IIT)の所在などを優

れた立地条件と判断し,バンガロール・ルーラル県

のビダディ工業団地に決定をみた.同工業団地は,

カルナ-タカ州政府工業地域開発局が造成・分譲し

たものであり,バンガロールとマイソールを結ぶ州

道沿いに位置する(図1).約660haの広さがあり,

うちTKM杜が取得した用地面積は175haであっ

m

TKM社は,日本からの部品企業の進出に便宜を

図るために,さらにビダディ工業団地内に12haの

用地を取得してトヨタ・テクノパークを整備した5).

同テクノパークは会社組織として運営されており,

資本金の4.5億ルピーはトヨタ社と豊田通商が,お

のおの70%と30%を出資している.主要業務は,

①土地・工場・オフィスの不動産リース, ②食堂・

通勤バス・清掃・警備などの共通サービスの提供,

③電力・給排水・通信などのインフラの整備と提供,

である.テクノパークに進出するメリットは,工業

生産に必要な基本的インフラやサービスが即座に確

保できる点にあり,独自に用地を見っけ工場を建

設・運営するケースに比べると,初期投資を大幅に

抑えることができる.インドのように自動車市場の
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成長が不透明である上に市場競争も激しい状況にお

いて,部品企業に進出を要請する場合には,それら

企業の投資リスクを軽減できる仕組みが必要であっ

た.トヨタ社は世界各地に現地法人を有するが,チ

クノパークを設立したのはインドが始めてであり,

不安定な市場で生産する際に日本から進出する部品

企業に対するリスク軽減策を同国において具体的に

提示したととらえることができる6).

生産車種については,小型乗用車(トヨタ社モデ

ルとダイ-ツ社モデル)と多用途車を候補に検討が

進められたが,インドネシアなどに投入されていた

アジア市場向けの多用途車(車名はキジャン)に決

定された.この車種を選定した理由は, ①世帯当た

り人口の多いインド市場に適していること, ②多様

な用途に対応可能であること, ③先行立地した多国

籍企業は乗用車の生産を中心としており,それらと

の差別化が可能であること,に基づいている.実際

には,インド市場の特性にあわせてエンジンをより

大型化し, 10人乗りに改良してクオリスという名

称で販売することとなった.生産台数は, 2000年

2・ 1万台, 2001年2.9万台, 2002年3.3万台で推

移しており,トヨタ社の海外法人の中では小さい規

模である7).この生産の小規模性が同社の生産シス

テムにさまざまに影響している.

クオリスの販売価格帯は54万-82万ルピーであ

り,最多販売モデルは約58万ルピーである.この

価格は,インドで最も販売台数の多い排気量1000

cc未満クラスの乗用車価格よりも高いが,近年多

国籍企業が相次いで市場に投入している排気量

1500ccクラスの乗用車よりも低く,両者の中間に

位置する. 2001年には多用途車分野での市場シェ

アは約40%に達したが,マヒンドラ・アンド・マ

ヒンドラ社が100%の現地調達で製造する競合車

(車名スコルビオ)を投入したことで,価格面での

競争が厳しくなっている.また, 2003年から新た

に現地生産を始めた小型乗用車(カローラ)に先立

って, 2002年10月には高級車市場に輸入車(カム

リ)を投入しており, TKM社も先発立地した多国

籍企業と同様に複数の市場セグメントに対応した車

両を揃える戦略に転じている.

Ill TKM社の生産ラインと労働力配置

1.バンガロールにおける産業集積

TKM社の生産システムを論じる前に,バンガロ

ールの産業集積について概略しておく.バンガロー

ルはソフトウェアを中心とした世界的なIT産業の

集積地として知られているが(北川2000; Aoy-

ama 2003),機械系工業の集積地としての顔を併せ

持っ.機械系工業の発達は,独立後の1950年代に

時計や電気機器,航空機などを製造する複数の国営

企業の立地によって促進された8).また,それら大

企業との取引に支えられながら小規模企業の増加も

みられた(Jain 1996; 125-128).州政府中小企業

開発公社が1970年代に市の北西部に開発した40

km2に及ぶピーニヤ工業団地は,こうした小規模

企業立地の代表的な受け皿となっている.ここには

約2500の小規模企業が立地し,従業者総数は15万

人,年間売上総額は120億ルピーであり,単独の工

業団地としてはインド随一のスケールといわれてい

る9).あらゆる業種の立地がみられるが,特に金

属・機械加工の拠点であり,自動車部品を生産する

企業も多数所在する.近年ではインドの他都市と同

樵,工業団地の開発は郊外にシフトしており,バン

ガロール・ルーラル県での工業立地が増えている.

自動車関係では,バンガロール中心部から南方向

に約30km離れたタミル・ナードゥ州ホシュール

市にアショック・レイランド社の商用車工場と

TVSスズキ社の二輪車工場が立地している.また,

バンガロール市内にもインド最大の自動車部品企業

として知られるモーター・イ　ンダストリー

(MICO)杜が1951年に創設され,その企業として

の成長は先の2工場と併せてバンガロール都市圏内
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において外注企業の族生を促した10)近年では,

TKM杜に加えてスウェーデンのボルボ社が1997

年に大型商用車を生産する子会社を設立し,自動車

産業の集積地としても成長している.

2. TKM社の生産ライン

TKM社の生産ラインは,通常の自動車工場と同

様にプレス,塗装,組立て,検査の各工程に分けら

れ,流れ作業によって車両が製造されている.生産

はジャスト・イン・タイム方式で行われ, 「かんば

ん」や「アンドン」などによって工程管理がなされ

ている.サプライヤーとの取引にも「かんばん」が

用いられ,部品の在庫は有さない11)このように

生産ラインの基本的な構図はトヨタ社の他工場と共

通したものであり,大きな違いはない.しかしなが

ら,以下で述べるように初期投資の大幅な節約とい

う観点から生産ラインが構築されている点に独自性

がある.

まず,第1には,工場自体の省スペース化を挙げ

得る.トヨタ社の工場建屋の高さは,日本では7m

が標準であるのに対してTKM社では6mであり,

作業用通路の幅も4mのものが2.5mに狭められ

ている.第2に,コストがかかる自動化生産ライン

ではなく,人手に依存したラインが設置された点を

指摘できる.溶接や部品の車体への組付けは,ワ-

カ-が工具や器具により行うので,産業用ロボット

は導入されていない.また,各工程間の車両の移動

は,マニュアル・ハンドリングと呼ばれるように,

ワ-カーの手押しによってなされ12).設備投資が

省かれている.こうした労働力の活用は,労働費の

安さに支えられたものである.第3として,生産設

備・機器は,新調されたものばかりでなく,日本や

インドネシア,台湾のトヨタ社工場から移管された

ものを多数利用しており,初期投資を圧縮している

点が挙げられる.第4に,生産ラインには直接関係

しないが,クオリスに用いられる部品は価格が優先

されており,最新の仕様ではないことが挙げられる.

たとえば,ワイヤー--ネスは10年程度前の設計

のものが使用されている.

こうした徹底した初期投資の節約や生産コストの

削減は,同社がインドの自動車市場の成長に対して

慎重な見方をしており,投資は必要に応じて追加的

に行うという判断に立脚したものである. 1990年

代にインドに進出した自動車企業は,総じてこうし

た初期投資の節約を重視している.現代自動車のイ

ンド法人であるヒュンダイ・モーター・インディア

社も生産設備をヒュンダイ・カナダ工場から移管し

たし(友滞2003b),本田技研の現地法人であるホ

ンダ・シェル・カーズ・インディア杜も工業用地を

リースし,産業用ロボットではなく人手に依存した

生産工程を構築した.これらは,土地や生産設備に

多額の投資を行い過剰投資の懸念を持たれていたデ

ーウ・インディア社(友滞1999)が,結局は事業

を清算せざるを得なかったケースとは好対照である.

3. TKM社の労働力配置

TKM社の従業者数は2002年9月時点で2019人

である.その配置をみると,管理・財務157人,マ

ーケッティング107人,購買36人,工場1719人と

いう構成である.間接部門は小さく工場部門に労働

力の主体が置かれていることがわかる.また,各部

門のトップには,トヨタ社より派遣された日本人が

就いている.

工場に配属されている従業者のうち,直接生産に

携わる者は1559人である.主要工程ごとには,プ

レス227人,溶接520人,塗装285人,組立473人

という内訳である. TKM社では溶接工程の自動化

率が低く,日本と比べると同工程に配置される人員

の比率が高くなっている.各工程での作業は, 5-

10人のワーカー(TKM杜ではチ-ムメンバーと呼

ばれている)から構成されるチーム単位で行われる.

ジョブ・ローテーションによってワーカーの多能工

-152-



化が図られ, 1人が担当できる作業工程は三っ以上

であり,柔軟な労働力の配置を可能としている.各

チームには,チームリーダーが置かれ作業の指揮を

執る.さらに複数のチームを統括するグループリー

ダー(ェンジニア)が各工程に1-3人程度置かれ

ている.こうした労働力の配置自体は,トヨタ社に

おけるそれと共通しているが,ワーカーが管理職に

昇進できる仕組みはない.それは,要求される学歴

が職階間で異なるからである.ワーカーに要求され

る学歴はITI (工業技術訓練校)卒であるが,チー

ムリーダーは高専,グループリーダーは大学卒以上

の資格が必要である.こうした人事の基本方針は,

インドの一般的な労働慣行に則したものである.

求人を実施した範囲にも職階問で差異がある.ワ

ーカーの9割以上は地元のカルナ-タカ州内から採

用された.平均年齢は22-23歳と若く新規採用が

中心であった.管理職であるグループリーダーは全

国から募集され,経験者が優先されている. 1カ月

当たり労働費はワーカーで8千-1.2万ルピー,チ

ームリーダーで1万　4.9万ルピー,グループリー

ダーで1.7万-3.5万ルピーであり,職階による明

瞭な格差があるが,地元では最も高い賃金水準にあ

る.なお,ここでいう労働費は,基本給に加えて会

社が負担している諸手当・経費などの総額であり,

従業者が直接受け取る賃金は先の金額の7割程度で

ある.

TKM社の従業者のほとんどはバンガロール市内

に居住している.しかし,ビダディ工業用地は公共

交通機関の便に恵まれない上工場の稼働は24時

間・3シフト体制で行われ,かつ残業もあり得る.

したがって,通勤手段を従業者任せとせず,工場の

稼働状態にあわせた通勤の便を会社側で確保する方

法を採った.インドでは,管理職には通勤手段の提

供が通常みられるが,ワーカークラスにまで直接便

宜を図ることは少なく,その点において同社の方式

は注目される.実際には,クオリス8台,バス31

台を用意して,バンガロール市を中心としながら工

場から最大50kmを上限に送迎を行っている.こ

のためのコストとして,利用者1人当たり月額

2500ルピーを要している.

IV TKM杜のサプライヤーと

ミルクラン配送システム

1. TKM社の部品調達とサプライヤーの立地

TKM社は, 2001年において約1100点,金額に

して45億5600万ルピーの部品をインド国内より調

達した.これを車両1台当たりに換算すると, 15

万9800ルピーとなる.なお,輸入部品も使用され

ており,それは車両1台当たり15万4400ルピーと,

ほぼ国内調達額に等しい金額である.主要輸入相手

国別にみると,エンジンを調達しているタイが66%

を構成し,日本(23%),フィリピン(11%)と続

く.実際の輸入先は,トヨタ社および同社の各国に

おける現地法人である.インドでは2002年3月に

輸入数量規制が撤廃され,自動車産業においても従

来の現地調達比率70%という国産化基準が廃止さ

れた.しかし,部品の輸入には輸送コストなどの諸

経費に加えて35%の関税が斌課され,全体では約

70%の割高となる.このような輸入部品の使用は

生産コストの増加を招き,競合車との競争において

価格面では不利となる.そのためTKM杜は部品調

達のローカル化を可能な限り進めっっある.

TKM社のサプライヤー数は, 2000年の58社か

ら, 2001年には62杜となり,小型乗用車の生産が

決定した2002年12月には76社に増えた. 2000-

2001年の増加はローカル化の推進によるものであ

り　2001-2002年の拡大は新車種生産に伴う使用

部品点数の増加に対応したものである.一般には年

産10万台の規模に到達しないと複数ソーシングは

困難とされ,同社でも単一ソ-シングを行っている.

本稿では2001年の1年間を通じて取引関係にあ

った59杜のサプライヤーを考察の対象として,敬
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表　　TKM杜の部品取引状況(2001年)

Table 1 Purchasing of parts by TKM, 2001

単位:杜,百万ルピー(%)

日系合弁.提携企業 巨 資系企業

ローカル企業
グループ企業 グループ外企業

7 2,7 15 (59.6 1 187 ( 4. 1 3 108 (2.4) 9 99 (2.2) 20

2 149 3.3 6 323 7. 1) 2 104 (2.3) 1 3 (0.1) ll

5 303 ( 6.7) 5 16 1 ( 3.5) 1 12 (0.3) 5 32 (0.7) 16

1 20 ( 0.4) 6 235 ( 5.2) 3 75 (1.6 2 30 (0.7) 12

15 3, 187 (70.0) 18 906 (19.9) 9 299 (6.6) 17 164 (3.6) 59

汁

カルナータカ州

タミル・ナードゥ州

北部諸+H

西部諸州

3,109 (68.2)

579 12.7)

508 (ll.2)

360 ( 7.9)

汁
4,556 (100)

北部諸州:デリー,パンジャーブ, -ルヤーナ一,ウッタル・プラデーシュ

西部諸州:グジャラート,マ-ーラーシュトラ,マディア・プラデーシュ

引金額の分析を行う.これらサプライヤーを所有タ

イプ別にみると,日系33社,日系以外の外資系9

礼,インドローカル17社となる.さらに日系サプ

ライヤーは,トヨタ社と資本関係にあるグループ企

業の現地法人15社と,そうした関係にはないグル

ープ外企業18杜に分かれる.

サプライヤーの立地は,南インド31社,北イン

ド16社,西インド12社という構成である.これら

を実際の所在地ごとにみれば,地元のバンガロー

ル13)に加えて,デリー,プネ-,チェンナイ(い

ずれも都市圏レベル)など,インドの自動車部品企

業の主要集積地に限られている(図1).このよう

な遠隔の革横地に立地するサプライヤーとの取引は,

TKM社のみならず北インドに所在する自動車企業

でも一般に認められることである(友揮1999).こ

れはインドでは一つの集積地内にあらゆるタイプの

サプライヤーが存在する状態にはないことを示唆す

ると同時に,部品の遠距離輸送が必然となり,相応

の輸送コストを負担する必要があることを意味する.

また,サプライヤーの所有タイプと分布の状況お

よびTKM社との取引金額より,同社の部品調達の

空間構造を明らかにすることができる.表1は,カ

ルナータカ州,タミル・ナードゥ州,北部諸州,西

部諸州という地域単位で,サプライヤーのタイプご

とにTKM社との取引金額を示したものである.こ

れによれば,取引金額の68%をカルナ-タカ州が

(TKM社の資料により作成).

占めている.インドでは州を越えた物品の取引には

売上税4%が加算されるので,同一州内からの調達

が有利である.なお先述したように同州でのサプラ

イヤーの立地はバンガロールに限定されるので,也

元からの調達が金額ベースでは大部分を構成してい

ることになる.タミル・ナードゥ州および北部諸州

との取引は,それぞれ10数%程度,西部諸州とは

8%にすぎず,サプライヤー数に比べて取引金額に

おける構成率は小さい.

取引額を企業タイプ別にみると,グループ企業の

現地法人が全体の70%を占める.次いで,グルー

プ外企業が20%を構成する.したがって,約9割

が日系企業から調達されている. 1企業当たりの取

引額を概数で示すと,グループ企業2億ルピー,グ

ループ外企業5000万ルピー,外資系3300万ルピー,

ローカル企業1000万ルピーとなり,サプライヤー

の所有タイプによって取引額に大きな差がある.企

業タイプと地域をクロスさせると,バンガロールに

立地しているグループ企業との取引が全体の約

60%に及び,それらがTKM社の部品取引の核と

なっていることが判明する.

こうした部品取引の空間構造は, TKM社のバン

ガロールにおけるコアサプライヤー形成を理解する

上で重要である.バンガロールには, 2002年時点

においてトヨタ社のグループ企業5社が,おのおの

インド側と合弁企業を設立している(図2).これ
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図2　　バンガロールにおけるTKM社のコアサプライヤー形成

Fig. 2　　Core suppliers of TKM in Bangalore

にアラコ社の現地法人(J-2)とトヨタ・キルロス

カ・オート・パーツ社14)を加えた7社によって

TKM杜の部品取引の60%が構成されており,こ

れらをコアサプライヤーととらえることができる.

コアサプライヤーの所有状態をみると,キルロス

カ・グループと合弁関係にあるものが多い.同グル

ープとの間では,デンソ一社,豊田合成,豊田自動

織機の3社が合弁企業を設立している.合弁で会社

を設立する理由は,現地の事情に通じたインド人資

本家を経営に参画させることにより,リスク管理が

容易となることにある.特に労務や調達面でのトラ

ブルには現地特有の要因が介在し,日本側だけでの

対応はリスクが大きい.ただし,インドでは合弁先

との経営を巡るトラブルも事例に事欠かず,合弁形

成には信頼の置けるパートナーの発掘が必要条件で

ある.その意味では, TKM社の共同経営者でもあ

るキルロスカ・グル-プは,現状では適切なパート

ナーであったといえる.また,豊田鉄工やアイシン

精機はTKM杜のローカル・サプライヤーを合弁相

手としており,これらの関係形成にも信頼性確保と

いう要因が働いている.コアサプライヤーは,日本

側の100%出資であるJ-2を除くと15).トヨタ社

および同社と資本関係を有する日本企業が, TKM

社のパートナーであるキルロスカ・グループやロー

カル・サプライヤーと合弁で設立したものである.

こうした企業の所有関係の密接さが,取引の密度に

反映している状態が明白となった.

2.ミルクラン方式の導入

TKM社は,部品配送システムを構築するに際し,

生産台数が少ないためサプライヤ-への発注量が小

さくなり,それゆえ部品単位当たりの輸送コストが

高くなるとの懸念を有した.日本では,部品の納入

はサプライヤー側が担当してきたが, TKM社の生

産量では個々のサプライヤーに部品搬送を負担させ

ると,全体としてみた場合の輸送コストは上昇する

ことが容易に予測できる.輸送コストの上昇は,最

終的には製品価格の押し上げ要因となる.したがっ

て,輸送コストを抑えるためには,サプライヤー単

位ではなく, TKM社として効率的な搬送方式を模
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C「⊃ ミルクランによる部品の
集荷と必要日数

→　クロスドックからTKM社
への配送と必要日数

図3　　ミルクラン方式による部品の配送

(TKM杜の資料により作成).

Fig. 3　　Parts delivery in the milk run

logistics system

索することが不可欠であった.また,サプライヤ-

はバンガロールを中心としながらも,インド全土に

分布することを考慮する必要もあった.距離の克服

と小ロットへの対応に同時に迫られたといえる.

こうした条件を満足させる部品配送システムとし

て, TKM社はミルクラン方式を導入した.ミルク

ラン方式とは,元来は牛乳メーカーが牧舎を毎El巡

回しながら生乳を集めて回るような物流形態を指し

ていた.ここでは,自動車企業側が搬送車両を仕立

てて順次サプライヤーを巡回し,部品を集荷するシ

ステムを表す.これによるメリットは,第1には,

部品価格と物流コストの分離が可能で,自動車企業

側は物流コスト全体を把握できると同時に,部品搬

送を集約化してコスト低減が可能となることである.

また,生産量の変動に応じた運行台数や運行ルート

の見直しが可能で,それによる原価低減を直接享受

できることにある.第2点として,サプライヤーは

定時に巡回するトラックの到着に合わせて部品を納

品することが義務付けられており, JITにも対応し

た配送システムであることに基づく.

TKM杜のミルクラン方式を直接担う運送会社は,

三井物産と現地資本の物流企業TCI社が合弁によ

り1999年に設立したトランシステム社であり16).

トヨタ・テクノパーク内に事務所を置いている.こ

の企業が用いるトラックには,横開きの箱形荷台が

設置されており17).フォークリフトによる積降ろ

しが可能で,インドの在来型トラックを用いる場合

に比べると作業効率が格段に向上している.クロス

ドックと呼ばれるミルクランの基地は,デリー,プ

ネ-,チェンナイに置かれ.それぞれ北部諸州,西

部諸州,タミル・ナードゥ州を担当エリアとしてい

る.これらの基地から専用トラックがサプライヤー

を定時巡回し部品を収集する(図3).おのおの四

つ程度の収集ルートがあり,デリーとチェンナイで

は1EIを,プネ-は遠隔のサプライヤーがあるため

1-2日を基地への搬入に要している.集荷された

部品は, 1日1回の頻度でロングデッキトラックに

よりTKM社まで配送される.配送に必要な日数は

デリー4.5日,プネ-2日,チェンナイ1日である.

帰りの便では,アフター・マーケット用の部品が運

ばれる.バンガロールのサプライヤーに対してもミ

ルクランは通用されており,立地場所を問わずサプ

ライヤー自らが部品を搬入することはない.また,

クロスドックやTKM社での在庫は基本的にはない

とされ, TKM社は小規模生産に対応したJITの実

現と物流コストの削減を達成している.

ミルクランの全面的な採用は,トヨタ社の海外法

人ではTKM杜が最初である.ミルクランは北米や

欧州,タイ・インドネシアにおいても導入されてい

るが,そこでは遠隔地に立地するサプライヤーに限

定した部分的なものであった.それに対してインド
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表2　　調査サプライヤーの概要(2002年)

Table 2　　List of surveyed suppliers, 2002

N 0 区分 設立年 立地 場所 生産 品目 従業者数

J- l グループ 1998 B .R . カーエア コン

ラ ジエ タI

シー ト

ドア トリム

プ レス部品

溶接部 品

イ ンバ ネ ステ ア リング

セー フテ ィシス テム

ワイヤ】ハ ーネ ス

206

J- 2 グル. プ 1998 B .R . 407

J- 3 グル】プ 1998 B .R . 143

J一4 グループ 1998 B .R . 47

J- 5 グルI プ外 2000 B .U . 2 12

L - 1 ローカル 1960 B .R . プ ラスチ ック部品 148

L T 2 ローカノレ 1964 B .U . 打抜 き部品 429

L - 3 ローカル 1974 B .U . ・-"- + > Y -/ 1 - * 175

.- 4 ローカル 1980 B .U . 打抜 き部 品 75

L一5 ロI カル 1986 B .U . 板金部 品 150

L - 6 ロI カル 1997 B .U . 板金部 品 90

G I l 外資系 1965 ホシュール ク ラッチ 29 1

B.U∴バンガロール・アーバン県, B.R.:バンガロール・ルーラル県

表中の番号は,図2のサプライヤー番号に一致する.

(インタビュー調査により作成).

では,道路事情や運送業者の信頼性の問題に対処す

るために,全面的な採用に至った.部品搬送中のド

ライバーは定時にTCI杜に電話連絡を入れること

になっており,走行位置や運行状況の一元的な管理

が可能となっている.物流面で問題が多いとされる

インドの事情に対応したものといえよう.

Ⅴサプライヤーの事業内容と取引の特性

1.調査サプライヤーの事業概要

TKM社と取引関係にあるサプライヤーについて,

それらの事業内容や取引の特徴を知るために訪問調

査を実施した(表2).まず,調査企業について説

mII."1''*'.

J-1-J-5は日系企業であり,会社または工場の

設立は,いずれもTKM社への部品供給を目的とし

ている.これらサプライヤーが供給する部品は重量

や容積が大きく,TKM社から近接立地が要請され,

バンガロールへ立地したものである.特にJ-3と

I-4は同社の膝元といえるトヨタ・テクノパークへ

進出した.設立年代は,TKM社の操業開始に併せ

た1990年代後半以降であった.個別にみると, J-1

はデンソ一社とキルロスカ・グループの合弁企業で

あり,主製品はカーエアコンおよびラジェタ-であ

る. J-2はアラコ社の現地法人であり,シートやド

アトリムを生産する.同社はTKM杜と「シンクロ

生産」が可能であり, 40-50分単位で順引き納入

している. J-3は豊田鉄工と後述するL-4の合弁企

業であり,各種ボデー部品約250点をプレスや溶接

によって製造している. J-4は豊田合成とキルロス

カ・グループの合弁企業であり,ステアリングなど

のセーフティシステム,各種内外装部品を製造する.

J-5は,インド財閥のセガール家と住友電装が合弁

で設立した企業(本社デリー近郊)のバンガロール

工場である.クオリスのワイヤー-ーネスを受注し

たため当地に進出したものであり,女子期間工を中

心とした労働力構成をとる点に特徴がある.

L-1-L-6はローカル企業であり,いずれも

TKM杜の立地以前に設立されている.バンガロー

ル・ルーラル県に移転したL-1を除いてバンガロ

ール・アーバン県に立地しており, L-2, L-4, L-
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表3　調査サプライヤーの取引状況(2002年)

Table 3　Business relationships of surveyed

suppliers, 2002

(インタビュ-調査により作成).

5はIIIの1で述べたピーニヤ工業団地に所在する.

個別にみると, L-1はTKM社のカローラ生産開始

を契機に取引を始めた.元来はトラクターメーカー

であるが,二輪車や家電製品のプラスチック成形部

品の事業部も有する. L-2は,スイスの援助を受け

て1963年に設立された技術教育基金が経営してい

る18)生産品目は自動車部品,電気部品など多数

に及ぶ.なお,同社はアイシン精機との間で合弁企

業を設立している. L-3は,洗濯機のモータや各種

自動車部品用モータを主製品としているが, TKM

社にはパーキングブレーキを供給している. L-4は,

電気機器用の打抜き部品を製造してきたが,この部

門の市場競争が激しいため自動車部品への参入を意

図してTKM杜との取引を始めた　L-5は,トラク

ターキャビンの組立を主たる事業としてきたが,

TKM社から32種のプレス部品を受注したことに

より自動車部品生産を新たに始めた.同社の経営者

はMICO杜からスピンオフしたものである. L-6

はTKM杜からみれば2次サプライヤーであり,こ

れについてはⅤの3で言及する.

これらローカル企業に共通する点は,国際的な品

質マネージメントシステムISO9000sや環境マネー

ジメントシステムISO14001の認証の取得(または

申請・検討中),また日本の工場管理から生まれた

5S19)の実践など,グローバルな標準化に意欲的で

あることである.さらには,成形部品を生産する企

業の場合は金型の自社作成能力を有すること,金属

加工部品製造企業の場合はNCマシンを有すること

など,基礎的な製造能力が高いことも共通している.

通常,自動車メーカーはサプライヤーに部品の図面

は提供するが,それを作成するための金型図面は提

供しない.したがって,金型の図面作成を含めた内

製能力が取引関係形成において重要なポイントとな

ったといえる.また, NCマシンは日本製やドイツ

製,あるいは台湾製のものが設置されており,設備

投資を支える資金調達力も必要である.

調査サプライヤーの中では唯一の外資系である

G-1は,ドイツのLuk社の現地法人でありホシ3.

-ルに立地する. Luk社は南アフリカにも子会社

を有しており,トヨタ社の同国現地法人が生産する

キジャンのクラッチを納入していた関係から, G-1

もTKM社にクラッチ・同関連部品を納めている.

なお,当初はチェンナイを本拠とするラネグループ

との合弁企業であったが, 2001年より株式の全額

を取得し独自の経営に転換した.

2.調査サプライヤーの取引の特徴

表3は,調査サプライヤーの納入先と原材料調達

先をまとめたものである.これにより, TKM社の

サプライヤーを二つのタイプに分類できる.第1の

タイプは,生産した部品の大部分をTKM社に納入

する企業である.このタイプはJ-l-J-5の日系企

業に限られ,取引額におけるTKM杜の構成率は

75-100%に達している.いずれも設立の目的が

TKM社への部品供給にあるため,同社が最大の取

引先となるのは半ば当然であろう.

第2は,多数の納入相手を有しており, TKM社

への納入率がさほど高くないタイプである.ローカ

ル企業と100%外資による経営であるG-1がこの
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タイプに該当する. TKM社との取引額は最大でも

14%,最小では1%を構成するにすぎず全般に低率

である.これら企業の事業内容をみると, ①自動車

部品を中心としながらも生産品目は他の分野に及ぶ,

②自動車部品に限定しても取引相手は多数に渡る,

という特徴を持っ.

この異体的状況について, L-2を例に示す.同社

は自動車・同部品企業36社,電気・電子企業20社,

そのほか25社と取引関係を有している.生産品目

は,板金部品,射出・圧縮成形部品,自動車電装部

品,家電用サブ組立部品などであり,それぞれ生産

工程を異にする.したがって,工場内には生産品日

ごとにワークショップが設けられており,その単位

で生産計画が立てられている.

このように事業内容が多様となる理由は,各企業

からは「リスク分散」との説明を受けるが,もう一

つの解釈として,各納入先との取引量が絶対的に少

ないことを原田とする一種の「範囲の経済性」の追

求にあると考える.すなわち,インドでは自動車の

生産が伸びているものの,市場競争が激しく1車種

当たりの生産規模は小さい.そのため特定の自動車

企業,あるいは特定の車種向けの部品を量産化する

ことによる規模の経済性の追求が一般に田難である.

したがって,事業の拡大を意図するならば,複数の

納品先を対象とした多品種少量生産が合理的となる

のである.そこでは,各ワークショップに関係する

各種経費を共有化でき,コスト削減効果も働くもの

と考えられる.

また, TKM社の場合,生産車種のデザイン・イ

ン段階から関与しているグループ企業が現地法人を

設立しており,基幹部品の発注先はそれらに集中す

ることになる.そのため,ロ-カル・サプライヤー

との取引は,自ずと少額にとどまっている.したが

って,ローカル・サプライヤーにとっては,従来か

らの納入先との取引にTKM社との叡引が新たに上

乗せされた程度の状態といえ, TKM社とのビジネ

スはそれらの基本的な取引構造を変えるまでには至

っていない.

複数の納入先を持っ企業は日系サプライヤ-の中

にも存在する.デンソ一社は, Jl以外にもインド

国内に子会社・出資会社を五っ有しており,製造品

目に一定の分業関係を持たせている. J-1の主製品

の一つであるラジェクーは, TKM社以外にマル

チ・ウドヨグ杜(デリー近郊)とヒンドスタン・モ

ーターズ杜(チェンナイ近郊)向けに納品されてい

る.一方,デリー近郊にある子会社はワイパーの生

産を受け持ち,それをTKM社に納入している.こ

うした生産子会社間の製品間分業によるもの以外に

は, EOU制度20)を利用したJ-5の製品輸出があ

る. J-5は,日本でトヨタ社が生産する小型乗用車

向けにワイヤー-ーネスを製造・輸出している.こ

れは,ベトナムの住友電装の現地法人から生産移管

されたものである.ただし,この例は積極的な企業

戦略とはいえず, TKM社向けの生産が伸びない中

で従業者と生産量を維持するための対応策ととらえ

られる.ト2もTKM社以外の納品先を探しており,

マヒンドラ・アンド・マヒンドラ社との間で取引が

開始される予定であるはか, GMインディア社にも

見積を提出している.このようにみていくと,日系

サプライヤーにおいても,十分な生産スケ-ルを確

保していないといえ,一部では生産量の拡大を意図

してTKM社以外の企業との取引やその交渉が行わ

れていることが明らかとなった21)

3.サプライヤーによるアウトソーシング

次いで調査サプライヤーの調達先についてもみて

おきたい.調達先は,その取引内容から資材,部品,

労務下請などに分けることができるが,ここでは部

品に注目する.また,資料の関係上,日系サプライ

ヤ-3杜(J-1, J-2, J-4)のケースに限定-した考

察であることを断る.

J-1は15社から調達している.それらの立地は
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表　J-1による板金部品サプライヤーの評価

Tabel 4　　Supplier evaluation for sheet metal parts by J-1

番号 立地場所 品質 配送 財務 技術 インフラ 5S 距離 計

1 チエンナイ 3 2 3 3 3 3 1 18

2 バンガロール 2 2 2 3 3 2 3 17

3 デリー 3 2 3 3 2 1 1 15

4 バンガロ】ル 2 2 2 3 1 1 3 14

5 バンガロール 2 2 2 1 1 2 3 13

6 プネー 2 2 2 2 2 2 1 13

得点は次の評価を表す. Very good 3点, Good 2息　Little inefficient l点,
Not Good O点.

(J-1の資料により作成).

バンガロールが7杜と最も多いが,デリーが4社,

ムンバイが2社とインドの主要な部品集積地に取引

先が及んでいる.また,バンガロールに立地する調

達先のうち2社がTKM杜の日系サプライヤー, 1

社が同社のローカル・サプライヤーである. J-2の

調達先は48社と比較的多く,絞り込みを計画して

いる.調達先の多くはバンガロール内に立地し,

TKM社のサプライヤー7社(日系2社,ローカル

5杜)との取引がみられる. J-4の調達先6社は, 1

杜を除きバンガロールに立地する.同社もTKM社

のローカル・サプライヤー1社と取引している.こ

のように日系サプライヤーの調達先は,バンガロー

ルを主体とすること,そしてTKM社のサプライヤ

ーを一定数選択していることに特徴がある.

日系サプライヤーが調達先を決定する際には,自

動車メーカーと同様に,当該品目についての品質・

価格・配送を重視している.ざらに財務・技術能

力・生産設備などの項目についても評価がなされ,

総合的見地から最終決定に至る.表4はJ」が行っ

た板金部品の調達候補企業6社の評価であり, 3人

のメンバーから成る評価チームが各項目について調

査した結果を, 0-3点の間で数量化した得点によ

り示している.これに基づいて,総合点が17点以

上の企業番号1と2が調達先に決定されている.こ

うした候補企業に選ばれること自体にも,調達担当

スタッフから日常的に一定以上の評価を得ているこ

とが必要である.

TKM社のサプライヤー間において取引関係がみ

られる状況にも言及しておきたい.これは,調達先

が日系サプライヤーであるケースと,ローカル・サ

プライヤーのケースに分けられる.前者については,

日本・海外においても認められ,基本的には従来か

らの企業間関係に支えられたものといえる.後者に

ついては,多少説明を要する.先述したようにロー

カル・サプライヤ-は多様な生産品目を持っものの,

得意とする製造分野がある.日系サプライヤーのイ

ンド人購買担当スタッフは,こうした生産面におけ

るローカルな企業情報に通じている上に,特に外注

する品目については,常時それを担当させるにふさ

わしい企業の情報を収集している. TKM社のサプ

ライヤーであることは,バンガロール内では,当該

分野においては優れた生産能力を持っことを意味し,

日系サプライヤーが調達先を選定する際には,その

候補になり得る.表4ではJ-1の調達先候補6杜

に対する評価を示したが,うち3社がTKM杜のロ

ーカル・サプライヤーである.これにみるように,

実際にもTKM杜のサプライヤーであることが,敬

引先候補に選ばれる一つの指標になっているのであ

る.

TKM社と取引関係を持たないローカル企業が,

日系サプライヤーの調達先に選ばれることももちろ

んある.それに該当するL-6の事業内容と取引関

係について記す. L-6は1997年に創業されたプレ

ス部品を製造する企業であり,年間出荷額は4000
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万ルピーである.金額ベースで取引先上位企業を示

すと　L-3,トヨタ・キルロスカ・オート・パーツ,

J-2, J-1の服であり, TKM社のサプライヤーと密

接な関係にあることがわかる.これら企業との取引

関係形成は, L-6による継続的なアプローチとサプ

ライヤー間での同社に対する口コミ評価が重要であ

ったという.ただし　L-6は自社のツール・ルーム

にて金型を内製できるとともに,台湾製のプレス機

器を10台保有するなどプレス部品の製造能力が高

いこと,そして日本的な生産管理の導入にも熱心で

あることが,その下支えとなっている.

以上みてきたように,ローカル・サプライヤーに

とってTKM杜との取引開始は,日系サプライヤー

の調達先となる可能性を手にすることにもつながり,

ビジネス拡大の重要な契機となっている.これに類

似した取引先の拡大は, 2次サプライヤーである

L-6社においても看取された.ローカル・サプライ

ヤーによる日系企業とのこうした取引形成は,範囲

の経済性の追求の一環ともいえよう.なお,日系サ

プライヤーがローカル・サプライヤ-の調達先にな

った事例は見出せなかった.

VI　む　す　び

本稿は,インドのバンガロールに立地したTKM

社を事例に,生産台数が小規模な状態において構築

された生産システムの把握を目的に分析を進めてき

た.本稿を閉じるに際して,分析の結果得られた知

見を,先行研究,特に筆者がかつて研究を実施した

イギリスのケースと対照させながら整理し,同社の

生産システムの特徴を明らかにすることでむすびに

代えたい.

近年のインドにおける自動車生産は増加している

ものの,相次いで新車が投入され市場競争は激化し

ている.したがって,各社ならびに各車種当たりの

生産台数は小規模なままである. TKM杜も年産約

3万台の水準にすぎず,量産効果を生む規模にまで

は到達していない.また,生産規模が今後どれほど

拡大するかも不透明である.したがって,同社では

この生産量の少な`さ・市場の不透明さを前提とした

生産システムが構築された.生産の小規模性は,工

場の生産ラインに反映されており,生産設備への投

資を抑制し,労働力を積極的に活用した手作業中心

の製造に向かわせた.同時に,バンガロールへのグ

ループ企業の進出に際しては,トヨタ・テクノパー

クを整備するなど,不安定な市場で生産する部品企

業の初期投資を軽減する配慮もとられた.

日系自動車企業の生産システムを対象とした地理

学的研究では,生産台数が5万台を下回るような小

規模な生産段階にある企業に焦点を当てたものはほ

とんどない.たとえば,イギリスには,トヨタ社,

本田技研,日産の3社の現地法人があるが,いずれ

にもおいても量産化の目安といわれる年産10万台

を上回る生産規模を持っ.車体工程には産業用ロボ

ットが導入され自動化率が高められているが,こう

した設備投資も比較的短期間で回収が可能であった

(高橋1997).もちろん,これらも創業当初の生産

規模は小さく段階的に現在の規模に至ったものであ

り,それに併せて自動化への追加投資がなされた.

しかしながら,インドでは労働費が安価なため,市

場の拡大による生産台数の増加が生じても,自動化

などへの設備投資が実行されるか否かは予測し難い.

むしろ,機械でのみ達成できる品質を市場が要求す

るようになった際に,設備投資が進むことが予想さ

れる.

部品の調達面では, TKM社が日系グループ企業

を中心とす~るのに対して,イギリスでは日系部品企

業の進出数が限られ,ローカル(ヨ-ロッパ)企業

との取引が中心である点に差異がある.トヨタ社の

イギリス法人(TMUK杜)は,約160杜のサプラ

イヤーを持っが,日系は10杜に満たない(友滞

1994).ヨーロッパには小型乗用車の部品を製造す

る企業が多数存在し,それらを無視した日系部品企
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業の進出は意図されなかった.これには,進出先の

部品産業の特性と,ある種の政治的な配慮が働いた

ものといえる.インドではローカル・サプライヤー

が成長途上にあり,それらのみでは品質などの基準

をクリアーできないため,トヨタ社はグループ企業

の進出をリスク軽減策まで提示して促さざるを得な

かった.

部品の配送については,ミルクラン方式を採用す

ることにより,部品製造とその輸送に要する費用を

分離し,後者をTKM社が一元管理し,かつJIT

をも遂行する仕組みがつくられた.このミルクラン

方式については, TMUK社でも採用されているが,

TKM杜とは目的を異にする.すなわちTMUK杜

では,遠隔地に立地し小ロットでの納入が困難なサ

プライヤーを対象としたものであり,近隣のサプラ

イヤーには通用されていない.また,斉藤(2001)

は,スペインの日産現地法人では,ミルクランと直

接納入,そして調整倉庫利用の3方式が併存してお

り,ミルクランは国外や国内の100km以遠に立地

するサプライヤーに適応されているとしている.こ

れらに対して, TKM杜ではミルクランをすべての

サプライヤーに通用しており,道路インフラや運送

業者の信頼性という面で不備があるインドにおいて,

より積極的に導入したといえる.

TKM社,ひいてはインド自動車企業全般にいえ

る生産の小規模性は,サプライヤーの取引の特徴に

も現れている.特に,ローカル・サプライヤーは自

動車をはじめさまざまな企業向けに,生産工程の異

なる多様な部品を製造している.この状況は規模の

経済性が発揮できない中での一種の範囲の経済性の

追求ととらえられた.本稿での分析によって,ロー

カル・サプライヤーの売上に占めるTKM社との取

引額は概して大きいものではなく,その基本的な構

造を変えるまでは至っていないことを明らかにでき

た.ただし, TKM社との取引関係形成は,日系サ

プライヤーの調達先に選択される契機ともなってお

り,さらなる範囲の経済性の追求を可能としている.

日系サプライヤーの中にも取引先の複数化を図る企

業もみられ,インドで自動車部品を生産する場合,

現状では取引先の多様化が競争優位性の獲得につな

がるといえる.

本研究は,平成14年度文部科学省科学研究費補助金

基盤研究(A) 「経済自由化後のインドにおける都市・

産業開発の進展と地域的波及構造」 (研究代表者:同橋

秀典)による研究成果の一部である.現地調査に御協力

いただいたTKM社をはじめとする日系企業の皆さん,

インドのローカル企業の方々に心より感謝申し上げます.

なお,本稿の骨子は, 2003年度日本地理学会春季学術

大会において発表した.

(投稿　2003年9月30日)

(受理　2004年2月14日)

注

1) 1990年時点ではアジアの自動車総生産台数の85.5%

を日本が占めていたが,アジア各Egでの自動車産業の成

長により2000年にはその値は57.6%にまで低下した.

2)たとえば,フォード主義による少品種大量生産, JIT

方式による多品種少量生産などがある.工業地理学では,

各生産システムや特定の生産要素,特に部品取引や労働

力構成に関心が払われ,それらの空間的発現形態を研究

の対象としてきた.

3)この変化は財務の悪化に直面するキルロスカ・グルー

プが,所有株式を手放してキャッシュ化し経営再建に当

てたことによる.なお,同グループは当初の出資比率で

ある26%まで株式を買い戻す権利を有している.

4)このフィージビリティ・スタディには,ダイ-ツ社も

加わっていたが,生産車種がトヨタ社モデルに決定され

たので,合弁会社はトヨタ社とキルロスカ・グループの

二者間で設立されることになった.

5) 2002年現在4社がテナントとして入居しており,さ

らに1社が進出予定である.

6)豊田通商は,インドでのテクノパーク経営の成功を踏

まえて,タイにおいても同様のテクノパークを設立する

計画である.トヨタ・テクノパークについては,入居を

検討したがそれに至らなかった企業もある.その主な理

由は,テナント料の高さ, TKM杜に近接しているため

賃金などの労働条件が従業員問で比較される,工場の拡

張が困難,などであった.

7)　タイ,マレーシア,インドネシア,台湾におけるトヨ

タ社の現地法人の生産台数は,いずれも5万-10万台

の規模であり,インドの2倍以上のスケールがある.

-162-



8)ヒンドスタン・マシン・ツール社,インディアン・テ

レフォン・インダストリー社,ヒンドスタン・エアロノ

ーティツクス社,バ-ラト・エレクトロニクス社などが

代表的で,いずれも国営企業である.

9)数値は, Peenya Industries Association 1997. PIA

technical directoryによる.

10) MICO社は,バンガロール工場単独で年間生産額56

億ルピーに及び,従業者数は約5700人に達している.

外注先企業数は300社であり,その約6割がバンガロー

ル内に立地している.数値は同社からのヒアリングによ

る.

ll)インドで完全な形でJITの導入を行う企業は限られ

ている.最大手のマルチ・ウドヨグ杜でも遠隔地からの

納入部品については在庫を有している.

12)同社では3人のワーカーが1組となって,生産ライ

ン間の車両の移動を人力で行っている.

13)　ここでいうバンガロールは,バンガロール・アーバ

ン県とバンガロ-ル・ル-ラル県の二つを合わせたもの

である.

14)キルロスカ・グループに属しTKM杜向けに納品し

ていたキルロスカ・システムズ社の自動車部品事業を分

離し,そこにトヨタ社と豊田自動織機が出資する形態で

2002年に設立された.

15)同社も当初は現地資本のポリフレックス社と合弁関

係にあったが, 2000年10月にこの関係を角射肖した.

16)　正式名称は, Transystm Logistics International

Pvt.である.資本金は9000万ルピーで,三井物産が

51%, TCIが49%を出資している.

17)インドでは,トラックの箱形荷台は通常後ろ開きで

あり,積降ろしは後部からしか行えないため,作業の効

率性の点で難があった.

18)　この技術教育基金の正式名称はNettur Technical

Training Foundationであり, Netturとはこの基金に

よる訓練校が最初に設立されたケーララ州の村の名前で

ある.

19)整理,整頓,清掃,清潔,しつけ,の頭文字をとっ

て5Sといわれる.最近では,これに安全safetyが追

加され5S+Sとされることもある.製造業だけでなく

各種業界で経営管理の基礎としてその重要性が認知され

ており,世界的に普及しつつある.

20) Export Oriented Unitsの略である.この制度を利

用した生産には,それに必要な資材や生産設備の輸入に

かかる関税が無税となる.ただし,生産品はすべて輸出

する必要があり,国内市場向けの生産ラインとは完全に

分離したラインを設けねばならない.トヨタ・キルロス

カ・オ-ト・パーツ杜は,この制度を活用してマニュア

ル・トランスミッションのグローバルな生産拠点となる

計画である.

21) TKM社も,随伴立地した日系サプライヤーに,他

メーカーとの取引を勧めている.
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Establishment of a Japanese-owned Automobile Company in India

and Construction of Its Production System:

Principally Focusing on Toyota Kirloskar Motor

TOMOZAWA Kazuo (Graduate School of Letters, Hiroshima University)

India, as well as other Asian countries, especially China and Thailand, has experienced a rapid

growth in its automobile industry since the 1990s. One of the main reasons for this growth was the

implementation of an economic liberalization policy that accelerated a huge amount of direct

investment in India on the part multinational motor companies. These companies established 100%-

owned assembly plants or joint ventures that collaborated with local business groups. In 2002, 12

motor companies, including three Japanese ones, competed for the market shares of passenger cars

and multi-utility vehicles. While the total number of vehicles produced in India has gradually

increased, the scale of production per company has remained small because of severe market

competition.

Toyota Kirloskar Motor (TKM), a joint venture created by Toyota Motor Company, Japan, with

the Kirloskar Group, India, was investigated in an attempt to explain the smalトscale vehicle

production system of an overseas Japanese automobile plant. TKM was founded on the Bidadi

Industrial Estate on the outskirts of Bangalore in 1997 and started commercial production of

multi-utility vehicles in 1999. Its annual vehicle production is approximately 30, 000 units, which is

far fewer than those of Toyota-owned overseas plants in North America and Europe. Therefore, TKM

is a suitable example for considering the above topic.
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TKM constructed an efficient factory to achieve cost reduction. Compared with Toyota's factory

buildings in Japan, that of TKM is lower in total height and narrower in terms of aisle space. Instead

of costly steel-collar robots, it utilizes manual workers in production processes like welding, painting,

and body assembling. These processes are mostly automated in Japan. Some of the machinery and

equipment were shifted from Toyota-owned factories in Japan or Southeast Asia to maintain a low

initial investment. TKM employed an improved "just-in-time" (JIT) system to adapt to small-scale

production and the local economic environment.

TKM s parts suppliers are located in agglomerations of the automobile industry in Delhi, Pune, and

Chennai, as well as Bangalore. TKM purchases 70% of its parts in monetary terms from Indian

branches of Toyota group companies located in Bangalore. These group companies play an

important role as core suppliers to TKM.

TKM employs the milk run logistics system for parts delivery to perform JIT production. The milk

run system has made it possible to minimize transportation costs. TKM established a transportation

company responsible for transporting its auto parts. The company travels from supplier to supplier

to collect parts along its routes. After arranging the parts in a long deck truck at consolidating

stations in Delhi, Pune, and Chennai, the truck is driven to TKM every day.

The suppliers surveyed in Bangalore are divided into the following two types. Members of the first

type are Japanese owned and established as dedicated suppliers to TKM. Members of the second type

are locally owned and their business with TKM comprises a small percentage of their sales. The local

suppliers have many customers that vary from vehicle manufacturers to other industrial customers.

In India, the business per customer is so small that suppliers need to have many business partners

and networks to make a profit. Some of the Japanese suppliers tried to expand their business

relations with other customers to meet the small-scale production of TKM.

Key words : automobile industry, Toyota, production system, milk run logistics system, supplier,

India
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V.おわりに

インドは, 1991年に急激な経常収支の悪化を契機にして本格的な経済自由化政策(「新

経済政策(New Economic Policy)」)に踏み切った。それにより1993年以後は6%前後

の高い経済成長率を維持している1) (同橋, 2003 ;佐藤, 2002 ;吉越, 2001 ;Palande,

2000; Kapila, 2002)c　そのなかで,依然として多数の貧困層を抱えながらも,企業間競

争を伴った大量生産・大量消費に特徴づけられる経済循環が展開を始め,国民所得の向

上,とくに中間層の購買力を増大させてきた(友滞, 2003 ;小島, 2002 ; Neelamegham,

2000),例えば,二輪車の国内年間販売台数は1991年161万台から1999年378万台へと急増

している。また,カラーテレビの国内需要も2000年に500万台に達したと紹介さている

(アジア産業研究所, 2001),

こうしたフォーディズム的成長が進行するとき,日本の経験からすると,地域構造の変

化として,工業化に伴う地域変容および地域格差の拡大とともに(同橋編, 2003),大企

業の全国規模の販売網の形成による都市の階層分化が予想される。すでに「新経済政策」

による種々の規制緩和後に進出した日系企業が短時日のうちに全国規模の販売網を形成し

た事例が紹介されている(小島, 2002)c　それは日系企業に限られたことではない2)。全

国規模の販売網の形成は大量生産体制の確立と一体をなすものである。そのため,インド

の耐久消費財市場においてはすでにマスメディアを活用した広告および販売経路政策など

*東北大学大学院理学研究科; Graduate School of Science, Tohoku University
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を通じた激しい企業間競争が起こっている(友滞, 2003 ; Neelamegham, 2000),

本研究は,インドにおいて今後さらに進展すると予想される大企業の販売網の形成とそ

れに伴う都市の階層分化の傾向を読み取るために, ①大手消費財メーカーによる全国ス

ケールの支店配置の形態と, ②インド南部のカルナ-タカ州におけるメーカー支店の管轄

下で組織された販売網の空間形態について調査分析したものである。調査企業は後述する

11社である。その産業別内訳は,自動車メーカー3社(日系2,韓国系1),自動二輪車

メーカー1社(日系),家電メーカー4社(日系l社,韓国系2,インド1),事務用機器

メーカー1社(日系),食品メーカー1社(イギリス系),石鹸類メーカー1社(インド)0

現地での調査期間は2002年目月下句から12月下旬である。各社の販売網に関するデータは

主に企業本社および地域・地区オフィス,および代理店などにおける聞取り調査により収

集した。

なお,インドにおける企業の事業所配置を都市の階層分化との関連で考察を加えた先行

研究としては,管見するところ阿部(2001)とBarerjee-Guha (1997)の研究がある。

前者はインドの主要企業名簿を資料にして,企業本社および支店の立地を主要都市ごとに

集計し,それらの集積量を指標にして都市の階層構成を捉えたものである。加えて,本

社・支店関係から都市間の結合関係の形態を検討した。その結果によると,企業の管理機

能の集積量からみたインドの都市序列はムンバイを筆頭にしてデリー,コルカタ,チェン

ナイの3都市が続き,従来の4大都市の卓越性が主要企業の管理機能の集積においても確

認されている。ただし,上記4都市への本社の集中率は6割未満と相対的に低い。なお,

バンガロールとハイダラーバードが4大都市に次ぐ本社・支社の集積地として識別されて

いる。そして,本社・支店関係からみた都市間結合は4大都市に上記2都市を加えた6大

都市間の相互結合に特徴づけられることを提示している。

一方,後者の研究は,検討の範囲はインドに進出した多国籍企業の事業所配置に限られ

るが,個別企業の事例分析を含めながら,本社,工場の配置からインドの地域構造を捉え

ている。また,分析の観点として企業の階層組織と都市の階層性との関連を問う視点を明

瞭に提示している点に特徴がある。分析結果として,阿部の研究成果と同様に, 4大都市

への本社の集中と4大都市のなかでのムンバイの卓越性が確認されている。そのほかに,

業種および多国籍企業の出身国による本社立地の違い,およびインドの北部,西部,秦

部,南部の4大地域内での本社の大都市への集中率の差異についても言及されている。後

者の点に関しては,南部では首位都市であるチェンナイへの集中率は他地域に比べて低

く,バンガロールおよびハイダラーバードなどにも少数ながらも本社の集積が認められる

と指摘しているo Lかし,阿部およびBarerjee-Guhaの両研究においては,本稿が課題

-168-



日野正輝:インドにおける大手消理財メーカーの販売網の空間形態

としたインドの全国企業が国土空間をどのように区分して販売網を形成しているか,そし

てそれが都市の階層分化にどのような影響を今後及ぼすかについては課題として残されて

いる。

II.調査対象企業の概要

まず,表1に示した産業別調査企業のリストに従って各社の概要を紹介する0

自動二輪車メーカーH社は日本の自動車および自動二輪車の大手メーカーIih社の合弁

企業である。合弁相手はインドにおける自転車の最大手メーカーである。 Hh社の保有株

式比率は26%と低いが,筆頭株主である。インドの自動二輪車市場における主力商品は所

得の向上に対応して従来の低価格のモペットおよびスクーターからモーターサイクルに

移っている3)。そうした市場の構造変化のなかでモーターサイクルの最大手である当社の

製造台数は大幅に増大し,デリー南郊に立地する製造工場を増設してきた4)。自動二輪車

の販売は日本の場合と同様に全国規模で組織された自社専属のディーラー網(2002年現

荏, 490ディーラー)を通じて行われている.ディーラーは全国を大地域に区分して配置

した支店(Regional 0ffice。当社ではZone Officeと呼んでいるO)および州スケールで

配置された下位支店(Sate OfficeあるいはArea Officeと呼ばれている.)によって管理

される。

表1　調査対象企業の概要

企業 設立年 登記上本社所在地 事業 内容 主要株 主

H 1984 D e h 自動二輪車製造販売 親企業 (日本 ) 26 % , イ ン ド提携企業

M 1981 D e hi 自動車製造 販売 親企 業 (日本 ) 55 % , イ ン ド政府45%

T 997 B an galore2) 自動車製造 販売 親企 業 (日本 ) 99 %

D 1996 C hen naf 自動車製造 販売 親企業 (韓 国) 100%

S 1994 D elhi 家電製品製 造販 売 親企業 (日本 ) 100%

N 1995 D e h 家電製品製造販 売 親企業 (韓 国) 100%

L 1996 N oida 家電製品製造販 売 親企業 (韓 国 100%

B 1963 Palakkad4' 家電製品の製造販売 イ ン ド資本

E 2000 Ban galore
プ リンターな どの事務

用機 器の販 売
親企業 (日本 ) のシンガポール法人企業 100%

G 1988 M um bai 石鹸 . 洗剤 等製造販 売 イ ン ド資本

U l) 956 M um bai 紅 茶等製造販売 親企業 (イギ リス . オ ランダ) 51%

1) UをLは紅茶部門のほかに石鹸・洗剤用品,スキンケア用品,アイスクリームなどの製造販売を行って
いる。

2), 3) T, D杜の本社工場はそれぞれBangaloreとChennaiの郊外に立地する。
4)登記上はケ-ララ州の創業地を本社所在地とするが,本社機能がBangaloreに配置されている。

資料:聞取り調査により作成。
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なお,自動二輪車および自動車の一般的な販売経路について紹介すると,自動二輪車お

よび自動車はメーカーから全国各地に配置されたディーラーを経由して販売される。した

がって,メーカーにとって販売力のあるディーラーを確保することが企業間競争にとって

重要な意味をもつ。また,自動二輪車および自動車のディーラーには多額の設備投資と信

用力が要求されるため,各地の有力資産家・企業がディーラーに選ばれている。メーカー

の支店は,ディーラーの販促援助および管理・指導等のために配置されている。インドに

おいても自動二輪車および自動車の購入においてはローンの利用が一般的であるo

次に自動車メーカーM社はインド政府が1981年に低燃費の国民車の製造を目的にして設

立した国営企業である。 1982年に技術移転を目的として日本の軽自動車メーカーMs社と

の資本提携が成立した。当初のMs社の株式保有比率は26%であった。 M社が開発販売し

た800ccクラスの低価格車はインド市場を席巻し, M社は短期間のうちにインド最大の自

動車メーカーとなった(友滞, 2003;バスカ-・チヤタジー, 1992)c本社はデリー,組

立工場はデリー大都市圏の南西部に位置するハリヤーナ-州グルガオンに所在する。現

荏, M社の筆頭株主はMs社(55%)となっている。自動車の販売経路は上記した自動二

輪車の場合と同様であって,自社専属のディーラー網を経由して行われている。 M社の

ディーラー数は178 (2002年現在)と,自動車メーカーのなかでは最も多い。そのため,

ディーラーを管理するメーカーの支店数も多い。ただし,上記した自動二輪車のH社に比

べると,支店数およびディーラー数とも少ない.

自動車メーカーT社は日本最大手の自動車メーカーTy社の子会社である。 Ty社は

1985年に小型商用車の製造を目的にしてデリー都市圏のスラジプルに合弁企業を設立した

ことがあった(友滞, 1999).しかし,当該合弁企業から撤退した経緯を持つ。現在のT

社は1997年に設立された合弁企業であるが, Ty社の株式保有比率が99%であることから

も理解されるように実質的にはTy社の完全子会社である。製造車種は高価格帯に分類さ

れる排気量2400ccの多目的車である　2002年現在,輸出用のマニュアルトランスミッショ

ンの製造子会社を設立し,さらに新車種の投入を計画している。当社の本社工場はバンガ

ロールの西郊に位置するビダデイ工業団地に位置するが,ここではバンガロール立地とみ

なす。当社の製品は1車種でしかも高価格帯であることから,全国規模の販売網を形成し

ているものの,ディーラー数は40 (2002年現在)とM社に比べると5分のl程度である。

そのため,支店数は2002年現在デリーに配置した1支店のみである。計画では, 2003年に

ムンバイに配置する予定である。

韓国系の自動車メーカーD社は韓国最大手の自動車メーカーDh社の完全子会社であ

る。 Dh社が進出した1990年代後半には,外資の進出に対する規制が緩和され,当初から
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100%出資の子会社の設立が可能となっていた。当社の本社工場はチェンナイの西部に位

置するイルンガトウコタイに立地しているO先にT社の立地場所をバンガロールとみなし

たと同様に, D社の本社工場の立地をチェンナイ立地とみなす。ただし,当社は本社機能

のうち営業部門はデリーに配置している。当社は現在複数の車種を製造販売し,かつてM

社の独壇場であった低価格分野においてもシェアを拡大している。

次に家電メーカー4社について紹介する。外資メーカー3社はいずれも100%出資の完

全子会社である。しかも, 3社は自社ブランドで販売を行っている。これは, 1991年以降

の自由化によるものである。 3社の本社および工場の配置は類似している。いずれも本社

をデリーに置き,主力工場をデリー大都市圏に開発された工業団地に配置している。

S社の親企業は日本の大手電子機器メーカーSs社である。 Ss社のブランドは世界に浸

透している。 Ss社のインド進出は,シンガポールに所在する子会社を通じた製品輸出か

ら始まった。現在もS社はSs社のシンガポール法人の管轄下に属している。主力製品は

高価格帝のカラーテレビである。販売方法は,大都市と農村部で異なる。大都市では支店

を通じて専属店および特約店へ直接販売しているが,農村部では小売店への販売は

Distributorと呼ばれる問屋を通じた間接販売である。後者のメリットは小売店に対する

販売代金の回収リスクを少なくできる点にある。しかし,一般小売店に自社製品の販売促

進を直接求めることができない欠点がある。そのため, S社の販売網は全国に展開してい

るが,売り上げは大都市に集中している。

一方,韓国系のN社, L社は進出時期が遅かったが,双方とも現在では積極的な販売戦

略により業界のトップを競う企業となっている。両企業の販売店の数はS社の数倍に及ぶ

と言われている.販売方法はS社と同様に,メーカーが直接小売店に卸すルートと,問屋

を通すルートからなる。

B社はインド資本のなかでは最大手の家電メーカーである。当社の設立は1963年であっ

た。設立当初は計器盤のメーカーであって,家電産業への参入は産業許可制度が緩和され

た1980年代半ばであった。当社の登記上の本社所在地は創業地であるケ-ララ州パラカド

であるが,実質的な本社機能はバンガロールに置かれている。したがって,ここではB

社の本社所在地をバンガロールとした。当社の主力商品はカラーテレビである。販売方法

は先の外資メーカーと同様であるo

E社は,パソコンおよびその周辺機器を製造する日本のEe社の孫会社である0 Ee祉

のインド進出は1990年に連絡事務所をチェンナイに配置したことにはじまるが,現在のE

社はEe社のシンガポール子会社が1997年にバンガロールに配置した支店を前身とする。

当該支店の現地法人化は2000年であった。したがって, E社は現在もE e社のシンガポー
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ル子会社の管轄に属している。当社は製造を全く行っていない。製品はシンガポールの親

会社を通じて購入している。販売方法は,元卸2社を経由して代理店および小売店に販売

する形態をとっている.ただし,元卸企業は与信機能を担うだけで,販売促進などのマー

ケテイングおよびアフターサービス活動は一切担当していない。したがって,代理店への

販売支援およびアフターサービスなどはE社が担っている。

G社は石鹸・洗剤・ヘアケア用品などを製造販売するインド企業である。当社は2001年

に旧G社が産業用製品部門と消費者用製品部門に分社化して設立をみた。しかし,ここで

は旧G社の設立年である1988年をもって当社の設立年とした。当社の本社所在地はムンバ

イである。製造工場はマデイヤ・プラデーシュ州,ウッタル・プラデーシュ州,アッサム

州に分かれて立地する。販売方法は卸売店経由で小売店に販売する形態をとっている。ま

た,支店配置に加えて駐在員(Field Officer)を配置して販売に当たっているo

U社は, 1930年にイギリスの石鹸メーカーとオランダのマーガリンメーカーが合併して

誕生した世界企業Un社の子会社である。 U社の事業分野は石鹸・洗剤・スキンケア用品

からアイスクリーム・紅茶などの飲食料品などからなる。本稿で取り上げたのはU社の飲

料部門であるo U社の本社はムンバイに立地するが,飲料部門の本部はバンガロールにあ

る。販売方法は上記したG社の形態に類似している。

Ⅲ.企業の全国スケールにおける支店配置

ここでは調査企業のうち7社(H, M, T, S, B, E, U)から全国の支店配置と複数の州

にまたがる地域を管轄する支店のテリトリーについて情報を得た。そこで,これらの企業

の支店の配置形態から,インドにおける大企業が全国規模の販売網を形成する際にどのよ

うに国土を区分しているかを検討する。なお,それに先立ってインドの一般的な大地域区

分について説明しておきたい。

1.インドの一般的な大地域区分

インドにおける古くからの地域観念として北と南の二大地域区分があるC　この二大区分

はもともと北のガンジス平原と南の半島部を区別する概念であったが(佐藤, 1994),現

在ではむしろ二大文化圏を区別する地域概念となっている。インドには多数の言語が存在

するが,言語の系統および話者人口からすると,インド・アーリア語族とドラビダ語族が

支配的である(ジョンソン, 1986),そのため,インド・アーリア語族の居住地域として

の北部とドラビダ語族が多数を占める南部が文化地域として識別される。しかも, 1956年
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に州域が言語圏に基づいて設定されたこと

により,南部の範囲はカルナ-タカ,ア-

ンドラ・プラデーシュ,タミル・ナードウ,

ケ-ララの4州をもって認識される。

上記の二大区分に加えて,北部をさらに

3区分して,全国を北部,西部,東部,南

部とする4大地域区分が存在する。インド

は連邦制の国家であることから,州・連邦

直轄地が行政の地域単位とされる。しか

し,複数の州から構成される範囲をテリト

リーとする特定目的の機関が設置されてい

る。それらの機関のテリトリー設定は4大

地域区分を基本にしている。例えば,イン

ドでは州単位の電力公社のほかに複数の

州にまたがる地方電力公社(Regional

Electricity Board)が設置されている

(Avasthi and Avasti, 1993)。それら公社

のテリトリーは北部,西部,東部,南部,

北東部の5大地域に分かれている(図1)0

ここに出てくる北東部はアッサム州以東の

地域である。当地域は東部を細分するとき

設定される地域で,民族間題を抱えた後進

地域でもある。一方,複数の州に共通する

課題に対して中央政府及び州に対して助言

する役割を果たす地域審議会(Zonal

Council)が設けられている。当機関は全

国を北部,東部,中部,西部,南部に区分

した地域ごとに配置されている(Avasthi

図1地方電力公社の配置
資料: Avasthi and Avasthi (1993)により作成。

図2　地方審議会(ZonalCour℃d)の区割り

資料: Avasthi and Avasthi(1993)により作成。

andAvasthi, 1993,図2)。ここに出てくる中部とはマデイヤ・プラデーシュとウッタ

ル・プラデーシュの2州からなる。 4大地域区分においては,マデイヤ・プラデーシュ州

はムンバイを中心都市とする西部に,そしてウッタル・プラデーシュ州はデリーを中心都

市とする北部にそれぞれ分類されるのが一般的である。したがって, 「中部」の設定は4
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大地域区分の一般的形態に一部変更を加え

たものと指摘できる。

さらに,外国公館の管轄地域の設定をみ

ると,イギリスの高等弁務官事務所は,全

国を北部,西部,東部,南部の4大地区に

分けて,それぞれの中心都市であるデリー

(北部),ムンバイ(西部),コルカタ(莱

部),チェンナイ(南部)に配置されてい

る(図3)。これと同様のパターンがドイ

ツ,アメリカ合衆国,日本などの大使館,

領事館の配置に認められる。

2.全国スケールの支店配置

(1)自動二輪車メーカーおよび自動車

図3　イギリス高等弁務官事務所の配置

資料:イギリス高等弁務官事務所ホームページ
http://www.ukinindia.org/により作成O

メーカーの場合

図4は自動二輪車メーカーH社の支店配置を表したものである。 H社の全国の支店数は

20と相対的に多い。しかも,支店は3階層をなす。全国を大区分した地域単位に配置され

た広域支店(Regional Office)　その下に州単位に配置された州支店(State Office),さ

図4　H社の支店配置

資料:聞取り調査により作成。

らに州内の部分地域をテリトリーとした下

位支店(Branch Office)がある。なお,

当社のディーラー数は先述した通り自動車

メーカーに比べてはるかに多い。この

ディーラーの多さが相対的に高密度な支店

配置につながっている。

図中の数字は開設年次を示す。デリー本

社の開設は会社設立の翌年に当たる1985年

であった。その2年後にコルカタ,プネ一,

バンガロールに広域支店を配置し,量産体

制に対応した全国的販売網を形成したこと

が見てとれる。広域支店のテリトリーは先

に紹介した北部,西部,東部,南部からな

る4大地域区分に対応して設定されてい
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る。ただし,広域支店の配置地点が西部および南部ではそれぞれの首位都市であるムンバ

イとチェンナイではなく,プネ-とバンガロールとなっている。聞取りによれば,プネ-

は自動二輪車産業の集積地であること5),およびバンガロールは南部の地理的中心に位置

していることがそれぞれの選定理由であった。

上記4広域支店の下に,州単位の支店が配置されているが,州支店の開設年次にはバラ

ツキがある。年次のバラツキは州のマーケットとしての重要性を反映したものと解釈でき

る。東部のオリッサ州,ビバール州では州支店の配置が1996年と遅いが,それは州の購買

力が低いことによる6)。さらに北東部の州に限って言えば,現在も支店は皆無である。な

お,州支店の配置都市はグジャラート州の場合を除けば州都が選ばれている。州支店のテ

リトリーに関する正確な情報は得られなかったが,州がテリトリーの単位になっていると

見てよい。

図5は自動車メーカーM社の支店配置図である。当社は既述の通りインド最大の自動車

メーカーであり,ディーラー数が178と多い。それに対応して,支店数も9支店(デリー

本社を含む)と多い。当社の広域支店のテリトリー設定は一見すると複雑に見える。しか

し,その基礎に4大地域区分がテリトリー設定の空間的枠組みとして採用されていると推

察される。

当社の広域支店の開設年次を把握していないが,南部に関してはまず南部4州をテリト

リーとする支店が配置された後, 2地域に細分されて現在に至っていると考えられる。西

部についても,グジャラート州に配置され

た支店はムンバイから分離して配置された

ものと推察される。北部の場合も,チャン

デイガールとラクナウへの支店配置はデ

リー本社からの機能の分離によって設置さ

れたものと見てよい。ただ,デリー周辺に

関しては,当社の場合は州境ではなく大都

市圏の広がりに対応してテリトリーの広が

りを画している。すなわち,デリー支店の

担当エリアはハリヤーナ-州およびウッタ

ル・プラデーシュ州の一部地域を含む形で

設定されている。これはデリー大都市圏が

当該州にまで拡大していることに対応した

措置と理解できる。また,ラクナウ支店の
図5　M社の支店配置

資料:聞取り調査により作成。

-175-



地誌研年報13, 2004

テリトリーがマデイヤ・プラデーシュ州とウッタル・プラデーシュ州に広がっている。こ

れは先に紹介した地域審議会の設置に見られた形態である。

自動車メーカーT杜の場合は,全国規模のディーラー網を形成しているが,ディーラー

数は40に留まる。そのため,支店は現在デリー支店のみである(図6)。それまでは全国

に配置されたディーラーをバンガロール本社から販売部門の担当者を派遣して指導・管理

してきた。しかし,そうした対応には限界があって,デリーに支店を配置した　2003年に

はムンバイにも支店を開設する予定である。当社の場合,全国市場を先に紹介したインド

の一般的大地域区分に倣って北部,西部,南部,東部,北東部の5区分にして捉えてい

る。ただし,北東部についてほとんど営業活動を行っていない。

(2)家電メーカーおよび他の企業の場合

家電メーカーS社の支店数は広域支店5 (本社を含む),下位支店4からなる(図7)0

広域支店は全国の4大地域区分に従って配置されている。さらに南部に限って,東西に細

分されて2支店が配置されている。配置都市は4大都市とバンガロールである。なお,当

社が南部を2分していることに関しては,大都市市場を重視した支店配置の現われと理解

できる。当社は先述したように大都市域においては問屋を経由しないで小売店に直接販売

している。このことがチェンナイとバンガロールに広域支店を配置することとなり,結果

として南部を2分することになったと推察される。下位支店の配置も大都市指向である。

マハーラーシュトラ州では広域支店が立地するムンバイに近接したプネ一に下位支店が配

置されているが,これもプネ-の市場の大きさに対応した配置と理解できる。

図6　T社の支店配置

資料:聞取り調査により作成。
図7　S社の支店配置

資料:聞取り調査により作成。
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図8　B社の支店配置
資料:聞取り調査により作成。

図9　E社の支店配置

資料:聞取り調査により作成。

家電メーカーB社の支店網は広域支店5,下位支店18からなる(図8)。 S社に比べる

と下位支店数がはるかに多い。これは, B社はS社に比べて先発のインド企業であり,し

かも主力製品の価格帯はS杜に比べて低く,全国を相対的に高密度に覆う販売網を形成し

ていることの現われであると解釈できる。 B社の広域支店は全国の4大地域区分に沿って

配置されている。しかし, B社の場合,南部をさらにカルナ-タカ州,ア-ンドラ・プラ

デーシュ州の部分とタミル・ナードウ州,ケ-ララ州の部分に分けているo広域支店の配

置都市はデリー,ムンバイ,コルカタ,チェンナィ,ハイダラーバードである。 B社は本

部をバンガロールに置きながら,広域支店をわざわざハイダラーバードに配置している

が,その理由は不明である。上記の広域支店の下に主に州単位に下位支店が配置されてい

る。配置都市には主に州都が遣ばれている。そのほか,需要規模の大きい州の第二都市な

どにも下位支店が配置されている。

次に,事務用機器メーカーE社の支店網についてみると,全国を北部,西部,南部,莱

部の4地域に区分して,それぞれの地域の首位都市に広域支店を配置している(図9)0

当社の本社はバンガロールに立地するが,南部全域をテリトリーとする広域支店はチェン

ナイに置かれている。さらに,当社の販売額が大きいと推察される南部および西部では,

広域支店の下位支店が隣接州の州都に配置されている。また,当社の場合も,マハーラー

シュトラ州においてはプネ一にもムンバイ支店の下位支店が配置されている。一方, U社

の飲料品販売部門の支店配置は,上記した各社の場合と同様に全国を4大区分して設定し
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た地域ごとに広域支店を配置している(図

10),その下に,南部地域に限って言えば,

駐在員をテリトリー内に配置して営業に当た

ら~せている。また,同社の飲料品部門の本部

がバンガールに立地するが,南部の広域支店

はチェンナイに配置されている.そのため,

南部地域の販売活動はチェンナイ支店が統括

している。

そのほかに,支店のテリトリーに関する資

料が得られなかったD社, L社, N社につい

ても,支店の分布から配置形態を読み取る

と,家電メーカーのL社, N社は上記したB

社の配置パターンに類似した形態にある。自

図10　∪社の支店配置

資料:聞取り調査により作成。

動車メーカーD社も全国を4区分してそれぞれを担当する支店を配置する形態をとってい

る。

(3)全体的傾向

以上の検討結果からすると,インドにおける全国メーカーの販売網は,一般に全国を東

西南北に区分した4大地域区分と州を地域単位にして組織されているとみてよい。した

がって,それぞれの地域単位において支店の配置地点に選ばれる都市が今後それぞれの地

域の拠点としての性格を強めると推察される。すなわち,北部のデリー,西部のムンバ

イ,東部のコルカタはそれぞれの地域の卓越した中心都市であるが,全国メーカーの支店

配置によってもその拠点性が強化されると考えられる。南部の場合は,広域支店の多くが

チェンナイに配置されていることからすると,チェンナイは全国メーカーによっても南部

の第一の拠点として評価されているとみてよいO　しかし,チェンナイのほかにバンガロー

ルにも広域支店あるいは本社・本部を配置する企業がみられたことからすると,南部の拠

点都市としてのバンガロールの地位の向上も予想される.バンガロールの相対的評価の高

さは類似規模にあるハイダラーバードと比較するとき肯首できる。バンガロールには3社

の本社・本部,および3広域支店の配置が認められたのに対して,ハイダラーバTドには

1広域支店しか見られなかった。なお,多国籍企業の現地企業の立地を分析した

Barerjee-Guha (1997, p.171)によれば,近年の傾向として日本およびヨーロッパ企業

の間でバンガロールを進出拠点に選ぶ傾向があると指摘されている。

図11は7社の広域支店のテリトリーの境界について共通性を見たものである。南部の境
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図11全国メーカーの支店配置パターン
資料:間取り調査により作成。

界は7社に共通している。また,北部の境界はM社のケースを除くと各社に共通してい

る。西部と東部の境界線が企業によって分かれているが,これは2000年11月にマデイヤ・

プラデーシュから分離したチヤテイスガール州を西部と東部のいずれに含めるかの点にお

いて企業間でまだ一致するに至っていないことを表している。ただし,チヤテイスガール

州が分離されるまでは,マデイヤ・プラデーシュ州全域は西部に含まれていたとみてよ

いo　つまり,全国メーカーの支店配置における空間的枠組みとしての4大地域区分は境界

線も含めて企業間で共通するものであると指摘できる。この共通性の強さからして,ここ

での検討企業数が少ないが, 4大地域区分は企業の全国スケールの販売網の形成において

広く採用される空間枠であるとみられる。

Ⅳ.カルナ-タカ州における地域構成と都市階層

次に,全国スケールの支店配置の下に組織された販売網をインド南部のカルナ-タカ州

を事例地域として検討する。
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1.カルナータカ州の地域構成

力ルナ-タカ州はインド南部のドラビダ文化圏

に属する。面積は19万km2で,人口は5千万人

余り(2001年)を数える。州内を自然条件から区

分すると,アラビヤ海に面した沿岸部,西ガ-ツ

山脈の山地部,内陸平坦面の北部と南部に区分さ

れるが(図12),住民の地域認識としては南北2

区分が一般的である。

カルナ-タカ州の現在の領域が確定したのは

』望km

沿岸部

1956年であるo同年に実施された使用言語を基準　的丑山地部

にした州の再編の結果である。それ以前は,現州

域内は,カンナダ語を共通言語にすると言って

ち,南部の大部分はマイソール州,北西部はボン

ベイ州,北東部はハイダラーバード州にそれぞれ

分かれて属していた(Government of Kamataka,

1996)c　現在も州内の行政地域の一つである

Divisionにかつての州区分が残っている。ボン

ベイ・カルナ-タカはベルガウムDivision,ハ

デラバード・カルナ-タカはグルバルガ

Divisionとなっている(図13),また,南部の旧

マイソール州はマイソール藩王国を母体にした州

であって,歴史的地域としての性格を持つ。こう

した歴史性が州内を南北に2分する認識を生む要

素になっている.

加えて,南北間に経済格差が存在する。とりわ

け北東部(ハイダラーバード・カルナ一夕*)は

カルナ-タカ州内の後進地域と認識されている

(Azim, 1999),さらに,州都であるバンガロー

ルおよび第2の都市マイソールがいずれも州の南

端域に位置している関係で,州の経済的中心から

の遠近によっても,州内は南北に区分される。そ

のほか,デカン高原部に限られるが,北部と南部
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=　北部平坦面

=南部平坦面

図12　カルナータカ州の自然地域区分

資料: Government of Karnataka(1982):
Karnataka State Gazetteer, Part lに

より作成。

Division District

図13　カルナータカ州の行政地域

資料: Government of Karnataka (1996)
により作成。
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では標高,降水量に差がある。北部は南部に比べて標高が低く乾燥した地域となってい

る7)。こうした自然条件の違いも地域差を認識させる要素となっている。

なお,州内の行政地域の構成は, Division, District, Sub-division, Taluk, City/

Town/Villageの5階層からなる。このうちDivisionおよびSub-divisionの機能は税務

などの特定の分野に限られているが, Districtは総合的行政機関の管轄地域である。しか

も選出代表者による自治議会を組織する(広瀬, 1998;井上, 2002)。州内の行政地域と

しては基礎的自治組織であるCity/Town/Villageとともに最も重要な意味を持つ　Taluk

は日本の旧都に相当する行政地域である　Talukも住民の直接選挙による議会を形成する。

2.カルナータカ州の都市階層

かレナ-タカ州には2001年現在,人口5万人以上の都市が50を数える。これを人口規模

で分類すると, 6階層に区分できる(図14).第1階層は州都バンガロールである。バン

ガロールは429万人の人口を有する州内の卓越都市である。バンガロールは現在ではイン

ドの代表的産業の一つに事で成長

したソフトウエア産業の集積地と

して世界的に知られる。バンガロー

ルの199ト2001年の人口増加率は

38%を記録し,州内はもとより,

インドの他の大都市に比べても高

い8)0

バンガロールに次ぐ第2階層の

都市は,人口70万人規模のフブリ・

ダールワ-ル(北部)とマイソー

ル(南部)である。フブリ・ダー

ルワ-ルは2都市の連合体である。

両者のうち商業中心地はフブリで

ある。フブリはカルナ-タカ州の

南北の幹線交通路である国道4号

および幹線鉄道が通り,しかも州

の北東部と連絡する州道が走る交

通の要地である。バンガロールか

らの道路距離は425kmである。 -
図14　カルナータカ州における人口5万以上の都市

資料: Census of India 2001により作成。
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方,マイソールは1799年から1831年まで旧マイソール藩王国の首都であった。現在も,州

南西部のマイソールDivisionの行政中心地である。バンガロールとは道路距離で135km

と比較的近距離に位置する。

第3階層の都市は,人口30万から40万台のグルバルガ,ベルガウム,マンガロール,ダ

ヴァンゲレ,ベラリの5都市である。前者の3都市はDivisionの行政中心地である。後

者の2都市はDistrictの行政中心地である。第4階層は人口20万台にあるシモガ,トウム

クル,ビジャープル,ライチュールの4都市からなる。これらの都市もいずれもDistrict

の行政中心地である。続く第5階層は人口10万台のビダールはか10都市である。このうち

8都市がDistrictの行政中心地である。このようにカルナ-タカ州における主要都市の多

くは行政中心地である。第6階層は人口10万以下の都市である。このクラスの都市にも

Districtの行政中心地が5都市含まれる。ただし,そのうち4都市は1997年に分県して新

しくDistrictの行政中心地となった都市である。

3・カルナータカ州における販売事業所の立地と都市の階層性

第Ⅲ章において説明したメーカー支店のもとに,出先機関および駐在員,ディーラーお

よび特約店,さらには修理等のサービス事業所と系列小売店などが組織されている。これ

らの販売機関の配置形態から捉えたカルナ-タカ州の都市の階層性を検討する。

(1)分析対象とした事業所

自動車および自動二輪車メーカーの場合は,メーカーごとに系列のディーラーを配置し

ている。ディーラー数は企業によって大きく異なる。カルナ-タカ州におけるH社, M

社, T社のディーラー数はそれぞれ27, 14, 4である。また, H社およびM社では,ディー

ラーの事業所のはかにもサービスポイントあるいはサービスステーションと呼ばれる事業

所を各地の修理工場と契約することで確保している。さらに,広いテリトリーを担当する

デイヤラーのなかには, Field Officerと呼ばれる駐在員を配置するケースがあるO　ここ

では,上記したすべての事業所・駐在員の立地を取り上げた。なお, H社の場合,バンガ

ロール支店の出先機関がフブリに配置されている(図15)(このような場合に限って,

メーカー支店の配置も検討対象とした。

家電メーカーの販売機関の構成は,バンガロール周辺ではメーカー支店が直接小売店に

販売する。小売店には専属店,系列店,一般店と言った区別がなされている。一方,農村

部では主要都市に立地する問屋(Distributor)を通して小売店に販売している。そのは

かにサービスセンターを配置しているo家電メーカーに関しては,メーカー支店,間鼠

サービスステーションの配置を取り上げた。小売店の立地に関しては,資料の得られたS
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口巴　　　　　・TA-3一

支店

国中の数字はディーラー数。

図15　カルナータカ州における

H社の販売網
資料:聞取り調査により作成。

意ディーラー　●駐在員所在地

図17　カルナータカ州における

T社の販売網
資料:聞取り調査により作成。
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阜　　　　　　・SiSM扇田即

テリトリーの境界

図16　カルナータカ州における

G社の販売網
資料:間取り調査により作成。

■ディーラー　●
サービス・
ステーション

図中の数字はディーラー数。
図18　カルナータカ州における

M社の販売網

資料:聞取り調査により作成O
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社のみに限って取り上げた。そのほかの企業に関しては,事務用機器メーカーE社につい

ては駐在員とサービスセンターの配置, G社についてはメーカー支店と駐在員の配置,そ

してU社については駐在員の配置を取り上げた。

以上の事業所について,事業所を配置する空間スケールから,次の4タイプを識別でき

る。 ①州内を2分して配置された事業所(図15および図16のメーカー支店)0 ②Division

スケールで配置された事業所(図17のディーラー)0 ③Districtスケールで配置された事

業所(図15および図18のディーラー)0 ④都市あるいはDistrictを細分した空間スケール

で配置された事業所(図18のサービス・ステーション)0

(2)販売事業所の配置からみた都市の階層性

表2は,上記した事業所分類にしたがって都市別に事業所の立地数を集計したものであ

表2　対象企業11社の販売事業所の配置

主要都市
人 口 (千人)

配置企業数
販売事業所のテ リ トリー別立地数

(2 0 0 1年 ) ① l ② ー ③ , ④

B an ga lore 4 2 9 2 10 4 4 2

H u b li-D h arw ad * 7 8 6 l l 4 5 2

M y sore * 7 4 2 9 3 6

G u lb ara ge * 4 2 8 5 4 1

B elgau m 4 00 8 1 6 1

M an galo re 3 99 10 5 5

D av an a gere 3 64 7 6 1

B e llary 3 17 6 1 4 1

Sh im o ga 2 74 7 1 5 1

T u m ku r 24 9 4 3 1

B ijap ur * 24 6 3 2 1
R a ich u r 2 0 7 6 4 . 2

B id ar 17 2 3 1 2

H o sp et 16 3 2 l l

B h ad rav ati 16 0 2 2

G ad ag -B etageri * 15 5 3 1 2

R o b ertso n P e t 14 1 1 1

M a n dy a * 13 1 3 1 2

C h itra d urg a * 12 3 3 1 2

H assan 1 17 3 2 1

K o lar 1 13 3 1 2

U d up i * 1 13 5 4 1

C h ikm ag alur * 10 1 3 1 2

ネ　Districtの行政機関所在地

①州を2分したスケールのテリトリーを有する事業所
②Divisionスケールのテリトリーを有する事業所
③Districtスケールのテリトリーを有する事業所
④都市あるいはDistrictを細分した空間スケール単位で立地する事業所
注:同一企業系列の複数の事業所が立地する場合には,最上位の事業所のみを集計した
資料:聞取り調査により作成。
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る。州内を2分する事業所の配置は5社において認められるが,何れの場合も州域を南北

に区分し,事業所をバンガロールとフブリに配置している.先にかレナ-タカ州の地域構

成を紹介したなかで南北に区分する地域認識が存在すると説明したが,企業の販売事業所

の配置においても同様の地域区分がなされている。しかも,北部の拠点としてフブリを選

択する点も5社に共通している。フブリについては,先に隣接都市ダールワ-ルと合同し

て行政市を形成する州内第2の都市であり,しかも北部の交通の要地であると紹介した。

したがって,カルナ-タカ州において,バンガロールに加えてもうーっ販売拠点を設ける

場合,州域を南部と北部に区分し,北部についてはフブリを配置地点に選択するとみてよ

いO　そして,ここに従来カルナ-タカ州においては,バンガロールを除けば, Division

の範囲を越えた中心都市の形成は見られなかったが,フブリが今後北部の拠点都市として

の性格を強める可能性を読み取ることができる。

Divisionスケールで配置された販売事業所の立地数は,フブリ5,マンガロール5,

バンガロール4,マイソール3,ベルガウム,ベラリ,シモガ各1となっている。このよ

うにDivisionスケールの配置といっても,すべてのDivisionに等しく配置されているわ

けではない。今回対象とした企業のなかには州北西部の中心都市グルバルガに当該タイプ

の販売事業所を配置する企業はなかった.また,マイソールは都市規模ではフブリ・ダー

ルワ-ルと同規模にあるにもかかわらず,当該タイプの事業所の配置数は少ない。前者の

グルバルガについては,グルバルガDivisionの市場規模が事業所の配置を可能とする規

模に達してないことが推察される。後者のマイソールについては,バンガロールに隣接し

た地域(135km)にあり,バンガロールからの営業で対応が可能なため,配置が控えられ

るケースがあるためと理解できる。例えば, T社のカルナ-タカ州におけるディーラーは

4社であるが,そのうち2社がバンガロールに立地している。そのうち1社にマイソール

地域の営業を任されているが,当該ディーラーはマイソールに支店を配置する計画を有し

ているものの,現在(2002年)のところ実現に至っていない。それと対照的な都市はマン

ガロールであるO　マンガロールは人口規模が40万人弱で,マイソールの2分の1程度であ

るが,バンカロールから350kmほど離れた沿岸部の中心都市である。そのため,バンガ

ロールのテリトリーから分離されやすい。上記のT社の場合も, 4ディーラーのうち1杜

はマンガロールに配置されている。

Districtスケールの販売事業所は各Districtの行政中心都市に配置されているが,

Divisionスケールの事業所の場合と同様に,都市別の事業所数には市場規模および上位

都市との位置関係による差が存在する。都市の人口規模20万人以上の都市とそれ以下の都

市の間に,当該クラスの事業所の立地数に差異が認められる。一方,シモガ,ライチュ-
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ルにおける当該事業所数の立地数が都市規模からすると相対的に多くなっている。これは

両都市が上位都市から離れて位置していることによるものと推察される。なお,ベルガウ

ムおよびグルバルガは行政中心地としてはDivisionの中心地であるが,企業の販売網の

なかではDistrictの拠点としてしか評価されていないと言える。

V.おわりに

以上の検討結果およびそこから読み取れる傾向を要約し,結びとしたい。

1)インドの一般的な地域区分として,イギリス植民地時代に確立したと考えられる北部

(拠点:デリー),西部(ムンバイ),東部(コルカタ),南部(チェンナイ)の4大地域

に区分する形態がある。全国メーカーの販売網においても,この一般的地域区分に沿っ

た支店の配置とテリトリー設定が基本になっている。したがって,これら4都市は今後

も全国企業の広域拠点としてそれぞれの地域内において中心性を高めると見られる。

2)南部においてはチェンナイの首位性は認められるが,同時にバンガロールにも広域支

店を配置する企業が認められる。したがって,南部では,チェンナイは南部第一の中心

都市と評価されるものの,他方で広域拠点しての地位を巡ってバンガロールと競合する

関係にあると判断される。なお,バンガロールの優位性は南部の地理的中心に位置して

いる点にある。これに加えて今後,都市経済の発展が加わると,その拠点怪は高まると

推察される。なお,他の地域においては,首位都市と競合するような拠点性をもった都

市は存在しない。

3)上記の広域支店の下に,主に州単位に配置される支店がある。しかも,当該支店は州

都などの特定都市に集中する傾向があり,それらの都市は今後支店の集積により州内で

の中心性を高めると予想される。

4)カルナ-タカ州における販売網の形態には,州内をバンガロールを拠点にした南部と

フブリを拠点にした北部に2分する形態が認められる。フブリは北部の交通の要地であ

るが,北部全域にわたる中心都市としての性格を備えた都市ではない。しかし,今後州

内を2分した形で大企業の支店および販売機関の配置が進むとき,フブリが北部の中心

都市としての性格を強める可能性がある。同州における北部の経済後進性を考慮する

と,北部の拠点都市の形成は望ましい。

5)州内の2区分に次ぐ空間スケールの地域区分としてDivisionスケールの区分が認め

られる。沿岸部のマンガロールには当該スケールのテリトリーを有する販売事業所が相

対的に多く配置されている。マンガロールは人口規模ではマイソールに比べるとはるか
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に小さいが,バンガロールから遠隔にあることで, Divisionスケールの販売事業所が

配置されている。このことは,販売事業所の配置においては,市場規模とともに,市場

空間全域を覆う必要から,上位支店との位置関係が配置地点の選定において重視される

ことを意味している。この点は日本における企業の販売網の形成の場合と同様である

(日野, 1996),

6) Divisionスケールよりもさらに一段下のDistrictスケールによる販売事業所の配置が

認められる。この場合には,市場規模のほかに上位都市との位置関係が販売事業所の配

置地点の選定に影響している。

以上, 11社の販売網に関する調査結果から都市の階層分化の傾向を読み取ったが,それ

が一般性を持つかどうかはさらに検証する必要がある。さらに,全国企業の販売関係の事

業所の配置が都市の中心性(階層分化)に実際どの程度影響しているかを計量することは

資料の制約から困難であるが,今後の課題に位置づけられる。
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荒木一視,祖田亮次,鍬塚賢太郎の各氏からは現地での調査方法をはじめとして実に様々なご指

導とご助言を頂いた。さらに,韓国系企業の情報収集においては,忠北大学校師範大学・韓柱成

先生にご協力を頂いた。そのほかにもバンガロール大学地理学教室の院生達をはじめ多くの方々

のご協力を得た。以上の方々に対して,この場を借りて心よりお礼申し上げます。

注

1) 1990年以降のインドのGNPの実質成長率は次の通りである。年次は財政年度を指す1990年5.!

1991年1.1%, 1992年5.1%, 1993年5.9%, 1994年7.2%, 1995年7.5%, 1996年8.2%, 1997年4.9'

1998年6.4%, 1999年6.2%, 2000年4.3% (速報値, 2001年6.0% (推計値)0 (出所:Economic

Survey of India, 2002-2003. http://indiabuget.mc.in)

2)インドにおける経済自由化以降の外国からの直接投資の伸びに関係したデータとして, FDIの残高の

推移を紹介すると,次の通りである1980年1,177百万ドル1985年1,075百万ドル1990年1,668百万ド

ル, 1995年5,652百万ドル, 2000年18,916百万ドル　2001年23,319百万ドル。 (出所: UNCTA, World

Investment Report 2002)
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3)モーターサイクル,スクータ,モペットの1990年代におけるそれぞれの生産台数は次の通りであっ

た1991年度428,118台, 769,955台, 408,022台, 1995年度809,527台, 1,223,425台, 627,079台, 1999年

Ml,796,734ft, 1,253,969台, 726,075台(アジア座業研究所, 2001, 270亘)

4) H社は1997年にデリー南西郊のグルガオンに第2工場を竣工させた0

5)プネ一には自動二輪車の生産においてH杜に次ぐシェアを有するBa社の本社が立地する。

6)ビバール州とオリッサ州の人口は2001年現在8,287万人と3,670万人であるo両州は人口規模では上位

の州に位(aする。しかし,両州ともに農村人口比率が高い。インド全体の飽村人口比率は72%であるが,

jilijMlの比率はビバール州90%,オリッサ州85%である。虚村部はど貧困層が多いことからして,両州の

憐H力は人口規模ほどには大きくないと判断されるo H社の両州におけるディーラー数は23と10に留ま

るOオリッサ州の場合は,人口規模が類似する南部のケ-ララ州(3,183万人)のディーラー数(18)

に比べても大幅に少ないOなお,ケ-ララ州の農村人口比率は74%である。

7)北部台地の大半は標高300から600メートルの範囲にある。それに対して,南部台地の標高は600から

900メートルの範囲にある。一方,年降水量は,北部のグルバルガDivisionでは703mmに対して,南

部のバンガロールDivisionでは870mmである(Government of Karnataka, 1996)

8)人口500万人以上の六大都市圏の199ト2001年の人口増加率は次の通りである。　ムンバイ(1,636万

人) 30%,コルカタ(1,321万人)20%,デリー(1,279万人) 52%,チェンナイ(642万人) 19%,バン

ガロール(568万人) 38%,ハイダラーバード(553万人) 27%。
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Location Pattern of Sales Branches of Large

Companies in India and its Relationship to the

Hierarchical Differentiation of Cities

Masateru HINO

In 1991, India launched a series of progressive economic liberalization policies

called "The New Economic Policy." Since 1993, the annual rate of economic

growth in India has maintained a consistent growth rate of around 6%. The

number of companies that have formed nation-wide networks of sales branches in

India has increased. Based on Japan's experience, the establishment of nation-

wide networks of branches and related sales offices by large companies involved in

mass production operations will promote the hierarchical differentiation of cities.

This paper will discuss future trends in the hierarchical differentiation of cities in

India, based on the analysis of the location patterns of branches in the sales

networks of large companies.

The location patterns of branches in sales networks of the following eleven

companies were investigated: three automobile manufacturers (two Japanese and

one South Korean), one motorcycle manufacturer (Japanese), four home appliance

manufacturers (one Japanese and two South Korean companies and one Indian),

one copy machine manufacturer (Japanese), one soap and detergent manufacturer

(Indian) and one tea manufacturer (British).

Research revealed the following:

1) Seven of the eleven companies provided information on the locations of branches

in India. Although the specific numbers differed, all seven companies have

established branches in the four widely recognized regions of India: northern,

southern, western and eastern. In northern India branches are located in Delhi,

Mumbai in the western part, and Kolkata in the eastern part. These branches are

generally called regional offices. In southern India, most companies have

branches located in Chennai, but there are also some in Bangalore, suggesting that

in the future these two cities may compete for new branches. There are also state

branches administered by regional offices; further expansion of sales networks will
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probably increase the centrality of the cities in which state branches are located.

2) The location pattern of branches in Karnataka State was investigated as an

example of state-wide sales networks. The most populous city in Karnataka State is

Bangalore (4. 3 million), and other large cities in the state include Hubli-Dharwad

and Mysore (with populations around 600,000) and Gulbarga, Belgaum and

Mangalore (with populations around 300,000-400,000). Karnataka State has four

types of branch office location patterns. The first type is a north-south division,

with branches located in Bangalore in the south and Hubl主Dharwad in the north.

Hubli-Dharwad may develop into a major city in the northern part of Karnataka

State if the sales networks of large companies continue to expand.

The second type of location pattern divides the state into three to five regions.

In this pattern, branches have been established in Mangalore, located in the coastal

region, as well as Bangalore and Hubuli-Dharwad. Therefore, it appears likely that

after Bangalore and Hubli-Dharwad, Mangalore could become the most important

city for sales networks. The third type is a district-based location pattern, with

branches located in the capitals of most districts. However, there are few branches

in districts with small populations. The fourth type is a location pattern based on

the subdivision of each district. In this way, the establishment of sales networks by

major companies is beginning to promote hierarchical differentiation of cities in

India.
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インド・カルナ-タカ州における農産物卸売市場
-規模,立地及び月別入荷動向の分析-

荒　木　一　視*

Wholesale Markets of Agricultural Produce in Karnataka State, India:

Analysis of Size, Location and Monthly Arrivals and Prices

Hitoshi ARAKI*

I.はじめに

II.カルナ-タカ州の農業生産

lI　　　　ォ'r

IV.主要農産物市場における入荷量と価

格の推移

m.カルナ-タカ州における主要農産物　　　V.おわりに

市場の分布と規模

I.はじめに

本研究の目的はカルナ-タカ州を例としてインドの農産物流通の実体を明らかにするこ

とにある。その際,特に農産物卸売市場に着目した。

途上国の農産物流通に関しては,近年さまざまな立場からのアプローチが試みられてい

る。従来的な農学や農業経済学からの研究成果としては東南アジアを取り上げた福井

(1995),インドネシアを取り上げた諸岡(1995),中国を取り上げた菅沼(1995)などが

挙げられる。わけても中国に対する研究成果は多い(王, 2001 ;陳, 2001).地域研究の

立場からもアジアとアフリカの農産物流通を描いた高根編(2003)などが得られている。

地理学においても石原(1987, 2003)の一連の研究を挙げることができる。インドや南ア

ジアの農産物流通に関する研究としては, Harriss-Whiteの一連の研究(Harriss-White,

1996 ; Harriss-White ed., 1999)をはじめとし,インド人研究者の研究成果の蓄積も多い

(Acharya and Agarwal, 1987; 1994 ;Yang, 1998),わが国でも黒崎(2001)や藤田

(2000)などの成果が得られている。

こうした中で筆者はインドの農産物卸売市場に注目した研究を行ってきた。荒木(1999)

では主としてデリーのア-ザードプルl)青果物卸売市場を対象として,生鮮青果物の長距

*山口大学教育学部　Faculty of Education, Yamaguchi University
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離輸送体系の確立を明らかにし,その背景について言及した。また,黒崎・荒木(2002)

では,同市場を対象にしつつより長期間の検討を加えると共に,国内の他の主要青果物卸

売市場(ムンバイやカンプル,チェンナイなど)との価格変動の比較も行った。

インド全体のスケールで,長距離青果物流通体系が構築されていることを示す上では

ア-ザードプル市場に着目すること,あるいは全国的な価格体系を検討する上では全国規

模での主要市場に着目することは有効であった。しかし,こうしたナショナルなスケール

での青果物流通によって,インドの青果物流通において展開している変容の全貌が解明さ

れるわけではない。地方の卸売市場を含めたリージョナルなスケールでの検討が不可欠で

ある。すなわちア-ザードプルという特定の巨大な1市場の研究のみでは,中小の地方市

場を含めた全体像の把握が難しいからである。例えば州単位のようなスケールで,大小さ

まざまの地方都市の卸売市場をとりあげ,それらの市場の比較検討を行う必要がある。特

に地理学的な観点からは,相当の広がりを持つ地域スケールでの面的な考察が重要な意味

を持つと考えられる。

以上を踏まえ,本研究ではインドにおける特定の1州を取り上げて,州内の卸売市場の

分布や地域差などについての検討を行う。対象としたのは南インドのカルナ-タカ州であ

る。高原上の温暖な気候を利用して農業がさかんであるとともに,州都バンガロール

(Bangalore)はインド全国で5位の人口規模を有する大都市で,さまざまの階層の卸売

市場が存在し,有効な比較検討が出来ると判断したためである。主たる資料は2002年12月

にバンガロール市のカルナ-タカ州農業マーケテイング局(Karnataka State Agricultural

Marketing Board)を訪れて入手したものである。なお,同局は州内の農産物市場を管轄

する州政府の機関である。

II.カルナ-タカ州の農業生産

カルナ-タカ州はインド南部にあり,西ガ-ツ山脈の西側の海岸部をのぞき,大半が高

原上に位置する。北部の標高は300-600m,中部で450-700m,南部で600-900mで

ある。西部の海岸部は6-9月にかけては降水量が多く　6,7月には1ケ月で1,500mm

もの降水量がある。対して,西ガ-ツ山脈東側の高原部の降水量は年間で800mm程度で

ある。南部のバンガロールやマイソール周辺ではその標高から温和であるが,北部では暑

さが厳しく,特に4,5月には気温が40-Cを越えることもしばしばである。また,冬季の

気温は州を通じて暖かく過ごしやすい。

こうした環境の中,農業も盛んで商品作物としてはサフランやヒマワリなどのオイシー
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表l　カルナータカ州の主要APMCへ入荷する主要農産物(2000-01年)

品　目　　　　　入荷量(万トン)　平均価格(100kgあたりルピー)

莱(Paddy)
トウモロコシ

タマネギ

ジャガイモ

i&iii′主

ソルガム

アラバル豆

シコクビエ

ヒマワリ

トウガラシ

トウジンビエ

235.85

91.00

62.21

37.24

26.55

13.53

9.03

7.92

7.13

5.54

4.20
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資料: Dept of Agricultural Marketing, Government of Karnaraka
注: APMCはAgricultural Product Marketing Committee (農産物マーケテイング委員会)

の略称で,卸売市場を管理運営する母体である。

ズ,及びサトウキビは全国でも有数の生産を誇り,インド最大のコーヒー産地としても知

られる。穀物では米が主体で小麦は少数であるが,その他にシコクビエやソルガムも州別

生産量でインドのトップクラスを維持している。それ以外では,トウガラシやカルダモ

ン,ビンロウジュの実などの香辛料,野菜ではタマネギが全国的な産地であるとともに,

落花生やココナッツも相当の生産量を有する。

表1はカルナ-タカ州農業マーケテイング局が管轄する同州の農産物市場における主要

品目とその取扱量である。重量ベースの取扱量では稲が最大で,トウモロコシ,タマネ

ギ,ジャガイモ,落花生がこれに続く。ソルガム,アラバル豆,シコクビエ,トウジンビ

エなどもインドでは一般的な細粒作物である.トウガラシほ重量ベースでは多くはないが

単価が高く,相当の取扱額を有する重要な作物といえる。

Ⅲ.カルナ-タカ州における主要農産物市場の分布と規模

本章では農産物市境の分布と規模について検討する。対象とした市場は州全体で81市場2)

である(図1)0

表1の作物ごとの取扱市場の分布と規模は図2に示される。ここから市場の分布に関し

ていくつかのパターンを見出すことができる。第一の観点として,市場の分布が特定の地

域に集中するものとそうでないもの,第二の観点としてはシェアが特定の市場に集中する

ものとそうでないものである。この2点に注目して市場の分布パターンを検討する。例え
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Ramdurga #

Soudatti

Belgaum

100
」　　　　　　　　　　　　　　　I

km

Badami

・Laxme
warサH.B.

ibennur

Harihara

●　　　　　●

Basavakalyan

Chittapun

'ul亡:

Hospet

図1カルナータカ州における主要農産物市場の位置
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District (県)名

1　Bagalkot

2　BangaloreRural

3　BangaloreUrban

4　Belgaum

5　Bellary

6　Bijapur
Bidar

8　Chamrajnagar

9　Chikmagalur

・O Chitradurga

ll DaksinKannad

12　Davangere
13　Dharwad

14　Gadog

15　Gulbarga

16　Hassan

17　Haveri

18　Kodagu
19　Kolar

20　Koppal

21　Mandya

22　Mysore

23　Raichur

24　Shimoga
25　Tumkur

26　Udupi

27　UttarKannad
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ばソルガムは,北部から南部まで市場が広汎に分布し,シェアもベラリー(Bellary)市

場が14,900トンで13%,ライチュール(Raichur)市場が13,000トンで11%とやや大きい

ちのの,突出する市場は認められず,地域的集中もシェアの集中もみられない作目であ

る。これに対してアラバル豆では市場は北部の3県にしか存在せず,首位のグルバルガ

(Gulbarga)市場がこれら6市場の37%のシェアを摸し,地域的にもシェア的にも集中が

認められる品目といえる。一方,トウジンビエは市場の分布が北部に偏っているものの特

定市場へのシェアの集中は認められない。また,タマネギではベルガウム(Belgaum)

からバンガロールまで市場が分布しているものの,シェアの約60%はバンガロール市場に

集中する。

このような市場の分布パターンは,当該作物の生産量の地域差という観点からかなりの

部分の説明が可能である。例えば,トウガラシ3)は市場分布においてもシェアにおいても

特定市場への集中の顕著な作物でハヴェリ(Haveri)県のビャドギ(Byadgi)市場がそ

の中心であるが,この地方はカルナ-タカ州におけるトウガラシの一大生産地でもある。

CMIE (Center for Monitoring Indian Economy Pvt.Ltd.)の資料4)によると,この地

方のカルナ-タカ州における生産量のシェアは1980年代前半には35.5%, 90年代前半にか

けては43.3%である。 2位以下のシェアがせいぜい10%程度であり,その集中は顕著とい

えるO　このように当該地域の大きな生産量を背景に取扱市場が形成されているという解釈

が適用できる。一方,バンガロール市場でもまとまった取引がなされているが,これは同

時期同地区の生産量のシェアが1 %程度であることから,産地市場と言うよりも消費地市

場としての取扱量であると考えられる。

生産量を背景にした市場の位置づけという解釈は,他の作物にもあてはまる。アラバル

豆ではグルバルガ県が生産量のシェア37% (90年代前半)で15%内外の2位以下を大き

く引き離し,市場の分布もそれに重なる1980年代後半から1990年代にかけてのヒマワリ

の生産量シェアはグルバルガ県が約30%,ビジャブル(Bijapur)県が約25%,これにダ

ルワド(Dharwad),ライチュール県が続き,市場の分布地域と取扱のシェアもほぼその

周辺に重なる。トウモロコシの市場分布では,特定市場-のシェアの集中は顕著ではない

が,中北部に比較的多くの市場が分布する。 90年から93年次の生産量シェアでは,ベルガ

ウム(24.7%),ビジャブ-ル(18.0%),チットラドウルガ(Chitradurga) (15.4%),

ダルワド(ll.7%),ベラリー(10.1%)の各県があり,これも市場分布と近似する。同様

に北部に市場の集中するトウジンビエの生産量(90年～93年次)では,ビジャブル

(36.0%),ライチュール(27.9%),グルバルガ(20.4%)の各県がシェアの上位を占め,

産地と市場の分布に相関が認められる。バンガロール市場とアルシケレ(Arsikere)市場
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図2-1主要農産物市場の分布と規模(2000-01年)

資料: Karnataka State Agricultural Marketing Board, Bangalore
注:トウモロコシについては凡例の単位を万トンとする。
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図212　主要農産物市場の分布と規模(2000-01年)

資料: Karnataka State Agricultural Marketing Board, Bangalore
注:米(Paddy)については凡例の単位を万トンとする。
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(バツサン　Hassan県)を中心に市場が分布するシコクビエにおいても,生産量上位(90

年～93年次)を占めるのはバンガロール(21.4%),トウムクール(Tumkur) (17.8%),

バツサン(13.3%),コラール(Kolar) (12.4%)などの県で,市場の分布とよく重なる。

これに対して,市場分布もシェアも分散する傾向が認められるソルガムでは,産地の分

布にも同様の分散傾向が認められた。すなわち,ソルガムの生産量シェアはビジャブル県

が14.4% (90年～93年次)で首位を占めるものの, 2位がライチュールの13.0%, 3位

がグルバルガとダルワドの12.4%で6位までが10%以上のシェアで横並びである。同様の

ことは落花生にも当てはまり,生産量首位のチットラドウルガからトウムクール,ライ

チュール,ダルワド,ベルガウムの各県がシェア10%内外で並ぶとともに,市場分布の分

散傾向とも重なる。米も比較的広く栽培されている作物であるが,市場は生産量上位の3

輿,すなわち北からライチュール(90年～93年次シェアの12.3%),シモガ(Shimoga)

(同14.0%),マイソール(Mysore) (剛0.5%)に集中している。このように,州内で広

汎に栽培されている作物においてはその取引市場も分散しているといえる。

以上のように,栽培地域と取引市場はおおむね分布が重なり,特定の地域に生産の集中

する作物は当該地域の市場での取引が卓越し,広汎に栽培される作物においてはその取引

市場も広汎に分布する傾向が認められた。すなわちカルナ-タカの多くの市場が当該地域

の生産量を背景とした産地市場的な側面を持っているといえる。

一方,このような傾向に沿わない例も認められた。ジャガイモとタマネギがそのケース

である。カルナ-タカ州におけるジャガイモの産地はバツサン県が首位で80年代後半から

90年代にかけて生産量シェアの28.6%を占める。ついでベルガウムが21.4%,コラールが

10.8%,ダルワドが10.4%で,これら5県でシェアの約7割を占める。しかし,最大の取

扱市場はいずれの県でもなく,バンガロール市場である。その取扱量17万トン余は2位の

ベルガウム市場の6万トン余, 3位の-ツサン市場の4万トン余,以下マルール(Malur)

市場(コラール県)の2万トン余, 4位のフブリ(Hubbli市場) (ダルワド県)の2万ト

ン余を大きく上回る。同様にタマネギの首位産地はシェア22.6%でチットラドウルガ, 2

位は17.9%でビジャブ-ル, 3位は14.4%でダルワドの各県であるが,ここでも取扱量の

圧倒的な首位はバンガロール市場である。ちなみに同時期のバンガロールルーラル県の生

産量のシェアは0.2%,バンガロールアーバン県をあわせても0.3%にすぎない。これらで

は生産地域の分布と取引市場の分布が合致せず,特にバンガロール市場への集中が際だっ

ている。バンガロールアーバン県は州内で最大の人口を擁する(表2)ばかりでなく,同

市は全インドでも,ムンバイ,デリー,コルカタ,チェンナイに次ぐ人口第5位の都市で

あり,近年特にI T拠点としてその成長が注目されている。これを勘案すると,巨大なバ
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ンガロール市場の取引量は近隣の生

産量に支えられて存在するというよ

りも,その巨大な消費量に牽引され

て存在する。すなわち消費地市場と

しての性格を有するものであること

が推察される。産地市場として位置

づけられる他の多くの作物の市場と

は異なり,バンガロール市場がジャ

ガイモやタマネギの取扱においては

消費地市場として機能していること

が,この市場の持つカルナ-タカ州

の農産物市場の分布における特徴で

ある。

同時に,バンガロール市場の消費

地市場としての性格が顕著に認めら

れる品目の特徴として,保存期間が

相対的に短く端境期の存在する野菜

類であることが指摘できる。一方,

米をはじめとし,トウジンビエやシ

コクビ工など後背地の生産量と対応

関係を示す多くの品目は穀物であ

り,保存が容易である。また,バン

ガロールの消費地市場としての性格

が確認できたトウガラシは,乾燥す

ることで長期保存が可能となるほ

か,きわめて単価の高い作目(表

1)である。保存や輸送の容易な穀

物や伝統的な商品作物に比べて,煤

存が困難で端境期の存在する野菜類

では,端境期を埋める遠隔産地から

の長距離輸送による入荷が実現し,

新たな流通体系が構築されつつある

表2　カルナ-タカ州の県別人口および主要市場
所在地の人口(2001年)

輿/ District名　　主要市場の所在地名　人口(千人)

Belgaum　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4207.3

Belgaum　　　　　　　　　　399.6

Bagalkot　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1652.2

Mahlingpur　　　　　　　　　30.9

Bijapur　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1808.9

Gulbarga

Gulbauga

Chittapur

Sedam

Yadgir

3124.9

427.9

27.0

31.5

58.8

1501.4

Bidar　　　　　　　　　　　　　　　72.3

Raichur 1648.2

Raichur　　　　　　　　　　　　　205.6

Koppa1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 193.5

Koppal　　　　　　　　　　　56. 1

Gadag　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　972.0

Dharwad 1603.8

Hubli　　　　　　　　　　　　　　786.0

Uttara Kannada　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1353.3

Haven 1437.9

Byadgi　　　　　　　　　　　25.7

Ranibennur　　　　　　　　　　　89. 6

Bellary　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2025.2

Bellary　　　　　　　　　　　3 1 7.0

Chitradurga

Challakere

Hosadurga

Davanagere 1789.7

Davanagere　　　　　　　　　363.8

Harapanahalli　　　　　　　4 1.9

1639.6

Chikmagalur 1 139. 1

Kadur　　　　　　　　　　　　　　30.8

Tumkur 2579.5

Tumkur　　　　　　　　　　　　　248.6

Kolar

Ko ar

Malur

Chikkaballapur

2523.4

113.3

27.8

54.9

Bangalore　　　　　　　　　　　　　　　　　6523. 1

Bangalore Rural

Mandya
Hassan

Hassan

Arsikere

Holenarasipur

1721.3

1 7.4

43.1

27.0

Dakshina Kannada　　　　　　　　　　　　　　　　1896.4

Kodagu

Mysore　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2624.9

Mysore　　　　　　　　　　742.3

Chamarajanagar　　　　　　　　　　　　　　　964.3

Karnataka州合計　　　　　　　　　　　　　　　52734.0

資料: The World Gazetteer (http://www.world-gazetteer
.com/home.htm)他
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ことが指摘されている(荒木, 1999),この観点からみて,カルナ-タカ州においても大

消費地を抱えるバンガロール市場で,穀物よりも端境期の顕著なタマネギやジャガイモ,

あるいは価格の高いトウガラシの取扱量が膨らむことは充分示唆に富むといえる。

Ⅳ.主要農産物市場における入荷量と価格の推移

本章では,個々の市場ごとの入荷量と価格の変動について検討する。取り上げた品目は

先に示した11品目のうちトウガラシ,トウモロコシ,アラバル豆,シコクビエ,ジャガイ

モ,タマネギである。図3-8は,それぞれの品目における主要な取引市場の1997年～

2001年にかけての5年間の月別入荷量と価格の変動を示したものである。

1.トウガラシ

まずトウガラシ(図3)であるが,市場はバンガロールの他に北からライチュール県の

ライチュール市場,ダルワド県のフブリ市場,州内最大のハベリ県のビャドギ市場,チッ

トラドウルガ県のチヤラケレ(Challakere)市場である。既に述べたように,ビャドギ

市場は州内最大の生産地域に位置し,入荷量も州内で群を抜いている。特にビャドギ市の

人口がわずか25.7千人で,ここに示した市場の中でもとりわけ小さな町に位置しているこ

とはその産地市場としての性格を顕在化させているといえる。また,月別の入荷量の推移

も雨季と乾季の間で周期的な動きを見せ,トウガラシという作物の端境期をよく反映して

いる。同様のパターンは入荷量こそ違うものの,フブリ市場やチヤラケレ市場においても

認められる。これに対してバンガロール市場の入荷量の動きはやや異なる。多少の変動は

あるものの,端境期は明確ではなく, 1年を通じて入荷が維持されている。これはビャド

ギ市場などが周辺に-大産地を抱える産地市場であるのに対し,バンガロールはむしろ巨

大な消費人口を抱える消費地市場(表2)としての側面が強いためと考えられる。すなわ

ち,収穫量が市場の入荷量に直接反映するのではなく, 1年を通じた継続的な消費量が反

映したものであるといえる。

一方,価格の変動についてはいずれの市場においても入荷量の多寡と連動した上下を認

めることが難しい。必ずしも端境期の価格が上昇するわけではないからである。これは,

トウガラシが乾燥させることで保存が容易なため,入荷量が減っても即座に価格の上昇に

は連動しにくいためと考えられる。また,バンガロール市場の価格が他の市場よりも若干

高めで推移していることも,同市場が消費市場的性格を持つことを考えあわせれば興味深

い。
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図3　主要市場における入荷の推移:トウガラシ

資料: Karnataka State Agricultural Marketing Board, Bangalore
注1 :左軸には入荷量をキンタル(Qtls.)で,右軸には価格(max,

min, nodal)をキンタルあたりルピー(RsノQtl.)で示した。
なお, 1キンタルは100kgである。

2 :図中の?はデータの欠損を示す。
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2.トウモロコシ

トウモロコシ(図4)はインドでも一般的な穀物で,中部を中心にした多くの市場で取

引が行われている(図2)。ここでは資料の入手できた6市場,すなわちバンガロールの

他に北からダバンゲ-レ県のダバンゲ-レ市場,マイソール県のぺリヤハトナ

(Periyapatna)市場,バガルコット県のマバーリングプル(Mahalingpur市場),コパル

(Koppal)県のコパル市場,ハベリ県のラーニベンヌール(Ranibennur)市場をとりあ

げる　2000-01年度5'の州全体の入荷量に占めるシェアはバンガロール市場の10.44%以下,

それぞれ9.07%, ll.67%, 1.84%, 5.20%, 14.40%で,ラーこベンヌール市場が最大の

取り引き市場となっている。

トウモロコシの入荷量の変動パターンからいえることの第1として,トウガラシ同様の

バンガロール市場の消費市場的性格をあげることができる。州内で比較的トウモロコシ生

産の盛んな中北部の市場(ダバンゲ-レ市場やコパル市場,ラーこベンヌール市場)で

は,出荷時期と端境期の区別が明瞭で冬季に入荷が増え,モンスーン期には減少する。こ

れに対してバンガロール市場では端境期に対応した入荷量の変動は確認できるものの,前

者ほど明瞭ではなく特に2000年以降では一年を通して安定した入荷量が維持されているか

らである。こうしたバンガロール市場の消費市場的な性格は,州内のトウモロコシ生産は

ベルガウム県が主導的な位置にあり,バガルコット県やチットラドウルガ県がこれに続

普,市場分布ともおおよそ重なっている中で, 1.8%と州に占める生産シェアの低いバン

ガロール市が有数の取引市場となっていることからもうかがえる。

一方,価格の推移に関しては若干の違いはあるものの,ほぼどの市場でも共通した値動

きを示した。北部に位置するマバーリングプル市場から南部に位置するバンガロール市場

やペリヤハトナ市場に至るまで,ほぼ同じパターンを示している。これは入荷量のみなら

ず, 30.9千人と市場の所在都市の人口も少ないマバーリングプル市場においても例外では

ない。消費市場的な性格を持つと考えられるバンガロール市場でやや高めの推移が認めら

れるが, 1999年中頃の高騰や2000年以降のなだらかな波形はきわめて近似しており,州の

全域を通じて同一水準で連動した取引が行われていることがうかがえる。

3.アラバル豆

アラバル豆(図5)は比較的広い範囲で作られるが,主たる産地は北部で市場も北部に

集中する。グルバルガ県のグルバルガ市場,チッタプル(Chittapur)市場,セダム

(Sedam)市場,ヤドギ-ル(Yadgir)市場,ビダール(Bidar)県のビダール市場,ラ

イチュール県のライチュール市場が有力市場で,この6市場で州内の入荷量の8割を占め
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図4　主要市場における入荷の推移:トウモロコシ

資料: Karnataka State Agricultural Marketing Board, Bangalore
注:図3に同じ。
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る。また,いずれも有力産地を背景にした市場であり,入荷量も1-3月の収穫期と合致

している。

入荷量の推移は6市場ともに共通した動きをみることができる。いずれもが収穫期であ

る冬季に入荷が増え,モンスーン期及びポストモンスーン期には入荷が減少し,月別入荷

のほとんどみられない市場も存在する。このような明確な端境期の存在は,いずれの市場

も産地市場的な役割を果たしていることをうかがわせるものである。また,価格の推移で

ち,全6市場が隣接して位置することもあり,ほぼ共通したものとなっている。また,こ

れらの市場所在都市の中で最大の人口を擁するのがグルバルガ市の427.9千人で,ついで

ライチュール市の205.6千人,ビダール市の172.3千人,ヤドギ-ル市が58.8千人と続き,

セダム市とチッタプル市は各々31.5千人, 24.2千人である。しかし,入荷量においては

こうした人口規模ほどの開きは認められない。例えば,人口が10倍以上開きのあるグルバ

ルガとセダム間での入荷量の差は3倍程度である。このように,アラバル豆においては市

場所在都市の人口を背景とした消費市場的な性格は読みとりにくい。

4.シコクビエ

シコクビエ(図6)は,カルナ-タカ州が生産量の首位を誇る細粒作物で,特にバンガ

ロール周辺を含む州南部が主たる産地であるo市場の分布もそれに対応して,バンガロー

ル市場の入荷が最も多く,これにバツサン県のアルシケレ市場が続く。ここで取り上げる

のは地に,北からチットラドウルガ県のホサドウルガ(Hosadurga)市場,ダバンゲレ

(Davangere)県のハラバナバリ(Harapanahalli)市場,チッカマガルール(Chikmagalur)

県のカドウール(Kadur)市場,バツサン県のバツサン市場,ホレナラシプル

(Holenarasipur / HN Pura)市場で,いずれも主要産地に位置する。

入荷量の変動からは,アラバル豆のような明確な端境期は認糾こくいo　これは当地での

シコクビエの収穫期問が9月から翌1月までと比較的長く,さらにラビ作の収穫は5月に

可能である6)ことなどが影響していると考えられる。しかし,ホサドウルガやハラバナバ

リ市場では比較的,端境期の存在が明瞭に認められる。双方ともに人口は5万以下でここ

で示した市場の所在地の中では小規模なグループに属すものの,人口10万を越えるバツサ

ン市場と同程度のシェアを維持することから,産地市場的性格がより強く表現されている

と見られる。端境期の存在もこうした背景によるものと考えられる。一方,これらの市場

の中で所在都市の人口が多いものはバンガロール市のほかに248.6千人のトウムクール市,

117.4千人のバツサン市があげられる。これらの市場では前者の市場に比べて端境期の存

在は明瞭ではない。その一因としてトウガラシやトウモロコシと同様の消費市場的な性格

206



荒木一視:インド・カルナ-タカ州における農産物卸売市場

、い　　　　　　　-

Oils

C
　
恥
。
。
。
。
。
。
C
。
二

も

　

　

_

　

　

▼

　

　

_

　

　

'

　

　

_

　

　

ヽ

　

　

t

　

・

Otls _

0115

† 「H l ㌢ 7 T 7 1 r

←L l E T 「 I 1 T トl l l 日 t L 一 一 日 十 l J

上土止 ーr f 1 I I ! ' ' I T ー←r 1 T 、† . 十r L ナ丁ナ. 「 l T

.

:

;

一

‥

S

M

J

 

ド

∩

1998　　　　　　　　1999　　　　　　　　2000　　　　　　　　2001

図5　主要市場における入荷の推移:アラバル豆
資料: Karnataka State Agricultural Marketing Board, Bangalore
注:図3に同じ。

207



荒木一視:インド・カルナ-タカ州における農産物卸売市場

iJIBIBBi...!.　　日　　　　　間　.日　　、　・

Hassan

[
-

i [‖目白}

= ◆… い 丁… rH 声 信 h n iri t r tl t*'・

nPm … nRn掴 旺nn「冊 醐

-1
包haanHB0^0日San_蝣ET'百R" 伺8日月田日

A rsikere

LL 一一

. 1 ,

- - ⊥

ー I I l F E

1 ¥ I い . I i ‖ L‥ † r 一一. i I I - I - 巨 .出 H

l R 田 - l 田ォ- _ _ B m,B 良 - i

nilnnflR!L5(1QaBflR臨‖腔「H胴i胴Huu3…紺?m…"Ⅲ月日誹匡E.m…n

Rs./OII

800

′00

600

soo

400

) I.Ill.1

200

100

0

矧
叩
o
o
o
∞
。
。
。o
O
o

u
i
B
k
.
W
ち
一
n
n
-
O

R
H

s
ァ
的
。
。
。o
o
o
∞
如

*
・
・
*
蝣
*
w
m
H
'
O

T
J

JFMAMJJASONDJ FMAMJ JA90NDJ FMAMJ JASONDJ FMAMJJASONDJFMAMJ JASOND

1997　　　　　　　1998　　　　　　　　1999　　　　　　　　2000　　　　　　　　2001

図6-2　主要市場における入荷の推移:シコクビエ

資料: Karnataka State Agricultural Marketing Board, Bangalore
注:図3に同じ。

5.ジャガイモ

以上の商品作物や穀物類に対して,以下では主要な野菜としてジャガイモとタマネギを

取り上げる。まず,ジャガイモの主要産地はベルガウム県とバツサン県であるが,最大の

取引き市場はバンガロール市場である。主要産地であるベルガウム県のベルガウム市場と
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をあげることができるO事実,もげれの市場でも価格の変動はほぼパラレルな関係にある

ものの,バンガロール市場がやや高めに推移することもそれを裏付けるものと考えられ

る。同時にこうした連動した価格変動は,当地でシコクビエが統合された市場圏を持って

いることを裏付けるものといえる。
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バツサン県のバツサン市場はそれに次ぐ位置にあるものの,首位との差は大きい(図7)0

これ以下,主要産地としてはダルワド県のフブリ市場,コラール県のコラール市場,マ

ルール市場,チッカバラプル(Chikkaballapur/ CBPur)市場があり,これら7市場で州

全体の入荷量の95%近く(2000-01年度)を占める。

ジャガイモの入荷量からは圧倒的なバンガロール市場の入荷量の多きが指摘できる。ま

た,明確な端境期は認められず,通年供給体系を確立した有力な購買力を持つ消費地市場

と考えられる。これに続くのがベルガウム市場である。ベルガウム県は州内でも有数の

ジャガイモ生産地であるばかりではなく,同市の人口は399.6千人と40万近く,この地方

では有数の規模を持つ都市である。こうしたことがバンガロールに次ぐ入荷量の背景にあ

るものと考えられるが,産地市場的な性格を持たないバンガロール市場に比べて,端境期

のパターンが比較的よく認められる。同様に主要産地でありながら,所在都市の人口規模

が117.4千人とより少ないバツサン市場では,端境期の存在はさらに明瞭である。同様に

州における生産シェア10%程度のコラール県に位置し,所在地の人口が27.8千人のマルー

ル市場でも端境期は明確である。一方,同程度の生産シェアを擁するダルワド県にありな

がら,所在地の人口が786.0千人にのぼるフブリ市場では明確な端境期が認められない。

こうしたことから,ジャガイモにおいては,産地市場的な性格よりも,所在地の人口規模

の影響を受けた消費市場としての性格がより強調され,その一方の極にバンガロール市場

を位置づけることができる。

その際,野菜がすでに述べた穀物類などと比べて腐敗性が高いということを考えあわせれ

ば,本来,バツサンやマルール市場のようなパターンを示すべきものが,端境期が不明瞭に

なることの持つ意味はより大きい。穀物などに比べて腐敗性が高く輸送が困難な品目が,過

年で供給されることの背景には,それに応じた強力な需要の存在を想定できるからである。

価格の変動では,産地市場的な性格があるとしたマルールやコラール市場では,入荷が

増えると価格が下がり,入荷が減ると価格が上昇するという端境期に対応した値動きを認

めることができる。しかし,バンガロール市場を始めその他の多くの市場では価格変動の

周期的なパターンは認めにくい。そうした中で特徴的なのは多くの市場で1998年に価格の

高騰を見ることである。これは後述する「タマネギ危機」を引き起こした天候不良の影響

と考えられる。野菜類は細粒作物に比べると保存が困難で長距離輸送のコストも大きい。

こうした性格により野菜類は価格の変動において天候不良などの影響を直接的に受けやす

いと考えられる。実際,同時期のシコクビエの価格には大きな変動が認められない。これ

は,保存や長距離輸送に優れる細粒作物がいくらかなりもとそうした影響を吸収したため

と見ることができる。
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資料: Karnataka State Agricultural Marketing Board, Bangalore
注:図3に同じ。

6.タマネギ

ジャガイモとならぶ主要野菜であるタマネギ(図8)においてもバンガロール市場の位

置は大きく,最大の産地はチットラドウルガ県であるが,バンガロール市場が最大の市場

である。この他には北からベルガウム市場(ベルガウム県),フブリ市場(ダルワド県),

ベラリー市場(ベラリー県),ダバンゲ-レ市場(ダバンゲ-レ県),バツサン市場(バツ

サン県),マイソール市場(マイソール県)があるが,首位との間には大きなシェアの開

きがある。

入荷量の特徴もジャガイモと同様に,バンガロール市場の突出と端境期の不明瞭な,言

い換えれば一年を通じて比較的安定した入荷が確保されたパターンを指摘できる.州内で
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有数の生産を誇るダルワド県に位置するフブリ市場では比較的明瞭な端境期の存在を見る

ことができるが,それ以外の市場では端境期を認めることは難しい。また, 742.3千人の

人口を擁するマイソール市を始め,ベルガウム,ダバンゲ-レ,ベラリーの各市の人口は

30-40万の水準にあり,多くの市場が比較的大都市に位置していることも,この品目の

特徴である。以上は,商品作物や穀物類で所在都市の人口が少ないながらも所在県の有力

な生産力を背景に産地市場的な性格を有する市場が多く見られたこととは対照的であると
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図8-2　主要市場における入荷の推移:タマネギ

資料: Karnataka State Agricultural Marketing Board, Bangalore
注:図3に同じ。

いえる。

一方,価格においては1998年において大きな変動が認められるが,これは周年的な変動

ではなく,いわゆる「タマネギ危機」の影響であると考えれられる。 「タマネギ危機」と

は1998年に全国的なタマネギ不足が顕在化し,価格の高騰が政治問題にもなった出来事で

ある。豪雨による天候不良が直接の原因といわれているが,この価格上昇はインド全域で
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連動して生じ・単なる地域的なタマネギ不足によって生じたものではないことがすでに指

摘されている(黒崎・荒木, 2002)。すなわち,地域的な生産量の減少が,全国的な危機

に連動してしまう農産物流通体系が機能していることをうかがわせるものである。図8に

示される1998年の価格の大きな変動もこの農産物流通上の混乱を反映したものといえる。

さらに,図8からは州の北部に位置するベルガウム市場から南部のバンガロール市場やマ

イソール市場まで,大消費地に位置するバンガロール市場から州の有力産地に位置するダ

バンゲ-レ市場やフブリ市場まで,あるいは人口54.9千人で小規模都市に位置づけられる

チッカバラプルまで,おしなべてこの価格の上昇が認められる。これはこの時期の価格上

昇が全国的なものであると同時に,特定地域内においても市場の性格やその所在都市の規

模を問わず認められた現象であるといえる。

Ⅴ.おわりに

本研究ではカルナ-タカ州の主要な農産物を取り上げ,市場の分布と規模及び主要市場

における最近5年間の入荷動向を検討した。その結果,得られた知見は以下の通りであ

<J

市場の分布からは穀物や商品作物類では有力産地に立地する傾向が一般的であったのに

対して,野菜類であるジャガイモとタマネギでは消費地型の市場,特にバンガロール市場

の突出が特徴的である。入荷動向のうち,量的な側面からは産地市場と消費地市場という

2つの入荷量のパターンが読みとれた。産地市場は季節による変動が大きく,作物の収穫

期と端境期の影響が明瞭に見て取れるのに対して,消費市場ではむしろ1年を通した需要

を反映したパターンが見られた.総じて,その傾向はバンガロールを一つの極として人口

規模の多い都市においてより顕著であるといえる。また,価格変動の側面からは,市場の

規模やロケーション,消費地市場か産地市場かといった性格を問わず,全般に価格の動き

が連動していることを指摘できる。

総じて,穀物類や商品作物類と野菜であるジャガイモ・タマネギの差異が明確に認めら

れたことは興味深い。端境期の明確な産地市場に対して,消費地市場としての性格が強い

と端境期は不明瞭になるということはすでに述べたが,通年供給体系が古くから確立され

た穀物類に比べ,腐敗性が高い野菜における端境期の不在は特に注目される。その背景に

は有力な都市の需要がもたらした新たな流通体系が存在すると考えられるからである。つ

まり, 「中産階級の出現」として指摘されている(伊藤・絵所, 1995)ような,より強い

購買力を持った消費者層が形成されていることが想定できる。端境期のある農産物を通年
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で消費したいというような,いわゆる「中産階級」のより付加価値の高い消費指向がすで

に存在しているのである。その際,保存や長距離輸送が容易で古くから通年供給体系が構

築されていた穀物や香辛料などの商品作物に比較して,腐敗性が高く保存や輸送に不向き

な生鮮青果物においては,よりこうした「中産階級」の消費の影響がより顕在化すると考

えられるO　それが,ジャガイモやタマネギに見られるようなバンガロール市場の突出とし

て現れているといえる。

このようにジャガイモとタマネギで一大消費地市場であるバンガロール市場が突出して

いることは,穀物や商品作物に比べて腐敗性が高く,従来ローカルな市場圏を構成してい

たものが, 「中産階級」によるといわれる新たな需要に牽引されてより広域的な入荷圏が

形成されたことを反映していると解釈できる。しかし,このことは同時に別の問題をも挙

むものである。多くで確認できた価格の連動,特にいわゆる「タマネギ危機」による価格

の高騰が州内に広く認められたことがそれである。大都市の需要に牽引された通年供給を

実現する広域入荷圏の形成は,同時に供給サイドのローカル/リージョナルな問題をより

広域の,この場合は全国的な,問題へと連動させてしまう体系を構築したということでも

ある。

[付記]

現地調査においてはマドラス大学(当時)のS.P.スッバイヤー　Subbiah教授とバンガロー

ル大学のB.エスワラッパ　Eswarappa教授には大変お世話になった。現地での聞き取り調査や

資料収集ではバンガロール大学院生諸氏に手伝っていただいたO　また,カルナ-タカ州農業マー

ケテイング局では資料を提供していただくとともに,質問にも答えていただいた。関係者各位に

感謝いたします。

なお,本研究を進めるにあたっては,平成13・14年度科学研究費補助金(基盤研究A,研究課

題:経済自由化後のインドにおける都市・産業開発の進展と地域的波及構追,研究代表者:岡橋

秀典,課題番号: 13372006)による補助をうけ,骨子は2003年3月の日本地理学会春季学術大会

において発表した。

1)荒木(1999)ではアザッドプルと日本語表記した。これは当市場の位置するデリー北西部の靴による

発音ににせて表記したためであるが, Azadpurの日本語表記は「ア-ザードプル」が一般的に用いられ

ていることから,本研究でも「ア-ザードプル」表記を採用する。

2)州内には27の県があるが,その全てに対象市場が分布しているわけではない。

3)ここでいうトウガラシは乾燥させたもので生のもの(青トウガラシ)とは区別している。

4)以下の州別シェアに関してはいずれも同資料による。
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荒木一視:インド・カルナ-タカ州における農産物卸売市場

5)インドの農業統計の年度は4月に始まり翌3月に終わる。ここでは2000年4月から2001年3月までの
意味である。

6) "Farm harvest prices of principal crops in India", Directorate of Economics & Statistics,

Department of Agriculture & C0-operation, Ministry of Agriculture, Govt. of Indiaによる。
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地誌研年報13, 2004

Wholesale Markets of Agricultural
Produce in Karnataka State, India:

Analysis of Size, Location and Monthly
Arrivals and Prices

Hitoshi ARAKI

We investigated the distribution system of agricultural products in Karnataka

State by studying data provided by the Karnataka State Agricultural Marketing

Board. We focused on the following factors of wholesale markets: size, location,

and fluctuations in price and arrival times.

We concluded that:

(1) Potatoes and onions are brought to markets in Bangalore in response to

consumer demand, in contrast to grains and other commercial crops which are

marketed in the major growing centers.

(2) A supply system, which satisfies year-round demand, has been established to

bring produce from outlying areas to the consumer markets. This new system

adds grains to the list of commodities that have become available to consumers

all year. Note that this newer supply system, which provides fresh potatoes and

onions throughout the year, reflects the increased buying power in the major

cities of the newly rich, who can afford to pay the transportation costs of

perishable produce during off-season months.

(3) A supply system, which distributes goods over a wide area, is indispensable for

maintaining a steady supply of agricultural commodities, especially for products

in season. However, poor harvests or inflation in the remote markets can cause

problems or disrupt delivery, especially to such big cities as Bangalore. For

example the 'onion crisis of 1988-demonstrated that inflationary periods can

occur in both small local markets and in the big markets of Bangalore.
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インド・バンガロール近郊農村の近代化

揮　宗則・南埜　猛

Modernization of Rural Area

in Bangalore Metropolitan Region, India

SAWA Munenori and MINAMINO Takeshi

-">;

I.はじめに　　　　　　　　　　Ⅳ.混住化社会の社会構造・権力構造

Ⅱ.　事例農村の概要　　　　　　V.グローバル化と事例農村

Ⅲ ・　工業団地近接農村の住民属性　　- 「脱領域化」と「再領域化」

I.はじめに

インドの経済自由化政策は外資の導入による急激な経済成長をもたらした。これは同時に開発

途上国インドは先進工業国を頂点としたグローバル化した経済圏の中に組み込まれることとなっ

た。このことはインド農相にどのような影響を及ぼしたのであろうか0

本稿では, 1980年代の経済自由化以降のインド農村の変化を,経済のグローバリゼーションに

よる空間の再編成の一環ととらえる。一般に,グローバリゼーションとは,空間と時間の圧縮か

らもたらされる現象を指す。輸送機関の高速化と近年のIT (情報技術)を始めとするコミュニケー

ションテクノロジーの発達によって「時間と空間の圧縮」 (Harvey, D.1989)が加速度的に進み,

その結果,ローカルな事象が遠隔地の事象と結びつくことにより,ローカルな文脈から切り離さ

れる「脱領域化」が進むとされる。これはローカルな存在を「同一化」,等質化,標準化させる原

動力となる。しかしながら「脱領域化」や「同一化」に対抗して,同時に「再領域化」や「差異

化」が生じる。例えば,ナショナリズムの先鋭化や流動資本に対して政府がト-ビン税を課して

捕捉しようとする試みなどがナショナルな「再領域化」として挙げられよう。グローバリゼーショ

ンはこのような「脱領域化」と「再領域化」,また「同一化」と「差異化」のせめぎ合いをもたら

す。このようなせめぎ合いは,ナショナルなレベルにのみ存在するのではなく,リージョナルス

ケールやローカルスケールなど各空間スケールにおいても生じると考えられる。

本稿では,グローバリゼーションが,空間の再編成をもたらす中での開発途上国インド農相に

与えた影響を考察するが,特に,ローカルスケールにおいて農村空間が近代化されることにより

「脱領域化」かつ「再領域化」される過程を分析する。この分析において本稿では「近代化」の概

念をギデンズの理論を援用する　Giddens(1990)によれば,グローバル化とは, 「ある場所で生じ

る事象が,はるか遠く離れたところで生じた事件によって方向づけられたり,逆に,ある場所で
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生じた事件がはるか遠く離れた場所で生ずる事象を方向づけていくというかたちで,遠く隔たっ

た地域を相互に結びつけていく,そうした世界規模の社会関係が強まっていくこと」とされてい

る。この近代化のダイナニズムの源泉には以下の3つがある。まず1つ目に,時間と空間の分離

-時空間が無限に拡大することである。 2つ目に,社会システムの「脱埋め込み」が生じること

である。これは社会関係を相互行為のローカルな脈絡から「引き離し」,時空間の無限の拡がりの

なかに再構築することでもある。 2つ目は1つ目を前提とすると同時に1つ昌を促進する。最後

に3つ目として,社会関係の再帰的秩序化と再秩序化(再帰性)をもたらすことがあげられる。上

記の中で,特に2つ目の「脱埋め込み」がローカルな存在である開発途上国の農村空間の変化を

考える際には不可欠の要素となる。つまり, 「脱埋め込み」によって,ローカルな脈絡に結びつけ

られていた時間と空間を切り離し,それを無限の広がりのなかに再構築するのである。しかし,こ

れは同時に, 「再埋め込み」によって,脱埋め込みを達成した社会関係が, (いかにローカルな,あ

るいは一時的なかたちのものであっても)時間的,空間的に限定された状況のなかで,再度充当

利用されたり,作り直されていくのである。これらの過程の中で,ローカルな農相空間が「脱領

域化」かつ「再領域化」されるのである。なお,本稿のようにグローバリゼーションのプロセス

をローカルな存在から見ることには,いくつかの意義がある。 1つは,グローバル化がローカル

な存在を一方的に規定するのではないことを示すことが出来る点にある。 2つ目には,グローバ

ル化の本質やパラドックスはもっとも下位の空間スケールに表れやすいために,その現象をより

端的に捉えることが出来る点にある。つまり,開発途上国の農村の実証研究を通じてこそグロー

バル化の隠れた本質が浮き彫りにされるのである。

ここで,インド農村研究における本研究の位置づけを行う。主として経済学分野でのインド農

村の研究テーマに関して宇佐美(1998)は, 1)「緑の革命の進展」と農村社会, 2)貧困問題と総

合農村開発計画(IRDP), 3　カースト・被差別民, 4)経済自由化と農業・農村の4つに大きく

その関心領域を整理した。本稿で扱うテーマは, 4)に属するが, 3)とも関連する。

経済学分野においては,経済自由化がインドの農業・農村にどのような影響をおよぼすかに研

究関心が集まっている。特に,経済自由化による経済成長が有効なトリックル・ダウン効果を持

つか否かが大きな論点の1つである。インド農村の労働市場に与えた影響を分析した宇佐美好文

(2002)では,インド農村の就業構造の変化について, ①農業から非農業の就業構造シフトが緩慢

である, ②農村労働市場において多数の農業労働者を抱え,実数・比率においても膨張している,

③就業構造とその多様さには大きな地域差があることを,統計資料を用いて実証している。また,

農村においては,建設業の成長が建設労働市場を介して農業労働者にトリックル・ダウン効果を

もたらしたことが確かめられた。このようには, 70年代後半より非農業雇用が拡大している傾向

を統計的に分析し,一定の「トリックル・ダウン効果」の存在を確認したが,その底上げ効果は

微々たるものであったと結論づけている(佐藤・宇佐美, 1997)。

インドの農村地域では建設労働市場を媒介とした雇用吸収にとどまった理由の一つとして考え

られるのは,東アジア諸国に認められるような,工業部門における工場労働市場による雇用吸収
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が労働需要を増加させ,賃金上昇と貧困開発をもたらすパターンをインドはとらず, (黒崎・山崎,

2002),工場労働市場による農村地域での雇用吸収は十分ではなかったことがあげられる1)。それ

以外の理由としては,カースト制に基づく分業制によるインド固有の社会移動の困難性があげら

れる。

またインド農村に関する従来の実証的な研究の多くでは,従来から農相に居住する住民を対象

とする場合が多く,他地域からの流入者・新住民との関係を含めた考察はあまりなされなかった

のが実態である。しかしながら,このような新住民が多く流入した農村地域は,大都市や工業団

地の周辺に近年多く認められ,景観的にも経済的にもすでに農村地域とは呼べず,また都市地域

ともいえない。このような地域は,人文地理学や地域社会学では「混住化地域」とよばれ,日本

を舞台に多くの実証研究の蓄積がある(滞1990, Sawa and Takahashi 1996,Takahashi and Sawa

1996,高橋1997)<　そこでの大きなテーマは新住民と旧住民という2つの社会集団の相互作用関係

や権力構造の変化である。

経済自由化以降のインド農村に関しては,工業団地に近接し,工業化の影響を受け,また新住

民の流入を経験している農村を事例に,筆者らはすでに滞(1997, 1999a, 1999b, 2003),揮・荒

木(2003),南埜・滞・荒木(2003)において,工業化政策と農村の社会・経済的変化との関係を,

農村というローカルな空間と上位の空間との関係およびローカルな権力構造の変質を軸に考察し

ている。ローカルな権力構造については,特にインド特有のカーストシステムと村落の自治組織

や経済的利益の配分との関連が,どのように変化してきたかに注目した。具体的には,経済成長

期のインドの都市近郊農村における社会・経済システムの変化を, 1)経済活動の大都市圏への

包摂, 2)新住民の流入過程, 3)相互補完的分業体制の崩壊, 4)ローカル・エリートの権力

の低下, 5)空間スケールとの関係から明らかにした。

本稿では,経済自由化による農相の影響を経済的指標の上昇,例えば,農村労働市場において

非農業雇用の拡大や農業労働賃の上昇を検討することにより,その経済的効果の有無を論じる(例

えば,佐藤・宇佐美, 1997)のではない。本稿では, 1980年代の経済自由化以降のインド農村の

「脱領域化」と「再領域化」の過程を実証的に考察する。ミクロな農村実態調査に基づき,社会集

団の経済活動および権力構造を軸にし,新住民を含めた社会集団間の相互作用の空間的範囲がど

のように変化し,その結果農村集落という領域がどのように変質するのかを考察する。また,農

村空間の近代化の過程の中で,ギデンズのいう社会関係の再帰性をみることにより,ロ-カルな

資源の意味がどのように破壊されながら再生産されるのか,つまりグローバル化は意味の書き換

えをどのように行ったのかについても考察する。

本稿では,ローカルな空間である農村がグローバルな空間に組み込まれる過程を,経済自由化

以降地域計画により造成された工業団地に近接し,新住民の流入が認められる農村を事例に分析

する。工業団地の近郊農村では,多様な要素が農村社会を変質させる過程そのものといえ,農村

の近代化のプロセスを分析する上で,最適といえる。以上の課題を検討するために,カルナ-タ

カ州のバンガロール市郊外の1農村・G村を事例に実証研究を行う。グローバル化の大きな推進力
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表1　バンガロールの都市発展

を行った。

Ⅱ.事例農村の概要

であるIT産業が集積するバンガ

ロールは,まさに開発途上国イ

ンドがグローバル経済に接合し

た大都市である。その南郊のIT

産業が集積した工業団地

Electronics Cityに隣接した農

村が事例農村である。 2001年9

月および2002年12月に現地調査

1.バンガロ-ルの者市拡大と事例村落

(1)バンガロールの発展

バンガロールは,独立前より政治の中心地であり,また鉄道ならびに道路の結節地として商業の

発達がみられた。工業については,独立前にすでに繊維産業の成立がみられた。独立後は中央政

府ならびに州政府が主導する工業化政策により,重化学工業を中心として発展してきた。

バンガロールは, 2001年において　569万人を抱えるインド第5の都市である(表D。 1991年

から2001年の10年間における人口増加率は　341.71%とインドの5大都市の中でデリーに続く高

い増加率を示している。インドでは, 1971年のセンサスより,センサスでは都市集合体(urban

agglomeration)のカテゴリーが用いられるようになった。バンガロールの人口が急増するととも

に,その市街地城が拡大している(秦DO 1971年から1981年にかけては,北のハイデラバード

(国道7号線),東のチェンナイ(国道4号線ならびに鉄道),南西のマイソール(州道17号線)方

面の拡大がみられた1981年以降は特に南および南東方向への拡大が進んでいる。南東方面への

拡大の軸となっているのが,国道7号線である。国道7号線は現在片道2車線への整備が進行中で

ある。この国道7号線沿いには,次に述べるエレクトロニック・シティやボナサンドラ工業団地

が立地している。

バンガロールの地域開発は,開発行政に特化した機関バンガロール開発局　BDA)が主導し

てきた。健全な開発をすすめるために, BDAはバンガロール総合計画を作成し,それに基づいた地

域開発をすすめている。最初のバンガロール都市計画は, 1984年に総合開発計画(Comprehensive

Development Plan)である。その後は, 10年おきに見直しをすることとし, 1995年に改訂がなさ

れているoこの総合開発計画の特徴の一つは,計画対象地域を,都市地域だけでなく,周辺部ま

でに拡げたことであり,住宅地,商業地,工業地,公共地,公園,交通に加えてグリーンベルト

を都市周辺部に設定した土地利用を計画している。グリーンベルトにおける土地利用は,原則と

して,農業,園芸,酪農,養鶏,農家およびそれに付随する建築物に限られている。この都市計
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画を受けて,各村のパンチャーヤットへは,グリーンベルトにかかわる通達が出されている。そ

の通達では,グリーンベルト内の集落ならびに集落境より200m以外の区域では,建築許可の交付

は禁止されている。

(2)事例村落の位置

G村は,カルナ-タカ州バンガロール県アネカル郡に属する。バンガロールからタミル・ナー

ドウ州のホス-ルに伸びる国道7号線(通称,ホス-ル・ロード)沿線の村である。バンガロール

から南東に約20kmである。 G村にはバスサービスはなく,バンガロールへ出るには, 3km離れた

へバゴデイ村まで行き,そこからバスに乗る。ヘバゴッデイからバンガロールの中心部まで峠バ

スサービスがあり,交通渋滞がなければ, 45分から1時間かかる。

本研究の事例村落であるG村は, BDAが設定したグリーンベルトに含まれており,基本的には農

業振興地域に位置づけられている。しかしながら,次に述べるエレクトロニックシティに隣接し

ており,実態は計画とは異なった変容をみせている。

2.事例村落周辺の工業団地の立地

事例村落周辺に立地する工業団地にボナサンドラ工業団地とエレクトロニックシティがある。ボ

ナサンドラ工業団地は1981年に開設された工業団地である。バンガロールから南東に20km,国道

7号線に画している。開設当初は,国道7号線の施設状況が良くないことや,頻繁に発生する渋滞

のために,工場の進出が進まなかった　2002年現在,工場の進出は計画の半分にも達していない

が,約700の工場が立地している。国道7号線が片道2車線化の整備がなされることで,従来の交

通渋滞の問題も解消されることから,今後は工場の進出が見込まれている。ボナサンドラ工業団

地に立地した工場の多くは中小工場であるが,シェトロン(潤滑油), L&T (セメント), M.D.R

(香辛料, SKF (ベアリング)といった大工場も立地している。 G村とのかかわりでは,縫製工場

が女性労働者の雇用に貢献している。

エレクトロニックシティは,カルナ-タカ州の工業化を推進するために設立されたKEONICS

(Karnataka State Electronics Development Corporation)によって開発された電子産嚢に特化

した工業団地である　330エーカーの敷地内に50の大中規模工場ならびに500の小規模工場が立

地を予定している。すでにインドを代表するIT企業のInfosysの他,日本の横河電機やドイツの

SIEMENSなど外国企業が進出している。インドのIT産業の拠点となっている。将来計画ではエレ

クトロニックシティ,バンガロール東部に建設されたITパーク(Inter Tec Park),バンガロー

ル北部に計画されている国際空港の3つをバンガロールの外延道路(Outer ring road)結んで,

IT　コリドーとして地域開発を行うこととなっており,エレクトロニックシティならびにその周辺

の工業開発はこれからも発展する状況にある。

3.事例村落の変容
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表2　G村の人口動向

午 1951 196 1 19 7 1 19 8 1 19 91 200 1

世帯数 (戸) 54 5 0 5 1 119 4 26

人口 (人) 男

女

合計

135 144 117 1,04 2

116 1 19 96 119 23 4 5 96

25 1 26 3 195 2 36 52 3 1,6 38

指定カ1 芸)ト 雲

合計

n.a. 24 19 n .a. 4 7 81

n .a . 16 14 n .a. 3 5 61

n .a . 4 0 33 n .a. 8 2 14 2
指定部族 男 n.a. n . a. 24

(人) 女
n.a. n . a.

合計 n.a. n . a. 2 9
識字者 男 21 27 36 4 1 16 1 9 19

(人) 女 16 15 7 6 4 56

合計 22 33 52 56 23 7 1 .37 5

*1推定値. n.a..データなし

資料: District Census Handbooより作成

表3　G村における調査世帯の新旧別・カースト別人口

新 .旧別 カース ト.区分 カテゴリー 調査世帯数 男 女 合計

旧
住
氏

Go a O.B.C . 10 32 27 59
Gowda O.B.C . 15
Reddy O.B.C . 12
Te llugu Balajiga O.B.C . 16 13 29
Ad i Ka rnataka s.c. 19 15 34
Christian 10
Muslim 31 25 56
小計 40 116 215

釈 持ち家層 24 22 46
住

氏
借家層 51 154 60 214
4、計 60 178 82 260
総計 100 294 181 475

注) O.B.C=Other Backward Castes (後進諸階級) , S.C.=Scheduled Castes (指定カースト)

(1)人口

表2が示すとおり, G村の人口は1981年まで,世帯数,人口数ともにそれほど,大きな変

化はみられなかった1961年から1971年にかけては,人口の流出がみられた。 1981年から

1991年に,人口・世帯ともに2倍以上の増加がみられた。そして, 2001年には,世帯数,人口

ともに3倍以上の増加がみられた。人口増加を男女別にみると,男女ともに増加しているが,

男子の増加が女子の増加を大きく上回っている1991年の性比は123.5であったのに対して,

2001年は174.8に増加している。指定カーストの割合は　15.7% (1991年)から8.7% (2001

午)に減少しているものの,実数では増加している。また指定部族も, 1991年までは全く居住

していなかったが, 2001年には24人の流入がみられた。以上のように, G村の人口は1981年

以降に急激に人口が増加し,それはとくに男子単身工場労働者の流入によるものである。また

指定カーストや指定部族の住民も増えており,住民の構成は多様化している。

表3は,現地調査において質問票調査を実施した100世帯のデータをまとめたものである。セ
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ンサスの値と比較すると,調査世帯は全体の23.5%,人口は29.0%にあたる。旧住民について

は,新住民の流入が増加する1981年の世帯数が51世帯であることから, 40世帯のサンプリン

グ数は約半分以上の世帯をカバーしているものと考えられる。聞き取りにより,旧住民の社会

集団として　Golla, Gowda, Reddy, Tellugu Balajiga, Adi Karnataka, Christian, Muslimの

7つの社会集団が確認され,それぞれの社会集団を含むようにサンプリングをおこなった。

宗教的にはヒンズー教徒,キリスト教徒,イスラム教徒が村に住んでいる。ヒンズー教徒の5

つの社会集団はさらに行政上の区分において,後進諸階級(Other Backward Castes)と指定

カースト(Scheduled Castes)に分けられる。この村で特徴的なことは,旧住民の中にブラ-

ミンなどの一般カーストを含んでいないことである。もともとの村の中心にはモスクが立地し

ており,ヒンズー教寺院は村の周辺に立地している。ブラーミンなどの上位カーストの不在や

寺院配置より,この村はもともとイスラム教徒を中心とする村であったと考えられる。その後,

Gollaなどのヒンズー教徒が流入し,今日のような社会構成が形成されたと考えられる。後進諸

階級に含まれる4つのカースト集団のうち,人口割合や土地所有においてGollaが他のカースト

集団を庄倒しており　Go;がこの村でのドミナントカーストに位置づけられる。

新住民については,持ち家層と借家層に分けられる。ただし人口的には,借家層が大部分をし

めるo持ち家層は村のパンチャーヤットとなどの社会組織の構成員が含まれるのに対して,借

家層は含まれず,また彼ら自身の流動性も高い。

(2)集落

村には約200の家屋があり,その建設年をみると, 1980年以前に建設された家屋は1割の20

家屋しかない。これはこの20年間に家屋の建替えが進んだことと次に述べる借家・アパートの
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図1　家屋の建設年の推移
出所)現地調査(2002年12月)より作成
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図2　G村の家屋の建設年

出所)現地調査(2002年12月)より作成

表4　G村における主要作物の作付け面積の推移

単位 ‥エ ーカー

作 物 名 19 8 ト 8 2年 度 19 9 1一9 2年 度 2 0 00 -0 1年 度

シ コ ク ビエ 3 9 .0 3. 0 1. 1

莱 13 .2 4 . 2 2 . 1

トウ モ ロ コ シ 3 .l l . 2 2 . 1

豆 類 2 .2 0 .3 1 .0

野 菜 2 .2 2 . 1 0 . 1

木 (ユ ー カ リ)

非 耕 確 薗

3 2 .0 ). 2 4 5 .0

17 .1 1 0 .4 38 .3

出所:土地台帳より作成
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建設ラッシュに新家が増え

たことによる(図1)。も

ともとの集落は,村の中心

を南北に貫く道路の西側で

あり(図2中のA),建設

年の古い家屋が現在もみら

れる。村の南西のブロック

(図2中のB)は,インド

政府が1980年代に経済的

に貧しい世帯に土地を提供

するジヤナタ計画によって

開発された地区である。村

の中心を南北に貫く道路の

東側ならびに村の南はもと

もとは農地であったが,現

在は比較的大きなプロット

の家屋が多く分布してい

る。これらはいずれも,長

屋形式の借家・アパートで

あり, 1995年以降に急激

に建設されたものである。

相の北のブロックは,長屋

形式の借家・アパートに加

えて,新住民の持ち家が分

布している。調査時点にお

いても17の家屋が建設中

であり,それらは借家・ア

パートならびに新住民の持

ち家であった。

(3)村内産業

村内産業として,まず農業

に注目する。 G村における

主要作物はシコクビェと米

である(表4)。 1981-82年



図3　家屋の使用類型
出所)現地調査(2002年12月)より作成

自宅+借家
借家
自宅

度には両者をあわせて,

52.2エーカーの作付けが

なされていたが, 1991-92

年度, 2000-01年度には大

幅に減少している。その他

の作物の作付けもわずか

で,非耕作地が拡大してお

り, G村の農業は衰退して

いる。またユーカリなどの

木が, 199ト92年度には

80.2エーカーに増加して

いる。ユーカリの木は,

建材あるいは燃料として

利用される。 2000-01年

度には木の栽培も減少し

ている。以上のように,

G村の農業・林業は衰退

しており,村内産業のな

かで,第一次産業の重要

性はなくなりつつあるとい

えよう。

農業・林業の衰退の一

方で,重要さを増してい

るのが,不動産業と商業

である。家屋の使用形態が判明したうちの47.0%の家屋が借家・アパートとして使用されてい

た。それに加えて自宅の一部を借家・アパートとして使用している家屋が20.0%に達している

(図3)。両者をあわせて,村内の家屋の7割近くが借家・アパートとして使用されている。近

年では,借家・アパートを目的に,比較的大きな長屋形式の家屋も建設されている。調査時に

おいて,借家・アパートの戸数は125に達している。借家・アパートの経営者は,旧住民が約4

分の3を占めているものの,新住民による借家・アパート経営もみられる。またこの村には住

んでいない経営者による家屋が2割を占めている。家賃は,月250ルピーから1,000ルピーとか

なりの幅がある　500ルピーから600ルピーが最も多い家賃帯である。最も安い250ルピーのも

のは,ほぼ間借りに近い形態のものである。近年建設された借家・アパート専用の家屋は1,000

ルピー近い家賃が設定されている。借家層の住民の多くは,複数人で借りている場合が多い。

それは家賃への支出を少なくすることや,工場労働者の場合, 2交代・ 3交代制のため,居住
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時間が別であり,共同で住んでもあまり問題とならないことが理由である。

借家・アパートに住む借家層の住民の増加とともに,村内の商業活動が活発になってきている1990

年ごろまで,この村には店がなく,調査時に確認された34の店はいずれも1990年代以降の開店であ

る。店の開店は,ここ数年急増しており, 2000年以降だけで半数以上の18店を数える。店の経営者

は,旧住民だけではない。旧住民以外の経営者は34店の内, 18店である。店の多くが雑貨店で

ある。店の開店時間は朝の7, 8時頃から夜の9, 10時までと設定している店が多い。これは3

交代制の工場労働者への対応といえる。また近年は電話ブースを併設する店が増えている。こ

れらは新住民のそれも単身労働者へのサービスであり,かれらの自宅への連絡手段として利用

されている。電話料金には夜間・割引があるため,夜の11時まで開けている店も少なくない。

Ⅲ.工業団地近接農村の住民属性

本章では,事例村落における多様な社会集団の社会経済的属性を明らかにすることにより住民

構成の変化を分析する。社会集団をまず新住民と旧住民に2分し,さらにそれぞれを社会経済的

属性により細分化して各集団の特徴を明らかにしたい。

1 .新住民と旧住民の属性の比較

新住民と旧住民の社会・経済的特徴の違いについてまず明らかにしたい。男女別年齢構成・学

歴・職業の点から比較する。

男女別年齢構成を示した図4によると,新住民は男子20歳代が多い特徴を有している。これ

は男子単身労働者が多いことによるものである。また,教育水準をみると,新住民の方が学歴

は高い。後述するが,新住民男子の場合は,工場労働者となる上で有利であるITI卒業以上の割

図4　男女別年齢構成
出所)現地調査(2002年12月)より作成
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合が高い。職業構成を比較すると,旧住民は工業労働者とアパート経営・店舗経営が多く,新

住民は工場労働者が多い。工場労働者は新旧住民いずれも近接する工業団地に通勤する。ただ

し, G村はIT産業が集積した工業団地Electronics Cityに近接するものの, IT産業そのも

のに関わるものは皆無である。これはI T関連の技術者は大学卒業以上の学歴が就業上不可欠

であり,このような高学歴者は高収入があり,バンガロール郊外の高級住宅街に居住している。

このようにバンガロールは世界のIT産業の主要な集積地であり,-その郊外にあるIT産業の

工業団地Electronics Cityに近接するG村において, IT産業そのものに技術者として雇用さ

れるものはおらず,工業団地の中でも在来型の製造業の臨時工・日雇い工場労働者や工場の

ガードマン,さらに庭価や清掃人などの雑業労働者として雇用されるに過ぎない。新住民女子

の場合は,主婦,学生や無職が多いが,旧住民女子と比較すると,就業している場合が多い。

縫製工場と食品工場の臨時工が主な就業先である。

一方,旧住民に関しては,農家は減少し,かつての農家は農地に工場労働者用のアパートを

建設し,また村内の道路沿いに新住民用の店舗を新たに経営する場合が多い。その他には,新

住民男子のガードマンとしての就業先を斡旋するコントラクターとして成功するものも現れた。

旧住民女子は,主婦,学生や無職が多く,就業している場合は,農業労働者,工場日雇い労働

者などである。旧住民は男女ともジャーティとの関連した職種,例えば清掃人との結びつきが

一部認められる。

2.新住民

事例地域における新住民は, Ⅱ章で述べたように, 1980年以降G村に転入した住民層である(図5)0

住宅,職業,性の視点から下記のような多様な社会集団に分けることができる。
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図5　新住民の転入年
出所)現地調査(2002年12月)より作成
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75　　　　　　　50　　　　　　　25

(人)

25　　　　　　　50

図6　新住民の人口ピラミッド

出所)現地調査(2002年12月)より作成

表5　新住民(借家層)の職業構成

職業 M F 総計

Agent l l
C ler ica l job 蝣) ・)
Construction Labou rer 3 3

D river 3 3

Factory Laboure r 80 6 86
Factory Laboure r (E lectron ics) 蝣) 蝣)
Factory Laboure r(F ood) 2 2 4
Factory Ia boure r(G arments) 13 17

Factory Wo rker 12 12

Own Bus ine ss 4 4
Security 19 19

Shop He lpe r 3 1 -1

Stone Cutt ing L abourer l l

H ouse W ife 18 18

NO Job 11 11 22

Studen t 16
総計 154 60 214

借家層

題■持ち家層

(1)新住民(借家層)

男女別年齢構成を示した図6によると,

20歳代男性が卓越していることがわかる。

それ以外では, 20歳代女性および10歳未

満の男女が多いという特徴がある。これ

は, 20歳代男子労働者が単身居住するケー

スが多く,それ以外では20歳代夫婦と子ど

もの家族で居住, 20歳代女子労働者が単身

で居住というタイプが多いことを示してい

る。転入理由は就職によるものが最多であ
出所:現地調査(2002年12月)より作成

り,事例地域を選択した理由では,キョウ

ダイ・イトコや同郷者の存在と良質な飲料水

と空気があるという居住環境の良さを重視している。

男女別職業構成を示した表5によると,男子では工場労働者とガードマンがそれぞれ有職者の

73%, 14%を占める。女性においては,主婦や無職のものが多いが,有職者は工場労働者がほと

んどであるが,その中でも縫製工場に勤務する比率が54%と最大であるのが大きな特徴である。こ

れらの特徴をふまえて,新住民(借家層)を以下の3つの類型に区分を行った。

A)男子単身労働者がアパートを共有して居住

兄弟・従兄弟あるいは同郷者の男子単身労働者が4-5名でアパートの1室を共有して居住してい
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る。多くの場合,家賃も折半している。工場で労働者として職を得ることに成功した者が,兄弟・

従兄弟あるいは同郷者の男子を呼び寄せ同居する開発途上国農村出身者に一般的に見られる「連

鎖人口移動」の形態が卓越している。彼らの学歴はおおむねITI (工業技術訓練校)卒業以上であ

り,年齢は20歳代が卓越する。近接の工業団地の臨時工・日雇い工場労働者,建設労働者あるい

は工場のガードマンが主な就業先である。勤務体系は2交代制あるいは一部で3交代制であり,夜

間の資源化が行われている。それに伴い,村内の店舗の営業時間が夜間に延長されつつある。居

住歴は平均2年と短く,他のよりよい就業先がみつかるとすぐ転職しそれに伴い居住地も移動す

る傾向にある。

B)女子単身労働者がアパートを共有して居住

兄弟姉妹・イトコあるいは同郷者の女子単身労働者が4-5名でアパートの1室を共有して居住し

ている。多くの場合,家賃も折半している。居住歴は平均1年と極めて短い　20-24歳が多く,

学歴はSSLC (Secondary School Leaving Certificate:12年間教育を受けた)以上がほとんどで

ある。これは女子労働者を採用する工場での採用基準が年齢と学歴によるためである。就業先は,

縫製工場と食品工場が多い。縫製工場に就職する際には,新たな雇用の情報はその工場に勤務す

る工場労働者の口コミによって伝達されるに過ぎないため,労働者の同居者にのみ情報が伝わる

のが実状である。また,その際にも,あらかじめミシンの作業に関する経験が問われるため,ア

パートには足踏みミシンがおかれ,雇用に備えてあらかじめ練習をしている。工場労働者として

雇用された後,結婚に伴い転居,退職する場合がほとんどである。このため事例村での居住年数

が短くなっている。

C)家族単位で居住

前述のA)単身男子労働者が結婚した,あるいは出身地から妻子を呼び寄せた形態である。また,同じ

アパートあるいは同じ村内にキョウダイや親戚が居住することが多く,妻が新規に就業する際にはその情

報源となり,お互いに子どもを預けあうなど,就業にさいして相互扶助的な関係が認められる。妻の就業

表6　新住民(持ち家居)の職業構成

職業 M F 総計

Accoun tant l l
Carpen ter l l
Cu ltiva to r l l
Fac tory L abo urer 2 1 3
Fac tory W ork er (Produc tion Man ager) l l
Own Bu s in ess (Compu te r) l l
Own Bu s in ess (Contrac to r) ・) ・)
Own Bu s in ess (Shop) 6 6
Po licem an l l
Teache r l l

Ren t C o llector l l
Hou se W ife 11 11

No Job l l
S tuden t 8 15

総計 24 22 46
出所 :現地調査(2 0 0 2 年1 2 月)より作成
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先は,縫製工場と食品工場が多い。現

在の職場はいずれも結婚後に就職した

ものである。

また,文盲など教育水準が低い男

子の場合は,建設労働者や近隣での

石工がいる。彼らは共通して収入が

低く(建設労働者で月収l,500Rs.,

石工は月収6OORs.)建築年の古い低

家賃(約400Rs.)のアパートに居住

し,すべてが文盲者であり,また事

例村落では経済的に低位におかれる



ことの多いムスリムが半数を占める。教育水準が低いため,日雇い工場労働者として雇用され

る機会もなく,低賃金の労働市場にとどまらざるを得ないといえる。居住歴は平均3年と前述

の新住民よりはやや長くなっている。

(2)新住民(持ち家層)

一戸建ての持ち家に居住する新住民である。男女別人口構成を示した図6によると,新住民(借

家層)と異なり, 30-50歳代の夫婦とその子どもという家族単位で居住していることが分かる。

G村への移動年を示した図5と男女別職業構成を示した表6によると,居住歴は約65%が4年以内

であるが, 1980年に土地を購入して転入した新住民を始めとして,その一部は,事例村内におい

てアパート経営(9世帯のうち8世帯)や店舗経営(9世帯のうち6世帯)などの自営を積極的

に行っている。また,コントラクターとして工場の労働者を斡旋し,高収入(例えば月収入

30,OOORs.)をあげることに成功したものもいる。彼らは,総じて居住年数が長く,工業団地に近

接する事例農相を投資対象として高く評価し,土地を購入し転入した。村内に土地を所有するこ

とにより,旧住民には,村落社会の構成員としての扱いを受けている。一方,近接する工業団地

の工場に雇用されるものは,約20%にとどまり,女性はほとんどが専業主婦か学生であり,有職者

は教員などに限られる。

アパート経営は月平均3,6OORs.の収入を生み出す高収入源となっている。特にこの村は工業団

地に近接するため,アパートの完成前から,入居者が決まり,空き室はほとんどないという状況

なので,アパート経営へのモチベーションも極めて高い。教育水準では,男女ともに高学歴であ

るという特徴を有する。このように,彼らは新住民(借家層)に対して住宅供給・消費財供給・雇

用先の斡旋を行うことで,高収入をあげている。

3.旧住民

男女別ジャーティ別年齢構成を示した図7によると,インド農村一般に認められる「富士山

型」人口ピラミッドではない。男女とも20歳代が最も多く, 「富士山型」では最大になるべき

10歳未満層が少ない特徴がある。これは,旧住民は男女とも20代後半頃に就業や結婚を機会に

村外-流出する傾向があることを示している。男女別職業構成を示した表7によると,男性に

おいて工場労働者と店舗経営などの自営業が多いことがわかる。農家や農業労働者は合計して

も男性有識者の2割に満たないことからも,事例村落において脱農化が進行していることが確

かめられる。旧住民を職業から区分すると以下に述べる5つの類型が得られた。なお,旧住民

はすべて持ち家であるため,居住形態による区分は必要ない。

(1)アパート経営に特化した大規模農家(地主層)

G村における農作物の作付面積を示した表4によると,近隣での工業団地の造成の影響のもと,「養

蛋+シコクビエ」から「ユーが月,そして「アパート経営+耕作放棄地」という変化形態を読み取る
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(人)

図7　旧住民の人口ピラミッド

出所)現地調査(2002年12月)より作成

表7　旧住民の職業構成

Agricultural Labourer

Carpenter

Clerical

Construct ion Labourer

Construct ion Supervi sor

Cordinator

Cultivator

Driver

Factory Labourer

Factory Labourer

Factory Labourer

Factory Labourer

Factory Labourer

Factory Labourer

Factory Labourer

Factory Labourer

Factory Worker

Labou re r

(Electricity)

(Gardener)

(House Keeping)

(Machine Cberator)

(Mecanical)

(Sweeper)

(Te l ephone)

Lawye r

Milk vendor

Own Business

Own Business(cable Operator)

Own Business(Caster Oil Dealer)

Own Bus iness (Factory)

Own Business (Security Agency)

Own Bus iness (Shop)

Own Bus iness (Tractor)

Own Bus iness (Transportat ion)

Own Bus iness (vendor)

Rent Reciever

Shop helper

Stone Cutting Labourer

Sweeper

Teacher

Transportat ion Labourer
Vendo r

Vi l lage Panchayat

House Wife

No Job

Student

6　　　3　　9

1　　　　　1

1　　1　　2

8　　1　　9

1　　　　　1

1　1

8　　　　　　8

5　　　　　　5

8　　　3　11

1　　　　　1

1　　2　　3

1　1

1　　　　　1

2　　2

1　1

1　　　　　1

4　　1　　5

1　　2　　3

1　　　　　1

1　　　　　1

1　　　　　1

1　　　　　1

1　　　　　1

4　　　　　　4

1　　　　　1

5　　　1　　6

1　　　　　1

蝣)　　　　　　　　　　　蝣)

2　　　　　　2

2　　　　　　2

2　　　2

蝣1　　　　　　　　　　　・)

1　　　　　1

1　1

2　　　　　　2

1　　1　　2

1　　　　　1

39　　39

16　　13　　29

24　　24　　48

116　　99　215
h."1 : 現地調査(2002年12月) より作成
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ことが出来る。降水量が少ないた

めG相の農業はシコクビェと桑を

作付けし,養蚕も営んでいた。し

かし,近隣での工業団地の造成に

伴い農業労働者の賃金が上昇した。

そこで,工業団地での工場建設に

資材として使用するため需要が高

まったユーカリを植林することと

なった。ユーカリは植林しかしそ

の後, 2000年頃には,離農化が進

行するようになる。耕地はアパー

トの建設用地となるか,耕作放棄

地となった。近隣の工業団地で多

くの工場が操業し始め,工場労働

者の住宅需要が急増した時期であ

る。この農家の場合,アパート経

営は月10,OOORs.以上の高収入を

生み出す。特にこの村は工業団地

に近接するため,アパートの完成

前から,入居者が決まり,空き室

はほとんどないという有利な状況



なので,アパート経営へのモチベーションも極めて高い。また,店舗も経営するなど,いずれ

も新住民の工場労働者向けのビジネスを展開し,高収入をあげることに成功している。

(2)アパート経営と酪農に特化した大規模農家

この類型は,アパート経営が中心であるが,類型1)のようにアパート経営に特化するには資

金不足なため,酪農も行う農家である。また自家消費用の農作物の栽培も行う。酪農は,工業団

地周辺での人口急増に伴い生乳の需要も増加したことに対応しているといえる。近隣の工業団地

に出荷している。

類型1)と類型2)はいずれも村内の土地なし層を農業労働者として雇用していた。農業を経

済基盤としていたG村の農村社会では地主層として彼らの農地における農業労働の雇用を資源に,

権力層を形成していた。またジャーティはいずれの類型とも農耕カーストのGollaである。現在

は,前述のように離農が進み,自家消費用の農地がわずかに残るばかりである。このため,農業

労働者を雇用することも少なく,地主層としての絶対的な権力はすでに失われているといえる。し

かしながら,農村の伝統的な行事・祭りや村落パンチヤヤットにおいては,依然として大きな力

を有している。村落社会の変化について石野章で詳述する。

(3)コントラクターとアパート経営

工場のガードマンを斡旋するビジネスを行うものである。同時にアパート経営も行っている。新

規立地するなどによる工場のガードマンの需要急増に対応したこのビジネスは,工業団地近接農

村では収益の上がるビジネスとなっており,これによる収入は月15,OOORs.にもなる。なお,それ

に加えてアパート経営では家賃収入が月3,000Rs.となっている。自らが経営するアパートに居住

する男子単身労働者に対しても工場のガードマンを斡旋している。斡旋を行うのは,新住民・男

子労働者に限られ,旧住民に対しては行わない。これは,旧住民には,農村社会における従来か

らのつきあいがあり,遅刻や勤務態度を注意するなどといった仕事の内容に関して強い態度に出

にくいからである。工場のガードマン斡旋業は,新住民に対しては,就職先の斡旋を資源に新た

な権力層が生み出されつつある。

(4)工場労働者・ガードマンのかたわらアパート経営・商店経営を行うもの

かつての中小規模農家である。近接する工業団地の造成にともない,新住民が村内に流入し,ア

パートや消費財の需要が高まる中で,彼らの所有する小規模な農地にアパートや店舗を建設した。

建設費用は工場労働者として蓄えた貯金や,借金でまかなっている。借金は,アパート収入や工

場労働者や工場のガードマンとして得た収入で返済を行っている。

旧住民の1) -4)の類型はいずれも,新住民に対して住宅供給・消費財供給・雇用先の斡旋を行うこ

とで,高収入をあげている。
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(5)土地なし層

1980年頃に政府から払い下げられた村はずれの土地に居住する貧困層である。事例村落の主な

産業が農業であった頃は,農業労働者であったが,現在は近隣の工業団地での日雇い建設労働者

や工場の日雇い雑業労働者の職を得ている。しかしながら,一部は最低賃金レベルの農業労働者

のままである。日雇い建設労働者の場合,収入は月平均l,200Rs.にとどまる。彼らの教育水準は

文盲かClass　7 (教育期間7年)までにとどまり,工場の常勤労働者となる教育水準も満たしてい

ない。このため,今後いかに周辺地域で新たに工場が操業されようとも,工場の常勤労働者とな

る可能性はなく,経済水準の向上は望めないといえる。彼らは共通して指定カーストのAdi

Karnatakaか当該地域では経済的低位にあるムスリムに属している。

Ⅳ.混住化社会の社会構造・権力構造

本章では,伝統的農村社会が工業化や混住化の影響のもと,その権力構造が変容したのかをみ

る。特に,社会階層間の相互関係と上位の空間スケールとの関連がどのように変容したのかを視

点にみる。

1 .伝統的農村社会の権力構造

図8は,伝統的農村社会の権力構造を社会階層間の相互関係と上位の空間スケールとの関連を

視点に示したものである。事例村周辺には勤務すべき工場もなく,シコクビエや養蚕を中心とし

た農業を経済的基盤とした頃のG村では,大地主層の農地での農業労働を資源として,低位カース

トの土地を所有しない農業労働者に対して絶対的な権力を握っていた。また事例村周辺には採石

場があり,土地を所有しないムスリムが日雇い石工として一部雇用されたものの,賃金は農業労

働者並の低賃金であった。このような状況下,地主層は農村での権力者層となっていた。

2.工業化以降・混住化以前の農村社会の権力構造

図9は,工業化以降・混住化以前の農村社会の権力構造を社会階層間の相互関係と上位の空間

スケールとの関連を視点に示したものである。この頃は,近隣で工業団地の造成・工場の新規操

業が開始された頃である。このような現場において建設労働者の需要が高まり始めた頃でもある。

このため,事例村落においては,農業労働者の一部がより高賃金をもとめて新規工業団地での建

設労働者として雇用され始めた。また,教育水準が村内では比較的高い地主層や中規模農家の男

子の一部は,新規操業した工場の労働者として雇用されるものも現れた。一方,農業は,建設労働者の需

要の増加に従い農業労働者の賃金が上昇したこと,建設資材の需要が増加したことに対応して,農作物の

作付けをやめ,建設資材であるユーがノの植林を開始した。これは農業労働者の雇用をほとんど必要とせ
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>　雇用関係

図8　G村における伝統的権力構造
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図9　G村における工業団地造成以降混住化以前の権力構造

採石場

ず,また雨量が少ない地域での生育にすぐれ, 6　　年で建築資材となるなど生育が早く,投下

資本の回収期閏が短いという利点を有していたからである。この結果, G村の農地はユーカリへ

の転用が進んだ。

この結果,従来の村内での地主層と農業労働者問の雇用・非雇用の関係は崩れ,いずれも近隣の工業団

地への労働力供給・建築資材供給が主な産業となった。

3.混住化した農村社会の権力構造
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図10　G村における混住化以降の権力構造

図10は,混住化した農村社会の権力構造を社会階層間の相互関係と上位の空間スケールとの関

連を視点に示したものである。近隣の工業団地での工場労働者への住宅供給地としてG村はアパー

ト建設および急増した新住民に対する店舗も増加した。旧住民における主な産業は,新住民に対

して住宅供給・消費財供給・雇用先の斡旋であり,これにより高収入をあげている。一方,新住

民は持ち家層と借家層ではその社会・経済的属性が大きく異なる。持ち家層の新住民の場合,多

くは工場に近接したG村を投資の対象として土地を購入し,居住している。彼らはアパート経営・

店舗経営を行い,工場労働者向けのビジネスに成功している。村内の土地を購入し,家族単位で

居住していることで,旧住民からは「同じ村人」としての扱いを受けている。このため村の祭り

にも,寄付金を同様に出している。

他方,アパートに居住する借家層の新住民の場合はほとんどが工場労働者あるいは工場でのガードマン

である。連鎖人口移動により,一室を独身の兄弟姉妹・イトコ・同郷の友人と共有する場合が多い。借家

層の新住民の場合,居住年数も3年末満がほとんどと短く,短期間で転出する可能性が高いので地域社会

の構成員とは認知されていない。新住民と旧住民の関係は,利害対立が生じるものでは決してなく,旧住

民にとって新住民は最大の顧客であるため,両者の関係は良好な関係でもある。

V.グローバル化と事例農村- 「脱頚城化」と「再頚城化」
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本章においては,事例農村が先進工業国を頂点としたグローバルなシステムにどのように組み

込まれるのかをみる。特に,農村のローカルな資源がどのように意味づけを変えながらグローバ

ル化に組み込まれようとしているのかをみる。具体的には,ローカル固有な意味からグローバル

な資本にとっての意味にどのように転化するのかをみることにする。その際に,農村の土地,カー

スト制,地域社会がそれぞれ「脱領域化」を通じてローカルな文脈からいかに切り離され, 「再領

域化」のプロセスを通じて再びローカルな文脈に埋め込まれるのかに着目したい。

1 .農村の土地

事例農村においては,シコクビエや養蚕用の桑を作付けしていた農地が,周辺で工業団地が造

成されるに伴い,建設資材用のユーがノの植林地に変化した。その後,工業団地において工場が

新規操業されるに従い,工場労働者や工場のガードマン用のアパートや店舗の建設用地へと変化

した。また,アパートを建設するだけの資金がない場合は,農地は耕作放棄地となった。このよ

うな土地利用の変化過程の中で,周辺地域-の農作物供給地としてのローカル固有な価値から,工

業団地に進出した資本にとっての建築資材供給地,その後は工業労働者のための住宅・店舗とし

ての価値に意味づけが変わったといえる。より上位の空間スケールに組み込まれる中で,より上

位の空間スケールの中での機能に特化していく過程を読み取ることが出来る。

この過程の中で,農相の土地は土壌や降水量また周辺地域の需要にあわせた農業生産の場から,

上位の空間スケールの中での工業団地の生産現場で働く労働者のための住宅地と店舗に変換する

ことを通じて,ローカルな文脈から切り離され「脱領域化」したといえる。しかし同時に,工業

団地への近接性,良質な飲料水や空気が得られるかどうかといったローカルな環境が重要視され

るようになり,新たなローカルな文脈の中に再び埋め込まれることにより「再領域化」したとい

える。

2.カースト制

農業を基盤とした農村社会においては,カーストの階層怪は,職業のみならず,生産手段の有

無や農地の大小を大きく規定していたといえる。この結果,カーストの階層性は経済の階層性と

パラレルな関係であった。近隣での工業化や都市化の影響のもと,農村外での就業機会の増加や

工場労働者の出現により,農外雇用に関しては教育水準が決定的な意味を持つようになった。し

かしながら,この教育水準は農村内においては経済水準を媒介にしてカーストの階層怪と密接な

関係性を保ったままであった。

結局,農村社会におけるカーストの階層性は,生産手段の有無や農地の大小を規定するものから,

教育水準の高低に意味づけを変えただけであり,カースト(ジャーティ)制度は社会階層の再生産の装置

として確かに機能していることがわかった。

この過程の中で,カースト制は農業生産における生産手段の有無や農地の大小というローカル

な文脈から切り離され「脱領域化」したといえる。しかし同時に,上位の空間スケールの中で工
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業団地の生産現場で働く労働者の教育水準という新たな文脈の中に再び埋め込まれることにより

「再領域化」したといえる。

3.農村の地域社会

農業を基盤とした農村社会においては,カーストの階層性に対応した権力関係が形成されてい

たo大地主層である上位カーストが彼らの農地での農業労働の仕事の配分を資源に土地なし層で

ある下位カーストに絶対的な権力を示していた。村落パンチヤヤットや村の祭りまで,上位カー

スト層が意志決定権を握っていたといえる。しかしながら,農相社会内で閉じたこのような相互

補完的分業体制は,近隣に工業団地が造成されそこで工場労働・建設労働・雑業労働の雇用先が

出現するに従い,崩壊するに至った。農地はすでに新住民用のアパートや店舗に転用され,農業

は事例村落においては中心の産業とならず,新住民向けのサービス産業(アパート経営・店舗経

普)と工場での雇用が中心となった。ここでは,かつての大地主層は大規模農業経営者ではなく

大規模アパート経営者となった。かつての日雇い農業労働者は依然として土地なし層ではあるが,

村外の工場や建設現場での日雇い労働者となった。ここで,地主層と土地なし層の間の農業労働

を資源としたかつての権力関係は崩壊することになった。

これらの過程を通じて,大地主層(上位カースト)を頂点とした農村社会は,頂点のない地域社会へと変

貌を遂げることとなった。ここでは,地主層を核としたローカルな自律性は崩壊し,上位の空間スケール

による大都市圏の地域計画や資本家の工場の立地や労働者の雇用のあり方が,ローカルな地域社会に決定

的な意味を持つようになった。

この過程の中で,農相の地域社会は農業生産を基盤にした大地主層を核とした自律的権力構造

というローカルな文脈から切り離され,上位の空間スケールの中で地域計画を決定する地方政府

や工場の立地や労働者の雇用のあり方を決定する資本家に村落の経済が決定されることを通じて

「脱領域化」したといえる。しかし同時に,工業労働者を育成する教育機関への距離の近さや,こ

のような教育機関へ進学できるかどうかに関わる住民の経済水準という新たなローカルな文脈の

中に再び埋め込まれることにより「再領域化」したといえる。さらに,ジェンダーの点で, 「パル

ダ」とよばれる女性を家族以外の男性の目から遮断する社会慣習が女性の外出行動を厳しく制約

がその地域でどれほど強いかどうかも,女子工場労働者が成立するかどうかの重要な点である。こ

れも新たなローカルな文脈といえる。

グローバル化はローカルな存在である開発途上国の農村をローカルな文脈から引き離し,時空

間の無限の拡がりに再構築する。しかし同時にその再構築した社会関係が,ローカルな文脈を再

度利用したり,作り直されていく過程そのものでもある。本稿での実証研究を通じて見てきたよ

うに,このような「脱領域化」と「再領域化」をやすみなく続けることにより,ローカルな存在である開

発途上国の農村は,グローバリゼーションの末端に組み込まれることとなったのである。

注
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1′)インドにおいて工業部門による雇用吸収力が低い原因の一つは,インドが採用してきた輸入代替工業化戦

略による要素価格の歪みと労働者を手厚く保護する労働法の影響により,資本集約的な形で工業化が進めら

れたことが指摘されている。また,その一方で,インド国内では補助金と価格政策を用いて農業への負のイ

ンセンティブを打ち消そうとした。公共配給制度の下で,農産物の買い上げ価格は下支えされ,一方では肥

料や電力などの補助金と農業の非課税によって農業生産のインセンティブを維持しようとしたからでもある

(黒崎・山崎, 2002)c
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インドにおける業務受託サービス輸出の拡大とコールセンター立地

-デリー首都圏グルガオンの事例から-

鍬塚　賢太郎

Kentaro Kuwatsuka

Expanding Export of Business Process Outsourcing Services

and the Location of Call Centers in India: Case Study on

Gurgaon, National Capital Region

インドでは経済自由化以降、 ITサービス輸出が拡大しており、インド経

済に少なからぬインパクトを与えている。なかでも近年急速に成長している

のが、アメリカ合州国を最大の需要先とする情報通信技術を活用した業務受

託サービスである.本稿ではインドにおける業務受託サービス輸出の動向に

ついて把握するとともに、その生産拠点として捉えることのできるコールセ

ンターの立地の特徴についてナショナル・スケールから検討し、大都市部へ

集積していること確認した。これを受け、業務受託サービスの輸出拠点となっ

ているデリー首都圏を取り上げて、本市スケールからみた立地の特徴を把握

するとともに、それが既存の都市構造に与える地域的インパクトについて、

オペレーターの就業形態に着目しながら考察した。

キーワード:業務受託サービス、コールセンター、デリー首都圏、インド

大都市、グローバル化
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I.はじめに

本稿の目的は、インドにおいて近年成長の著しい業務受託サービス

(Business Process Outsourcing Services)輸出の動向と、その生産拠点

となるコールセンター1の立地について、ナショナル・スケールおよびロー

カル・スケールから検討するとともに、コールセンターの立地がインド大都

市の都市構造に及ぼす影響の一端を考察するところにある。

経済のグローバリゼーション下で起きた発展途上国大都市の変貌は、過剰

都市化というパラダイムで把握されてきた発展途上国大都市の都市化に対す

る理解のあり方に再考を促した。そこに登場したのが、資本と労働の空間的

再編モデルとしての世界都市論であり、それは1980年代後半から起きた東

南アジア各国の経済成長とそれにともなう都市構造の変貌との連関を捉えて

いく分析視角を提供した(田坂1998;鍬塚2003),こうした視角を援用し

ながら小長谷(1999)は、海外直接投資に牽引された大都市圏中心部におけ

るオフィス集積、郊外部における大規模工業団地開発といった都市構造の変

化を1990年代以降のアジア大都市の特徴の一端として兄いだし、

「FDI (海外直接投資)型新中間層都市」としてモデル化した。

インドもまた1990年代に入り経済自由化を主眼とする政府の「新経済政

策」のもと、海外直接投資を積極的に受け入れながら経済成長を遂げるとと

もに、大都市も大きな変貌をみせている。実際に、経済合理性を求めて大都

市への立地を選択する自動車完成車メーカーの立地行動がみられるように

(友揮1999)、インド大都市郊外部に整備された工業団地には外国資本の工

場が集中的に立地する。また、ソーシャルミックスが図られるとはいえ、経

済成長によって生まれた新しい中間層を対象とする住宅団地の開発も大都市

郊外部において進展している(由井2003 ; 2004)<　膨大な貧困層を抱えなが

l　コールセンターとは、電話等による顧客対応業務を集中的に管理する組織・施設
のことを指す(雇用開発推進機構2000)。ただし、実際には同じ施設内で後方支援
業務(バックオフィス業務)などが行われている場合もある。本稿では後者のよう
な業務が行われている施設もコールセンターと呼ぶ。

-242-



インドにおける業務受託サービス輸出の拡大とコールセンター立地

らも、インド大都市は東南アジア大都市と類似した様相を呈しながら都市構

造の再編が進展しつつあるようにもみえる。

ただし産業立地という点に着目するならば、インド大都市は製造業の拠点

としてだけでなく、ソフトウェア産業の集積がみられるように、先進国を需

要先とするサービスの輸出拠点ともなっている(北川2000)ォ　こうした点で

インド大都市は、製造業企業の拠点としての性格の強い東南アジア大都市と

異なる様相を呈している。しかしながら、発展途上国大都市を拠点とする情

報通信技術を用いたサービス輸出の拡大は比較的最近の新しい現象である.

そのためこうしたサービス輸出の拡大が、越境的に行われる資本と労働の空

間的再編という過程に対していかなるインパクトを持ち得るのか、という問

題について十分な検討は加えられていない。インド大林市を拠点とするサー

ビス輸出の実態を空間的な視点を加味しながら検討していく意義はここにあ

る。

インドからのサービス輸出については、その成長が急速であったこともあ

りソフトウェア・サービスに多くの関心が注がれてきた2.しかしながら後

述するように、情報通信技術を活用しながら顧客管理業務や後方支援業務を

遠隔地で受託するといったサービス(以下、業務受託サービス)の輸出も近

年急速に拡大している3.ソフトウェア・サービスの場合、インドからソフ

トウェア技術者がアメリカなどに派遣され、そこでソフトウェア開発に従事

する場合でもインドからのサービス輸出とみなされる。これに対して、業務

2例えば、 Heeks (1996)は国家の産業政策との関連から、ソフトウェア産業の成長
を論じている.これに対して、 Fromhold-Eisebith (2002)は当該産業の成長に対
する海外直接投資に着目する。また、梅滞(1998)は人的資源管理という側面から
当該産業にアプローチし、大量の「人的資源ストック」を抱えるインドのソフトウェ
ア技術者の労働市場の存在を指摘している。加えて、労働市場に人材を供給する高
等教育システムについても関心が注がれており(大木2003)、それと関連づけて産
業集積論からソフトウェア産業の成長を捉えようとする試みもある(Okada 2004)=
また、大都市圏スケールにおける当該産業の地域的な展開がいかなる様相を呈して
いるのかといった基本的な事項については、メタ(2000)やAoyama (2003)な
どが検討している。

3本稿では、ソフトウェア・サービスおよび業務受託サービスを含めたものを、 IT
サービスと称することにする。
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受託サービスに直接従事するオペレーターは国境を越えて移動する必要性は

なく、情報通信技術を用いてインドに設立されたコールセンターに居ながら

サービスを生産することができる。業務受託サービスの輸出は、国境を越え

た労働力の移動を伴わないという点において、ソフトウェア・サービスの輸

出とは同一視できない特徴を持つ。

とはいえ、これまで業務受託サービスの輸出拠点となるコールセンターの

立地動向といった基本的な事項さえ十分に把握されていない。経済のグロー

バル化のもとに進展する資本と労働の空間的再編が、インド大都市において

いかなる展開を遂げているのかといった課題にアプローチしていくためにも、

コールセンター立地の実態を把握しておくことは重要である。

そこで本稿では、近年その成長が著しいインドの業務受託サービスに着目

し、その具体的な立地単位であるコールセンターの立地について、まずナショ

ナル・スケール、さらにデリー首都圏といった空間スケールから検討を加え

る。デリー首都圏を取り上げるのは、後述するように現段階においてインド

におけるコールセンターの主要な集積地となっているからである。

章構成は以下の通りである。まず第Ⅱ章において、業務受託サービスの輸

出拡大についてインドのIT産業成長との関連から検討する。第Ⅲ章では、

コールセンターがどのような企業によって設立されているのかについて確認

するとともに、コールセンターの全国的な立地動向を把握する。これを受け、

第Ⅳ章では最も多くのコールセンターが立地するデリー首蔀圏を取り上げて、

弟市スケールからその立地の特徴を検討する.加えて、いくつかの事例企業

を通して、コールセンター業務の実態について把握する。最後に、コールセ

ンター立地が及ぼす地域的なインパクトについて、オペレーターの就業形儲

に注目しながら考察する4。

4本稿で用いるデータは、主に筆者が2003年12月にインドにおいて収集したもの
である.ただし、一部のデータについては調査後にインターネットなどを用いて補
足した.
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Ⅱ.インドにおける業務受託サービス輸出の拡大

アメリカを主要な需要先とするインドからのソフトウェアや情報通信技術

を用いた業務受託サービスなどのITサービス輸出は90年代に入って驚異

的な成長を遂げる。 IMFの国際収支統計によると、 ITサービスはビジネス・

サービスに含まれる。 95年のインドのサービス輸出に占めるビジネス・サー

ビスの割合は国際収支統計に基づくと31%であり、旅行サービスの38%よ

りも低かった。それが2002年にはサービス輸出の75%を占めるまでに拡大

した。また、モノおよびサービス輸出に占めるビジネス・サービスの割令も

95年は5.6%でしかなかったものが、 90年代後半に大きく増加し始め2002

年には24.0%を占めるまで成長する。加えて、モノの貿易収支は一貫して

赤字でありその額も拡大傾向にあるのに対して、サービス貿易の収支は

2000年より黒字に転じる.輸送サービスの収支が90年代後半一貫して赤字、

また旅行サービスの収支も黒字額が縮小傾向にあるのとは対照的に、ビジネ

ス・サービスの収支は97年から黒字に転じ、その後も黒字額は拡大してい

る。インドが外貨を獲得するにあたって、ビジネス・サービスは重要な役割

を担うようになってきていることがわかる。

ところで、 ITサービスはビジネス・サービスに含まれるものの、 IMFの

統計ではインドのITサービス輸出の動向を直接把握する数値を得ることは

できない.そこで、次にインド・ソフトウェア・サービス協会(NASSCOM)

の資料に基づきながら、その輸出の特徴について確認しておく5。

インドのITサービス輸出は、当初カスタム・アプリケーションの開発や

ソフトウェア・メンテナンスといったソフトウェア・サービスの割合が高かっ

た。しかしながら、いわゆる「ソフトウェアの2000年問題」関連のプロジェ

5　国際収支統計(IMF2003)によるビジネス・サービス輸出額(2002年)は、
NASSCOM (2003)の示すITサービス輸出額(2002年度)のおよそ2倍の値となっ
ている。ただし、各年の両者の輸出額について相関係数を算出すると0.99となっ
ており、ビジネス・サービスとITサービスの輸出額の増減が連動していることが
窺える。
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クトが収束するにつれて、ソフトウェア・サービス輸出の伸びは鈍化し始め

る。これを補う形で拡大し始めたのが業務受託サービス6であり、インドの

ITサービス輸出を考える上で無視できない存在となりつつある(表1)。実

際に、インドのITサービス輸出に占める業務受託サービスの割合は、 1999

年度14.0%でしかなかった。それが3年後の2002年度には24.6%へと飛躍

的に拡大する7。業務受託サービスはインドのITサービス輸出を担う重要

な部門として成長を遂げつつある。

表1インドにおけるITサービス輸出成長率

年度　　　　　1999-00年度　2000-01年度　2001-02年度

ソフトウェア・サービス輸出　　63.4%　　　22.0%　　　21.8%

業務受託サービス輸出　　　　77.1%　　　67.1%　　　64.8%

ITサービス輸出　　　　　65.3%　　　28.7%　　　30.1%

注: (ITサービス輸出額) - (ソフトウェア・サービス輸出額)+(業務受託サービス輸出額)
資料: NASSCOM(2003)より作成。

しかも、それはアメリカの需要に牽引された輸出拡大というところに、イ

ンドの業務受託サービス輸出の特質を兄いだすことができる。 NASSCOM

(2003)に掲載された数字に基づくならば2001年の世界における当該サーど

スへの需要は7,121億ドルと見積もられており、世界需要のおよそ6割をア

メリカが占めている.インドの輸出額は世界需要の0.2%を占めるにすぎな

いものの、インドの業務受託サービス輸出のおよそ8割はアメリカ向けのも

のである。

世界において業務受託サービス需要が拡大した理由として、先進国企業の

6業務受託サービスを、 IT活用サービス(IT enabled services, ITES)やITES-
BPOと呼称する場合もある。

7 NASSCOM (2003)による。
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業務外部委託(アウトソーシング)の進展を挙げることができよう。経済の

グローバル化の進展にともなって企業はこれまでとは異なった競争環境に置

かれるようになった.変化に対応するために、企業はより収益性の高い事業

に経営資漁を集中させる一方、企業組織内に抱えてきた業務を組織的に切り

離す傾向にある.こうした業務外部委託は本社サービスや顧客対応業務といっ

た分野にまで広がっている.

もちろん業務外部委託は近年にはじまったことではなく、先進国大都市の

都心部に立地する企業などは、定型的な業務については比較的安価な女性労

働力を利用できる大都市郊外部にバックオフィスを設立し、その業務を移転

してきた。こうしたバックオフィスの設立は、大都市郊外部だけでなく、地

方中心都市などでも行われてきた.ただし、サービス需給の関係はもっぱら

国内で形成されることが想定されてきた。しかしながら今日、企業による業

務外部委託は国境を越えて推進されている。

インドからアメリカ向けに業務受託サービスが供給されるようになった要

因として、ソフトウェアの場合と同様にインドの相対的に安価で豊富な人材

の存在を挙げることができよう。つまり、インドは先進国の大都市郊外部や

地方中心都市よりも、さらに安価な労働力を提供することが可能である。

NASSCOM(2003)によると、インドでの業務受託サービスの事業費用は通信

費のみがアメリカで事業を行う場合の1.6倍と高い。しかしながら、他の費

用は安価であり、なかでも人件費は安くアメリカの7分の1でしかない。そ

のため、全体でもアメリカの5分の1ほどの事業費用で済むとされている。

加えて轍塚(2004)でも指摘したように、インドの高等教育機関には約

700万人の学生が在籍し、毎年大量の高等教育修了者が労働市場に参入する。

また英語を第2言語とする人は1991年センサスによるとインド全体で

6,400万人もいる。加えて、 4,104万人(03年6月現在)の失業者がおり、

そのなかでも高学歴者の失業率は比較的に高いとされる(白木1998)ォ　さら

に、現段階においてインドで業務受託サービスに従事する人材の採用に際し
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ては、ソフトウェア技術者に要求されるような高度な技術能力が全ての職種

に必要とされているわけではなく、単に英詩能力の素養があれば良いとする

職種も含まれているとされる(小島2004)。 ITサービス産業以外に高等教

育修了者を大量に採用する産業の発達が不十分なインドにおいて、業務受託

サービス部門は、情報通信技術を用いることによって、インド国内にプール

された高学歴で、若く、かつ英語を操れる人材を他の産業部門と競合するこ

となしに活用できる環境にあるといえる.

表2　インドにおける市場セグメント別にみた業務受託サービス(2002年度)

市場セグメント
就　業　者　　　　　　売　上　高

(人)　　　　　　(百万米ドル)
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合　　　　計　　　　171,100　　100.0%　　2,375　　100.0%

注:数値はいずれも推定値。
資料: NASSCOM (2003)による。

業務受託サービス部門の就業者数は、インド全土で2002年度約17万人と

見積もられている(表2)。コンピューター・グラフィックスを用いたアニ

メーション作成などのコンテンツ作成を除き、最も就業者の多い分野が

Customer Careであり、次いで後方支援業務といったAdministrationや

Financeが続く。また、業務受託サービス部門の売上高の約45%を占める

上位14社8のデータに限定されるものの、これら企業の従業員33,836人の

業務内容についてみてみても、全体の53.8%が電話等による顧客対応業務

であり9、次いで後方支援業務が全体の25.8%を占めている(bpOrbit

8ただし、インド企業のみ数字でありアメリカ企業の子会社などは含まれていない。
9　コールセンターの業務形態は、受信業務と発信業務に大きく分けることができる。
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Team 2003)。

以上のように、拡大するインドのITサービス輸出のなかでも業務受託サー

ビスは近年急激な伸びをみせている。この成長は、先進国企業による業務外

部委託の拡大によって促されているとはいえ、インド国内にプールされた人

材を情報通信技術を用いオペレーターとして活用することで初めて可能とな

るものである。そして、こうしたサービスをオペレーターが生産する拠点と

なっているのがコールセンターなのである。

Ⅲ.インドにおけるコールセンターの設立形態と立地

l)コールセンターの設立形態

コールセンターは、企業組織内の一部門として設立されるものと、専門的

に業務を請け負う企業によって設立されるものとに区分できる。一般的に、

前者はルーティン的な業務を企業組織内の中核となる部門から分散化するプ

ロセスのなかで設立され、こうしたコールセンターをCaptive Unitと呼ぶ.

これに対して後者は、企業外部の組鰍こ非中核的な機能を契約によって外部

化するプロセスのなかで設立されるものであり、業務を専門的に受託するコー

ルセンターを持つ企業をThird Partyと呼ぶ。

最も初期の段階にインドに本格的なコールセンターを設立したのがGE

Capital社であるとされる。当該企業は、アメリカ、イギリス、オーストラ

リアなどに展開するGEグループ企業の後方支援業務を行うことを目的とし

て、 1996年10月デリー首都圏のグルガオンにGE Capital International

Services (GECIS)を設立した。これはGE Capital社がインドに所有す

るGE Capital Service Indiaの一部門として設立されたものである。

GECISの従業員数は現在10,000人を越えており、グルガオンにコール

センターを5施設配置する他に、ハイデラバード(3施設)、バンガロール

(1施設)、ジャイブル(1施設)と、インド国内に10施設を保有する。ま

たGECISはインドを本拠地としながら、中国、ハンガリー、メキシコでも

-249-



琉球大学法文学部紀要　人間科学　第14号　2004年9月

事業を展開している。

この他にもDell、 American Express、 HSBCなど世界的規模で事業を展

開している企業も、企業グループ内で発生する顧客管理業務等を企業組織内

に内部化する形でインドに設立した子会社にも請け負わせている　GECIS

が設立された当時、多くのインド資本は既にソフトウェア開発の分野に参入

していたものの業務受託サービスに本格的に取り組むインド資本はなかった。

インド以外に本拠地を置く企業が、こうしたビジネスモデルをインドに持ち

込んだ点は特筆される。

ところで、上述した事例にみるように多国籍企業は企業組織内に業務受託

サービスを担当する組織を設立し、それをインドに配置している。こうした

多国籍企業によるインドへのコールセンターの配置とその数の増加は、その

後、 Third Partyのような当該業務を専門的に請け負う企業の設立を促すこ

ととなった。例えば、 Daksh eServices社は、インドにおける当該業務に

対する将来的な需要拡大予測のもと、ベンチャーキャピタルの出資を受けて

2000年にデリー首都圏のグルガオンに設立された　2001年の時点で従業員

数は2,000名程度であった。その後、インターネット書籍販売で有名な

Amazon, com社などのアメリカ企業の顧客対応業務を専門的に受託するこ

とで成長を遂げ、 2003年時点で4,000人を越えるオペレーターを雇用して

いる(Das 2003)ォ　インド国内に保有するコールセンター数は、 GE Capital

社に次いで多く、現在デリー首都圏のグルガオンに4施設、ムンバイに1施

設を配置する。また、インド国内にとどまらずグルガオンを本拠地として海

外にも進出しており、フィルピンのマニラにもコールセンターを設立してい

る。

ベンチャー企業だけでなく1990年代にソフトウェア企業として大きな成

長を遂げた企業も近年になって当該部門に参入するようになった。例えば、

バンガロールに本拠地を置くWipro社はインド大手業務受託サービスの

Spectramind社を2002年に買収することを通じて、ソフトウェアだけでな
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く業務受託サービス部門にも参入した。こうした経緯から、 Wipro社の保

有するコールセンターは、本社のあるバンガロールには立地せず、ムンバイ

(2施設)、チェンナイ(1施設)、デリー首都圏(1施設)、プ-ネ(1施設)

に立地する。同様に、インド最大のソフトウェア企業であるTCS(Tata

Consultancy Services)も、住宅開発金融会社(Housing Development

Finance Corporation)との合弁で業務受託サービスを行う企業をムンバイ

に設立している。こうしたソフトウェア産業から当該部門への参入は、

HCL社やInfosys社などの他の大手インド企業も行っており、複合的な事

業展開を目指すインド企業の行動パターンを窺い知ることができる。

コールセンターをThird Partyとしてインドに設立しているのは、イン

ド企業だけではない。世界規模で事業を展開する企業も専門的に業務受託サー

ビスを請け負うコールセンターを複数インドに設立している。例えば、グル

ガオンに2001年設立され、現在インド国内に4施設のコールセンターを保

有するConvergys India Services社は、アメリカのオハイオ州に本社を置

くConvergys社の子会社である。この企業は、アメリカ国内だけでなくヨー

ロッパや南米、アジアなどに多数の拠点を配置しながら世界的規模で業務受

託サービスを中心に事業を展開している。インドでは、 7,000人を越えるオ

ペレーターを雇用しており、 2005年までにその数は2万人にまで増加する

とされている。

以上のように、当初インドに設立されたコールセンターは、多国籍企業の

企業組織内の一部門としての性格が強かった。しかし、アメリカを需要先と

した電話による顧客対応業務や後方支援業務に対する継続的な需要の拡大は、

インドにおいて当該部門に新規参入するインド企業を増加させた。こうした

インド企業の多くは、ベンチャーキャピタルから資金を調達し、業務受託サー

ビスを専門的に行う企業として設立されている。また、ソフトウェア・サー

ビス輸出によって成長を遂げてきた企業が、更なる成長を求めて既存の企業

を買収し、当該部門へと参入している事例もある。こうした企業の中には、
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インドを本拠地としながらインド国内だけでなく海外にもコールセンターを

設立する段階にまで成長を遂げているところもある。インドにおいて業務受

託サービスにかかわる企業は、新たな競争環境に置かれつつある様子を窺え

る。

2)ナショナル・スケールからみたコールセンターの分布

ナショナル・スケールから捉えてみると、インドにおいてコールセンター

は都市部に立地する。なかでもデリー首都圏をはじめとする大都市への集積

が著しい。コールセンターを設立する企業は、インド資本企業、外国資本企

業にかかわらず、情報通信技術を利用しながらこうした大都市を拠点として

サービスを輸出している。

インドでは外資100%子会社によるコールセンターの設立が認められてい

る。ただし、外国資本であれインド資本であれ、コールセンターの設立にあ

たってはインド政府・通信情報技術省(Ministry of Communication and

Information Technology)の許可が必要とされる。許可を得た施設の立地

都市名と設立企業名は、通信情報技術省のホームページで公開されている。

これによると、通信・情報技術省に登録されたコールセンターのうち海外向

けに業務を行うものは2003年12月現在516施設ある10。

ナショナル・スケールから州別・連邦直轄地別にその分布をみてみると、

マハーラーシュトラ州(104施設)に最も多くのコールセンターが立地する.

次いでカルナ-タカ州(98施設)、ア-ンドラ・プラデーシュ州(65施設)

が多く、コールセンターはインド西部および南部において多数に設立されて

いることがわかる。

ただし、都市別に分布をみてみるとその様相は若干異なっており、インド

10国内向けにコ-ルセンター業務を行う事業所も、通信・情報技術省に登録する必
要がある. 2004年6月現在、 84事業所が登録されている(通信・情報技術省
Department of Telecommunicationsのホームページwww.investindiatelecom.
comによる)0
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西部・南部の各州を上回るコールセンターの集積地がインド北部のデリー首

都圏(National Capital Region, NCR)に形成されている(図1).デリー

首都圏は、ハリヤーナ-州、ラージャスターン州、ウッタル・プラデーシュ

州の一部および連邦直轄地であるデリー州によって構成されている。デリー

首都圏に立地するコールセンターは131施設あり、これはマハーラーシュト

ラ州を大きく上回る。

図1インドにおける都市別にみたコールセンターの立地

注:データは2003年12月現在のもの。デリー首都圏(NCR)にはデリー、
グルガオン、ノイダ、およびその近郊の地域が含まれる。 (著者原図)

資料: Ministry of Communication and Information Technology,
Department of Telecommunicationより作成o
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デリー首都圏に次いで多数のコールセンターの立地する都市は、カルナ-

タカ州の州都であるバンガロールであり96施設が設立されている。以下、

マハーラーシュトラ州のムンバイに83施設、ア-ンドラ・プラデーシュ州

のハイデラバード(シカンダラバードを含む)に59施設、タミルナードウ

州のチェンナイに54施設が立地する。この他にチャンディ-ガルなどの比

較的小規模な都市への展開も認められるものの、施設数からみると上位5都

市に全体の8割が立地する11。ソフトウェア産業の場合と同様に、コールセ

ンターも大都市へと集積する分布の形態を確認できる12。

ソフトウェア・サービスの場合、デリー首都圏だけでなくムンバイやバン

ガロールにも多数の事業所が立地しており、その輸出額も大きかった。しか

しながら、 ITサービス輸出についてコールセンターが多数立地するデリー

首都圏とバンガロールとを比較してみると、両者の性格は大きく異なる。 IT

サービスの総輸出額についてはバンガロールがデリー首都圏を大きく上回る

ものの業務受託サービス輸出の占める割合は8% (2002年度)しかなく、デ

リー首都圏の45%を大きく下回る。また、業務受託サービスの輸出額でみ

てもバンガロールはデリー首都圏を大きく下回る(図2)。このように、コー

ルセンター数および輸出額といった点において、現時点でのインドにおける

デリー首都圏の卓越した地位を確認できる。

また、デリー首都圏は複数のコールセンターを保有する企業のインド国内

における本拠地ともなっている。コールセンターで行われる顧客対応業務は

労働集約的な性格が強い。そのため、顧客対応業務などのサービスに対する

需要の拡大に、企業はオペレーター数を増やすことで対応する。ただし、施

11近年、大都市にコールセンター立地が集中することにより、これまでよりもオペ
レーターを確保することが難しくなっていることから、小規模な都市への新規立地
を模索する動きもある(Das 2003)c

12データの得られた2003年12月から2004年6月までに、通信・情報技術省に新た
に登録されたコールセンターはインド全体で82施設あり、その約8割に当たる68
施設は上述した5大都市に立地する。新規参入が活発であるものの、特定の大都市
に集積して立地する傾向を確認できる。
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2001年度

2002年度

2001年度

2002年度

500　　　　　　1,000　　　　　,500億Rs.

Jくンガロール

/ / : 5%

// .敦 1 ? ヨ 8%

500　　　1,000　　　l,500ォRs.

ソフトウェア・サービスおよびその他　　Eコ業務受託サービス

図2　デリー首都圏およびバンガロールのJTサービス輸出

注:図中の値は業務受託サービスの占める割合。 (著者原図)

資料: STPI NOIDAおよびSTPI Bangalore提供資料より作成。

設の収容人数には限界があるため、企業は事業の拡大に応じて新たな施設を

確保しなければならない。その際、企業はコールセンターを本社の所在する

都市だけでなく、他の都市にも複数配置している。

実際にインドに立地するコールセンター516施設は、外国資本・インド資

本あわせて433社の企業によって設立・運営されている。そのうち、インド

国内に2施設以上のコールセンターを保有する企業は47社あり、あわせて

130施設を保有する。インド国内におけるこれら47社の本拠地をみてみる

と、デリー首都圏が15社と最も多く、次いでバンガロール(11社)、ムン

バイ(9社)が続く。コールセンターを複数保有する企業の中には、本社所

在地以外の都市にもコールセンターを設立しているものもあり、デリー首都

圏は複数のコールセンターを展開する企業の活動拠点となっている。
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IV.デリー首都圏におけるコールセンター立地とオペレーター

の就業形態

1)コールセンター立地と「デリーI Tサービス回廊」の形成

デリー首都圏において、コールセンターは都市中心部を指向するよりも、

工業団地が整備された郊外部に多数立地している。なかでも、デリー州と州

境を接するハリヤーナ州のグルガオン県に最も多くのコールセンターが立地

する.

デリー首都圏の都心部を、経済自由化以前から国営企業の本社や外資系企

業が周餌に立地しているコンノート・プレイスとするならば、コールセンター

は都心部北側の地区にはほとんど立地していない。これに対して、都心部の

南側に広がる官庁街・住宅地を越えた郊外部には多くのコールセンターが立

地する。デリー首都圏の南側の地区のなかでもコールセンターの顕著な集積

がみられるのが、ハリヤーナ-州のグルガオンからデリー州のオクラを経て、

ウッタル・プラデーシュ州のノイダに至る、東西約30kmの地帯である(図3)。

グルガオンとオクラとの間には幅10km程の緑地帯が存在するものの幹線

道路(Mehrauli-Gurgaon Road)で結ばれており、また、ヤムナ-川を挟

んでオクラとノイダは橋で結ばれている。グルガオンからノイダに至る地帯

にはコールセンターの他にソフトウェア企業も多数立地している。 「デリー

ITサービス回廊」とも言うべき分布形態を持つITサービス産業の集積地を

確認することができる。

この地帯には開発時期に違いはあるものの、共通して大規模な工業団地が

整備されている。これらは、デリーへの一極集中を緩和することを目的の1

つとして経済自由化以前から計画的に整備が開始されたものである(同橋

2003)。そこには既に多数の工場が建設されており、コールセンターはそれ

と混在するかたちで立地している場合もある130

13グルガオンの工業団地に立地するコールセンターの前には、オペレーター送迎用
に企業が借り上げた自動車(トヨタ・クリオス)が停車しているのに対して、工場
の前にはワーカーが通勤に用いる自転車が並んでいる。景観という点においても工
業団地の混在した様相が把握できる。
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凡例

・　1

●　2

●5

☆ 〒㌶芸
デリー州

-　国　道

図3　デリー首都圏におけるコールセンターの分布

注:郵便番号で位置を特定したため,コールセンターの立地点は

郵便番号に該当する郵便局の位置で代表した。 (著者原図)

資料: IndiaMAET InterMESH Limitedビジネスダイレクトリー

(http://dir.indiamarも.comメ)より作成。

デリー首都圏の中心部ではなく郊外部にコールセンターが立地する理由と

して、郊外部における業務スペース確保の容易さを挙げることができよう。

コールセンターの設立当初は数十人といった比較的小さな規模で業務を行う

ことが多い。しかし、事業を拡大していくに従って業務に従事するオペレー

ターを収用するスペースの確保が必要となる。コールセンターのなかにはオ

ペレーターのための座席を1,000席以上も備えるところもあり、広いオフィ

ス・スペースが必要とされる。そのためコールセンターの立地にあたっては、

都市中心部よりも賃貸料が安価で比較的大規模なオフィス・スペースを確保

することのできる郊外部が指向されると考えられる。

デリー都市圏のなかで最も多くのコールセンターが立地するのがグルガオ

ンである。オクラやノイダが都心部からおよそ15kmの場所に位置するのに
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対して、グルガオンは都心部からおよそ20kmの場所に位置する。ただし、

グルガオンはインディラ・ガンディ国際空港から10km程しか離れておらず、

渋滞が日常化しているデリー首都圏において、都心部やノイダよりも空港へ

のアクセスは優れている。また、業務受託サービスが本格的に成長する以前

の1996年からGE Capital社のコールセンターがグルガオンに設立されて

おり、その周囲にはAmerican ExpressやCity Bankなどの外資系のコー

ルセンターも立地している。こうした多国籍企業の存在が、グルガオンへの

コールセンターの新規立地に少なからず影響を与えているものと考えられる。

もちろん、全てのコールセンターが工業団地に製造業と混在したかたちで

入居しているわけではない。グルガオンにみるようにデリーとジャイブルと

を結ぶ国道8号沿いには民間の大手ディベロッパーによっていくつかのオフィ

ス・パークが建設されており、既に賃貸オフィスの供給が開始されている

写真1デリー首都圏郊外部グルガオン(国道8号沿い)
に建設されたオフィスビル

注:筆者撮影
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(写真1)。こうした賃貸オフィスビルには、操業して間もない小規模なイ

ンド資本のコールセンターや外資系のコールセンターが入居する事例も誌め

られる。デリー首都圏郊外部でオフィス開発が今後も進展するならば、工場

と混在するかたちで工業団地に立地しているコールセンターも、最新設備と

業務スペースの確保という観点から、新規に供給されたオフィスに移転する

ことも考えられる。

2)グルガオンに立地するコールセンターの特徴

ここでは、筆者が2003年12月にグルガオンで行った聞き取り調査に基づ

いて、いくつかのコールセンターの特徴について検討しておく。なお、聞き

取りにあたってはあらかじめ質問事項を準備し、項目ごとに担当マネージャー

から直接回答を得た。

A社:日本の二輪車メーカーと合弁事業をおこなっている企業グループの

グループ企業として2000年グルガオンに設立された。コールセンターはこ

のグループ企業の一部門であるものの、受託する業務はグループ企業以外か

らのものである。他にもソフトウェア開発部門などがある　2003年12月現

在、業務受託サービス部門に従事するのはおよそ1,300人であり、うち

1,200人が電話を用いた顧客対応業務(受信業務)に従事するオペレーター

である。残りは間接部門やチームリーダーとしてオペレーターを統括する仕

事に就いている。オペレータ-は全て20歳代であり正社員として雇用され

ている。平均的な勤続年数は1年と短いものの年間の離職率は40%程度で

あり、この値は業界の平均よりも低いとの認識を部門の責任者は持っている。

なお、コールセンターには顧客対応業務のトレーニングを行う部門も併設さ

れている。

この企業グループが業務受託サービスに参入したのは、当該部門が将来的

にも成長すると判断したからである。金額ベースで売上の80%はアメリカ
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向け、 20%がイギリス向けとなっており、業務はフォーチュン100にリスト

アップされるような企業から受託している。以前はオーストラリアにもサー

ビスを供給していたが、現在は行っていない。アメリカのニューヨークとボ

ルチモア、ロンドンにマーケテイング・オフィスを配置しており、そこを拠

点として新規の顧客を開拓するために営業活動を行っている。現在、このコー

ルセンターはオペレーター用に650席を確保して24時間体制で業務を行っ

ている。工場のように時間が来れば全員が一斉に交代するのではなく、オペ

レーターはいくつかのグループにわかれて業務を行っており、各グループの

勤務時間が一部重なるようなシフト体制が採用されている。

また、コールセンターの立地場所の選定について、グルガオンはデリー首

都圏内の他の地域と比較して、電力供給の状態、業務スペース確保の容易さ、

通信回線の状態の良さ、オペレーターの通勤のしやすさとった点が優れてい

ると部門責任者によって評価されている。ただし、近年におけるコールセン

ターの増加とオペレーターに対する需要の拡大は、オペレーターの貸金上昇

を引き起こしており、経営者側にとって大きな同種として認識されつつある。

そのため、オペレーター確保といった点から、新たなコールセンターを近隣

の大都市からは比較的に距離のあるチャンディ-ガルやプネ-などに新設す

ることが考えられている。

B社: 1999年10月にグルガオンにインド資本によってThird Partyと

して設立され、 2000年に操業を開始した。現在このコールセンターには550

人が働いており、うち450人がオペレーターである。コールセンターでオペ

レーターが行っているのは、海外から商品注文などの電話を受けそれをデー

タベースに入力するというものであり、技術的な専門知識を必要としない比

較的単純な作業である。売り上げのおよそ75%がイギリス向け、 25%がア

メリカ向けに行われた顧客対応業務によるものである。現在、オペレーター

用の座席数はおよそ300席であり、その全てを利用している.操業時間は、
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インド時間で午後1時30分から翌日の午前2時30分であり、これは顧客の

需要にあわせて設定されたものである。オペレーターの勤務時間は8時間で、

A社と同様にそれぞれの勤務時間が重なるシフト体制が採用されている。オ

ペレーターの勤続年数は短く半年程度であり、新規採用オペレーターの約8

割が新卒である。オペレーターは全て正社員として雇用されており、女性比

率は約4割で男性のオペレーターの方が多い。オペレーターの給料は月1万

ルピー14程度、チームリーダーで月1.8万ルピー程度である。オペレーター

はデリーやグルガオンに居住しており企業が提供するバスなどを利用して通

勤している。年間の離職率は80%と極めて高い。人事担当マネージャーは、

その理由として他のコールセンターと比べて給料などの面で待遇が良くない

こと、デリー首都圏においてコールセンターが増加しているため転職が容易

であることを挙げている。とはいえ、人材確保という面で、毎年大量に新卒

者が供給されるため現在のところ大きな問題はないという認識を採用担当者

は持っている。

顧客対応業務に対する需要は拡大しており、この企業は2003年3月に新

たにノイダにコールセンターを設立した。現在オペレーター数は50名ほど

と小規模であるが、 2004年8月までに2,000名まで拡大する計画である。

オペレーターの募集にあたっては、新聞広告やインターネットを利用してい

る。また、既に自社で勤務しているオペレーターの紹介から採用に至る喝合

もあり、多様なルートを利用してオペレーターを募集している。

C社:このコールセンターは、グルガオンに立地するアメリカ系ソフトウェ

ア企業が、業務受託サービス部門として企業組織内に設立し、 2002年1月

に操業を開始したものである。主に、グループ企業の顧客を対象として技術

サポート業務、グループ企業向けの後方支援業務を行っている。およそ300

14 1ルピー-約2.5円(2004年6月)
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名がコールセンタ一一で働いており、うち200名がオペレーターとして勤務す

る。そのほとんどが20歳代前半でありインド全土から人材を募集している。

オペレーターの月給は1万ルピーから2万ルピー程度であり、チームリーダー

になると2.5万ルピーから5万ルピーとなる。インド資本のB社と比較して

チームリーダーの給与水準が高い。これはC社が行っている顧客対応業薪の

方が技術的な専門知識を必要とするためであると考えられる。現在、グルー

プ企業向けのみに顧客対応業務を行っており、電話などの受信は全てアメリ

カからのものである。ただし、今後グループ外の企業からも業務を受託する

ことを通じて事業を拡張していく予定であり、既にオペレーターの座席数を

500席にまで増設している.

当該企業はコールセンターを設立する以前の1991年からグルガオンでソ

フトウェア開発を行ってきたことに加えて、人員確保の容易さから現在の場

所にコールセンターを設立した。また、デリー首都圏にコールセンターを設

立するメリットとして、 「インド南部とは異なって、デリーでは母語の影響

を受けない英語を話すことのできる人材の確保が容易である」との認識を担

当マネージャーは持っている。オペレーターの人材確保にあたっては、英語

を話す能力だけでなく、発音やアクセントなども考慮されていることがわか

る。

少ない事例であるものの、グルガオンでコールセンターを経営する企業は、

既存の施設のオペレーター座席数を増やしたり、新たにコールセンターを設

立したりして、当該業務に対する需要の拡大に積極的に対応していることが

わかる。また、電力供給の状態や業務スペース確保の容易さといったグルガ

オンのインフラなどの立地環境に対する評価も比較的に高い。しかしながら、

こうしたコールセンターの立地数の増大は、よりよい待遇を求めたオペレー

ターの転職という事態も生み出している。これに対して企業側は人材の確保

が容易な立地点を新たに模索する動きをみせている。
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3)オペレーターの特徴

業務受託サービスの輸出がインドから行われるようになって間もないこと

もあり、オペレーターの年齢は若く20歳代が最も多いという特徴を持つ。

オペレーターは大卒者であり全て正社員として採用されている。先進国の場

合と異なり臨時職員や派遣職員として業務に従事するものはいない。オペレー

ターの月給は企業によって違いがあるものの経験1年程度は1万ルピーほど

である。経験を積みオペレーターを監督するチームリーダーになると、企業

によって程度の差はあるとはいえ給料はこれまでの2倍程度もしくはそれ以

上の金額に達する。先進国において、コールセンターのオペレーターに占め

る女性の割合は高いとされる。インドの場合、女性だけでなく男性もオペレー

ターとして働いており、男性の比率が6割を占めるコールセンターもある。

ところで、こうしたオペレーターの採用にあたっては詑りのない英語を話

せることが重視される。ただし、コールセンターへの就職希望者の全てが大

学卒業時点でこうした基準をクリアーできるわけではない。そのため、コー

ルセンターに就職するための予備校のようなものも設立されており、英会話

や文法とともにコールセンターにおける基本的な対応業務に関する訓練を受

けて採用に至る者もいる。

例えば、グルガオンの工業団地ウドヨグ・ビバール内に2002年に設立さ

れたオペレーター養成学校は、大卒者を対象に英語の発音やアクセント、文

法などを教育している。現地でこの学校の経営者に対して行った聞き取りに

ょると、大学卒業後すぐにコールセンターのオペレーターとして就職する者

もいるが、コールセンターに就職を希望する者のなかには英語能力が十分で

はないものもいる。そのためこうした養成学校に対する需要は大きいとされ

る。また、英語の発音やアクセント等については、学生にアメリカ式とイギ

リス式との違いを意識させながら教え、企業の要望に対応している。学生の

出身学部は商学部、理学部、文学部、工学部など多様であり、 1ケ月程度の

トレーニングで外資系やインド企業が設立した大手のコールセンターに就職
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する者もいる。もちろん、コールセンター側の採用窓口との関係を重視して

おり、採用担当者がこの養成学校を訪問し学生をリクルートする場合もある。

トレーニングなどのために学生側がこの養成学校に支払う費用は5,000ルピー

であり、学生の多くはグルガオンやデリーから通っている。

コールセンターへ就職を希望する学生について把握するため、この学校の

経営者を通じて、学生7名(全て男性、平均年齢23歳)に対してアンケー

トを行った(表3)0

表3　コールセンターのオペレータ養成学校に通う学生の特徴

番　性　年

身

業

学

号　別　齢　部　　年

両
　
親
　
の
　
職
　
業

英
語
学
習
開
始
年
齢

学
　
費
　
の
　
負
　
担

両
親
・
親
戚
と
の
会

轟
に
用
い
る
音
詩

働
き
た
い
理
由

(
注
-
)

消
極
的
イ
メ
ー
ジ

(
注
2
)

1男　23商学部　2003　経営者　両親　7歳　　ベンガル語　　　①

2　男　21商学部　2003　公務員　両親　3歳　ヒンヂィ一語　　①③

3男20理学部2003経営者両親4歳　ヒ雷音譜　①

4男23商学部2002　軍人　本人　5歳　ヒ雷音譜　①④　②③

5男22商学部2003退役軍人両親　5歳′霊㌍芸　②　　③

6　男　24　-　2002　　　　　両親　6歳　　ヒンディ一語　　①②④

7　男　28工学部1998　　-　　両親　4歳　ヒンディ一語　　　①　　　　③

注1 :コールセンターで働きたい理由
①優れた職場環境、 ②高い給料、 ③先進的なイメージ、 ④友人が働いているか
ら

注2 :コールセンターに対する消極的イメージ
①夜間勤務、 ②遠距離通勤、 ③不規則な生活

資料:筆者が2003年12月にグルガオンのオペレーター養成学校で行ったアンケート
調査による。
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彼らは初等教育段階までに英語学習を始めているものの、両親や親戚と話

す際には英語よりもヒンディ一語などの母語を使用するものが多い。コール

センター業務について、深夜業務を行い生活が不規則となる辛い仕事である

という消極的なイメージを持っているものの、他の職業と比較して、オフィ

スという職場環境や給料などの待遇の良さといった点については積極的な評

価を行っている。養成学校に支払う学費は1人を除き、全て両親が支払って

いるO　また、彼らの両親のなかには公務員や会社経営者、軍人などもいる。

コールセンターへの就職を希望してこの養成学校に通っている学生は高学歴

であり、比較的に裕福な家庭の子弟であることが窺える。

4)オペレーターの居住地と就業形態

デリー首都圏において、コールセンターは都市中心部ではなく開発が進行

している郊外部に多数立地している。資料を入手することのできたⅩ社の事

例に基づくならば、コールセンターのオペレーターは主にデリー中心部から

郊外部のグルガオンへと通勤している。

図4は、グルガオンの工業団地ウドヨグ・ビバールに立地するⅩ社のコー

ルセンターで働くオペレーターの居住地を示したものである。この図からも

わかるように、当該コールセンターから直線距離で15km-20kmの地帯から

通勤するオペレーターが多い。なかでも、コンノート・プレイス南側に位置

する官庁街のさらに南側に広がるサウスデリー一帯には多くのオペレーター

が居住している。この地区には高級住宅地があり、また公務員や軍の将校向

けの住宅地も所在する。こうした地区からグルガオンのコールセンターへと

通勤する者もおり、比較的に裕福で教育水準の高いと思われる家庭の子弟が

コールセンターのオペレーターとなっている様子が窺える.

このように、デリー首都圏においては郊外部にコ-ルセンターが立地する

のに対して、コールセンターで働くオペレーターは郊外部よりも都市中心部

寄りに居住している。こうした配置の空間的な関係は、都市中心部から郊外

265 -



琉球大学法文学部紀要　人間科学　第14号　2004年9月

部へと向かう通勤パターンを生み出しており、近年におけるインド大都市の

都市構造の変動を考える上で興味深い。

ところで、インドのコールセンターが行う顧客対応業務は、アメリカやイ

ギリスに居住する人々を対象として行われている。特に電話による顧客対応

業務の場合、オペレーターと顧客とは空間的に隔絶されているものの、通信

技術によって結びつけられており、オペレーターは顧客の要求に対して遅延

なく対応する必要がある。そのため、オペレーターの勤務時間はアメリカや

☆コンノート・プレイス　　-国道　　一・一一・州境

◎　コールセンター　　　　　・オペレーター居住地

図4　グルガオンに立地するX社コールセンターのオペレータ-居住地の分布

注:2003年12月19日が勤務日となっているオペレーター113名の居住地を示し
た。 (筆者原図)

資料: Ⅹ社資料より作成。
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イギリスなどで需要が拡大する時間帯にあわせて設定されている。例えば、

インドとアメリカにはおよそ半日の時差があり、アメリカが午後の時間帯に

オペレーターの多くはインドで顧客対応業務に従事する。それは、インドで

は夜間の時間帯にあたる15.っまり、インドのオペレーターの勤務時間は、

空間的に遠方にあるアメリカやイギリスの需要にあわせて決められている。

こうした勤務時間に対応するために、インドのオペレーターは夕方に家を出

発し企業側が用意したバスや乗り合いタクシーを用いて郊外部にあるコール

センターに通勤し、そこから次の日の午前中に帰宅するという勤務をこなし

ている。こうした就業形態に対する前述したコールセンター就職希望者の評

価は低い。また、不規則な勤務時間は家族や親戚、友人との社会関係に大き

な影響を与えており、そこから生じる精神的なストレスを社会問題として認

識する動きもある16。

海外向けの顧客対応業務を受託するコールセンタ-の立地は、インドにお

いては比較的高額な所得を得るオペレーターを増加させるとともに、これま

でインドにはみられなかった就業形態を生みだしている。

Ⅴ.おわリに　-コールセンター立地の地域的インパクトー

インドのITサービス輸出は経済自由化以降急激に拡大し、インド経済に

大きなインパクトを与えるようになってきた。なかでも近年急速に成長して

いるのが、アメリカを最大の需要先とする情報通信技術を活用した業務受託

サービスの輸出である。こうしたサービスの生産拠点となっているのがコー

ルセンターであり、インド大都市に立地している。

コールセンターを設立しているのは、インドをバックオフィスとして活用

しようとする先進国の多国籍企業だけではない。業務受託サービスの成長を

見込んだインド企業もまたインド大都市にコールセンターを設立し、顧客対

15鍬塚(2004)の図3を参照。
16 2003年12月20日付Hindustan Timesによる.
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応業務や後方支援業務などを先進国企業から受託している.インドにおいて

コールセンターの立地数が最も多いのがデリー首都圏であり、デリー首戟圏

の郊外部には、その分布形態から「デリーITサービス回廊」とも言うべき

ITサービス産業の集積地が形成されている。

以上のように、本稿ではインドにおける業務受託サービス輸出の拡大につ

いて検討するとともに、その立地単位であるコールセンターの分布の特徴に

ついてナショナル・スケールから把握した。加えて、コールセンターの集積

が著しいデリー首都圏を取り上げて、都市スケールからその立地パターンを

検討した。最後に、コールセンターの立地が既存の都市構造に与える地域的

インパクトについて、デリー首都圏の事例に基づいて考察しておきたい。

デリー首都圏の郊外部を指向したコールセンターの立地は、郊外部におけ

るオフィス開発を促す要因となっている。また、郊外部のコールセンターで

働くオペレーターの増大は、都市中心部の住宅地から郊外部へと向かう通勤

パターンを生みだしている。デリー首都圏では住宅地の郊外化に先んじた産

業立地が都市の外縁的な拡大を促し、都市構造の再編が進展しているように

もみえる。言うまでもなくこうした都市構造の変化は、インド国内の要因に

よってのみ促されているというよりも、先進国企業の企業戦略の変化に伴っ

た業務受託サービスへの需要の拡大という外在的な経済環境の変化に大きな

影響を受けている。

また、都市中心部から郊外部へと通勤するようになったオペレーターの就

業形態に着目するならば、都市構造の変化は形態的な側面にとどまらないこ

とが予想される。というのも、オペレーターはアメリカやイギリスの生活時

間を対応する形で、深夜に及ぶ勤務をこなしており、彼らの生活パターンは

アメリカやイギリスの時間の流れから直接的な影響を受けるようになってい

る。加えて、例えばアメリカがクリスマス休暇に入ればインドのコールセン

ターも休みとなるといったように、消費活動を通した「文化」の受容といっ

たものとは関係なく、サービス生産といった局面において海外の生活パター
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ンがインドに居住するオペレーターの行動にも直接的な影響を与えるように

なってきている。コールセンターの立地は、産業立地と郊外開発という側面

にとどまらず、新たな通勤パターンや就業形態を生み出すことを通じて、デ

リー首都圏の都市構造に大きな影響を及ぼしている。

経済自由化以降インド大都市へのIT産業の集積が進展し、多国籍企業だ

けでなくインド企業もそこを拠点として、ソフトウェア・サービスや顧客対

応業務、後方支援業務といったサービスを先進国に対して供給している。離

れた場所間の機能的な統合過程をグローバル化の過程とするならば

(Dicken 2003)インド大都市は、こうしたIT産業の立地によって、先進国

(アメリカ)との機能的な統合という過程から大きな影響を受けている.な

かでもコールセンターで行われる業務は、インドとアメリカとの時差を無視

するかたちで行われており、その立地は機能的な側面だけでなく時間的な側

面においても、インド大都市に大きな影響を及ぼしていると考えることがで

きよう。インド大都市はサービス輸出という新たな回路を通じて、これまで

にない大きな変貌を遂げつつあるといえる。

【付妃コ

本研究は、平成15年度科学研究費補助金基盤研究(A)(2) 「経済自由化後

のインドにおける都市・産業開発の進展と地域的波及構造」 (代表者:岡橋

秀典、課題番号: 13372006)による研究成果の一部であり、その骨子につい

ては日本地理学会2004年度春季学術大会(於:東京経済大学)において発

表した。
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インドにおける経済自由化と工場労働者

-デリー首都圏グルガオンにおける労働者の実態調査から-

岡　橋　秀　典

【キーワード】経済自由化・工業化・労働市場・工場労働者・インド

L　はじめに

1991年の経済自由化以降、インドでは外国資本の進出が活発化し、工業化の新たな展開がみら

れる1)。このような工業化の評価は、長く失業問題に悩まされてきたこの国の経緯からすると、

生産面にとどまらず、雇用面からも行われる必要がある。特に問題となるのは、工業化がいかな

る労働市場を創出し、それが雇用問題の緩和にどのように結びついているかであろうo

経済自由化以降のインドの労働市場の動向については、いくつかの論考がある。インドの労働

市場を都市労働市場に焦点を当てて実証的に検討した木曽(2003)は、自由化が進行した1980年

代、 1990年代を通じて、第三次産業部門就業者やインフォーマルセクター労働者、非正規雇用労

働者が増加し、組織部門就業者数が伸び悩んでいることを指摘し、その上で、労働市場の規制緩

和が組織部門雇用の拡大につながるかどうかに疑問を投げかけている　Datt (2003)も、 Casual

labourの労働力全体に占める比率が1988年の31. 2%から1998年には37. 0%に上昇していることに

注目し、労働者が組織部門から非組織部門-、安定雇用から不安定雇用-と押し出されていると

捉えている。経済自由化が労働力の柔軟化(flexibilization)、すなわち臨時・派遣労働者の雇用の

増加をもたらしたとするSaramma (1999)は、その要因として労働力節約的技術の進展をあげて

いる。太田(2002)も、 1990年代の動向として、組織部門での就労比率の低下、正規雇用の比率

の低下と日雇いや請負(契約)労働者等の非正規雇用の比率上昇をあげ、経済が高成長を記録し

ているのに対し、雇用状況が必ずしも良好でないことを問題として指摘しているDその際、非正

規雇用の増加を裏付けるデータとして、企業の産出高に占める労務費比率の低下をあげているo

以上のように、経済自由化以降のインドの雇用動向については、共通して労働力の柔軟化や非

正規化が指摘されている。今後はこうした動きの実態とメカニズムを実証的に解明することが求

められるが、この種の論考は管見の限り未だ見あたらない。この課題を遂行するには既存の統計

ではなく、企業や労働者のレベルで1次データを収集することが不可欠である。そこで、本稿で

は特定地域における工場労働者や企業に対する聞き取り調査を行うことによりこの疎題に接近す

る。対象とした地域は、デリー首都圏の郊外成長拠点であり、工業化の顕著なハリヤーナ-州グ

ルガオン県である。この地域には、スズキ㈱と合弁で四輪自動車を生産するマルチ・ウドヨグ㈱、
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自動二輪車を生産するヒーローホンダ㈱の基幹工場が立地し、さらにこれら組み立てメーカーに

対し自動車部晶を供給する膨大な関連企業群が集積しており、一大工業地域を形成しているo本

稿の目的は、このような自動車関連企業の集積する地域での工場労働者の存在形態および企業の

労働力構造の調査を通じて、経済自由化後の工業労働市場の特徴の一断面を明らかにすることで

ある。

Ⅱ.工場労働者の存在形態一聞き取り調査による実態

本研究では、自動二輪車メーカーHeroHondaMotorsLtd (以下、 H社と略称)のグルガオン工

場に近接する労働者居住地区を中心として、 2003年12月に63人の工場労働者に対して個別訪問に

ょる聞き取り調査を実施した。対象者の選定臥工場労働者を戸別訪問の形で探し歩く形をとっ

た。結果的に、調査した労働者はすべて男性であった。

l.調査労働者の雇用状況

まず、調査した工場労働者の勤務先を概観する。対象とした労働者は、自動二輪車メーカーH

社と自動車部品メーカーに勤務するものが圧倒的に多い(第1表)。 63人の対象者中、自動車関係

の企業に勤めるものが52名と80%以上を占め、そのうち、自動二輪車の組み立てメーカーである

H社が14名、自動車部品メーカー13社に勤めるものが38名であった。それ以外の業種では、繊維

縫製関係が7名みられる程度である。

第1表　調査労働者の勤務先

H ero H ond a杜 自動車部品メーカー 繊維 .縫製関係企業 その他 総 計

勤務先企業数 1 13 5 4 2 3

調査労働 者数 14 38 7 4 6 3

資料: 2003年12月実施の面接調査結果

雇用形態に注目すると、調査労働者には常用工(permanent worker) 、臨時工(casual worker)、

見習い工(trainee)がみられ、本調査は主な雇用形態をほぼカバーしていると言える(第2表)0

ただ、比率的には圧倒的に臨時工の割合が高い。臨時工が36名と全体の60%近くを占め、それに

対し常用工は21名で30%強にとどまる。勤務先カテゴリーとの関係でみると、 H社、自動車部品

メーカーともに、臨時工が60%前後を占めている。

これらの工場労働者は、どの程度の収入を得ているのであろうか。勤務先および雇用形態との

関係で貸金水準(月額賃金)を検討する(第3表)。まずH社の場合についてみる。常用工は1万

ルピー後半から2万ルピー台であり、ワーカーとしては全国的にみてもかなり高い水準にあるo

これに対して臨時工の場合は3000ルピーから6000ルピーの間に分布し2)、常用工の約5分の1に

-274-



インドにおける経済自由化と工場労働者(岡橋)

第2表　調査労働者の雇用形態

H ero H on da社 自動車部 品メー カー 繊 維 .縫製 、その他 総 計

Perm anent w orker (常用工) 4 13 4 2 1

C asu al w ork er (臨時工) Q 20 7 3 6

T rain ee (見習い工) 1 5 0 6

総 計 14 38 ll 63

資料: 2003年12月実施の面接調査結果

第3表　調査労働者の月額賃金の分布

H ero H o nd a社 自動車部品 メーカー 繊維 .縫 製、その他

総計
月額 賃金

Perm anentworker C asualw orker蝣 Permanentworker Casualw orker蝣 Permanentw orker C asualw orker・
(ル ピー) Trainee Tra inee T rainee

2 99 9未満

3000ー3999

400 0ー4999

500 0 - 5 99 9

60 00 - 6 9 99

70 00 - 79 99

80 00 - 89 99

90 0 0- 99 99

10 00 0- 149 99

15 00 0【19999

20 00 0-2 4 999

25 00 0-

1

1

2

5

2

3

1

4

2

1

5

14

9

1

1

2

1

1

4

3

19

19

3

8

2

1

1

6

1

1

2

総 計 4 10 13 2 5 4 7 63

資料: 2003年12月実施の面接調査結果

留まる。以上のように、 H社では常用工と臨時工の間にかなりの貸金格差があることが知られる。

調査対象者には、自動車部品メーカーに勤めるものが最も多く含まれたが、その勤め先企業一

覧は第4表の通りである1980年代以降に設立されたものが大部分であるが、従業員規模には100

人前後のものもあれば、 No.8、 9、 10のように1000人を超えるものもある。このような大きな企

業でさえ、最近15年程度の短い期間に急速な成長をとげたものであるO　自動車工業の発展にした

がい、この地域では新規に多くの企業が創出されてきたO

これら企業の賃金水準の検討に移る。常用工の貸金は今述べたようにそもそも企業規模に格差

があるためかなり異なるが、 1万ルピーを超えるのは従業員2000人近くを擁するN0.9の1社に勤

務する者のみであり、他はすべて1万ルピーを下回る。それゆえ、 H社の賃金水準と自動車部品

メーカー群の大半のそれとの間には常用工であってもかなりの格差が存在することになる。次に

臨時工の場合は、労働者間のばらつきが少なく、月額3000ルピー前後にまとまっているO　これは

H社の臨時工よりまだ低い水準であり、その分、常用工と臨時工の間の貸金格差はH社の場合は
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第4表　調査労働者が勤務する自動車部品メーカーの概要

調査 労働者の内訳 企業の概要

No.

1

企業名 計 P erm anen t

w orker

C asu al

w ork er
T rairtee 設立年

従業員数
(2003)

主 な納入先企業

A uto M ax 1

1

1

7

1

1

3

? ? ?

2 B un dy In d ia 1 19 74 2 59 マル チ . ウ ドヨグ

3 EK TA 1 ? ? ?

4 Hem Engb eering Indus1打ieS 2 2 ? ? ?

5 M .N .A uto 1 1 ? ? ?

6 M A RK A UTO tndus由eS 1 1

1

19 86 ? マルチ . ウ ドヨグ

7 M indarik a 1 199 6 33 7 マルチ . ウ ドヨグ

8 Subros 4 198 6 120 0 マルチ . ウ ドヨグ

9 Sunbeam A u to 17 9 1 198 7 177 5 ヒーローホンダ、マルチ.ウドヨグ

10 RICO A uto Industries 6 3

1

2 1 198 4 200 0 マルチ.ウドヨグ、ヒーロー.ホンダ

ll Spun M ico P ro cessing 1 1 19 91 7 5 M ark A uto

12 A nand M otor Products 1 1 19 78 1 60 マル チ . ウ ドヨグ

13 O nasis A uto Products 1 ? ? ?

計 38 13 20 5

注:?の部分は、データの入手ができなかった。

資料: The Indian Automotive Industry Buyers'Guide 2003, ACMA

蝣Permanent　　山Casual aTrainee

第1図　雇用形態別にみた調査労働者の就職年

資料: 2003年12月実施の面接調査結果

ど大きくないことになる。繊維縫製等臥ほぼ自動車部品サプライヤーと同様の貸金分布を示し

ている。以上のように、常用工と臨時工の間には、雇用の継続性だけではなく、賃金面で大きな

格差があるが、常用工、臨時工を問わず、企業間、特にH社と部品メーカーの間で貸金水準に差

があることが判明した。

現勤務先の就職年は、常用工の場合、 10年以上経つものも少なくないが、最近のものまで偏る

ことなくばらついている(第1匿D。これに対し、臨時工ではもっとも古いものでも1997年であ
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り、しかも圧倒的多数は2001年から2003年のわずか3年間に集中する。見習い工の場合は、雇用

形態の性格上当然ながらごく最近の2002年と2003年のみである。

調査労働者に現職の評価を聞いてみたところ、特に悪い評価は示されなかったO 「大変よい」、

「よい」、 「よくない」の3区分で尋ねたところ、 「よい」、が圧倒的に多く「よくない」と答えた

者は一人もいなかった。これは、きびしい労働市場環境の中で、仕事に就いていること自体に高

い評価が与えられているためであろう。ただし、それだけでなく高い評価の「大変よい」が自動

車部品メーカー群で10%弱にとどまるのに対し、 H社では30%を超えており、 H社に高い評価が

与えられていることは明らかである。

2.調査労働者の社会属性

調査労働者の雇用面での特徴は概略明らかになったが、次にこうした雇用と労働者の社会属性

との対応関係を明らかにする必要がある。というの臥労働力-の需要は一定の属性を要件とす

ることが多いからである。

まず、年齢から検討する(第2図). 18歳から38歳の間に分布するが、 30歳未満が4分の3を占

め若年層に偏っていることが大きな特徴である。常用工と臨時工を比べると、年齢分布にかなり

の相違がみられる。常用工は20歳代後半から30歳代の層に幅広く分布するのに対し、臨時工は大

半が30歳未満で、中でも25歳以下という若い層に集中する。 25歳以下だけで80%強に達する。

こうした年齢分布を、先述の現勤務先-の就職年の分布の上に重ねてみると、常用工では就職

してから年数が経っているものが多く、その分、年齢も加齢に伴い30代後半まで広く分布してい

る。他方、臨時工の大半は20歳前後であり、しかもここ3年以内の就職である。このことから、

瞥Permanent 田caSuaー 口Trainee

第2図　雇用形態別にみた調査労働者の年齢分布
資料: 2003年12月実施の面接調査結果
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臨時工の労働市場は近年急速に拡大しており、しかも労働力需要は新卒の若い層に集中している

ものと推測されるO

学歴が就職要件として大きな位置を占めることは、インドの工場労働者の場合も同様である。

大きな工場では、たとえ臨時工といえども学歴の壁があることが多い。第5表は、対象労働者の

教育水準を示したものであるが、まずH社と自動車部品メーカーとの間でかなりの相違が認めら

れる。 H社では、ハイヤー・セカンダリー・スクールより低いものはまったく見あたらず、それ

だけでなく、その後汀1 (工業技術訓練校)を修了したものが多い。これは、 H社が常用工、臨時

工を問わず、採用に当たり明確な学歴要件をもっていること、特に実践的な工業技術を身につけ

たm修了者を重点的に採用していることによる。ただ、そこで問題となるのは、 ITI修了者とい

えども常用工に容易に採用されるわけではないことである。臨時工においてもITIを出たものが

中心となっているのである。かつてITIを出ることは国営企業や民間企業の常用工になるための

有力な手段であったが、非正規労働が急速に拡大していく中でそのような求職の道がうまく機能

しなくなっていると言えよう。どのITIを修了したか、どのコースを修了したかが常用工と臨時工

を分ける重要なキーとなっているように思われる。

H杜に対して、自動車部品メーカー群になると、学歴はかなり分散している。中には小学校や

第5表　調査労働者の教育水準

H ero H onda社 自動車部品メーカー

Perm anent

w orker

C asual

w orker
Trainee 計 Perm anent

w orker

C asual

w orker
Trainee 計

非識字

4

2

4

2

1

1

2

9

2

1

3

6

1

1

2

1

1

1

1

9

1

3

2

1

3

1

1

1

1

1

3

1

15

1

4

6

1

4

5 th

6 th

7 th

8 th

9 th

10th

llth

12th

10th + IT ]

12th+ IT I

12th + ポ リテ クニー ク

大学

総 計 4 9 1 14 13 20 5 38

注:インドの学校教育には、 5年間の小学校(1th-5th)、 3年間の中学校(6th-8th)、 5年間のハイスクー

ル(6th-10th)、 2年間のハイヤーセカンダリースクール(llth-12th)があるITI-は10thか12th修了後入

学することになる。短大に相当するポリテクニークと大学へは12th修了後進学する。

資料: 2003年12月実施の面接調査結果
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中学校を卒業していないものさえ含まれる.その一方で、 ITI修了や大学卒もみられる。このこと

から、自動車部品メーカーの場合、一部企業を除いて学歴要件はそれほど厳しいものではないと

推測される。企業による差異も大きいように思われるが、本データからはこれ以上の検討は不可

能である。

岡橋・友揮(2000)で指摘したように、工業労働市場においても職階別に出身カーストの差異

がみられる。今、対象労働者から見習い工を除き、常用工と臨時工の2群に分けて出身カースト

を検討すると(第3図)、臨時工ではOBC (その他後進階級)やsC (指定カースト) -ST (指定ト

ライブ)といった下位のカースト3)が70%近くに達するのに対し、常用工では逆にブラーミン、

ラージプト、ジャートといった中・上層カーストが70%弱を占める。常用工と臨時工の間に出身

カーストの明瞭な差異がみられる。 H社のみにしぼって人数の多い臨時工についてみると、 9名

中7名がoBCに該当する。

HBrahmin gRajput　区Jats　ロOBC EISC-ST　りSikh

第3園　調査労働者のカースト構成

資料: 2003年12月実施の面接調査結果

このような常用工と臨時工における出身カーストの差異は、岡橋・友揮(2000)のマディヤ・

プラデーシュ州の事例でも確かめられている。ただ、本事例の場合、常用工、臨時工ともにSC ・

sTが少なく、このことの解釈には若干の注意を要する。このデータを率直に読めば、 SC・STの

場合、臨時工の労働市場にさえ参入がむつかしいと解釈すべきであろう。しかし、インタビュー

調査の際に対象労働者がSC・STであるにも関わらずoBCと答えている可能性も否定できないの

である。

このように出身カーストによる差異が生じる原因は何であろうか。一つの要因として出身カー

ストにより学歴に差異があることが考えられる。この点を検討するために、出身カーストと教育

水準のクロス表である第6表を作成した　OBCで極端に低い学歴が3件みられるが、それらを除

けば出身カーストによる学歴の差異は認められない。それはOBCとラージプトを比べれば明らか
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第6表　ジャーティ別にみた調査労働者の教育水準

B rahm in R ajput Jats 0 B C SO ST S kh 総 計

非識字

1

3

3

7

3

1

2

1

1

1

1

10

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

3

1

20

1

9

5 th

6 th

7 th

8 th

9 th

10th

llth

12th

10th+ IT I 1

1

3 8 1 16

12血+ IT I

12th + ポ リテクニー ク

大学

1

1

2

2

2

3

2

4

総 計 6 18 3 31 4 1 63

資料: 2003年12月実施の面接調査結果

で、ほとんど大きな差はない。このことからすると、常用工と臨時工における出身カーストの差

異は単に学歴の差異によって生まれているのではないと考えられる。父親の職業との関係を想定

することもできるが、実際のデータでは63名のうち43名が農業(cultivator)であり、他は教員4、

公務員3、工場労働者3、農業労働者2などがあるに過ぎず、管理職や事務職のような都市的職

種は見あたらない。この傾向は常用工と臨時工を問わずみられる。したがって、調査労働者は農

村との結びつきが圧倒的に強いために、父親の職業を介して、現職を得たわけではなさそうであるo

そうであれば、常用工と臨時工の間で出身カーストの差異をもたらしているのは、後述するよ

うに求職過程においてパーソナルなネットワークが重要な役割を果たしていることによると考え

るのが妥当であろう。インドではパーソナルなネットワークの中心にカーストのネットワークが

位置しているからである。

3.調査労働者の求職過程

ここでは、調査対象の工場労働者が現職に就業するに至った過程を検討する。

まず、かれらの出身地であるが、総数ではデリー州の東に隣接するウッタル・プラデーシュ

(Up)州が33名で過半数を占めもっとも多い。グルガオンの所在する地元のハリヤーナ-州が9

名と少ないもののこれに続く。これら以外では、やや遠くなるが、ビハ-ル州の8名、ヒマチヤー

ル・プラデーシュ州の7名がみられる。雇用形態との関係では、ビバール州の場合常用工がみら

れないのに対し、ヒマチヤール・プラデーシュ州では常用工も臨時工も同数程度であるという違

いが注目される。
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このように故郷を離れて移住してきたかれらは、いかなる求職手段によって現職を得たのであ

ろうか(第7表)。全体としては雇用形態の如何にかかわらず、個人的なっながりが大きな位置を

占めることが注目されるO　ただH社の場合について言えば、常用工はフォーマルな採用ルートに

よるのに対し、臨時工の場合は個人的な結びつきやコントラクターとの接触によるものが多いと

いう違いがある。これに対し、自動車部品メーカーの場合は、常用工、臨時工を問わず、大部分

が個人的な結びつきをあげている。このように、 H社の常用工をのぞけば、強い流出圧力のもと

でグルガオンに移動してきた若年層が、兄弟、友人、同郷者などのインフォーマルなネットワー

クを活用して就職に至ったものが多いと言えよう。

このようにして職を得たかれらにとって、現在の勤務先を選んだ理由はどのようなものであろ

うか。大企業で自動二輪車トップメーカーのH社の場合は、 「有名な会社」がもっとも多く、 「給

料がよい」、 「労働環境がよい」がそれに次ぐ。これに対して、自動車部品メーカーの場合は、圧

倒的に多いのは「仕事がほしかった」である。具体的には「仕事がなかったのでやむをえずここ

に来た」とか、 「生きていくため」といった回答内容であり、仕事にさえありつけば企業はどこ

でもよいといった労働者群が中心であるといえよう。急速に工業労働市場が拡大するグルガオン

では、特定の企業にこだわらず臨時工としての採用でも可とする求職者が大量に集まってきてい

るように思われる。

現職に就く前の職業については、 H社の場合、常用工では4人中3人が他の工場での就業経験

があるのに対し、臨時工では9人中5人が新卒で他の就業経験がなくすぐ就職し、残りの内3人

も無職状態から就職し、未熟練な労働力が中心であることがわかる。また、自動車部品メーカー

の場合は、常用工では他工場で働いたことがあるものと新卒が相半ばし、臨時工では半数が新卒

であるが、工場での就業経験のほかに農業従事者も一定数ある点が注目に値する。

以上からみるかぎり、 H社の臨時工は他工場での就業経験のない未熟練労働力が中心となって

いるのに対し、自動車部品メーカーの場合は多様な就業経験を持つ者が流入していると言えよ

う。

第7表　調査労働者の求職手段

P erm anent w o rker C asu al w o rker T rain ee 総 計

企 業 の 面 接 4 4 1 9

業 者 の 斡 旋 0 5 0 5

個人的 なつなが り 14 26 5 45

そ の 他 3 1 0 4

総 計 21 36 6 63

資料: 2003年12月実施の面接調査結果
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4.日常生活にみる調査労働者の特徴

今回の調査は、労働者の居住の場に出かけ直接インタビューする形をとったため、かれらの日

常生活をある程度うかがい知ることができた。特に注目されるのは、かれらの住環境である。

調査地区においては、工場労働者を対象としたアパートが多数建設されている。あるものはア

パート単体の形であり、あるものは1戸建て住宅の一部に併設されているo　どちらにせよ、多く

の場合4畳半程度のワンルームが基本であり、洗面所やトイレは共同使用の形をとる。

このように決して広くない部屋であるが、第4園のように1人で居住する者はきわめて少な

く、大部分は本人を含め2-3人で同居の形をとっている。しかも同居者の多くも同様に工場労

働者で、同一企業に勤める場合さえめずらしくない。狭い部屋にこのように同居できるのは、一

つには多くの労働者が3交替制の工場に勤務しており、部屋で就寝する時間が同居者同士でずれ

ていることが考えられる。 H社の場合は、 6 :00-14:30、 14:30-23:00、 23:00-6 :00の

3シフトをとっている。今回そもそも日中に労働者の調査を行い得たのも、このようなシフトが

あったからだとも言える。

部屋の家賃は1ケ月800-1200ルピーの間が多いが、この家賃の水準をすでにみた臨時工の月

額賃金2000-3000ルピーと照らし合わせると、生計を立てるうえで単身居住が難しいことは容易

に想像できる。常用工でも同居のケースはみられるが2人までであり、他方臨時工では2人で暮

らす者が50%、さらに3人で暮らす者さえ3分の1近くある。これは賃金の低い臨時工ではこの

ような共同生活の形を取ることによって初めて生計が立てられるためである。かれらの多くは

日々の食事を部屋の中で自炊し、部屋代と食費を切りつめたうえで、残った分を故郷に送金して

raa

こういう状況であるから通勤手段も、 H社、自動車部品メーカーの如何を問わず、臨時工と常

第4図　月額の家賃別にみた借家居住人数

注:持ち家に居住する5名は除く

資料: 2003年12月実施の面接調査結果
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用工の間に差が出てくることになる。臨時工では徒歩か自転車であるのに対し、常用工では徒歩

はなく、自転車があるものの、バイク・スクーターもこれと同じくらいあるoこうした状況臥

かれらの賃金水準を反映したものといえるが、臨時工の中には徒歩で1時間近くをかけて通勤す

る者もあり、生計の厳しさをうかがわせる。

調査労働者の生活はこのように決して楽-とは言えない状況ではあるが・故郷-の送金はかなり

一般的に行われている。送金を行っているのは、この質問に対し回答の得られた常用工19人中16

人、臨時工34人中25人に達している。常用工と臨時工で臥後者の方が送金しない者の比率がや

や高いが、年間送金額からみると、常用工で40000ルピーを超える高額の送金者が若干みられる

ものの、それ以下の金額では常用工と臨時工の間に大差はなく、貸金の高低にかかわらず広く故

郷-の送金が行われている。また調査労働者臥独身者が32名、既婚者が31名であるが、既婚者

のうち妻子を郷里に残して単身で働きに来ている者が18名と60%近くにも達するoこうした状況

はかれらの就労の出稼ぎ的な性格を裏付ける。多くの場合、かれらの送金額は1ケ月単位にして

1000-2000ルピーであるが、かれらと故郷の間の送金を通じた関係はきわめて強固で、故郷の世

帯の家計を維持するのに不可欠な部分として機能していると考えられるo

かれらの就労がこのような性格をもつため、故郷に長期間帰らざるをえないことも多い。農繁

期や祭りの時に帰省することが多いが、 20日間以上欠勤すると職を失うことになるo勤務先を変

えた理由を尋ねたとき、このような事情をあげた者が複数以上みられたo

5.ゲルガオンの工業労働市場

工業化が急速に進むグルガオンで臥就職先を求めて数多くの若年層が農村部からチェーンマ

ィグレーションの形で集まり、労働力の大きなプールが形成されている。かれらの多くは同郷者

のってを頼ってこの地域に来任し、不安定な臨時工雇用に従事しながら・たとえ低賃金であって

も同居により生活費を節約して故郷に送金するという出稼ぎ的な就業形態をとっているo妻帯者

であっても、家族を故郷に残し、単身生活を送るものが少なくない。ただ、かれらはこの地域で

働き続けたとしても、雇用の非正規化が拡大する現状では、大企業の常用工としてより安定した

職につくチャンスはきわめて限られている。せいぜい中小企業の常用工になる道が開かれている

にすぎない。それはこれら労働者が農村との結びつきを保持した出稼ぎ的な性格を継続すること

につながる。また、たとえ常用工であっても自動車部品企業の多くの場合賃金水準はあまり高く

ないので、臨時工と同様に出稼ぎ的な性格をもたざるをえない。

他方、一部の大企業の常用工は圧倒的に高い賃金を得ており、その雇用の安定性と相侯って、

高い生活水準を享受し、出稼ぎ的性格を払拭しえている。筆者の調査の範囲で臥妻帯者の多く

は持家を保有しており、都市-の定住を志向していると言えよう。

このように、グルガオンの工業労働市場は一部の大企業の常用工労働市場とその他の膨大な不
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安定労働市場という二重構造となっていると考えられる。

Ⅲ.企業の労働力構造と臨時工雇用一日社を中心として

1. H社の生産拡大と労働力構造の変動

次に、労働者を雇用する企業の側から工業労働市場の特質を考察する。ここでは調査対象労働

者が数多く就業する自動二輪車メーカーH社に焦点を当てる。

H社はインドを代表する自動二輪車メーカーである1984年にインド最大の自転車製造メー

カーであるヒーローグループと日本の本田技研工業㈱とが合弁でモーターサイクルの製造企業と

して設立した1985年からハリヤーナ-州ダル-ラで生産を開始したが、 1997年にはグルガオン

の新工場を稼働し、現在は2工場体制をとっている。第8表のように、販売台数は1990年代以降

急速な伸びをみせ. 1998年度に50万台、わずか2年後の2000年度には100万台、さらに2002年度に

は160万台を達成するに至った。生産台数の指数をみれば明らかなように、 1990年代末以降爆発的

な生産の拡大がみられる。これは経済自由化により経済が成長し国民の購買力が上がってきたこ

とが大きいが、他方で二輪車市場の中心がスクーターからモーターサイクル-移動したことも重

要である。現在の出資比率はヒーローグループ26%、本田技研工業26%、その他48%となってい

る。こうした急激な二輪車市場拡大に伴い、本田技研工業㈱のインド二輪市場戦略は、ヒーロー

ホンダに加えて、 1999年に本田が100%出資してHMSIを設立することになった。この二つの企業

によってインド市場における本田のシェアをさらに高めようとしている。

第5図のようにH社は、 1990年代後半に入って自動二輪車の生産が急拡大するのにあわせて従

業員を急増させてきた1996年度に2526人であった工場従業者数は2001年度には6100人になり、

5年間に2倍以上になるという急速な伸びを経験した。しかし、重要なことはこの間に臨時工の

比率も20%から40%近くにまで上昇したことで、従業員の増加の中心は臨時工に移りつつある。

それは従来、雑務的な補助業務に限定されていた臨時工が生産ライン従事者として位置づけられ

るようになったことを示唆する。

第8表　ヒーロー・ホンダ社の生産台数の推移

年 度 生産 台数
生 産台 数 指 数

(19 85- 86 年 度 = 100 )

19 8 5- 198 6 4 3, 00 0 100

19 8 9- 199 0 9 6, 200 2 24

199 8- 19 99 53 0, 600 12 34

199 9-2 0 00 76 1, 2 10 17 7 0

2 00 0- 20 01 1,0 29, 5 55 2 39 4

2 00 1- 20 02 1,4 25 , 195
3 う14

200 2- 20 03 1,6 77 ,5 37 3 90 1

資料: http://www.herohonda.com/site/about us/History.asp
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1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999　2000 2001 2002
maぢ

第5図　ヒーロー・ホンダ社における工場従業員数の推移

資料:ヒーロー・ホンダ社提供資料

臨時工が従事する業務をみると、 H社に勤務する調査労働者9名中、明らかに雑務的な仕事に

該当するものは見あたらない。せいぜい、完成車のチェックを行う1名くらいで、他はすべて生

産ラインの業務である。これは部品サプライヤー企業に勤める者でも同様で、 -ルパーと答えた

1名以外は、通常の生産業務に従事している。

2.臨時工とコントラクター(請負業者)

臨時工は企業が直接雇用するのではなく、コントラクターからの派遣の形をとっている4)。今

回の調査では、コントラクター-の聞き取りを行うことができなかったが、労働者および企業側

の聞き取りにより、臨時工とコントラクターの関係の概要が明らかになった。

まず、臨時工の採用は、コントラクターが企業の門前で待機している就職希望者を対象に面接

を行い決定している。たとえばH社のように、臨時工の採用が多くあることが知られている企業

の場合、毎日、採用のチャンスを求めて門前で待つ求職者の姿がみられる。こうした採用業務を

行うために、 H社の場合であると、コントラクターは工場内に事務所を置いている0 H社にはこ

のようなコントラクターが3社あるという。

臨時工は派遣であるから、賃金は企業から直接ではなくコントラクターを通して支給されるO

労働者からの聞き取りでは、コントラクターのマージンは15%、さらに退職後の生活保障に関わ

るemployees-provident fond (従業員準備基金)も10%ほどとられるという。法律によれば臨時工

の場合、 6ケ月を超えて同一事業所で働けないはずであるが、派遣の場合は6ケ月の壁は事実上

なくすることが可能である。コントラクターを変えることが有力な一つの方法であると推察され

る。今回の調査労働者で、臨時工にもかかわらず同一企業に1年以上勤続している者が多くみら

れるのはこのような事情が考えられる。

派遣労働者であるから、直接雇用されている常用工との間には、貸金以外の待遇にも差がある。
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特に労働者がよく口にするのは、ユニフォームをめぐる問題であるO　つまり臨時工はユニフォー

ムや靴を自己負担で購入しなければならないのに対し、常用工は、ユニフォーム、靴、セーター

が無料で供与される。

なお、 H社の場合一度コントラクターに雇われたものは会社の方針でパーマネントに採用しな

いと言われており、臨時工と常用工の労働市場の間に大きな断絶が生じていると言えよう。

3.臨時工拡大の要因

H社において臨時工が増加してきた理由として、企業側は景気変動-の対応や賃金の圧縮をあ

げている。確かに解雇が難しい硬直的なインド労働法の下では、生産の変動に合わせてフレキシ

ブルに労働力を調整するには臨時工の採用が有効な手段であろう。しかし、それ以上に経済自由

化後に強まってきたグローバルな競争が企業に生産費の削減を強く志向させ、労働費削減の手段

として臨時工を重視させている面も見逃せない。

さらに臨時工の場合は労働組合がないため、組合対策という側面も想定できよう。 H社の場

合、創業時に設けたダル-ラ工場においてかつて労使紛争の苦い経験をもっている。工場の周辺

からまとまって従業員を採用したことが労働者の団結を助けたと考えており、それゆえグルガオ

ン工場ではなるべく出身地を分散させる対策も採っている。

こうした臨時工の比率を拡大させる動きは同業他社でもみられる。インドにおける四輪自動車

生産のトップ企業マルチ・ウドヨグ社の場合では、近年の労働力の合理化の中でそれが生じてき

た。まず、 2000年11月から2001年2月にかけて、給与並びに労働条件の改善を要求する組合との

間で労働争議が発生しストライキが行われた。会社側は働かなかった者には給与を支払わないこ

とを徹底し、また臨時工を導入して生産を維持した。その後、州の労働委員会が当時の組合の認

可を取り消し、結成された第二組合が現在の組合となった。今でも、会社側は有休休暇買い取り

制度や諸手当の多さなど、人件費の合理化に残された課題が多いとしている。マルチ・ウドヨグ

社はこれまで急成長をとげてきたが、雇用条件面で恵まれた国営企業として出発したこと、創業

後20年近く経って従業員の平均年齢が上昇したことで、労務費面で高コスト体質になっていた。

それゆえ、平均年齢を下げ、労務費を下げるため、 40歳代以上を対象に早期退職制度を実施し、

割増退職金を払って従業員の削減を行った。この制度で970人が退職した。このように常用工を減

らす一方で、派遣社員を導入している。臨時工と見習い工を合わせた比率は約40%に達しているO

やはり、解雇ができないインドの労働法の下では、生産の変動に対応するには臨時工の比率を高

めるしかないというのが会社の考えである。ただし、会社が直接臨時工を雇うと支障が多いので、

派遣会社に頼っているO最近は臨時工の引き合いが多いので、賃金自体も上昇してきているとの

ことである。

もちろん、企業によっては臨時工が比較的少ないケースもある。 1999年にグルガオンのマネ
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サールに設立されたHMSI (Honda Motorcycle and Scooter India Private Ltd.)の場合、 2003年現在

の生産工程従事者2037人中、常用工は1509人、臨時工は528人で、後者の比率は25. 9%であり、 H

社やマルチ・ウドヨグ社よりかなり低いところにとどまっている。ここでも臨時工の採用はコン

トラクターに頼っているが、地元対策として一部は直接会社を訪ねる人からも採用しているとい

う。この企業の場合は、まだ操業間もないため、従業員の平均年齢が26歳と若いが、それゆえ、

今後年数が経って平均年齢が上がり、生産がさらに拡大していった時に臨時工の比率がどのよう

動きを示すかが注目される。

Ⅳ.結び

本稿では、経済自由化後のインドにおける工業労働市場の変動をさぐるため、工業地域として

急成長をとげるデリー郊外のグルガオンにおいて工場労働者と企業の実態調査を実施した。主な

研究の成果は以下の通りである。

1.経済成長により工業生産が拡大し、自動車関連企業のような成長部門では雇用の拡大も著し

いが、それが安定した「組織部門」労働市場の拡大につながるのでなく、臨時工に代表される

不安定労働市場の急速な拡大に結びついている。

2. -部の大企業の常用工では雇用条件も良く高い賃金水準を実現しているo　しかし、この常用

工労働市場と臨時工労働市場、さらに自動車部品メーカーの労働市場との間には交流がほとん

どなく、ワーカーの工業労働市場は相互に断絶した二重構造をなしている。

3.臨時工の雇用条件は賃金面をはじめきわめて劣悪である。それでも膨大な労働力の供給が常

にあるため、企業にとって採用はきわめて容易である。グルガオンのような成長地域には、イ

ンフォーマルな情報によって農村から若年層が集まり、膨大な労働力のプールが形成されている。

4.臨時=は働いている企業に直接雇用されるよりは、コントラクターに雇われて派遣されてい

るケースが多く、これが雇用の不安定性を一層増幅している。

5.臨時工の多くは低賃金ではあるが、生計を切りつめ故郷-の送金を行っているケースが多

い。また、故郷に妻子を残すケースに明瞭にみられるように出稼ぎ的な性格を強く持っている。

6.労働法により解雇が難しいインドでは、臨時工の採用は企業にとって生産の変動や景気変動

への対応、労務費削減を可能にする点で大きなメリットがあるo　しかし、一方で階層間格差を

拡大し社会の不安定性を増す可能性も否定できない。

1991年の経済自由化から10年以上経ち、規制緩和も労働法など、これまで手をつけにくかった

領域に移行しつつあるo　インド人民党を中心としたヴァジパイ前政権は、労働法の早急で抜本的

な改革なくして国際的な経済競争をするのは困難であるとしていた。また、現在、海外からの直

接投資を受け入れる新経済特区(SEZs)に限っては、労働法を緩和することも検討されている。

こうした規制緩和の実施がいかなる結果を生むかは予測が難しいが、現状のような急速な非正規
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労働の拡大に対して何らかの対処が迫られていることは言うまでもないであろう。

もちろん、このような労働市場再編の動きをより深く理解するには、上述したインド国内の事

情だけでなく経済のグローバルなコンテキストをふまえた検討が重要であろう。経済のグローバ

リゼーションの進行にともない、インド以外の国々でもさまざまな労働力の柔軟化の事例が報告

されている5)。この点については今後の課題としておきたい。

注

1)地域レベルの工業化の実態については、岡橋編(2003)を参照。

2)調査時点の円換算レートは1ルピー-約2.5円であった。

3) sC (指定カースト)、 ST (指定トライブ)、 OBC (その他後進階級)は、その地位向上のため

教育面や雇用面で優先的な割り当てを行う留保(reservation)制度の対象となっている。

4)請負労働に関する法的問題については、佐藤(2001)参照。

5 )例えば、 2004年6月に韓国で行われたThe International Industrial Relations Associationの第5回

アジア地域会議は、 Dynamics and Diversity: Employment Relations in the Asia-Pacific Regionをメ

インテーマとし、インドをはじめとしてアジア各国における労働力の柔軟化や非正規労働の拡

大に関する事例が数多く報告されている。
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Economic Liberalization and Factory Workers in India:

Based on the Interview Survey to the Workers in Gurgaon, National Capital Region of Delhi

Hidenori OKAHASHI

In India, foreign direct investments have notably increased a鮎r the economic liberalization in 1 991,

and depending on it, rapid industrialization is now going on. The evaluation of such industrialization

should be done from the employment side as well as production side. What kind of labor market is created

by the industrialization? How is it contributing to relaxation of the employment problem?

The purpose of this paper is to clarify the characteristics of industrial labor market after the economic

liberalization, based on the interview survey to factory workers in rapidly growing industrial area. The

study area is Gurgaon district, Haryana state located in the suburb of the National Capital Region of Delhi.

In this area, there is large agglomeration of automobile industries represented by Marti Udyog and Hero

Honda.

The results obtained were as follows.

1. Growing industrial production does not simply lead to increase of stable "organized sector" labor

market and is tied to rapid expansion of instable and temporary labor market represented by the

employment of casual workers.

2. The employment of casual workers is extremely inferior including a salary of low wage. However, it is

quite easy for companies to collect such work force because of existence of enormous pool of

unemployed work force m this area.

3. Generally casual workers in factories are employed by contractors, which boost instability of the

employment. Factories are not responsible for the security of the employment of casual workers.

4. Because discharge is very difficult due to the strict labor law of India, increasing ratio of temporary

employee brings an advantage for companies to cope with a fluctuations of production and to reduce the

labor costs. But such a change in labor market may add to instability of Indian society.
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インドの野菜生産とデリーへの野菜供給体系

-近年の変化を中心に-

荒　　木　　　　'iil」 -::

キーワード:インド,デリー,野菜,卸売市場,農産物流通, 1990年代

I　は　じ　め　に

1)目的と背景

1990年代以降のインドの急速な経済成長は多

くが指摘するところである(伊藤・絵所,

1995;同橋編, 2003)。こうした中でインドの食

料需給においても変化が生じていることは容易

に想像できる。特に,人口の増加のみならず,

生活水準の上昇が指摘される大都市部では変化

はより顕在化すると考えられる。こうした問題

意識のもと,本稿では急速な経済成長を遂げつ

つあるインドにおける野菜生産とその首都デ

リーの野菜供給体系に焦点を当てて,近年の変

化を速報する。

その際,本稿が特に野菜類に注目した理由は

以下の通りである。野菜類は所得に対する需要

の弾力性が他の農産物に比べて高いことが特徴

である。実際,穀物類一般に比べて野菜類,特

に葉菜類や果菜類のkgあたり単価はかなり高

い。このため,所得水準の向上にともなってこ

れら野菜類の需要が多くなることが予見できる。

また,野菜類は一般的に穀物などほかの農産物

と比べて腐敗性が高いことから,遠距離の輸送

が困難とされてきた。そのため消費地に比較的

近いところで生産されるのが一般的とされてい

*山口大学教育学部

た。しかし,所得水準の上昇とともに,長期保

存の困難な野菜を端境期に遠隔地からの輸送に

よって供給しようとする動きも認められる1)0

これらの点から野菜類を取り上げることで,

急速な経済成長とともに変化しつつある大都市

の食料需給体系の一面を浮き彫りにできると考

えた。また,商業的な青果物生産の増強は近年

インドの農業政策の新たな方針の一つであり,

それは従来の穀物生産を対象にした「the

Green Revolution」やミルク生産に関わる「the

White Revolution」になぞらえて, 「the Golden

Revolution」と称されている。その背景として,

いわゆる「中間層」の需要を指摘することがで

きる1990年代以降インドは経済成長を遂げ,

「中間層」に牽引された工業化やサービス化が進

展しているが,農業面ではその需要が青果物に

むけられているからである(黒崎・荒木, 2002)。

事実,近年インドの大都市ではアメリカ資本の,

あるいはそれをまねたファーストフード店やレ

ストランが急速に広がっている。さらにこうし

た需要の拡大に対応すべく,農産物流通の近代

化,情報化も急速に進展しており,ホームペー

ジでの市況情報の公開,全国の農産物卸売市場

を結ぶネットワークの構築などが進められてい

る。
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2)資　　　料

分析対象とする資料はア-ザードプル青果物

卸売市場(Azadpur Fruit and Vegetable Whole-

sale Market)2)の入荷台帳である。同市場の入

荷台帳では主要野菜5品目に関しての州別入荷量

を月別に把握することが可能である。また,関連

資料は同市場の上部機関であるデリー農業マー

ケテイングボード(Delhi Agricultural Marketing

Board),およびデリー政府農業マ-ケ-テイン

グ局(Directorate of Agricultural Marketing,

Government of National Captal Territory of

Delhi)より入手した。なお,全国的な野菜類

の生産,流通に関する統計資料は国立園芸局

(National Horticulture Board)から入手した。

具体的にはIndian Horticulture Database,

Wholesale Marketing of Fruit & Vegetables in

Metropolitan Cities of Indiaの各統計書である。

なお,本文中の生産量や生産性に言及した箇所

で,特に断りのない限りはIndian Horticulture

Databaseの最新版(2002年度版)の数値に基づ

いている。

ア-ザードプル市場は1997年以来,筆者らが

継続的に調査を続けており(荒木, 1999;黒

崎・荒木, 2002),今般, 2003年12月に現地を

調査する機会を得て, 90年代後半の変化を僻轍

できる資料を入手した。本研究では特にこの5

年間の変化に焦点を当ててデリーの野菜類の供

給動向を速報する。その一方,近年のインドの

野菜生産に認められる変化も併せて検討する。

なお,本稿で使用している年度とはインドの

農業年度のことであり,当該年の4月から翌3

月までが対象期間である。

II　インドの野菜生産:近年の変化

近年におけるインドの農業の変化として園芸

農業の拡大を指摘できる(第1図)。ここでいう

園芸農作物には野菜や果物,花井,さらにキノ

コ類やハチミツなどが含まれる。本研究では特

価

i別

m

120

1∞

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998　労9

年度

第1図1990年代におけるインドの農業生産の拡大
資料: Department of Agriculture & C0-operation, Ministry of

Agriculture, Government of India

Indian Horticulture Database, National Horticulture

Board

荏)伸び率は1991年度を100とした。

年度とは当該年の4月より翌3月までである。

国中の数億は1999年度の生産量

その他
スパイス類

2.0%

プランテ-

ショyvf-m

6.2%＼

果物類

29.7%

花井　0.5%

ナッツ類　0.1%

蜂蜜及びキノコ類
0.03%

総生産量: 152,501百万トン

第2図　インドにおける園芸農作物生産の内訳(2000

年度)

資料'. Indian Horticulture Database, National Horticulture
Board

注)プランテーション作物はココナッツ,カシューナッツ,

ココアなど,ナッツ類はアーモンド,クルミなどである。

2000年度は2000年4月より2001年3月まで。

に野菜類に焦点を絞ったが,それは第2図に示

すように,園芸農作物の大部分を占めるのが野

菜類であり,これが園芸農業の拡大に大きく寄

与しているといえるからである。
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第3図　インドにおける野菜生産量の変化
資料: Indian Horticulture Database, National Horticulture

Board

荏)生産量の変化は1991年度を100とした。

年度とは当該年の4月から翌3月までである。

次に,第3図はインドの主要な野菜類の生産

量の変化を1991年以降について示したものであ

る。ここから明らかになることは野菜類の中で

も90年代を通じて増加をみるものとそうでない

ものが存在することである。目立った増加を示

すものとしてエンドウ豆があげられる。これに

対してジャガイモやタマネギは大きな増加の認

められない作物である。エンドウ豆は10年間で

3倍以上もの高い伸びを示し,キャベツ,オク

ラ,カリフラワー,トマトなどの葉菜類,果菜

類も1.5-2倍程度の伸びを示している。これに

対して一般的に土物類とされるジャガイモとタ

マネギの伸び率は低調である。

このうちジャガイモは1991年時点ですでに大

きな生産量を有しているため,大幅な伸び率が

顕在化しにくいこと,タマネギでは1997年に

「タマネギ危機」と称される生産量の減退があっ

たことなどがその背景として指摘できる。実際,

2000年時点においてもインドのジャガイモ生産

量は22,243千トンで,他の品目を引き離してい

る。しかし,タマネギのそれは4,721千トンであ

り,決して生産量の伸びを目立たなくするほど

の量ではない。事実,トマトの7,277千トン,

キャベツの5,617千トン,カリフラワーの4,965

千トン,オクラの3,345千トン,エンドウ豆の

3,008千トンなどと比較して生産量の伸びの鈍化

は顕著である。概して葉菜類や果菜類などの増

加の目立った品目は,伸びの少ない土物類と比

較して,腐敗性の高いこと,言い換えれば鮮度

が重要視される品目といえる。実際,キャベツ

の保存期間は低温倉庫を使用したとして3-6

週間,カリフラワーは2-4週間,トマトは2

-3週間,オクラは1週間から10日,エンドウ

豆では3-7日であるのに対して,タマネギは

3-5ケ月,ジャガイモは5-10ケ月である

(Indian Horticulture Database, 2002) c

一方,こうした生産量の伸びにおいて差異が

見られた品目の特徴として単価の違いも指摘す

ることができる。第4図は2002年度のデリーの

主要野菜類の小売価格を示している。なお,資料

はデリー政府農業マ-ケ-テイング局より入手

した農産物価格月報(Monthly Price Bulletin )

によっている。同月報は同局がデリーの主要農

業関連機関向けに発行しているもので,デリー

市の主要農作物(穀物,マメ類,スパイス類,

乾燥果実,オイルシーズ,固形加工品,青果物,

肉類)について各月の卸売価格と小売価格の状

況が概説されるとともに,主要品目については

卸売価格,小売価格が示されている3)。これに

よると伸びの大きかったエンドウ豆はデリーで

取り引きされる主要野菜の中でも極めて小売価

格の高いものであることがうかがえる。また,

エンドウ豆と並んで高い小売価格を有する品目
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第4図　主要野菜の小売価格(2002年4月　-2003年3

月)

資料: Directorate of Agricultural Marketing, Govt. of Delhi

はオクラとカリフラワーであり,いずれも先の

第3回において高い生産量の伸びが見られる。

これに次ぐのがトマトであり,その生産量は期

間中に1.5倍強の伸びを示している。一方,伸び

の多かったキャベツではシーズンとなる冬から

翌年夏前までは総じて価格が低く,伸び率の低

いジャガイモやタマネギと大きな差は見られな

い。ただし,シーズンオフとなるモンスーン期

の価格ではジャガイモやタマネギとの格差は大

きくなるのが特徴である。

以上のように価格の高い作物の生産量が伸び

ているということは,経済成長にともなう消費

水準の向上を反映していると推察することがで

きる。また,キャベツをはじめとして端境期に

価格の高騰する品目の生産が伸びているという

ことは,端境期のある野菜を一年を通じて消費

しようとする購買層が形成されてきていること

を示唆していると考えられる。

III　デリーへの野菜供給

本章では全国的な野菜生産の動向を踏まえて,

インド有数の大消費地であるデリーの野菜供給

の動向を検討する。主たる分析対象はインド最

大の青果物卸売市場であるア-ザードプル市場

の野菜入荷である。

1)デリーの農産物市場: 1990年代後半以降の

変化

デリーの主要農産物市場は9つあり,最大の

規模を擁するア-ザードプル青果物卸売市場,

穀物の卸売市場としてナレラとナジャフガル,

トランスヤムナ地区の農産物全般を取り扱うサ

ハドラ,デリー西部の青果物を扱うケショプル,

鮮魚と鶏を扱うジャッキーラ,飼料を扱うマン

ゴルプリ,花井を扱うメヘルーリ,乳製品を扱

うバグデイワルがある。また,ア-ザードプル

市場の下位市場としてデリー東部をカバーする

オークラヤードとバナナ専門ヤードの2つが機

能している。

第5図はデリー農業マーケテイングボードに

よる卸売市場別の入荷動向であり,期間は1994

年度から2002年度までである。なお,開設され

たのが1998年, 2001年と新しいバグデイワルと

ケショプルの2卸売市場,及び1990年代後半に

市場を移転あるいは現在移転中で統計基準の統

一されていないジャッキーラとメへルーリの2

卸売市場は国中に示していない。この図による

と全国的な園芸作物生産の伸びと呼応するよう

に青果物市場への入荷量の伸びが顕著で,ア-

ザードプルでは1994年度以降一貫して増加して

いる。これに対して,穀物市場の入荷量は変動

が大きく1994年以降の変化からは明確な傾向を

読みとることは出来ないが,増加傾向にないこ
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第5図　デリーの卸売市場別入荷量の変化
資料: Delhi Agricultural Marketing Board

注)入荷量の変化は1994年度を100とした。

年度とは当該年の4月より翌3月までである。

国中の数値は2002年度の入荷量を示す。単位:千トン

とは明らかである。事実,経年的な資料を入手

できたナジャフガル市場の1980年代以降の入荷

量の変化をみると, 1980年に38,500トン余の小

麦の入荷は増加を続け, 1990年に92,000トン余

に達する。しかしその後は100,000トン前後で推

移し, 2002年度の入荷量は90,000トンを下回る。

一方,飼料市場では入荷量が明確に減少してお

り,デリーの都市化の進展にともなって従来市

域内で飼育されていた家畜頭数が減少に転じて

いることがその背景として考えられる。

都市の拡大にともなって食料需要が増加する

のは当然であるが, 1990年代以降伸び率の鈍化

する穀物に対して,青果物が高い伸びを持続し

ていることは興味深い。都市の食料需要の量的

拡大のみならず質的な変化を示唆しているから

である。

以下ではそうした青果物,特に野菜類につい

て検討を加える。

2)野菜入荷量の変化

第1表はア-ザードプル市場に入荷する主要

野菜の入荷量の増減を1996年度と1999年度,

2002年度について比較したものであり,ここで

も全国生産量において高い伸びを示したエンド

ウ豆やカリフラワー,キャベツ(第3図)は高

第1表　アーサ-ドプル市場への野菜類の入荷動向

入 荷 量 ( トン)
19 9 6年 度 を 10 0 と

した伸 び 率 (% )

品 目 19 96 年 度 1 99 9 年 度 2 00 2 年 度 199 9 年 度 2 00 2 年 度

ジ ャ ガ イモ 4 5 5 ,7 0 6 .0 5 4 8 ,3 12 .0 4 6 7 ,56 6 .8 1 20 . 1 102 . 6

タマ ネ ギ 2 99 ,4 7 2 .0 4 3 3 ,2 79 . 0 38 2 ,8 63 . 9 14 4 .7 127 . 8

トマ ト 160 ,8 8 0 . 1 16 2 ,3 3 5. 7 14 6 ,0 95 . 9 100 .9 9 0 .8

シ ョウ ガ 6 3, 78 0 .5 3 7 ,3 26 .3 6 4 ,7 44 . 1 58 .5 10 1. 5

ニ ンジ ン 4 6, 28 0 .6 5 7 ,7 90 .9 63 ,4 68 . 8 124 .9 13 7. 1

キ ュ ウ リ 44 , 7 5 1.0 5 9 , 99 3 .6 78 , 134 . 1 134 . 1 174 . 6

エ ン ドウ豆 3 7 ,54 5 . 6 55 , 25 6 .6 6 1,0 36 . 7 14 7. 2 16 2 .6

ナ ス 2 9 ,2 78 .4 33 , 53 9 .3 30 , 1 15 . 1 1 14 . 6 10 2 .9

^ 7 7 '' - 2 8 ,0 28 . 4 4 5 , 92 7 .8 5 1,4 16 .0 16 3. 9 18 3 .4

トウ ガ ラ シ 2 7 ,9 99 . 0 4 7, 32 7 . 7 54 , 77 8 .4 16 9. 0 19 5 .6

キ ャベ ツ 2 6 ,5 40 .9 5 7 ,3 37 . 6 6 1 ,93 1.5 2 16 .0 23 3 .3

カ ボチ ャ 26 ,0 54 .8 2 6 ,0 95 . 6 28 , 53 0 .5 10 0 .2 10 9 . 5

ダ イ コ ン 12 , 6 18 .2 24 ,0 59 .4 2 6 ,9 72 . 9 19 0 .7 2 13 .8

II 111 1 ,4 19 ,4 4 0 .6 1,8 0 3 ,74 2 . 2 1, 75 6 ,60 7 .8 1 27 . 1 123 .8

資料: Azadpur Fruit and Vegetable Wholesale Market
柱)伸び率が150%を適えるものについてはアミをかけたo

-295-



荒木:インドの野菜生産とデリーへの野菜供給体系

い伸びを示している。一方ジャガイモやタマネ

ギの入荷量の伸びがこれらに対して低いことも

生産量の伸びと連動している。これらは全国的

な生産量の動向とデリー市場への入荷の動向が

よく対応した例といえる。しかし,全国的には

生産量を伸ばすトマトの入荷量がデリーでは頭

打ちになること,全国的にはジャガイモの生産

量は横ばいであるのに対して,デリーへの入荷

は比較的伸びが大きいことなど,対応しない点

も認められる。

第6図は1996年度以降のア-ザードプル市場

における主要野菜の産地別の入荷量を示したも

のである。同市場で取り扱われる品目はきわめ

て多岐にわたるが,ここでは政扱量が多く,前

章での検討においても特徴的な傾向を示す品目

としてジャガイモ,タマネギ,トマト,エンド

ウ豆,カリフラワーの5品目を対象とした。ま

た,第7図は1996年度と2001年度の2年次間で

の月別入荷量の変化を入荷地別に示したもので

ある。ここでは生産量の伸びの大きかった3品

目(トマト,エンドウ豆,カリフラワー)を取

り上げた。認められる特徴は以下の通りである。

入荷量の増加に関しては,前章の全国的な生

産量の動向において,増加の著しい作物として

指摘されたエンドウ豆とカリフラワーでは明確

な伸びが認められた。これは全国的な需要と供

給の現状を反映したものであるといえる。

これに対してトマトは期間を通じて明確な伸

びは認められず,全国的な生産の伸びを直接反

映するものとはなっていない4)。しかし,入荷

量の増加は認められないものの,入荷地の構成

比には少なからぬ変動が認められたO　マハー

ラーシュトラ州からの入荷比率の拡大とマッ

デイアプラデーシュ州の縮小である。従来的に

は　-10月にかけてマハーラーシュトラ州から

の入荷が卓越し,その後11月以降翌年3月まで

マッデイアプラデシュ州からの入荷が本格化す

るというパターンであったものが,後半の時期

においてもマハーラーシュトラ州からの入荷が

引き続き堅調に推移するようになっているので

ある(第7図)。デリーからの距離を考えた場合,

マハーラーシュトラ州はマッデイアプラテナシュ

州よりも遠隔に位置する(第8図)わけである

が,こうした距離的制約が克服されていること

が読みとれる。

この背景として, 1990年代を通じて同州がト

マトの生産量を伸ばし, 2000年度時点でインド

最大のトマト生産州に成長したことが挙げられ

る。特に州西部のナ-シク(Nasik)は,近年全

インド的なトマトの集散地として知られるよう

になっている。また,産地成長の背景として高

い生産性も指摘することができる　2000年度の

マハーラーシュトラ州のトマトの生産性はヘク

タールあたり28.0トンに達し,全インド平均の

15.9トンを大きく上回っている。このように入

荷量の変化は認められなくとも,特定の大産地

が市場の占有率を高めるという農産物流通にお

ける構造的な変化が進行していることも指摘で

きる。事実, 1990年代を通じて最もトマトの生

産量の伸びの大きかった産地の1つとしてウエ

ストベンガル州が挙げられる。同州は1991年か

ら2000年度の間に4倍近い生産量の増加を見る

とともに全国6位の生産州(2000年度)となり,

トマト産地として急成長しているわけであるが,

ア-ザードプル市場-のトマト入荷においても

同州の占める割合が拡大していることが確認で

きた。すなわち, 1996年度に5.7%であった同

州のシェアは2002年度には8.7%に拡大してい

る。特に,第7国中の2月と3月において,そ

の他で示される入荷量の大部分は同州によって

占められている。また, 1996年度時点と比較し

て端境期とピーク時の入荷量の格差がせばまり,

通年の安定供給体系が構築されつつあることも

指摘できる。

同様の特定産地のシェアの拡大という傾向は

ジャガイモにおいても見られ,パンジャーブ州
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第6図　アーザードプル市場への州別野菜入荷量の変化(1996-2001年度)
資料: Azadpur Fruit and Vegetable Wholesale Market

荏)年度とは当該年の4月より翌3月までである。

エンドウ豆とカリフラワーについては1997-98年度の州別入荷データが得られていないo
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第7図　主要野菜の月別入荷動向の変化
資料: Azadpur Fruit and Vegetable Wholesale Market
注)凡例は第6図と同じ。
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第8図　インドの行政区分(州)

のシェアの増加が認められる。対して量的な増

加を続けるエンドウ豆とカリフラワーにおいて

はこうした特定産地の伸張という傾向は明確に

は認めにくい。ただし,エンドウ豆では一貫し

てウッタルプラデシュ州のシェアが卓越してい

る。その背景として, 2000年度の同州の生産量

が1,884.7千トンで, 2位のジヤルカンドの

226.8千トンを大きく引き離しているように,イ

ンドにおいて同州がエンドウ豆の最大の生産州

であることを指摘できる。なお,ジャガイモで

はパンジャープ州の生産性がヘクタールあたり

20.0トンと,全国平均の18.4を上回り,エンド

ウ豆においてもウツタルプラデシュ州の生産性

がヘクタールあたり12.5トンと全国平均の9.4

トンを上回って首位である。

また,特定産地の成長という傾向の読みとり

にくいカリフラワーであるが,期間を通じての

入荷量の伸びに対応して,端境期となる年度前

半にはヒマチヤルプラデシュ州からの入荷が,

モンスーンあけの9月前後にはラージャスター

ン州からの入荷が,年度後半にはバリアナ州か

らの入荷がそれぞれ増加していることがうかが

える。 0-*蝣-y月の端境期にはカリフラワーの小

売り価格が高位に推移する(第4図)が,この

期間の入荷量が伸びている背景には腐敗性の高

い野菜の周年供給に対する要求が高くなってい

ることが指摘できる。またその際,高値期の入

荷が冷涼な気候のヒマナヤルプラデシュ州によ

り担われること,依然価格の高い9月には遠隔

のラージャスターン州から大量の入荷があるこ

と,その後価格が下がるに従い近郊のバリアナ

州からの入荷が卓越するということは供給地の

季節的なシフトという観点からも興味深い。ま

た,このような供給地のシフトのパターンが形

成されてくる中で, 1996年度には相当のシェア

を有していたデリーローカルからの入荷が確認
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できなくなってくることもあわせて指摘してお

きたい5)0

最後にタマネギは2000年度以降に入荷量が多

くなっているということができるが,これは

1998年に「タマネギ危機」と称されるタマネギ

の不足と価格の高騰があった影響が強く作用し

ていると考えられ,この期間では簡単に判断す

ることはできない。 1998年度の落ち込みはこの

危機を反映したものであるし,翌年の生産量の

増加はそれによる価格の高騰を受けたものであ

るとみることができる。

Ⅳ　お　わ　り　に

以上より得られた知見は以下の2つに集約す

ることができる。第1は鮮度を要求される野菜

の伸びであり,これは価格が高いことから生活

水準の向上と結びついていると考えられる。第

2は大産地の出現であり,野菜の流通システム

の変化ということができる。

第1の点について,インドの農業生産の1990

年代以降の変化としては,園芸農作物の伸び率

の高さが顕著であった。特に野菜は園芸農作物

の構成比の6割を占め,さらにその中でも,鰭

度が要求される品目を中心とした生産量の増加

が顕著であった。具体的にはエンドウ豆,カリ

フラワー,トマトなどであり,いずれも小売価

格の高い品目である。一般的に鮮度の要求され

る品目は消費地の近郊でしか栽培されないが,

都市の拡大に従って遠隔地からも入荷するよう

になると,その輸送,あるいは鮮度保持のため

のコストが上乗せされることで価格が上昇する

と考えられる。これは輸送や保存の容易な穀物

類やジャガイモなどの根菜類とはきわめて対照

的である。こうした鮮度の要求される品目に対

する旺盛な需要の背景には,遠隔地からのコス

トを負担してでもそれを消費したいという欲求

がデリーの消費者の中に存在していると考えら

れる。事実,カリフラワーではデリー近郊から

の入荷量は減り,バリアナ州さらにラージャス

ターン州からの入荷が増加し,トマトではより

遠隔のマハーラーシュトラ州からの入荷が卓越

する。こうした,価格の高い品目における需要

の増加は,経済成長の著しいインドの都市にお

ける生活水準の向上を反映したものと考えられ

る。特にカリフラワーに見られるような価格の

上昇する端境期の需要の増加は,これを裏付け

るものである。

第2の点について,トマトやジャガイモなど

において特定産地のシェアの上昇が認められた。

これは特定品目の消費量の増加とは異なる変化

である。むしろ生産サイドにおける変化である

が,都市の需要に対する効率的な供給体系の構

築といった観点も無関係ではない。実際,シェ

アを拡大している産地はその生産量の大きさと

ともに生産性が高いことも指摘できる。たとえ

ば,トマトのマハーラーシュトラ州のケースを

指摘できる。同州の主要出荷拠点であるナ-シ

クは,期間中にシェアを下げたマッデイアプラ

デシュよりも遠隔に位置するのである。この点

で生産性の高さは市場までの距離を克服してい

るといえる。こうした産地間での生産性の競争

を経て,消費地から遠隔の大産地が供給の上で

の大きなシェアを振るという現象は, 1980年以

降のわが国の青果物供給体系において認められ

た特徴と重なるところもあり,今後とも着目し

ていきたい。

現地調査においてはナガランド大学のシャルマR.S.

Sharma教授と国立イスラム大学のイシタック　M.

Ishtiaq教授には大変お世話になった。現地での聞き

取り調査や資料収集では国立イスラム大学の大学院生

アラムEhrarAlam氏に手伝っていただいた。また,

ア-ザードプル市場の係官であるカンポジS. Kamboj

氏を始め,多くの農産物市場関係者各位の理解と協力

なしには本研究の遂行は不可能であった。また,

1997, 98年度のア-ザードプル市場の入荷データの一

部は一橋大学の黒崎　卓助教授より提供していただい

たものである。以上多くの方々に感謝いたします。
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なお,本研究を進めるにあたっては,科学研究費補

助金(基盤研究A,研究課題:経済自由化後のインド

における都市・産業開発の進展と地域的波及構造,研

究代表者:同橋秀典,課題番号: 13372006)による補

助をうけた。

注

1)この点については,すでに筆者は1996年時点のデ

リーの青果物供給を検討し,全国的なスケールでの

長距離輸送体系が構築されていることを示した(荒

木, 1999)。また,その背景として,輸送や保存技

術の進展に加えて,デリー首都圏の人口の増加と購

買力の向上を指摘した。

2)正式名称はCh. Hira Singh Wholesale Fruit and

Vegetable Marketである。なお,表記に関しては荒

木(1999)では,現地での発音に似せてアザッドプ

ルとしたが,わが国での表記上はア-ザードプルが

一般的なため,本稿でもア-ザードプルとした。

3)そのうち青果物は11品目が取り上げられており,

野菜は9品目である。国中に示した7品目以外には

ナスとダイコンが含まれている。

4)トマトの入荷量はカリフラワーやエンドウ豆に比

べて多量であることから,デリーでは早い時期に普

及が進み,すでに入荷量は上げ止まっていると見るこ

ともできるが,得られた資料のみでは判断できない。

5)バリアナ州やデリー近郊の農村地域を調査してい

るわけではないので明確な根拠はない。しかし,こ

の間にデリーローカルの出荷時期と競合するバリア

ナ州が大きく生産量をのばしていることから,台頭

した大型産地が従来の近在産地のシェアを浸食した

ものと推測することができる。
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Vegetable production in India and their supply system to Delhi:

the latest trends

ARAKI Hitoshi*

Key words : India, Delhi, vegetables, agricultural production, wholesale market,

agricultural product marketing, 1990s

Since the 1990s, India's economy has been growing rapidly. Consequently, there have been

changes in the demand and supply of food in India. The changes are particularly pronounced in

urban areas, where the living standard has improved considerably and the population has increased.

Herein, the author reports the latest trends of vegetable production in India and the supply system

of血ese vegetables to Delhi.

′The author investigated the Azadpur Fruit and Vegetable Market in Delhi, which is reputed to be

the biggest in Asia, and other institutions concerned with agricultural marketing. The author found:

(1) More vegetables whose freshness is seen as important are being produced. Peas, toma-

toes and cauli血swer are good examples. Arrivals of vegetables丘om suburban areas have decreased

and arrivals from remote states have increased in spite of the high cost of transportation. As a back-

ground it is reasonable to point out that their retail prices are relatively high, reflecting improvements

in血e living standards of the urban residents.

(2) Strong shipping centers like Nasik, which supplies丘・esh tomatoes to Delhi, have emerged.

In this case high productivity of new centers has overcome the cost of transportation. ulese develop-

ments of production can be recognized as ef丘cient supply systems to meet the ever-expanding urban

food demands of Delhi.

Faculity of Education, Yamaguchi University
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インド・グルガオン近郊農村GK村の地誌

-ビレッジ・モノグラフの試み-

南埜　猛・揮　宗則

Topography of a Village in Gurgaon,

Delhi Metropolitan Region, India

-　Village Monograph of GK village-

MINAMINO Takeshi and SAWA Munenon
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Ⅳ.　経済構造
V.　社会・生活環境

本稿の着想は,インドのセンサス局が1961年センサス以降発行しているVillage Monographに

ある。インドでは,イギリスの植民地時代より県単位の地誌であるDistrict Gazetteerが編纂さ

れてきた1961年のセンサスにおいて,州ごとに特色のある相を取り上げたVillage Monograph

が作成された。このVillage Monographは,形式でみるとDistrict Gazetteerと同様に系統地誌

のスタイルをとる。すなわち地域の要素を章立に設定し,それぞれについて記述していくスタイル

である。極めて静態的で,事実の羅列的である.が,当時の状況を把握するのに有効な資料である。

このインド政府による村の地誌書であるVillage Monographはインド農村を理解する上で重要な

要素が組み込まれている。例えば,留保制度の対象となる指定カーストや指定トライブをはじめそ

の農村のカースト集団に関する詳細な記述である。また, Village Monographの対象村落は,工芸

品製造に特化した村や指定トライブの村,港瀧が導入された村など,地域政策とのかかわりで選定

されている点もその重要な特徴としてあげることができよう。

本稿は,広島大学インド調査においては第6期にあたる「経済自由化後のインドにおける都市・

産業開発の進展と地域的波及構造」のテーマで実施した研究プロジェクトの成果の一部である。特

に, 1980年代以降の経済の自由化にともなって進んでいる工業化の影響を受けて変貌している今

日のインド農村の姿を紹介することを目的とする。

さて,本稿で扱うGK村は,デリー都市圏内の衛星都市であるグルガオン市その近郊農村であ

る。インドの経済の自由化以降,グルガオンでは都市化,工業化が急激に進展した。本プロジェク

トでは、その周辺の農村がどのような影響を受け,変貌を遂げているのかを検討するための事例柑
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として取り上げた1)。事例村の選定にあたっては,都市ならびに工業団地に隣接していること,新

住民の流入があること,また,カースト構成などの点でこの地域の典型な農村であることを条件に

選定した2)0

広島大学インド調査の特徴の一つは,悉皆調査を行う点にある。しかし,本調査では,調査期間

や調査人員の関係で3),悉皆調査は実施せず,標本調査と詳細な聞き取り調査で対応した。標本世

帯のサンプリングにおいては, ①標本世帯の分布が村全体に広がるようにすること, ②標本世帯の

社会構成が村のそれとほぼ同じようになることの2点を前提として行った。ちなみに社会構成の把

握は,次の手続きで行った。まず村の選挙人名簿をもとに村長など村の有力者によって,社会属性

(新住民・旧住民,カースト)を抽出し,社会集団を確定する。次にその社会集団の枠組みに基づ

いてそれぞれの世帯を同定し,その結果,各社会集団の構成比を求めた。

これまでインド農村調査において,工業団地に近接した農村のモノグラフとしては, 「新興工業

団地に近接する村・チラカーンの概要」 (南埜, 1997), 「インドにおける都市化・工業化と農民の

対応-デリー大都市圏農村の事例」 (南埜, 1999)がある。これらの農村調査においては,経済自

由化以降の工業化の進展が農村の経済と社会にどのような影響を与えたのが,主なテーマであり,

そのためいずれも新規に造成された工業団地に近接した農村を事例として選択するとともに,多様

な社会階層への影響を実証的に検討するためマルチカーストの農村社会を選択している。記述の方

法について,形式的には静態地誌のスタイルをとっているものの,都市化,工業化,グローバリ

ゼーションの視点からそれぞれの項目について考察がなされており動態地誌的アプローチが取られ

ている点に特徴がある。ウッタル・プラデーシュ州R村と本モノグラフで取り扱うGK村とは,工

業団地ならびにデリーとの位置や近接性においてほぼ同じである。そこで,本モノグラフの章立は,

両者の比較考察をおこなうことを念頭にし,基本的には南埜(1999)のフレームワークを用いた。

Ⅱ.　村の概観

1.　位置・自然・歴史

GK村は,ハリヤーナ- (Haryana)州グルガオン(Gurgaon)県グルガオン郡に属する。グルガ

オンはデリーの南西に隣接する県である。デリー大都市圏計画において,優先的に開発が進められ

るDMA Town (Delhi Metropolitan Area Town)に指定されている(NCR Planning Board, 1999)。

グルガオンはデリーの南西郊外に位置するインディラガンジー国際空港にも近く,早くから工業

開発がなされてきた。グルガオンの工業団地は, 1970年代から開発が始められ(大内, 1989),ス

ズキとの日印合弁企業の自動車製造会社・マルチウドヨグ(Maruti Udyog),ホンダとの日印合弁

企業の二輪車製造会社・ヒーロー・ホンダ(Hero Honda)の組み立て工場およびその下請け企業

が立地する。さらに近年ではIT産業を集積したテクノロジー・パークも建設され,アメリカ企業

のバックオフィスも多く立地する。他には時計,スポーツ用品,化学物質,医薬品,綿糸,ゴム製

品などの多様な工業製品の生産や農産物の加工も行われている。現在は,デリー郊外の高級住宅地
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1　　2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　7　　　8　　　9　　10　11　12

図1　グルガオンの月別降水量
出所) Bhoria and Bajaj ed.(1983)より作成

として高層住宅などが増加するとともに,

映画館なども備えた大規模ショッピング

コンプレックスも増加している。工業生

産とサービス業と商業とも活発に行われ

ている　2001年時点でグルガオン市の人

口は173,542人となっている。このような

都市化と工業化は,周辺農地を飲み込む

形で拡大している。

GK村は,グルガオン中心部から南西

のパタウデイ(Pataudi)へ延びる地方主

要道路である州道24号線(Pataudi Road)

の沿線にあり,バス,オートリキシャ,乗り合いタクシーなど,交通アクセスが良い。ちなみにグ

ルガオン中心部からオートリキシャを利用すると15分でGK村に着く。村の西には,デリーから

ジャイブ-ルに向かう幹線鉄道が走っている。最寄駅は,村の北3kmにあるバサイ(Basai)駅で

ある。しかし,同駅と村を結ぶ公共交通機関はなく, GK村の住民が鉄道を利用する場合は,ほと

んどはグルガオン駅を利用している。 GK村の村界はグルガオン工業団地に接している。近くには

ホンダとの合弁会社であるヒローホンダ社の工場などが立地している。住民の中には,それらの工

場に勤めている者もいる。

標高は210m前後で,周辺はきわめて平坦な地形である。村の北には,バドシャープル

(Badshahpur)川が流れている。バドシャープル川は15年ほど前までは,雨季において流水がみら

れる河川であった。しかし,現在は1年を通じて枯れ川となっており,一部は集落のゴミ捨て場と

なっている。年間降水量は,わずかに501.5mmである。モンスーンの影響下にあり,年間降水量の

77.5%が6, 7　　月の3ケ月に集中している(図1)0

村の歴史に関する文書は得られなかった。また村の古老からの聞き取りでも,村の成立はかなり

古いというだけで、具体的な成立年代を確定することはできなかった0 GK村の隣村は、その村名

の一部にGK村と同じ名称が用いられており、 GK村の母村であった。その後,州道に画したGK

村が発達し,現在では隣村は176世帯, 1,015人であるのに対して, GK村が281世帯, 1,698人

と,人口の上では規模が逆転している。 2つの村の子供が通う公立の中等教育機関もGK村にある。

2.人口

表1が示すように, GK村の人口は, 1971年以降,一貫して増加傾向を示している　2001年

におけるGK村の世帯数は281,人口1,698 (男927人,女771人)である。指定カーストの割合

は, 1971年から徐々に低下しており, 2 00 1年において31.0%である。統計上は指定部族の世

帯はいない。人口増加率をインド全体と比較してみると,ほぼ同じ程度であり,近郊農村で急激に
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表1　GK村の人口動向と鼓字串の推移

午 197 1年 1981年 1991年 2001年

世帯数 (戸 ) 134 173 233 281
人口 (人 ) 男

女

495 603 802 927

45 1 532 680 771

.": .I 946 1,135 1,482 1,<

A Q アj 空 ..(% ) 三一M

人口増加率 (インド) %

120.0 156.7 179.5

124 .7 154.4 187.4
指定 カース ト (人 ) 男 167 190 233

女

llIII

14 6 162 216 243

3ユ 35 2 449 527

指定部族 (人) 男 0 0 0 0
女

合計

0 0 0 0

0 0 0 0

識字率 (% ) 男
女

仝

49.5 71.1 3.6 72 .6

16.6 32.9 41.2 56 .2
33.8 53.2 56.0 65 .1

識字率 (インド % 29 .5 43.7 52.2 62 .0

荏: 1971年の値を100とする
出所) District Census Handbook各年度版, Census of Indiaホームページよ
り作成

人口が増加しているといっ

た傾向は,みられない。

村の社会集団として,旧住

民と新住民がある。ここでい

う旧住民とは,もともとこの

村に住んでいる住民に加え

て,その血縁ならびに婚姻に

よってこの村に流入した世

帯を含む。一方,新住民はも

ともとのこの村の住民とは

血縁,婚姻関係はなく,グル

ガオン工業団地やグルガオ

ン市街地での就業をきっか

けに,この村へ流入した世帯

である。旧住民は,さらにブラーミン(Brahmin),ジャート(Jat),バラ草(Baraggi),カティ

(Khati),ナ-イ(Nai),チヤマール(Chamar),バルミキ(Balmiki)の7つのカーストグループ

が確認された。

2003年に作成されたGK村の選挙人名簿から,掲載されている一人一人について,前述の新住

民ならびに旧住民の7つのカーストグループにそれぞれを,村の有力者の協力を得て,同定作業を

おこなった。その結果,表2に示すようなGK村における社会集団ごとの割合が算出された。そし

て本調査では,その割合を参考にしつつ,村の総世帯の6割にあたる168世帯を標本世帯としてサ

ンプリングした。サンプリングは,基本的には選挙人名簿の割合を前提としているが,本調査が都

市化・工業化とのかかわりを検討することから,新住民の世帯については,ほぼ全世帯をカバーし

た。そのため新住民の割合が若干高くなった。またその一方で,世帯数の多い旧住民のジャートと

チヤマールの割合が若干低くなっている。このようなサンプリング上の傾向はみられるが,以下,

このサンプルデータをもとに考察を行う。

GK村の新住民の占める割合は,選挙人名簿において,わずか　6.4%でしかなく,依然として

旧住民が大部分を占めている。新住民と旧住民別の人口ピラミッドをみると次のような特徴がある

(図2)。まず他の工業団地近郊農村の場合は,新住民の多くは男子単身労働者であるため, 20歳

代の男子が卓越することが多い。しかしながらこれと対照的にGK村の新住民は,男女の数はほぼ

同数であり,年少人口も多い。全体として, 20代～40代の夫婦とその子ども達が家族単位で多く

居住していることが読み取れる。新住民は,後述するように持ち家層が多く,男子単身者を中心と

する借家層は比較的少数である。旧住民の年齢構成に示した人口ピラミッドに関しては,なだらか

なプロファイルを示し,婚姻によるものを除けば人口移動があまりなされていないことを示唆する
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表2　G K村のカーストと標本世帯の概要

カ ー ス ト名 伝 統 的職 業
行 政 上 の

位 iff : ' 1

-サ蝣; --'>i
世帯数

(戸)

男 女 合 計

(人 ) (人 ) (人 )

サ ン プ ル 選挙人名簿にお

の 割 合 ける割合注2

%

旧 住 民 内 の割 合

サ ン プ ル 選挙 人名簿

X (ォ)

プ ラ ー ミン 僧 侶 Ge ne ra M 53 4 1 9 5 9 .1 1 0 .9 l l .7 11 .7

ジ ャー ト 農 耕 . 地 主 Ge ne r a 5 3 1 82 163 3 4 5 3 3 .2 4 0 .6 4 2 .5 4 3 .4

< ・蝣蝣/ * 僧 侶 O .B .C ll

4

1

33 2 6 5 9 5 .7 6 .4 7 .3 6 .8

カ テ ィ 大 工 O .B .C . 14 13 2 7 2 .6 3 .3 1 .9

ナ ー イ 理 髪 業 O .B .C . 2 2 4 0 .4 0 .6 0 .5 0 .7

チ ヤマ ー ル 皮革加工 .農業労働者 s .c . 3 2 Il l 20 9 2 0 . 1 2 8 .9 2 5 .8 3 0 .9

< il- i -V- 清 掃 s .c . 10 4 1 3 2 7 3 7 .0 4 .4 9 .0 4 ,6

H ft Jvi合 計 1 25 4 36 3 7 5 8 11 7 8 . 1 9 3 .6 10 0 .0 1 00

新 住 民 4 3 12 1 10 6 22 7 21 .9 6 .4

合 計 16 8 5 57 4 8 1 1 .03 8 1 00 10 0

注1 :General (一般) , O.B.C. (後進諸階級) , S.C. (指定カースト)
注2 :不明を除く

出所)現地調査(2003年12月)および選挙人名簿より作成
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(人)
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図2　G K村の人口ピラミッド
出所)現地調査(2003年12月)より作成

ものとなっている。

3.　社会構成(カースト)

さて,旧住民におけるそれぞれのカーストグループの一般的な特徴は,次のとおりである(表

2)。なお表で示している順番は,現地での聞き取りによるカースト上の階層の序列に基づいたも
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のである。まずブラーミンの伝統的職業は僧侶であり,有力な地主階層を形成する。ジャートは,

この地域の有力な農耕カーストであり,この村においても有力な地主階層となっている。また一方

で戦士カーストでもあり,後述するように軍隊や警察に従事する者も多い。バラギの伝統的職業は,

ブラーミンと同じ僧侶であるが,相対的に低位の僧侶あるいは司祭をサポートするカーストとされ

ている。カティは大工,ナ-イは理髪業がそれぞれの伝統的職業である。チヤマールは,皮革加工

に従事するものとされているが,主として農業労働者として農業に従事している。そしてバルミキ

は,清掃業が伝統的職業である。

行政上からみた,これらのカーストグループは,ブラーミンとジャートが一般カテゴリーであ

り,他の2つのカテゴリーにみられるような留保や補助金の対象とはならない。バラギ,カティ,

ナ-イは,経済的低位にあるとされている後進諸階級(Other Backward Castes - O.B.C.)であ

る。そしてチヤマールとバルミキは指定カーストのカテゴリーに含まれ,種々の留保制が適用され

る。

m^^^^K^^AzI

集落は,大きく3つの地区に分けられる。すなわち,もともとの集落の地区A,もともとの集落

が拡大した地区B,そしてコロニーと呼ばれる新住民が集住する地区Cである(図3)0

旧集落のうち破線で囲った範囲が地区Aである。もともとの集落は州道24号線の西側に限られ

ていた。旧集落の中心部は,小高い丘の上に立地している。図3中の★の地点が丘の最高地点であ

る。その周辺にジャートとブラーミンの世帯の分布がみられる。 ★の南西にのびる村内道路沿いに

はブラーミンが,南東および北東にのびる村内道路に沿ってジャートの居住がみられる。その外側,

つまり丘の裾にあたる部分の南側にバラギ,南東側にバルミキ,北東側にチヤマール,そして州道

24号線に沿ってカティの世帯の分布がみられる。このように,カーストグループは,それぞれの

グループごとにまとまって住んでおり,棲み分けがみられる。そのこと自体は,特別なことではな

いが,それぞれの居住地の標高と彼らの社会階層の序列がパラレルの関係である点に特徴があると

いえよう。

1960年代に村の整備事業がおこなわれ,地区Aを取り巻くように幅22フィートの外周道路が建

設された。さらにそれまで住居がなかった州道24号線の東側にも外周道路が設置された。この外

周道路の整備後,住民はそれら外周道路沿いに新居を建てている。新居の分布をカーストグループ

別にみてみると,大部分のブラーミン,ジャート,バラギは,地区Aからみて南および州道24号

線の東側に分布している。一方,指定カーストのチヤマールとバルミキは北側に分布している。こ

の北側の地区の一部の土地は,政府から指定カーストの世帯に与えられたものであるが,この地区

へのブラーミン,ジャート,バルミキの世帯の新居は見られず,逆に州道の東側では指定カースト

の牡帯の新居は見られない。このように地区Aだけでなく,拡張した新しい地区Bにおいても上位

カーストと下位カーストの混住は見られず,棲み分けの傾向がさらに強くなる結果となっている。
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図3　GK村における社会集団の居住状況
出所)現地調査(2003年12月)より作成

新住民の多くは,旧集落以外のコロニーと呼ばれる地区Cに住んでいる。地区Cは2つあり,コ

ロニーのひとつは,旧住民が経営する養鶏場がある。その所有者は旧集落に住んでおり,コロニー

には旧住民の世帯は住んでいない。新住民の一部は,旧集落内に居住している世帯があるoただし,

コロニーの新住民のほとんどが持ち家であるのに対して,旧集落内の新住民は全世帯が借家であっ

た。

以上,インド農村において,それぞれの社会集団への意識は,現在においても,その居住パター

ンに反映していることがうかがえる。

班.　行政・政治構造

1.行政機構

行政機構において,県知事にあたるDeputy Commissionerは,県知事のほか,県の徴税官,県

の司法の3つの権限をもつ。徴税にかかわって,行政の末端の行政官がパトワリ(Patwari)であ

る。しかし, GK村の地域では,徴税業務の実質においては,イギリス統治時代からの流れを汲む
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ランバダ-ル(Lumberdar)のシステムが継続されている。ランバダ-ルは,ハトワリのような公

務員ではないが,村人の信頼できる人物が選ばれ,村の徴税業務を執りおこなっている。任期は終

身であり,基本的にはその家族,あるいは血縁が継承する。報酬として徴税の3%を手数料として

受け取る権限がある。また徴税の他,年金の支払いなども,ランバダ-ルが代行し,そのほか各種

の申請にはランバダ-ルの承認が必要となっており,村において重要な役割を担っている。ランバ

ダ-ルは村単位の場合もあれば,カースト単位のものもある

ぢ?t-t7h

1993年の憲法第73次改正によって,パンチャーヤットの選挙が義務化された。しかしパンチャー

ヤット選挙の実施については州政府に委ねられ,インド国内では,その実施にばらつきがみられた。

その中でハリヤーナ-州は早く対応した州のひとつであり,自己執行性が高く,民主主義が「町で

唯一のルール」として定着あるいは深化しつつある州とされている(北川, 2003)<　パンチャーヤッ

ト選挙は5年ごとに実施することになっている。ハリヤーナ-州は,第1回を1994年11から12月

に,第2回を2000年6月に実施している。

GK村は,村単独で1つのパンチャーヤットを組織している。選挙区は,基本的には村内の道路

に画した街路区単位で選挙区が設定されている。前述したように,カーストごとに集住がみられる

ため,それぞれの選挙区は特定のカースト集団で占められ,各選挙区は実質的にはカーストごとの

選挙区となる。 GK相では, 8つの選挙区が設定されている。小選挙区制で,各選挙区から1名が

選出され,村全体で8名の議員(パンチャーヤト・メンバー)が選ばれる。議員とは別に,村長で

あるサルパンチが1名選出される。村長・議員の選出においては,留保制度があり,指定カースト,

後進諸階級ならびに女性の議席が予め決められている。

GK村における2回の選挙で選ばれたサルパンチと議月の属性は,表3で示したとおりである。

これまでの選挙では,実際の投票はおこなわず,無投票で選出されている。それは,無投票の場合

は村に補助金がおりるため,予め村内で調整した結果であるとのことであった4) 1994年選出のサ

表3　GK村におけるパンチャーヤット選挙の有権者数と結果(1994, 2000年)

選挙区
有権者数
2003

1994年選出 2000年選出
性別 留保 カース ト 性別 留保 カース ト

サルパ ンチ 1082 男 S.C Chamar 女 Lady Barra,gf!i

第 1選挙区 180 女 Lady Jat 男 Jat
第 2 選挙区 117 男 Jat 女 Lady Brahmin
第 3 選挙区 124 男 O.B .C. Khati 男 Jat
第 4 選挙区 144 男 Jat 男 Jat
第 5 選挙区 90 女 Ja t 男 Jat
第 6 選挙区 100 男 Ja t 女 O .B.C Brraggi
第 7 選挙区 177 男 S.C. Chamar 男 S.C. Chamar
第 8 選挙区

other

130
20

女 S.C. Chamar 女 S.C. Chamar

出所)現地調査(2003年12月)および選挙人名簿より作成
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ルパンチは,指定カーストのチヤマールの男性である。また2000年選出のサルパンチは後進諸階

級のバラギの女性である。これらはいずれも,同村のサルパンチ職があらかじめ指定カーストある

いは女性に指定されていたことがその選出に大きく影響している。女性指定の場合は,ブラ-ミン

やジャートの上位カーストから選出されることも可能であった。しかし,これら上位カーストにお

いて,人前で話す機会があるサルパンチに一族の女性を就かせることには文化的な抵抗が大きかっ

たことが理由で候補者をたてなかったとのことである。指定カーストや女性選挙区の指定は県全体

の行われるもので,指定は選挙ごとに変更される。なお,次回の選挙においては,サルパンチ職に

対しての指定はなく,一般の指定で選挙が実施される予定である。

議員についてみると,留保の対象となる指定カースト,後進諸階級,女性の数が一定となってい

ることが読み取れる。すなわち,全体として指定カーストは2名,後進諸階級は1名,女性は3名

である。留保議員の割合は指定カーストが8名中2名でor;<
LiO後進諸階級は12.5%である。選挙

人名簿の割合からみると(表2),指定カーストにあたるチヤマールとバルミキの合計は33.2%で

ある。また後進諸階級のバラギ,カティ,ナ-イの合計は8.8%である。指定カースト議員は,描

定カーストの割合の高い第7選挙区(指定カーストの割合が85.4'と第8選挙区(91.8%)か

らの選出となっている。また後進諸階級の割合が高い選挙区は第2選挙区(23.1%),第3選挙区

(32.3%),第6選挙区(25.0%)である。1994年は第3選挙区,2000年は第6選挙区から選出さ

れている。指定カーストの選挙区は固定されているが,後進諸階級と女性の指定選挙区は選挙ごと

に変更されている。

Ⅳ.　経済構造

表4　G K村における旧住民の職業構成

…L….・・V i-': フラー ミン ジャー ト バ ラ草 力テ ィ ナ - イ チ ヤマール ′くル ミキ 旧1王民
E 9 K 3I im m -a e」̂^^^k」| 男 女 I M ^ 男 女 男 女 男 女 合 計

農業 5 4 26 30 3 2

6

3

1

4 12 1

1

38 49 87

工場労働 者 7 ー

1

3 2

2

2

1

5 17 18
建設労働 者

大工

電気 工

配 管工

溶接 工

斡旋 業

飲 食業

1

1

8

2

1

5 1

9

4

ー3

4

3

1

2

1

3

ー

1

5 0 5

19 19

1 0 1

4 0 4

3 0 3

1 0 1

2 0 2

運 転手

警 備

内 職

銀 行員

事 務員

1

1

2

1

15 0 ー5

1 0 1

0 6 6

2 0 2

4 0 4

販 売員 1 1 1 2

公 務員

軍 隊 1

3

3

2

3

12

10 10
警 察

村 長

自営業

借 家経営
If -好 豪等 芋fe u

1

4

6

21

1

1

4

7 0 7

0 1 1

38 0 38

1 0 1

20 65 7 7 45 15 0 159 159

6 ー 12 2 2 2

4 4

ー 16 2 11 3 48 10 58
学 生 20 12 68 59 7 2 ー 1 30 21 4 154 120 274

未 就学 6 3 ー8 6 2 ー 2 2 4 6 2 54 27 81

合計 53 41 182 ー63 33 26 14 ー3 2 2 111 98 41 32 436 375 8 1

出所)現地調査(2003年12月)より作成
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表5　G K村における新住民の職業構成

職業 男 女 合計
農業 1 1 2
工場労働者 25 27
建設労働者 1 1 2
石工 2 2
大工 l l
溶接工 l l
テイラー 3 1 4
運転手 4 1 5
警備員 l l
公務員 7 1 8
軍隊 2 2
自営業 ll
借家経営 l l
主施 二塵重壬伝k1-
学生

46 46
35 30 65

未就学 17 16 33
無職 11 16
合計 . 121 106 227
出所)現地調査　2003年12月)より作成

1,就業構造

2001年センサスによると, GK村の就業構

造は,農業(自作) 38.0% (インド全体31.'

農業労働者3.8% (同26.5%),家内産業2.6%

(同4.　　その他56.2% (同37.6%) 5)で

ある。インド全体と比べると,農業労働者の

割合が極端に低く,その他の割合が高い。こ

れはGK村はグルガオン中心部に近く,また

グルガオン工業団地に隣接していることが理

由として考えられる。そのため村外の就業機

会が増加し,以前は農業労働者として従事し

ていた者が村外の工場や建設現場での就労へ

と移行しているためと推測される。また新住

民は村外の工場等への就業を機会にこの地域

に移住しているものがほとんどである。

表4と表5は旧住民と新住民のそれぞれの職業構成をまとめたものである。主婦・家事手伝い除

いて,職業としてもっとも回答が多かったのは,旧住民は農業であり,新住民は工場労働者であっ

た。このように,旧住民と新住民では,その経済基盤が明確に異なることがわかる。旧住民・新住

民ともに女性の多くが主婦・家事手伝いと回答し,それ以外の職に就いている者は少ない。旧住民

の女性で農業と回答している者が比較的多いが,その内容は牛の乳搾りである。旧住民の学生をみ

ると女子に比べて男子の数が多い。これは女子の場合は学齢期であっても,家事・手伝いの従事し

ているためである。未就学で男子が多いのは,人口ピラミッド(図2)でみたようにもともとの数

において男子が多いためである。

旧住民で農業の次に多いのが,自営業である。自営業のうちカティの3人はすべて伝統的職業に

関連した建具屋の経営である。カティ以外のバルミキも建具屋が1人いる。バルミキのほかの自営

業者は運送業と代筆業が1名ずつであった。この二人はともに大卒の学歴をもっている。そのほか

の自営業の内容は,雑貨店などの店の経営が多い。次に多いのは大工で,大工を伝統的職業とする

カティの他,後述するようにチヤマールも大工の職についている。運転手のカーストをみると,

ジャート,チヤマール,ブラーミン,バラギというように特定のカーストグループの偏りはみられ

ない。

有力カーストであるジャートに注目してみると,かれらは軍隊や警察に従事するものが少なから

ずいる。また年金受給者の中には,軍隊からの年金を受け取っている者もみられた。また軍隊の退

職金などが,自営業の資金に流用されている事例がみられた。

さてかつて主たる職業が農業労働者であったチヤマールに注目してみると,現在,主たる職業と

して農業労働者と回答したチヤマールはおらず,農業以外の多様な職業に従事していることがわか
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表6　G K村における社会集団別農地所有

カ ー ス ト 未 所 有 不 明
M a rg in a l S e m i-M e d ium Sm a ll M e d m 血 L a rg e

総 計
l ha 未 満 ) l ~ 2 h a (2 - 4 h a (4 ~ 10 h a lOh a 以 上 )

プう ー ミン 2 8 .6 7 0 .0 2 0 .0 1 1 0 .0

6 (13 .0 2 .2

14

ジ ャー ト 6 11 .3 2 5 5 4 .3 (1 0 .9 )

1 (1 00 .0 )

1 9 .6 5 3

;蝣蝣蝣> i -

・>) V- f

ナ ー イ

チ ヤ マ ー ル

バ ル ミキ

新 作 展

9 . 1

4 (10 0 .0

1 (100 .0 )

31 96 .9)

10 (100 .0 )

42 (9 7 .7 )

9 0 .0

1 100 .0

1 10 .0 ) ll

4

1

3 2

10

43

合 計 99 5 8 .9 42 6 1 .i 8 (l l .8 10 14 .7 10 .3 1 .5 1 68

イ ン ド全 体 6 1 .6 18 .7 12 .3 6 . 1 1 .2

出所) 現地調査 (2003年12月) .Census of Ind ia ホームペー ジより作成

る。その一つが大工である。かれらの就業地は村内ではなく,グルガオン市内である。大工のほか

に建設労働,工場労働者を職業としている。このようにかつて農業労働者として農業に従事してい

た者が,都市化・工業化の進行によって,就業機会が増え,新しい職業に移っていることがわかるo

ただし工場労働者についてみると,常勤工場労働者は少数のブラーミンのみで,チヤマールは日雇

いあるいは非常勤でしかなく,現金収入は得られるが,安定的な職であるとはいえない。

一方,新住民は前述のとおり工場労働者がもっとも多い。工場労働者のうち常勤は少なく日雇い,

非常勤が大部分を占めている。次に自営業であるが,その内容は商店経営,運送業,車修理業,鍾

製業と多様である。

2.農業

相の総面積230haの内, 8割にあたる189haが農地である。表6は, GK村の社会集団別の農地

所有をまとめたものである。 GK村全体の農地所有構造は,インド全体と比べると,それほど大き

な違いはない。新住民で農地を所有している世帯は1位帯のみであり,この世帯は隣村の地主層の

分家世帯である。旧住民世帯においては,カーストグループで大きな違いがみいだされた。すなわ

ちブラーミン,ジャート,バラギは7割以上が,面積の多少はあるものの,農地を所有しているの

に対して,カティ,ナ-ィ,チヤマール,バルミキの世帯はほとんど農地を所有していない。そし

てジャートの世帯においては　2ha以上を所有する世帯が3割を占めている。このようにGK村

の農地は,ブラーミン,ジャート,バルミキがほとんどを占有しており,そのなかでもジャートへ

の集中がみられる。

表7は1994年から2003年における作物別作付面積を示したものである。図1が示すように,こ

の地域の降水は6-8月の3ケ月に集中している。もともとは,この時期の天水を利用した雨季作

(カリーフ)を中心とする営農がおこなわれていたと思われる。しかし実際の作付けは,乾季作(ラ

ど)を中心とする作付けがおこなわれている。その農業を成立させているのは,港概の普及であるo

GK村における潅瀧は井戸によるものである。集落の北にはバドシャープル川が流れているが,現

在は, 1年を通じて枯れ川となっている。観測データは得られてはいないが,この地域の地下水位

は年々低下しているという。その背景には,農業における井戸港概の進展と工業団地に進出下工場
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表7　G K村における作付面棟の推移

(単位: ha)
年 度 1 9 9 4 1 9 9 5 19 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 平 均

雨 バ ー ン フ ー 3 0 5 7 0 4 0 2 1 1 2 3 1 4 0 3. 4

季
作

飼 料 用 作 物 1 5 2 2 1 2 1 9 2 3 2 4 1 3 .0

ジ ヨワ ー ル 0 3 0 2 7 2 1 1 9 1 6 l l .

カ 野 菜 1 5 1 1 4 . 9

リ
ー

フ

? 1 0 0 0 0 0 1 1 1 7 1 . 1

豆 類 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 . 2

合 計 5 8 8 1 1 6 8 6 6 0 6 1 8 4 3 3 7 4 6 2 . 1

乾

季

小 麦 9 4 9 6 6 9 1 1 2 3 6 1 15 1 1 1 7 4 9 9 9 0 . 4

マ ス タ ー ド 6 5 5 8 2 9 7 6 4 0 2 1 4 6 3 4 7 6 3 . 3

作 大 麦 1 0 3 1 3 0 0 1 0 7 1 - 6

野 菜 0 0 0 0 0 3 1 2 5 3 1 . 4

ラ 飼 料 用 作 物 1 1 0 2 2 0 0 0 0 5 1 . 1
与 豆 類 1 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 . 5

合 計 1 6 8 17 5 10 7 18 3 16 0 6 0 1 6 2 15 0 16 2 17 9 1 50 . 6

出所)グルガオン郡役所資料より作成

表8　G K村における社会集団別家畜所有の状況

カース ト 午 水 牛 ,'fu l

未所有 1頭 2豆巨 末所有 1頭 2頭 3頭 4頭 5頭

ブラー ミン 11 78.6 4 (28.6) 14

ジャー ト 43 (81.1) 10 ll (20.1 12 20 53

バ ラギ 9 81.1 4 (36.4 ) ll

カテ ィ 3 75.0 3 (75.0) 4

ナーイ 1 (100.0) 1 100.0) 1

チヤマール 31 (96.9) 14 (43.8) 15 32

バル ミキ 9 90.0) 10 (100 .0) 10

新住民 42 97 .7 39 (90 .7) 43

合計 149 88 .7 18 86 (5 1.2) 35 31 11 168

出所)現地調査(2003年12月)により作成

での地下水の汲み上げが地下水の低下が影響しているものと推察される。作付け作物は,主食であ

る小麦とこの地域の料理に多用される食用油の原料であるマスタードである。近郊農村として,野

菜などの生産の増加はみられないが,次に述べるように,都市のミルク需要に対応したミルク生産

に重点が置かれた農業経営となっている。かつての主食であったバージラー,ジョワ-ルは主に飼

料として利用され,またマスタードの搾りかすも飼料の一部として用いられている。

表8は社会集団ごとの家畜の所有状況を示したものである。末所有率をみると,牛と水牛では,

牛の所有は1割の世帯が所有するに過ぎないのに対して,水牛は約半数の世帯で所有されている。

牛はミルクとともに農耕での使用が主な目的である。そのため農地をほとんど所有していないナ-

ィ,チヤマール,バルミキ,新住民の所有はわずかであり,ほとんどが土地を所有しているジャー

トによって所有されている。水牛は搾乳が主目的である。経済的に下位にあるナ-ィ,バルミキの

世帯で水牛の所有はみられなかった。チヤマールの所有世帯の割合は56.2%とかなり高い。しか

し,それでもブラーミン,ジャート,バラギなどの上位カーストに比べればその割合は低く,また

ほとんどが1頭はのみである。

このほかの家畜としては鶏がある。調査時点では,ジャートの1世帯が養鶏業に従事しており,
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コロニーに2棟からなる養鶏場を経営している。飼育数は約5000羽である。 GK村における養鶏

業が始まったのは, 1980年代である。初めは村人ではなく,デリー在住の経営者がGK村の地主

から土地を借りて, 1983年からはじめたのが最初である。それを契機に,村人の中にも養鶏業に

取り組む者があり, 1985年に別の養鶏場を開設した。しかし経営はうまくいかず,翌年の1986年

には養鶏場の経営から手を引いた。その施設をグルガオン市内在住の者が引き継いだが, 1995年

に廃業している。またデリーの経営者の養鶏場も1996年に廃業している。現在,この2つの養鶏

場の施設は使用されていない。このように都市化の影響の一つとして,養鶏業の成立がみられる。

しかし今のところ養鶏業は投機的な色彩が強く,安定した経営とはなっていない。

3.商業

村内の商業活動は,近年,活発になっている。図4と図5は,調査時点で,村内にあった42軒

の店(医院を含む)のうち開店年が判明した39店のデータをまとめたものである。最も古い店は,

旧集落内にあるチヤマールの雑貨店で1973年に開店している。この店は,政府の配給所の指定を

受けている。 1990年代後半までの店舗の開店は低調であるが, 1990年代後半から急激に新しい店

が増えていることがわかる。その分布は,州道24号線に沿って立地している。また集落の地区Bや

新住民が住む地区Cでの立地もみられる。

州道の店は村の住民と共に,村外者を顧客とし,多様な店舗が立地している(図6)。建具屋は,

3軒あり,いずれも集落内の州道24号線沿いに立地している。その経営者は, 3軒のうち2軒が

カティであり,もう1軒はバルミキであった。カティの建具屋は, 1970年代後半から1980年代前

半に開設したのに対して,バルミキの建具屋は1990年と新しい。カティは前述のとおり,大工を

伝統的職業としており,家具製作もその一部として位置づけられる。それに対して,バルミキの伝

統的職業は清掃業である。聞き取りによれば, 1986年まではグルガオンの家具製作工場で働いて

(軒)
12

10

8

i

4

2

0

1111111111111111I1112222
990000
前日88888
23456号::3日は::冒990000
89。123年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年
以

図4GK村における商店の開店年

出所)現地調査(2003年12月)より作成
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いたが,賃金が安いのでITI (工業

訓練校)で家具製作の職業訓練を受

けた後,村で建具屋を開いたとのこ

とであった。

店の経営者をみると,旧住民のす

べてのカーストグループが商業活動

にかかわっている(表9)。、ここで注

目したい点は,他村の出身者が多い

点である。他村には州道接していな

い隣村の住民であったり,グルガオ

ン市内からここで店舗を構えている

ものがいる。



図5　G K村における商店の開店年
出所)現地調査(2003年12月)より作成

■　雑貨店

○　自転車修理屋

☆建具屋

▲　医院

①電気店

②電話

③洋服仕立て店

④理髪店

⑤化粧品店

⑥写真店

固tern

⑧宝石店

図6　G K村における商店の業種
出所)現地調査(2003年12月)より作成
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表9　G K村における店舗と経営者の属性

店舗区分 プラーミンジャー ト バラギ カティ ナーイ チヤマ】ルバル ミキ 他村 不明 合計
雑貨店 2 9 1 4 1 2 19

4建具屋 2 1 1
自転車修理屋 4 蝣1
医院 1 2

蝣1

3

蝣1
2

電気店

電話 l l
洋服仕立て店 l l 蝣)
理髪店 l l ・1
化粧品店 1 1
写真店 1 1
食堂 1

1

1

1宝石店

合計 11 13 4 2
出所) 現地調査 2003年12月) より作成

図7　G K村における工場と生活環境施設
出所)現地調査(2003年12月)より作成

4. I*

村内においては, 3つの種類の工場が確認された。すなわち材木加工業,コンクリート工場,リ

ム工場(車輪の外枠)である。それぞれの工場の位置は,図7で示した通りである。

州道24号線沿いの旧集落から離れたグルガオンよりの地点に材木工場とコンクリート工場が集

中しているエリアがある。このエリアには8つの工場があっまっており,その内容は材木工場が5

社,コンクリート工場が3社である(表10)。これらの工場は1990年代後半から成立している。立

地した材木工場のいくつかはもともとグルガオン市内に工場があった。工場の拡張にあたって,市

内で用地を確保できないために,周辺の農村地域にその用地をもとめた。材木工場で使用する木材

は,ラージャスターン州およびグジヤラート州から運び込まれている。新しい工場用地としてGK
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表10　G K村の工場地区の概要

No .
賃貸料

業 種 開設 年 土 地 所 有 (月あた 従 業 員

L-十
m (Rs.) (A

1 材木加工 199 8 賃 貸 25 00

蝣> 材木加工 2 00 1 賃 貸 ? ?

3 材木加工 2 00 1 賃 貸 15 00

4 材木加工 2 00 2 賃 貸 30 00

5 材木加工 2 00 2 賃 貸 25 00 10

6 コンクリート 199 7 自営 6

7 コンクリート 19 99 自営 1

8 コンクリート 2 0 03 賃 貸 7 00

村が選ばれた理由は,それら産地につ

ながる州道24号線沿線であること,そ

してグルガオン市内に離れていないこ

とである。コンクリート工場では,都

市基盤整備の際に用いられる下水道の

排水管やマンホールが製造されてい

る。

リム工場(車輪の外枠)は,旧集落

に近接した地点に立地している。経営
出所)現地調査　2003年12月)より作成

者は,マハーラーシュトラ州のプ-ネ

に拠点をおく者で,この村の住民と血縁・婚姻関係などのつながりはない。この経営者はプ-ネの

工場で半製品の状態まで製造し,最終的にGK村の工場で製品に仕上げ,グルガオン工業団地内に

ある自動車工場に納品している。この工場がGK村に立地した理由は,納入先の工場に近く借地料

が安いこととインドの税制上の問題を解決するためである。それは,製品を輸送する際,完成品で

あれば高額の通行税がかかるのに対して,半製品であればその税を軽減することができる。そこで

納入先の工場と同じ州にあるGK村に工場を建設したのである。

Ⅴ.　社会・生活環境

1.教育

GK村の教育水準についてインド全体の識字率と比べてみると,大きな違いはみられない(秦

1)。この村には公立学校が, 1961年に開校している。当初は5学年までの初等教育のみであった。

その後,中等教育を併設し,拡張してきた1993年に8学年までを,そして1998年からは現行の

10学年までの教育を行っている。

公立学校の教員は,初等教育の5学年までを担当する教員が5人,中等教育前期の6学年から10

学年までを担当する8人の計13人である。初等教育担当教員は全員女性教員で,男子教員は中等

教育担当のうち2名のみであった。年齢は33歳から54歳で,平均年齢41. 5歳であった。中等教

育担当教員のそれぞれの担当教科は, Hindi (1人), Sanskrit (1人, Social Science (2人),

Science (1人), Drawing (1人)であり,ほとんどの教員は修士の学歴を有している。教員のほ

かに,校長1人,事務員1人,用務員2人で運営されている。

表11は, GK公立学校の学年ごとの在籍者数である。生徒数は男子257人,女子224人の480人

である。第6学年に生徒数が増えるのは, 5学年までの学校しかない隣村の子どもが入学するため

である。人数の多い第8学年は2クラスに分けて授業を行い,他は1学年1クラスの編成である。

1クラスの平均生徒数は43.6人であった。初等教育段階で学年があがるにしたがって,また中等

教育前期の第9学年で急に生徒数が減っているのは,ドロップアウトとともに,後述する私立学校
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表11　公立学校の在枚児童・生徒数

学年 男子 女子 合計

1 26 24 50

豊 …

5

35 18 52
22 16
20 20 40
21 14 35

*

刑
期 13

37 37 74
31 30 61
43 4 1
12 2 1
10 15 25

合計 257 224
出所)ガロリクルド公立学校での聞き
取りによる

表12　GK村の児童の通学学校

公 .私立 学校 教育言語 'fl r- k -t

公

G 1 H nd 42 31 73
G 2 H nd i 1 0 1
G 3 H ind 1 0 1

立 G l H ndi 1 0 1
G 5 H ind 0 1 1
小計 45 32 77

整

P 1 English 4 5 9
P L' English 6 2 8
P 3 English 4 2 6
P 4 English 2 2 4
P 5 English 2 2 4
P 6 English 2 1 3
P 7 Eng lish 2 0 2
P S Eng lish 2 0 2

A P 9 Eng lish 1 1 2
P lo Eng lish 0 1 1
P ll Eng lish 1 0 1
P 12 Eng lish 1 0 1
P 13 Eng lish 0 1 1
P 14 Ensllsh 0 1 1
小計 27 18 45

合計 72 50 122
私立の割合(%) 37.5 36.0 36.9
出所)現地調査(2003年12月)より作成

への転校によるものである。

授業は朝9時から始まり,午前は40分授業を5コマ,午後は35分授業を4コマ行い, 3時30分

に終了する。教室は11の普通教室があり,他に図書室,校庭にはわずかな遊具が設置されている。

男女共学であるが,教室内では男女が別々に座って授業を受けている。同校での問題として,校舎

の面では充実しているが,教室内の環境が不十分であり,とくに生徒数分の机とイスが用意されて

いないことがあげられる。そのため教室では一部の生徒が床に直接座って授業を受けている。また

上位学校-の進学において重要な中等教育前期終了試験の合格率が低いという点も問題点として上

げられている。

表12は, GK村の初等教育段階の子供が通学している学校とそれぞれの通学者数をまとめたも

のである。公立学校5校,私立学校14校-の通学が確認された。このうちGlがGK村にある公

立学校であり, 19の学校のうちでは最も多くの子供が通学している。 Glを除く公立学校への通

学は,親の勤務先に近いなどの理由によるもので,数としては多くない。私立学校については,もっ

とも多いP lで9人でしかないが,全体で私立学校に通学する子供は41人で全体の36. 9%に達

している。教育熱に高まりとして捉えることができる6'o

2.電気

GK村に電気が通じたのは1964年で,早くから電化がなされている。現在,ほぼ全世帯に電気

が通じている。照明やテレビはかなり普及している。また裕福層では,電気冷蔵庫や電気洗濯機を

所有する世帯もある。
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3.水道・下水

かつての飲み水は,井戸水が用いられていた。現在確認できる村内の井戸は, 4箇所である(図

7)。それぞれの井戸ごとに使用するカーストグループが決まっていた。それらの井戸はいずれも,

現在は枯れており,使用されていない。

GK村には,州政府の整備計画により, 1983年に水道が整備されている。旧集落の北はずれに

その施設がある。井戸と30ガロンと60ガロンの貯水タンクそれぞれ1基ずつ設置されている。そ

れら貯水タンクからパイプを通じて集落内-給水がおこなわれている。当初は,地下水を汲み上げ

ていたが,地下水の塩分濃度が高くなり,飲み水として不通となった。そこで, 1989年に脱塩処

理をおこなう施設が整備された。しかし,その施設が十分に運用されなかったことや地下水が十分

確保できなくなったことで,現在はその施設は使用されていない。そして, 1995年からは,近く

を流れる用水路から分水し,その水を利用している。分水は夜間の12時間にわたって行われ,貯

水される。集落への配水は,朝の5時から7時の2時間,夕方の6時から7時の1時間である。 15

馬力と10馬力のポンプで加圧して配水が行われている。配水は各世帯に直接ではなく,村の数箇

所に配水ポイントが設置されているだけである。加圧されているとはいえ,旧集落の中心部の丘の

地区には十分に水が上がらない。そのため各家庭では,配水ポイントに直接ホースをつなぎ,さら

に自家ポンプで圧をかけて汲み上げている。また一部の世帯では,貯水タンクも設置している。

4.道路

村の道路は,その整備状況によって大きく3種類に分けられる。すなわちアスファルト道路,レ

ンガ道路,未舗装道路である。村内のアスファルト道路は,村を南北に縦断するPataudi Roadの

みである。 Pataudi Roadは,対向2車線である。この道は,約50年前に整備され,その後,アス

ファルト化がなされている。

集落内の一部は,レンガで舗装がなされている。集落を取り囲むように配置された外周道路は幅

22フィートのレンガ道路として整備されている。それにつながる旧集落中心部　へ向かって,部分

的に整備がなされているが大部分は依然として未舗装道路である。また民間で開発されたコロニー

の道路はすべて未舗装道路である。

5.寺院

GK村には, 7つの寺院がある。いずれもヒンドゥーの神を祭ったものである。それぞれの寺院

の位置は,図7に示したとおりである。

村内に2箇所(図7内の3と4)あるジヤヤ・シン・バリ(Jaya Singh Bali)の詞は土着の信

仰対象である。ジヤヤ・シン・バリが馬に乗っていた時に,地震が起こり,そのとき大地が裂けて,

彼はその裂け間に落ちてしまった。その後,その裂け間から泉が湧いたという伝説がある。またか

れはヒンドゥーの三大神の一つヴイシュヌの生まれ変わりともされている。そのほかの5つはいず

れもヒンドゥー教の代表的な神を配っている。 1はクリシュナ, 2は女神のドウルガ, 6はハヌマ
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ン,そして5と7はシヴァである。これらの寺院の建設に当たっては,村の住民の全員から寄付を

募り建設されている。

ここで注目したいのは7のシヴァ寺院である。 7は新住民が住むコロニーに2001年に建設され

た寺院である。建設を進めたのは新住民の3人であり,その内一人はブラーミンであった。この3

人が発起人となり, 7人から成る建設委員会を組織した。 7人の委員には指定カースト,後進諸階

級に属する人なども含まれている。 6万7000ルピー建設費の半分は,コロニーの開発を行った開

発業者が寄付し,残りの半分はコロニーに住む住民がその経済力に応じて100ルピーから3000ル

ピーを各世帯が寄付した。なお土地は地主より無償で提供された。

注

1)当初の調査項目として設定したのは,次の5点である1) 1980年代以降の経済の自由化にともなう都市

化.工業化における近郊農村の変容, 2)旧住民の社会・経済的変化, 3)新住民のライフ・ヒストリー, 4)

旧住民の日常行動(Daily path), 5)パンチャーヤットの変化。

2)調査村の選定にあたっては,現地協力研究者であるR.C.Sharma先生に候補地選定を依頼した。依頼の際に,

こちらから要望として出した村の選定条件は,次の通りである。 1)グルガオン郊外で,通勤・通学が30分

から60圏内であること, 2)新住民の流入がみられ,彼ら-の借家経営が行われていること, 3)グルガオン

工業団地内の工場に通勤している新住民が居住していること, 4)女性の就労がみられること, 5)農業経営

が継続していること, 6)上位カーストから下位カーストを含む多様なカーストで構成されている村であるこ

と, 7)村の規模は200世帯(あるいは人口1000人)前後であること。

3) GK村の調査は, 2003年12月8日から12月29日まで実施し,滞宗則,南埜猛,後藤拓也の3名を中心に,日

野正輝,鍬塚賢太郎の両氏の協力を得た。またジヤミアミリア・イスラム大学,ジャワハルラル・ネル-大

学に現地協力大学として調査に協力いただいた。

4)現地の聞き取りによる。

5)インドのセンサスでは,農業(cultivator),農業労働者(agricultural labourer),家内産業(household

industry),その他(other workers)に区分される。農業は農地を所有し営農を行っている者,農業労働者

は賃金で雇用され農業に従事している者,家内産業は自宅あるいは村内において1, 2人の家族で行ってい

るもので大工や各種の製造業のほか医者,商店も含まれる。その他は上記3つのカテゴリーに含まれない者

である。

6) GK村の教育については,南埜(2004)を参照のこと。
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インド農村住民の認知空間の近代化

-グルガオン近郊農村を事例に-

揮　宗則

Modernization of Cognitive Map by Indian Villager

-　A Case Study in a Village in Gurgaon,

Delhi Metropolitan Region, India-

SAWA Munenon

・1二

I.はじめに　　　　　　Ⅲ.農村住民の認知地図

Ⅱ.事例地域の概要　　　Ⅳ.インド農村住民の認知空間の近代化

L　　はじめに

インドの経済自由化以降、開発途上国インドは先進工業国を頂点としたグローバル化した経済圏の中

に組み込まれた。このことはインド農村の「場所怪」にどのような影響を及ぼしたのであろうか。農村

住民の認知地図を分析することにより明らかにしたい。

本稿では、1980年代の経済自由化以降のインド農村の変化を、経済のグローバリゼーションによる空

間の再編成の一環ととらえる。一般に、グローバリゼーションとは、空間と時間の圧縮からもたらされ

る現象を指す。輸送機関の高速化と近年のIT(情報技術)を始めとするコミュニケーションテクノロジー

の発達によって「時間と空間の圧縮」 (Harvey, D.1989)が加速度的に進む。その結果、ローカルな事

象が遠隔地の事象と結びつくことにより、ローカルな文脈から切り離される「脱領域化」が進むとされ

る。これはローカルな存在を「同一化」、等質化、標準化させる原動力となる。しかしながらその一方で

「脱領域化」や「同一化」に対抗して、同時に「再領域化」や「差異化」が生じる。グローバリゼーショ

ンはこのような「脱領域化」と「再領域化」、また「同一化」と「差異化」のせめぎ合いをもたらす。こ

のようなせめぎ合いは、ナショナルなレベルにのみ存在するのではなく、リージョナルスケールやロー

カルスケールなど各空間スケールにおいても生じると考えられる。

本稿では、グローバリゼーションが、空間の再編成をもたらす中での開発途上国インド農村の「場所

性」に与えた影響を考察するが、特に、ローカルな存在の農村空間が近代化されることにより「脱領域

化」かつ「再領域化」される過程を認知地図の分析を通じて分析する。この分析において本稿では「近

代化」の概念をギデンズの理論を援用する。 Giddens(1990)によれば、グローバル化とは、 「ある場所で

生じる事象が、はるか遠く離れたところで生じた事件によって方向づけられたり、逆に、ある場所
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で生じた事件がはるか遠く離れた場所で生ずる事象を方向づけていくというかたちで、遠く隔たっ

た地域を相互に結びつけていく、そうした世界規模の社会関係が強まっていくこと」とされている。

この近代化のダイナニズムの源泉には以下の3つがある。まず1つ目に、時間と空間の分離-時空

間が無限に拡大することがある。 2つ目に、社会システムの「脱埋め込み」が生じることである。

これは社会関係を相互行為のローカルな脈絡から「引き離し」、時空間の無限の拡がりのなかに再

構築することでもある。 2つ目は1つ日を前提とすると同時に1つ目を促進する。最後に3つ目と

して、社会関係の再帰的秩序化と再秩序化(再帰性)をもたらすことがあげられる。上記の中で、

特に2つ目の「脱埋め込み」がローカルな存在である開発途上国の農村空間の変化を考える際には

不可欠の要素となる。つまり、 「脱埋め込み」によって、ローカルな脈絡に結びつけられていた時

間と空間を切り離し、それを無限の広がりのなかに再構築するのである。しかし、これは同時に、

再埋め込み「脱埋め込みを達成した社会関係が、 (いかにローカルな、あるいは一時的なかたちの

ものであっても)時間的、空間的に限定された状況のなかで、再度充当利用されたり、作り直され

ていくこと」のである。これらの過程の中で、ローカルな農村空間が「脱領域化」かつ「再領域化」

されるのである。本稿ではその両者のプロセスを都市近郊の農村住民の認知地図に中に読み解いて

ゆく。なお、本稿のようにローカルな存在からグローバリゼーションを見ることには、いくつかの

意義がある。 1つは、グローバル化がローカルな存在を一方的に規定するのではないことを示すこ

とが出来る点にある。 2つ目には、グローバル化の本質やパラドックスはもっとも下位の空間ス

ケールに表れやすいからである。つまり、開発途上国の農村の実証研究を通じてグローバル化の隠

れた本質が浮き彫りにされるのである。

本稿では、 1980年代の経済自由化以降のインド農村の「脱領域化」と「再領域化」の過程を実証的に

考察する。農村空間の近代化の過程の中で、ギデンズのいう社会関係の再帰性をみることにより、ロー

カルな土地資源の意味(「場所怪」)がどのように破壊されながら再生産されるのか、つまりグローバル

化は意味の書き換えをどのように行ったのかについても考察する。

本稿では、ローカルな空間である農村がグローバルな空間に組み込まれる過程を、経済自由化以降急

速に発展したグルガオンに近接する農村を事例に分析する。以上の課題を検討するために、ハリヤーナ-

州のグルガオン市郊外の1農村・GK村を事例に実証研究を行う。 2003年12月に現地調査を行った。

Ⅱ.事例地域の概要

1.グルガオン市の概要

グルガオン(Gurgaon)市の人口は173,542人(2001年国勢調査)である。デ) -の南西の郊外に位

置し、インディラガンジー国際空港にも近く、事実上デリー大都市圏の都市経済の一部となっている。グ

ルガオンの工業団地は, 1970年代から開発が始められ(大内, 1989),スズキとの日印合弁企業の自動

車製造会社・マルチウドヨグ(Maruti Udyog)、ホンダとのE脚合弁企業の二輪車製造会社・ヒーロー
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ホンダ(Hero Honda)の組み立て工場および下請け企業が立地する。郊外にはハイテク・テクノ

ロジー・パークもある。アメリカ企業のバックオフィスも多く立地する。他には時計、スポーツ用

品、化学物質、医薬品、綿糸、ゴム製品が製造され、農産物の加工も行われている。現在は、デリー

郊外の高級住宅地として高層住宅などが増加するとともに、映画館なども備えた大規模ショッピン

グコンプレックスも増加している。工業生産とサービス業と商業とも活発に行われている。このよ

うな都市化と工業化は、周辺農地を飲み込む形で拡大している。

2.事例村落GK村の概要

GK村は,ハリヤーナ-州グルガオン県グルガオン郡に属し、グルガオン市中心部から南西のパタウ

デイ(Pataudi)へ延びる地方主要道路である州道24号線(Pataudi Road)の沿線にある。州道24号

線は公営バスが通じる。またオートリキシャ,乗り合いタクシーを利用する者も多い。グルガオン中心

部からオートリキシャを利用すると15分でGK村に着く。

GK村は,大きく3つの地区に分けられる。すなわち,もともとの集落の地区,もともとの集落が

拡大した地区,そしてコロニー(colony)と呼ばれる新住民が集住する地区である(図1)。ジャーティグ

ループは,それぞれのグループごとに集住する傾向が強く,住み分け(segregation)がみられる1960

年代に村の整備事業がおこなわれ,もともとの集落の地区を取り巻くように幅22フィートの外周道路が

建設された。さらにそれまで住居がなかった州道24号線の東側にも外周道路が設置された。この外周道

路の整備後,住民はそれら外周道路沿いに新居を建てている。新住民の多くは,旧集落から離れたコロ

ニーに住んでいる。なお、事例村の初等教育と社会階層との関連については、南埜(2004)を参照のこと。

市内の中心部は旧市街地であり、Sadar Streetと呼ばれるバザールがあり、夕方には生鮮食料品を買

い求める者で混雑する。バスセンターや役所などの行政機関が立地する政治的中心でもあり、ハヌマン

を配るヒンドゥーの大寺院もある。一方、旧市街から離れて位置する国道8号線は、混雑したグル

ガオン市街地を迂回するバイパスとして建設され、その沿線にはデリー-自家用車で通勤するエ

リート層の高級・高層住宅や映画館なども備えた大規模ショッピングコンプレックスが立ち並んで

いる。つまり、グルガオン市の地域構造は、経済自由化以降登場した新中間層の生活空間である国

道バイパス沿いの郊外のショッピングモ「ルおよび高層住宅と、それ以外の大多数の住民の生活空

間である旧市内のバザールとローカルバスルートに大きく2つにわかれ、かつその2つの生活空間

には重複はなく、近距離に位置するものの、生活空間としては分断しているという特徴を有してい

る。

Ⅲ.農村住民の認知地図

本章では、事例農村住民のグルガオン市内および居住村の認知地図の分析を通じて、認知空間の広が

りと、何がランドマークとして措かれるかを見ることにより、彼ら/彼女らの「場所」の意味を考える。
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事例農村の住民を住宅の所有形態と社会階層により以下の3つの類型、旧住民(農家)、旧住民(新

中間層)、新住民(持ち家層)に大きく区分する。

1.旧住民(大地主居)の認知空間

GK村の大地主層を事例とする。 3世代同居世代で、祖父(70歳)はかつて村のサルパンチを勤め、事

例村落の有力なリーダー層である。農耕カーストで事例村における最大のジャーティグループであるJat

に属している。農業経営は長男が統括している。 3世代それぞれから祖父、長男の妻(45歳)、孫(17

図1　GK村の測量地図

出所)現地調査(2003年12月)による
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歳男子学生)、孫(女子大学生)の4名の認知地図を分析する。

祖父(70歳)の描いた村の地図(図2)は、現地調査において測量機材を用いて作成した村の地図(図

1)と比べ、方位の記述はないものの、集落全体をほぼ正確に措いていることに大きな特徴がある。

集落の骨格を形どる主要道である州道と外周道路から描き始め、その後集落内の街路を細かく措い

た。またランドマークとして自宅と寺院・両といった宗教施設を措いた。このことから、彼は集落

の全体像および詳細を把握しており、宗教施設が重要な意味を持っていることが分かる。かつての

サルパンチとして、集落全体を正確に熟知していることが分かる。彼らにとって,寺院・詞は特に

重要な「場所」である。

次に、長男の妻(45歳)の措いた村の地図(図3)は、自宅の周辺を詳細に措くものの、集落

の全体像は描かれていないという特徴を有する。集落の中心を走る州道と自宅から描き始め、その

後日用品を買う店舗や親戚宅、所有する畑、寺を描いた。日常的生活空間は自宅・店舗・親戚宅・

畑という場所に限定され、集落全体には広がっていないことが分かる0

孫(17歳男子学生)の描いた村の地図(図4)は、祖父の措いた地図同様、測量により正確に作成さ

れた地図(図1)にかなり近似している。定規を使って直線道路を措いている。集落の全体像をほぼ網

羅して措き、ランドマークとして自宅や宗教施設を措いている。祖父の地図と異なるのは、自らが通学

した学校を描いている点である。
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最後に、孫(女子大学生)の描いた村の地図(図5)は、彼女の母親の描いた図3と近似し、州

道、自宅、店舗、学校、寺院を描いている。母親の地図と異なる点は、畑仕事をしないので畑を措

かなかった点と、かつて通学していた学校を措いた点である。同じく彼女の描いたグルガオン市内

の地団(図6)には、現在通学する大学と旧市街にある商店街(Sadar Street)および通学時に

利用するローカルバスのルートでもある州道だけが描かれている。

この事例では、認知空間の違いは年齢層よりもジェンダーによる違いが極めて大きいことが分か

る。これは、 「パルダ」と呼ばれる女性を家族以外の男性の目から遮断する社会慣習が女性の外出

行動を厳しく制約しているといえる。この女子学生の場合は、通学以外の外出行動は厳しく制約さ

れ、郊外型ショッピングモールは特に「危険な場所」として単独あるいは女性だけで行くことは厳

禁とされている。このような「危険な場所」に行く時には、父親や叔父ら年長の男性と同伴で行く

ことが義務づけられる。男子学生に関しては、このような制約はない。また、旧市内のバザールで

買い物をするのも父親の仕事とされ、妻も買い物は日用品を村内の店舗ですませるのが通例である。

「パルダ」はインドの中でも北西部で強い影響を有しているといわれ、事例村落でも女性に対して

大きな影響力・制約となっていることがわかる。

2.旧住民(新中間層)の認知空間

「パルダ」は事例村落の女性において大きな影響力・制約を有していることが分かったが、すべ

ての村の女性に等しく影響を与えているのだろうか?そこで、事例村落の新中間層の女性の描いた

認知地図を事例とする。新中間層で自家用車(マルチ8000)を運転し通学する娘(22歳大学生)を

ローカルバスで通学する前述の大地主層の孫(女子大学生)と比較する。両者ともグルガオン市内

の大学に通学する女子大生である。彼女の描いたグルガオン市内の認知地団(図7)は旧市街に位

置する大学、バスセンター以外に、バイパス沿いのショッピングモールが詳細に措かれている。ま

たバスルート以外の旧市街・郊外も広範囲で措かれ、自動車を運転することで認知空間が広がって

いることを示す。また、欧米のファッションや音楽に興味のある彼女は郊外のショッピングモール

を日常的に利用し、旧市街のバザールはあまり行かない。映画も同じ映画を旧市街、郊外とも上映

するが、彼女は値段は高いものの音響施設が整った郊外型ショッピングモール内の映画館で見るこ

とにしている。村の認知地図(図8)は大地主層の孫(女子大学生)の措いたものとあまり違いは

認められず、村内では自宅周辺にのみ生活空間が広がっていることを示している。また寺が措かれ

るが,あくまでもランドマークとして描かれているに過ぎない。

このように、女性の外出行動を制約する「パルダ」は、少なくとも新中間層の大学生の年代において

は、あまり制約とならないことが確かめられた。
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3.新住民(持ち家居)の認知空間

事例村落の集落から離れたところに立地する新住民用のコロニーに妻子と弟と居住する工場労働

者の認知地図を分析する。グルガオンのバイパス沿いに立地する自動車部品工場に常勤労働者とし

てバイクで通勤している男性である。彼の措いた村の地図(図9)は、自宅のあるコロニーのみが

措かれており、旧住民が多く居住する集落は全く描かれていない。そこには、自宅と格子状の規格

化された道路が措かれるのと同時に、寺院も描かれている。道路の名前も固有名詞ではなく、 「16

フィート道路」と道路の幅で示されている。このように集落から離れ新規造成された住宅団地では、

従来からの集落とは同じ村内とはいえ交流も少なく、生活空間も分離されていることがわかる。持

ち家層がほとんどであるこのコロニーでは新住民により新たに寺院も建設され、彼らにとって不可

欠な重要な「場所」でありランドマークとなっている。グルガオン市内を描いた図10では、自宅

と勤務先の工場の間の通勤経路と、帰宅途中で立ち寄る店舗が描かれるに過ぎず、旧市内のバザー

ルや郊外のショッピングモールも彼らの生活空間とはなっていないことが分かる。

このように、旧住民とは異なり居住年数の短い新住民は自宅、勤務先、最寄り店舗、通勤移動経

路を措くが、そこから周辺地域に認知空間が広がっていないことが分かる。しかし、その一方、持

ち家層の彼らはコロニーに寺院を新たに建立し、重要な「場所」となっており、コロニーが彼らの

新たな「故郷」となりうる可能性をもっている。

Ⅳ.　インド農村住民の認知空間の近代化

事例農村住民の認知空間の差異に関して、以下3つの要因が確認できた。最初は、ジェンダーに

よる認知空間の差異である。まず主婦層は、日常的な買い物は村内の店舗や行商人を通じて行い、

市内に出かけることが少なく、認知空間がきわめて狭い。次に、女子学生(大地主層)では、通学

以外には両親に外出を制限されるので、認知空間は男子学生より狭い。特に郊外のショッピング

モールは「危険な場所」として厳しく制限されている。このようなパルダー(女性隔離)は、成熟

した女性は家にとどまるべきであり、男性の目に触れるべきではないという「伝統」であるが、これは

経済的な権力層でありかつ「伝統」の保持者でもある大地主層においては特に厳格なものとなって

m*

第2に、経済格差による認知空間の分離である。女子大生においても新中間層は大地主層の女子

大生とは対照的にグルガオン市郊外のショッピングモールや自家用車で利用するバイパスを中心に

認知空間が広がる。それ以外の大多数の農村の旧住民はバスルートと市内のバザールを核とした認

知空間が広がる。

第3に、新・旧住民間の認知空間の分離である。集落から離れて立地したコロニーに自宅を建設

し居住する新住民の認知空間は、同じ村内であるが旧住民が多く居住する集落は含まれず、新・旧

住民の認知空間が分断され、両者の社会的繋がりも希薄である。彼らの居住する新しいコロニーの
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認知地図に描かれた道路には固有名称がなく、まだここは彼らにとっての「場所」とはなっていな

いことを示している。しかし、新たな寺院の建設過程を通じて彼らの「場所」の創造を行い、これ

は彼らの新たな「故郷」を創出する契機となる可能性がある。

本稿では、グルガオン近郊の農村住民の描いた村落と市内の認知地図を分析することにより、彼

らの認知空間がどのように近代化していくのかの過程を見てきた。空間が近代化される際には、

ローカルな文脈の中で固有な意味を持ち様々な記憶が重層した「場所」から、上位の空間スケール

における資本家にとっての経済的価値で評価される「空間」へと転換が行われる。土地から記憶や

伝統の詰まった「場所」が剥ぎ取られ、経済的合理性で価値づけられた「空間」として評価され、

順序づけられる。その過程では、土地は地価で評価されるもの、つまり普遍的価値による評価体系

に組み込まれるわけだが、その一方その過程に寺院の建立などローカルに国有な様式も認められ、

新たなローカルな「場所」の創造も同時に行われている。このような過程の中で、インド農村の空

間が「脱領域化」かつ「再領域化」している。
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インド農村における初等教育の現状

-デリー首都圏内近郊農村の事例-

1.はじめに

1)問題の所在

インドでは、経済自由化後の急速な都市化・

工業化の進展のもと、労働市場が拡大し、その

就職において学歴のもつ意味が大きくなってい

る。このことは、これまで職業の重要な規定要

因が、生まれ(ジャーティ)をベースとする

カーストであったインド社会において、その社

会構造を大きく変革させる誘引になるものと考

えられる。

最近の研究では、インドで受験競争がます

ます激化しており、一流大学や人気学部-の入

学は年々難しくなってきていることが指摘され

ている。インドの大部分の大学には入学試験が

なく、後期中等教育修了試験(第12学年修了

時)の成績によって、入学の可否が決定され

る。ネル-大学をはじめとする国立大学やイン

ド工科大学(IIT)などの一流大学-の出願の

ボーダーラインは、年々高くなってきており、

100点満点中75点以上でなければ出願ができ

ず、 80点以上でなければ合格が難しいとされ

ている(モトワニ, 1998)。押川(1998)によ

ると、デリー州において中央中等教育ボード

(Central Board of Secondary Education)が

実施1)した後期中等教育修了試験の合格率は、

公立学校が68. 3%に過ぎなかったのに対して、

私立学校では83.7%であった。さらに成績上

位者は私立学校に集中しており、先の一流大学

出願のボーダーラインとされる75点以上の8

割以上は私立学校の生徒が占めていた。このよ

うに、私立学校出身者と公立学校出身者の間に

明らかに学力格差が生じている。また、 Singh

and Sridhar(2002)は、ウッタル・プラデー

南埜　猛

シュ州での私立学校と公立学校を比較し、教師

と生徒の比率や学校設備などの教育環境におい

て私立学校が恵まれていることを明らかにして

いる。

農村地域では、公立学校の整備さえも遅れ

がちで、私立学校の立地も限られていた。しか

し都市が拡大することで、都市近郊に私立学校

が立地し、近郊農村の住民にとっても学校選択

の幅が拡大している。また都市化や工業団地の

立地に伴う就業機会の増加を受けて、親の教育

-の関心も高まっているものと考えられる。そ

こで、南埜(2003)では、近郊農村における教

育の実態を、デリー南東郊外のノイダ工業団地

に隣接する農村R村での現地調査(1997 - 98年

調査)に基づいて検討した。その結果、次の4

点を明らかにしている。 ①20歳以上の成人世

代では、男女間、カースト間で、より顕著な教

育の格差が存在すること、 ②学童世代では、ほ

ぼ全員が学校に在籍しており、教育を受けるこ

との一般化が進んでいること、③公立学校と私

立学校の教育環境には大きな格差があり、より
良い教育環境を求めて、公立学校から私立学校

-と移動するなど教育熱の高まりがみられるこ

と、 ④学童世代においても、男女間あるいは

カースト間で、教育の格差は存在するが、女子

あるいはカースト社会において下位に位置づけ

られるカースト・グループの子供に対しても、

制度的にはより良い教育環境の提供は開かれて

おり、その一部の子供は、私立学校で教育を受

けていることが確認された。

本稿は、これらの先行研究を踏まえ、同じ

くデリー首都圏の南西郊外の農村を取り上

げ、公立学校と私立学校の学校選択に注目
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し、その教育の現状を明らかにすることを目

的とする。具体的には、近郊農村の住民が、

その子供に対してどのような教育を与えてい

るのかを、親の学歴・家庭の経済力(収入) l

カーストの3点を指標に、学校選択の差異を

考察し、そこにインド社会を特徴づけている

カースト間や、あるいはジェンダー間・経済

力間・学歴間での違いや格差の有無を検討し

た。

2)研究の方法

事例農村として取り上げたGK村は、ハリ

ヤーナ-州グルガオン県に属する。国勢調査に

よると、 2001年現在、 GK村は世帯数280、人口

は1,698人(男927人、女771人;推定)である

(第1表)。現地調査は、 2003年12月に実施し

た。調査内容は、調査票を利用した標本調査と

教育に関するインテンシブな聞き取り調査の2

つに分けられる。標本調査世帯のサンプリング

には、 2003年1月1日時点で作成された選挙

人名簿(有権者数:1147人)を用いた。名簿に

記載された選挙人を、村長ならびに元村長にそ

れぞれのカーストの同定を依頼し、その結果、

ブラーミン、ジャート(以上、一般カースト)、

バラギ、カティ、ナ-イ(以上、後進諸階級)、

チャマール、バルミキ(以上、指定カースト)

の7つのカーストと新住民の社会集団が確認さ

れ、それぞれの人口比が得られた(第2表)。そ

の人口比ならびに集落全体に分布するように標

本世帯を選定した。最終的には、村全体の約6

割に当たる168世帯を対象に標本調査を実施し

た。調査票には、カースト、性別、年齢、職業

などの基本指標に加えて、就学中の子供に対し

て、その通学している学校に関する項目(学校

名、使用言語、所在地)を加えた。さらに標本

調査によって確認された公立・私立学校-の聞

き取り調査を実施した。

本稿での分析では、標本世帯168世帯の内、

18歳未満で、学歴が初等教育に相当する(第

1学年から第5学年)児童を対象とする。対象

第1表　GK村の人口動向と識字率の推移

午 19 7 1年 198 1年 199 1年 20 01年 荘1

世 帯数 (戸 ) 134 173 2 33 2 80

人 口 (人 ) 男

女

合 計

495 6 03 80 2 9 27

45 1 5 32 680 771
946 1,135 1,482 1,698

A S 盛 to 藍 i ft ) it 2

人口増加率 (インド) (% )

12 0.0 156 .7 179.5

12 4.7 154 .4 18 7.4
指 定 カ ース ト (人 ) 男

女

合 計

16 7 190 233 284

146 162 2 16 243

3 13 352 4 49 527

指 定 部 族 (人 ) 男

女

合 計

0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0

識 字 率 (% ) 男

女

坐

49 .5 7 1. 1 68.6 72 .6

16 .6 32.9 4 1.2 56.2

33 .8 53.2 56.0 6 5. 1

29 .5 4 3.7 52.2 6 2.0一戦字率 (イン ド) (% )

注 1 :推定値
注2 : 1971年の値を100とする
出所) District Census Handbook各年度版, GOI (2003) , Census of India

ホ-ムペ-ジより作成

児童は、 69世帯の122名である。その内訳は、

男子72名、女子が50名であった。

2.事例調査村の概要
1)位置

グルガオンは、デリーの衛星都市であり、

デリーの中心部から南西に20-30km圏にあ

る。周辺には、インディラ・ガンディ国際空

港があり、またデリーから延びる国道8号線

に沿ってスズキ自動車との合弁会社であるマ

ルチ・ウドヨグ社や二輪バイクのヒーローe

ホンダ社などが立地する工業団地が開発され

ている。また近年ではIT関係のオフィスの立

地も進んでいる。

事例農村であるGK村は、グルガオン市の

中心部から南西6 kmに位置し、グルガオン市

とは地方主要道路である州道24号線で結ばれ

ている。またGK村は、前述のグルガオンの工

業団地に隣接している。しかし土地利用計画

においてGK村周辺は農用地となっている。調

査時点において、集落周辺にはまだ農地が広

がっており農村景観をとどめていた。ただ

し、すでにハリヤーナ-都市開発公社

(Haryana Urban Development Authority)に

よって、開発のための土地測量が2003年に実
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第2表　GK村のカーストと標本世帯の概要

カ ー ス ト名 伝 統 的職 業
行政 上 の

位 置 注1

サンプル
世帯数
(戸)

男 女 合計

(人) (人) (人)

鵠 許 芝芸語 雷

(% ) 霊 )2

プ ラー ミン 僧 侶 G ene ra l 14 54 41 9 5 9 .1 10.9
ジャー ト 農 耕 . 地 主 G en er a l 5 3 18 3 16 2 34 5 33 .2 40.6
バ ラ ギ 僧 侶 O .B .C ll 33 26 5 9 5. 7 6.4
カ テ ィ 大 工 0.B .C . 4 14 13 2 7 2.6 1.8
ナー イ 理 髪 業 0 .B .C . 1 2 2 4 0.4 0.6
チ ヤマ ール 皮革加 工 .農業労働者 s.c . 32 Ill 98 20 9 2 0. 1 28 .9
バル ミキ 清掃 s .c . 10 4 1 3 2 7 3 7.0 4 .4
旧住 民合 計 125 438 3 74 8 12 78.2 9 3.6
新 住 民 43 12 1 106 22 7 2 1.9
合 計 168 559 480 1.03 9 100 100
注1 :General (一般) , 0.B.C. (後進諸階級) , s.c. (指定カースト)

注2 :不明を除く

出所)現地調査(2003年12月)および選挙人名辞より作成

施されており、近い将来、農地は工業用地な

どの都市的土地利用-の転換が予定されてい

る。

2)集落と社会構成

国勢調査によると、 1971年以降の人口の動

向は、インド全体の平均とほぼ同じ増加率を示

している(第1表)。この点では、都市化の影

響はあまりないと判断される。しかし近年では

多くの新住民の流入がみられる。

村の中の集落は、旧集落と2つのコロニー

の3つの地区に分けられる。 2つのコロニーに

はそれぞれ学校と`養鶏場が隣接しており、ここ

では便宜的にコロニー(学校)、コロニー(秦

鶏場)と表記する(第1図)。コロニーは、地

主によりスポット的に宅地開発されたもので、

それぞれ20から30軒ほどのプロットからな

る。これらコロニーに多くの新住民が流入して

いる。

旧住民は前述のとおり、 7つのカースト・グ

ループからなる。第2表で示したカーストの順

序は、現地の調査協力者とともに判断したカー

ストランキングにもとづいたものである。カー

ストランキングのトップにくるのは、僧侶を伝

統的な職業とするブラーミンである。ただし、

村の中には僧侶を本職とする者はおらず、地主

や工場労働者、公務員(軍隊,警察)などの職

についている。次は、北部インドに広く分布す

る農耕・地主カーストのジャートである。

ジャートは、村の人口の4割を占め、また経

済・政治上の有力なカーストであり、この村の

ドミナント・カーストに位置づけられる。ブ

ラーミンとジャートの2つのカースト・グルー

プは、行政上、一般カースト(General)とさ

れる.以下に述べる指定カースト(s.c.)や後

進諸階級(0.B.C)になされている各種の補助や

留保の対象にはならない。一方、社会・経済的

に低位におかれ、留保制度などが適用される指

定カーストに指定されているのがチヤマールと

バルミキのカースト・グループであり、指定

カーストは村全体の3割を占めている。この他

に、一般カーストと指定カーストの中間に位置

づけられる後進諸階級のバラギ、カティ、ナ-

イの3つのカースト・グループがある.

第1図は、それぞれの社会集団ごとにその

居住を示したものである。 7つのカースト・グ

ループで構成される旧住民は、旧集落のみに居

住し、それぞれのカーストごとの住み分けの傾

向がみいだせる。また旧住民でコロニーに住ん

でいるものはいなかった。一方、新住民の大部
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第1図　GK村のカースト別居住形態

分は2つのコロニーに住んでおり、旧集落での

居住はそれほど多くない。またコロニーでは大

部分が持ち家で、借家の割合は小さく、一方旧

集落に住む新住民はすべて借家であった。

3.学校の立地

1)教育制度

インドでは、教育は州政府の所管であり、州

によって教育制度は異なる。現在では、初等教

育(5年)、前期中等教育(5年)、後期中等教

育(2年)という編成に統一されつつある。 GK

村が属するハリヤーナ-州も、基本的には、こ

の編成である。

初等教育は5歳から始まる。中等教育は3

つの段階に分かれ、第6学年から第8学年、第

9学年と10学年(以上、前期)、そして第11学

年と第12学年(以上、後期)である。第10学

年と第12学年修了時に修了試験が課せられ、そ

の結果は進学・就職に大きな意味をもつ。

インド全体の識字率は急激に高くなってい

る。 GK村の識字率は、インド全体と比べて、高

い値で推移してきた(第1表)。 19、71年では

33.8%であったのが、、 2001年には65. 1%にま

で上昇している。いぜんとして、男女間の格差

はあるものの、女性の識字率も50%を超えて

いる。このような識字率の向上は、教育の普及

の成果であるといえよう。

2)公立学校

GK村には初等教育と前期中等教育(第10学

年まで)をカバーする公立学校がある。 GK村に

公立学校が設立したのは1961年である。当初

は第5学年までであった。その後、 1993年に第

8学年まで、そして1998年に第10学年までと、
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しだいに学校規模を拡張してきた。

調査時点では、第1学年から第5学年までの

初等教育が、各学年1クラスずつの計5クラ

ス、児童数は215人(うち男子123人、女子92

人)であった。最も多いクラスは第2学年の52

人、反対に最も少ないクラスは第3学年の38人

である。第6学年から第10学年の中等教育に

おいては、第8学年のみ2クラスで編成され、

その他の学年は1クラスであった。在学生徒数

は、 265人(うち男子133人、女子132人)で

ある。初等・中等教育あわせて、 480人の児童・

生徒が学んでいる。このような初等・中等教育

の複合学校はインドでは一般的であり、この形

態は私立学校でも同様である。初等教育の児童

の大部分はGK村の子供である。中等教育の生

徒は、GK村に加えて隣村からの子供が通学して

いる。

教員スタッフは、全員で13人(男性教員2

人、女性教員11人)である。そのうち5人が

初等教育担当で、残りの8人が中等教育担当で

ある。初等教育ではクラス担任制で、それぞれ

の教員が1学年ずつを担当している。中等教育

は教科担任制であり、それぞれの担当は自然科

学(Science) 1人、人文・社会科学(Social

Study) 3人、数学(Mathematics) 1人、国語

(Hindi) 1人、古典(Sanskrit) 1人、美術

(Drawing) 1人であった。

3)私立学校

標本調査の回答から得られた私立学校は、全

部で22校であった。以下の分析では、そのう

ち初等教育に該当する児童が通学している14

校を対象とするが、ここでは私立学校全体の特

徴を押さえることにしたい。私立学校で共通し

ていることは、すべて英語を教育言語としてい

ることである。それは公立学校がヒンディ一語

で教育していることと対照的である。GK村の子

供が通学している私立学校は、村内に3校ある

が、その他はグルガオン市内など村から数キロ

離れたところにある。そのため、子供たちは各

学校が用意したスクールバスを利用し通学して

いる。私立学校の特徴として、多くが保育園・

幼稚園を併設しており、また対象学年を確認し

た8校中4校が12学年までを対象としていた。

私立学校の規模や授業料については、ばらつ

きが大きい。授業料は学年があがるにしたがっ

て高額になる。第1学年は最低でも月額150ル

ピー2)で、 500ルピー前後のところが多い。比

較的施設の整った私立学校を例にすると、第1

学年から第5学年までの授業料は600ルピーで

ある。それに加えて、入学試験料600ルピー、

入学金1, 000ルピー、保健関係費400ルピーが

必要である。学年末の試験には試験料が加わ

り、さらにスクールバスを利用する場合は距離

に応じて月300-525ルピーのバス代がかか

る。このほかに、学校指定の制服や教具の購入

費が必要であり、無償でかつ種々の援助がある

公立学校に比べると、親の負担はかなり大きい

といえよう。

4.学校選択と児童の属性

1)考察対象児童の概要

考察の対象である122名の児童の学年と年齢

の関係を整理したのが、第3表である。初等教

育がはじまるのは5歳児からであり、 12月に

調査したことから、第1学年の児童の年齢は5

歳か6歳となる。この表が示すように、かなり

の落第生がいることが分かる3)。 15歳で第5学

年というのは、第5学年でドロップアウトし

て、その後の教育は受けていないことを示して

いる。

第4表は、 122人の児童の通学学校について

整理したものである。公立学校(以下、単に公

立と示す)が5校、私立学校(以下、単に私立

と示す)が14校の計19校に通学していること

がデータとして得られた。 122人のうち公立に

通学している児童が77人、私立は45人である。

公立のうち、大部分はGlに通学している。こ

のGlというのは、前述したGK村にある公立で

ある。この他の公立-の通学の数はそれぞれ1
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第3表　初等学校の生徒の年齢と学年の関係

(人)

年 齢 第 1 学 年 第 2 学 年 第 3 学 年 第 4 学 年 第 5 学 年 合 計

5

6

7

8 2 1

10 ( 3 )

2 0 ( 8 )

18 ( 9 )

2 1 ( 10

9

1 0

1 5 6 )

1 91 ( 0 ) 2 ( 1) 6 ( 1 )

l l 1 ( 1) 3 ( 1 ) 5 ( 1) 9 3

1 2 1 ( 1) 2 ( 0 ) 1 ( 1 ) 3 ( 0 ) 7 2

1 3

1 4

1 5

1 ( V k n

0 0

2 02 0 )
合 計 3 2 (l l) 2 7 ( 14 ) 2 7 ( 8 ) 1 8 (10 ) 18 ( 7 ) 12 2 (5 0 )

注: ( )内は女子の教, E≡≡≡≡国　は各学年の標準年齢を示す
出所)現地調査(2003年12月)より作成

人と少なく、通学理由も親の勤務地との関係な

どの理由によるものである。Gl以外の公立の立

地は、駅のあるガリ・パルスル(Garhi Harsaru)

に1校、グルガオンに3校である。

一方、私立は、 Pl、 P3、 P12が村内に立地

した私立である。最も多い9人からP10-P15

の1人と特に特定の学校-の集中はみられな

い。

先に述べたように、私立はかなりの費用が

かかり、親の経済的負担も大きい。それにもか

かわらず、このように多くの児童が私立に通学

している。それは、村周辺に私立が多く立地し

ていることや各私立がスクールバスを用意する

など通学圏が広がったこともさることながら、

GK村内において教育熱が高まっていることの

反映ととらえることができる。

2)学校選択と学歴・経済力・カーストとの関

係

私立の中には、その学校規模や施設の整備

状況など、一口に私立といっても、かなりのば

らつきがある。しかし、私立である以上、親の

経済的負担が必要あり、その点で親がその子供

を公立に行かせるか、私立に行かせるかの意思

決定には大きな差や意味があると考える。そこ

で、本研究では、公立と私立の2区分のみで、

以下の考察を行なうことにする。分析において

第4表　GK村児童の通学学校とその生徒数

(人)
公 . 私 立 学 校 教 育 音 符 男 子 女 子 合 計

公

G 1 H i n d i 4 2 3 1 7 3

G 2 H i n d i 1 0 1

G 3 H i n d i 1 0 1
立 G 4 H i n d i 1 0 1

G 5 H i n d i 0 1 1

小 計 4 5 3 2 7 7

私

⊥

P 1 E n g l i s h 4 5 9

P 2 E n g l i s h 6 2 8

P 3 E n g l i s h 4 2 6

P 4 E n g l i s h 2 2 4

P 5 E n g l i s h 2 2 4

P 6 E n g l i s h 2 1 3

P 7 E n g l i s h 2 0 2

P 8 E n g l i s h 2 0 2
上と P 9 E n g l i s h 1 1 2

P l o E n g l i s h 0 1 1

P l l E n g l i s h 1 0 1

P 1 2 E n g l i s h 1 0 1

P 1 3 E n g l i s h 0 1 1

P 1 4 E n g l 主sh 0 1 1

小 計 2 7 1 8 4 5

合 計 7 2 5 0 1 2 2
私 立 の 割 合 (% ) 3 7 . 5 3 6 .0 36 . 9

出所)境地調査(2003年12月)より作成

は、公立・私立の学校選択と親の学歴・経済力・

カーストの3点とのかかわりを、特に私立の割

合に注目して考察を行なう。なお、ナ-イは、

もともと世帯数が少なく、標本調査世帯に該当

する児童がいなかったことから、以下の考察で

は取り扱わない。

第5表は、学校と親の学歴について整理し

たものである。両親の学歴で、まず特徴的なこ

とは、母親の文盲・未就学の割合が高いという

点である。母親の37%が文盲・未就学となって

いる。それに対して、父親のそれはわずかに5

%であり、相対的に父親の学歴が母親の学歴よ

りという傾向がみられる。識字率でみたよう

に、 GK村の識字率は急激に高くなっている。し

かし、親の世代では、いぜんとして識字率の低

いことがうかがえる。私立の割合に注目する

と、親が高学歴であるほど、私立の割合が高い

ことが読み取れる。特に母親が高学歴である場

合は、私立の割合が極めて高い。

次に家庭の経済力との関係をみてみる(第6

秦)。対象世帯の平均月収入は、 6,247ルピー、

最低は1, 800ルピー、最も多い世帯で24, 000ル
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第5表　GK村における学校選択と児童の両親の最終学歴の関係

(人, %)
最終学歴 父親 ー 母親

公 立 私 立 示 計
私立の割合 公 立 私 立 小 計 私立の割合 合 計

6 0 6 0 . 0 4 0 5 4 5 l l . 1 5 1 (2 0 . 9 )

12 3 15 2 0 . 0 1 1 10 2 1 4 7 . 6 3 6 (1 4 . 8 )

2 2 5 2 7 18 . 5 17 7 2 4 2 9 . 2 5 1 (2 0 . 9 )

2 2 18 4 0 4 5 . 0 6 1 2 18 6 6 . 7 5 8 (2 3 . 8 )

10 14 2 4 5 8 . 3 3 7 1 0 7 0 . 0 3 4 (1 3 . 9 )

5 5 10 5 0 . 0 0 4 4 10 0 . 0 14 (5 . 7 )

7 7 4 5 12 2 3 6 . 9 7 7 4 5 12 2 3 6 . 9 2 4 4 ( 1 0 0 .0 )

文盲・未就学
1-5学年
6-8学年
9・10学年
11・12学年・工丁工

大卒以上

出所)現地調査(2003年12月)より作成

ピーであり、中央値は5,000ルピーであった。

そこで2, 500ルピー未満、2, 500-5, 000ルピー、

5,000-7,500ルピー、そして10,000ルピー以

上の4区分に分けて整理した。繰り返し述べて

いるように、私立-はかなりの費用負担が必要

である。それを反映して私立の割合は、経済力

との関係が強く、収入の高い世帯ほど、私立に

子供を通わせている。一方、それとは逆に、

5, 000ルピー以下の世帯ではほとんどが公立-

行かせており、私立の割合は低い。

カーストとの関係をみてみると私立の割合

は、ほぼカーストランキングに沿ったもので、

とくに指定カーストにあたるチヤマールとバル

ミキの割合が低くなっている(第7表)。しか

しながら、カーストランキングのトップである

ブラーミンの割合が低い。この点については、

個別に検討してみたい。公立-通う8人のう

ち、 3人の親は、収入が2,700、 2,900ルピー

とブラーミンの世帯の中では極端に低い世帯で

ある。また4人は世帯収入が10,000ルピー以

上であるが、親の学歴が相対的に低い。そして

残りの1人は、収入・親の学歴とも高い。この

子は女子で、直接の聞き取りでは、女の子に学

歴をつける必要はないということで公立に行か

せているとのことであった。ちなみにこの家庭

の男の子は私立に通学している。一方、カース

トランキングの低いバルミキで、私立に通って

いる4人について検討してみた。 4人の家族収

第6表　GK村における学校選択と経済力の関係

収 入 公 立 私 立 計 私立の割合

(ルピー) (人) (人) (人) (% )

不 明 2 0 2 0

2 , 50 0未 満 15 3 18 16 .7

2, 50 0 ~ 5 ,0 0 0 33 7 40 17 .5

5 , 00 0 ~ 7 ,5 0 0 10 16 26 6 1.5

7, 50 0 - 10 , 00 0 8 5 13 38 .5

10 ,0 00以 上 9 14 23 60 .9

計 77 4 5 12 2 36 .9

出所)草地調査(2003年12月)より作成

第7表　GK村における学校選択とカーストの関係

カ ー ス ト名 公 AL ft "よ 計 私立の割合

ブ ラー ミ ン

(人) (人) (人) (% )

8 5 13 38 .5

ジ ャ ー ト 12 2 1 3 3 63 .6

バ ラ ギ 2 2 4 50 ー0

カ テ ィ 3 2 5 40 .0

チ ヤ マ ー ル 2 5 3 28 10 .7

バ ル ミ キ 11 4 15 26 .7
新 住 民 16 8 24 33 .3

計 77 4 5 122 36 .9

出所)曳地調査(2003年12月)より作成

人はばらつきがあるが、いずれも親の学歴は高

いという共通点がみいだされた。
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第8表　GK村におけるカーストと学歴の関係

カース ト名 文盲 .未就学 1～ 5学 年 6～ 8学 年 9 - 10 学 年 11 蝣12学年 IT I 大卒 以上 計

プ ラー ミン
(人) (% ) (人) (% ) (人) (% ) (人) (% ) (人 (% ) (人) (% ) (人)

4 (15.4) 6 (23 . 1) 8 (30 .8 ) 4 (15 .4) 4 (15. 4) 26
ジャー ト 5 (7.6) 8 (12 . 1) 13 (19 .7) 2 5 (37 .9 ) 13 (19 .7 ) 2 (3.0 ) 66
バ ラギ 2 (2 5.0) 4 (50 .0 ) 2 (25 .0 ) 8
カテ ィ 2 (20 .0 ) 3 (30 .0) 5 (50 .0) 10

チ ヤマ ール 2 1 (37 .5) l l (19. 6 ) 8 (14 .3) 9 (16ー1) (5 .4) 4 (7. 1) 56
バル ミキ 3 (10 .0) 3 (10. 0 ) ll (36 .7) 2 (6. 7) 9 (30 .0) 2 (6.7 ) 30

新 住民 16 (33 .3) 8 (16. 7 ) 10 (20 .8) 7 (14. 6) 5 (10 .4) 2 (4.2 ) 48
計 5 1 (20 .9) 36 (14. 8) 5 1 (20 .9) 58 (2 3. 8) 34 (13. 9) 14 (5. 7) 2 44

出所)境地調査(2003年12月)より作成

第9表　GK村におけるカーストと経済力の関係

不 明 2,500A -C - 2,6票; と000 5,豊 500 7,5笠豊 0㈱ 管
計

平均

プラー ミン

(戸) (% ) (戸) (% ) (戸) (% ) (戸) (% ) (戸) (% ) (戸) (% ) (戸) (ルピー)

3 (2 3. 1) 3 (2 3. 1) 7 (53.8) 13 9 746.2
ジャー ト 2 (6 .1) 3 (9 . 1) 8 (2 4.2 ) 3 (9. 1) 5 (15.2 ) 12 (3 6.4) 3 3 8 317.0
バ ラギ 3 (7 5.0) 1 (25.0) 4 48 75.0
カテ ィ 1 (20 .0) 2 (4 0.0) 2 (40 .0) 5 88 10 .0
チ ヤマール ll (39. 3) 8 (28 .6) 6 (2 1.4 ) 3 (10.7) 28 4 182 .6
バル ミキ ll (73 .3) 2 (13.3 ) 2 (13.3) 15 4 666. 7
新住民 4 (16 .7 ) 6 (25 .0) 12 (50.0 ) 2 (8 .3) 2 4 4 779.2
計 2 (1.6) 18 (14 .8 ) 40 (32. 8) 26 (2 1.3 ) 13 (10 7) 23 (18.9) 12 2 6 249. 1
出所) 現地討査 (2003年12月) より作成

3)カーストと学歴・経済力との関係

前項の検討の結果、 (力親の学歴が高いほど私

立学校の割合は高い、 ②家庭の経済力が高いほ

ど私立学校の割合が高い、③カーストランキン

グが高いほど私立学校の割合が高い、という3

つの傾向がみいだされた。このうち③は、従来

のインド社会の傾向を反映したものである。そ

こで、ここではカーストに注目し、カーストと

学歴・経済力との関係について検討する。

第8表は、カーストと親の学歴を整理したも

のである。第5表で指摘したように、父親の学

歴と母親の学歴にはかなりの差がある。この表

では、両者をあわせているので、学歴にばらつ

きがみられる。文盲・未就学の大部分は母親で

あり、大卒以上は全員が父親である。この表の

区分で最も多く占めているのが、 9 -10学年で

ある　9-10学年以上とそれより低い6-8学

年以下にわけて、カーストごとにみてみると、

一般カーストのブラーミンとジャートは9 ・

10学年以上の割合が6割以上占めているのに

対して、指定カーストのチャマールとバルミキ

は5割を切っている。特にチヤマールは4割以

下であり、文盲・未就学が区分の中で最も高く

なっている。いぜんとしてこのようなカースト

間の差はあるもの、指定カーストの教育水準は

確実に向上している。例えば、大卒以上につい

ても、割合としては低いもののチヤマールやバ

ルミキで大卒以上の高学歴を有するものがでて

きているO　また村の中でITI (Industrial

Training Institute :工業技術訓練校)の学歴

を有する者は5人おり、いずれもバルミキで

あった。このように学歴の面では、カースト間

の格差は縮小の方向にあることが伺える。

次にカーストと経済力をみると、この点では

かなりの経済格差が存在していることが伺える

(第9表).平均でみると、一般カーストである

ブラーミンとジャートは8,000ルピー以上であ

り、一方指定カーストのチャマールとバルミキ

は5,000ルピー以下で、両者に2倍前後の差が

ある。ブラーミン、ジャートにおいては、月平
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均収入が10,000ルピー以上の割合が最も高い。

それに対して、バルミキでは2,500-5,000ル

ピー、チヤマールは2,500ルピー未満が最も高

い割合を占める区分となっている。ブラーミン

やジャートでも5,000ルピー以下の世帯があ

り、必ずしもカーストランキングが高ければ経

済力もあるというわけではなく、経済的には

カースト内で分化傾向がみられる。

最後に、学歴と世帯収入・ジェンダーの関係

についてみたい。大卒以上でありながら世帯収

入が2,500-5,000ルピーと低い事例が6件

あった。それは、すべてチャマールかバルミキ

に属する親である。もちろん,分析対象となっ

ているのは、 GK村の居住者であり、高学歴を得

たものが、村を出ている可能性が高いと考えら

れるが、高学歴が必ずしも経済力の向上を保障

するものではないという一面がうかがえる。ま

たチャマール、バルミキでは、 10,000ルピー以

上の世帯はおらず、カーストの枠を超えて、経

済的に成功している事例は分析対象の中からは

みいだされなかった。考察対象児童122人のう

ち、私立に通学している児童は全体の36.9%

を占める。ジェンダー間での違いについてみる

と、私立の割合が男子37.5%、女子36.0%と

ほとんど差がないという結果が得られた(第4

表)。

5.おわりに

先行研究では、私立学校と公立学校の生徒

間の学力格差が指摘されている。また私立学校

は英語が教育言語であったり、公立学校に比べ

て教育環境も整っている。そのため、多くの親

は私立学校へ行かせることを望んでいるが、親

の経済的負担は大きい。都市化・工業化の影響

下にあるGK村では、周辺に、多くの私立学校

が立地し、村の36. 9%の子供が私立学校で学

んでおり、教育熱は高まっている現状が明らか

となった。その現状を踏まえて、初等教育にお

いて公立学校と私立学校に通っている児童の

バックグランドについて検討した。その結果、

①親の学歴が高いほど私立学校の割合は高い、

②家庭の経済力が高いほど私立学校の割合が高

い、③カーストランキングが高いほど私立学校

の割合が高いという傾向がみいだされた。

カーストと学歴・経済力との関係をみると、

学歴面においては、全体としては、前回のR村

の事例と同様、親世代、児童世代ともに、一般

カーストと指定カースト間に格差が存在する。

しかし、指定カーストでも高学歴者がでてきて

おり、格差が縮小傾向になることがデータから

読み取れた。また経済力については、カースト

間の格差はいぜんとして大きい。カーストラン

キング上位に位置する一般カーストにおいて、

収入の少ない世帯があり、カースト内の経済力

の分化傾向がみいだされた。その逆に、指定

カーストから高い学歴を通じて、高い収入を得

ている事例はみいだされなかった。

現状では、教育が親の学歴・経済力・カース

トに規定される点が大きいことが確認された。

全体としては、カーストにおける学歴の格差は

縮小されつつあるが、経済格差がいぜんとして

大きく、また高い学歴が必ずしも経済的成功を

保障するものではないことが明らかとなった。

また私立学校と公立学校の格差が実態として存

在し、その学校選択において特に経済力の規定

要素が強い、それゆえに、教育は、経済力の平

準化ではなく、その経済力の再生産の機能を果

たしている面が強い。そしてその経済力は旧来

のカーストとの関係が強いことから、教育が

カーストに基づく社会階層の再生産をもたらし

ているという一面があることも指摘される。

付記

本研究にあって、現地調査に協力いただいたジャ

ワハルラル・ネル-大学のR.C.シャルマ先生、ジャ

ミヤミリヤ・ムスリム大学のイシタック先生、ジャ

ワ-ルラル・ネル-大学とジャミヤミリヤ・ムスリ

ム大学の大学院生ならびにGK村の方々に記して感謝

申し上げます。また本研究は、平成15年度文部科学
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省科学研究費補助金　基盤研究(A) (2)「経済自由化

後のインドにおける都市・産業開発の進展と地域的

波及構造」 (研究代表者:岡橋秀典、課題番号

13372006)による研究成果の一部であるO

注

1)修了試験は、中央中等教育ボードのほか、インド

学校修了試験協議会(Indian Council of School

Certificate Examination)と各州に設置された州中

等教育ボード(State Secondary Education Board)

が実施するものがある。

2)調査時点における、円/ルピーのレートは、 1ル

ピー-約2.5円である.

3)インド教育省のホームページでは、 1990年代後半

においても、50%以上の高いドロップアウトの割合

が示されている(http://www. education,nic. in/

htmlweb/edusta2. html)
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